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この冊子は、高レベル放射性廃棄物の処分に関心をお持ちの方々に対し、理解の一助
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本冊子に関するご意見・ご要望がごさいましたら、以下までお知らせください。
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高レベル放射性廃棄物は、極めて長期にわたり私
たちの生活環境から遠ざける必要があり、その方法
として地下深くの安定な地層中に処分する「地層処
分」が最も好ましい処分方法であることが、国際的に
共通の認識となっています。わが国においても、平成
26年4月のエネルギー基本計画において、高レベル
放射性廃棄物の最終処分の問題について、地層処
分を前提に進めつつ、将来世代が最良の処分方法
を選択できる余地を残すとしております。原子力発電
に伴って発生する高レベル放射性廃棄物は、将来世
代に負担を先送りしないよう、現世代の責任で、地層
処分する必要があります。地層処分の仕組みや日本
の地質環境等について理解を深めて頂くために、国
は、「科学的特性マップ」を作成し、平成29年7月に
公表しました。このマップの提示を契機に、地層処分
を社会全体でどのように実現していくか、今後の対話
活動の中で国民の皆さんと一緒に考えていきたいと
思います。

～ この冊子のねらい ～

諸外国の経験から学ぶ上では、放射性廃棄物を
長期にわたって管理するという共通の目標があって
も、各国の文化、政治及び歴史的な状況を反映し
て、地層処分の実現に至る取組みには似ているところ
と異なるところが必然的に生じます。
諸外国の多様な進捗状況を理解する上で役立つ

重要な事項を体系的にまとめ、解説する資料を目指し
て、この冊子の最初のバージョンを平成15年（2003
年）9月に発行しました。当初は欧米6カ国（スウェー
デン、フィンランド、フランス、スイス、ドイツ、米国）を取
り上げました。その後、これら6カ国以外にも、高レベ

ル放射性廃棄物処分の具体化が進んだ国、処分地
選定や処分事業の進展が見られる国 を々丹念に追跡
し、収録国を増やしつつ、情報の更新・追加を行っ
た改訂版を毎年発行してきました。内容改訂では、諸
外国での最新の進捗動向を反映するだけでなく、わ
が国での検討状況を踏まえ、諸外国で類似検討がな
された過去の情報も充実させるようにしています。地
層処分について知る・考えるきっかけとなる読み物とし
ての性格を意識しています。
地層処分について初めて知ったという方でも手に

とってもらえるよう、難しい表現をできるだけ避けつつ、
諸外国の状況や多様な取組みがわかるように配慮し
ています。初めてこの冊子を手に取った方は、頁数
が多いのでは…と疑問に思うかもしれません。
地層処分の関心領域は、技術面、実施体制など

の制度面、処分場のサイト選定方法、地域振興、安
全確保の取組みなど多岐にわたっています。原子力
発電の導入状況や核燃料サイクルの選択なども関係
します。諸外国でも高レベル放射性廃棄物の問題に
ついて悩みつつ、様々な取り組み・経験が積み重ね
られて今日に至っています。頁数が多いのはそのた
めです。
2018年版の冊子では、特に断りのない限り、平成
29年末（2017年末）時点の情報に基づき作成してい
ます。スウェーデン、フィンランド、フランス、ドイツ、スイ
ス、英国、カナダ、米国の主要8カ国の最新情報を、
それぞれ独立した「編」にまとめています。
付録として、用語解説のほか、わが国の近隣国で

ある中国、韓国、ロシアでの地層処分に関する情報
を短く解説したページを設けています。
地層処分に関して、興味のある方、もっとよく考えて

みたいと思われる方の理解の一助になれば幸いです。

はじめに

○ 本冊子の電子版は、原子力環境整備促進・資金管理センターのウェブサイト「諸外国での高レベル放射性
廃棄物処分」（http://www2.rwmc.or.jp）で入手できます。このウェブサイトでは、諸外国の高レベル
放射性廃棄物の最終処分に関連する情報をまとめているほか、最新情報を「海外情報ニュースフラッシュ」
としてブログ形式で提供しています。こちらもぜひご覧下さい。

（右のQRコードをスキャンしてアクセスできます。）
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TRU廃棄物などの併置処分も
検討しています。

TRU廃棄物などを含む発熱性
廃棄物を処分する計画です。

中レベル放射性廃棄物など
も併置処分する計画です。

サイト公募・文献調査 概要調査方針検討段階

処分事業の進捗状況
最終処分施設
建設地の選定

精密調査

2013年7月に新たなサイト選定手続を定める
法律が成立。今後、サイト選定を実施し2031
年ごろまでにサイトを決定する予定です。

50～100年間の中間貯蔵後に地層処
分を行うことを優先オプションとして
いますが、最終的な管理方針の決定は
先送りされています。

ネバダ州のユッカマウンテンは
安全審査段階。ただし、オバマ前
政権では計画を中止するとの方
針により、代替案の検討が行わ
れました。トランプ政権はユッ
カマウンテン計画を継続する方
針に転換しようとしています。

2011年に取りまとめられた放
射性廃棄物の国家計画案の法的
手続きが完了し、連邦政府の正式
決定を待っているところです。

処分実施主体のSKB社が、処分場建設
予定地としてフォルスマルクを選定し、
2011年3月に立地・建設許可申請。
現在、安全審査が進められています。

2010年から開始したサイ
ト選定プロセスに21地域が
参加。絞り込みが進められて
います。

2008年から公募方式で開始したサイト選定プ
ロセスから、カンブリア州西部が2013年1
月に撤退。2014年から新たなサイト選定プロ
セスを開始しています。

TRU廃棄物なども併置処分
する計画です。

法律で定めたスケジュールに沿って
「可逆性のある地層処分」の事業化に
向けた取組を実施。2019年には
処分場の設置許可申請が行われる予
定です。

※併置処分とは、高レベル放射性廃棄物の処分施設の近傍に、地層処分が想定される
TRU廃棄物（ウランより原子番号が大きい超ウラン核種を含む廃棄物で、再処理
施設の操業等で発生します。）などの処分施設を併設して処分を行うことです。

※1：サイト選定のやり直しが決まり、ゴアレーベンは白紙化されました。
※2：公募準備活動期間（イングランド、ウェールズ及び北アイルランド）
※3：サイト公募段階はなく、地質学的条件で抽出された複数の候補エリア

内から絞り込む方式。
※4：北山以外の地域を含めて比較検討して、候補地を選定する予定。

※5：精密調査の実施前に、法令手続に基づく立地・建設許可を申請。審査後
に処分地が正式決定する。

※6：精密調査の前に、法令手続に基づく処分地選定が終了。精密調査の実
施を経て建設許可申請がなされ、政府が処分場の建設許可を発給。

中国（甘粛省北山ほか）※4

ドイツ※1 スイス※3スペイン

各国の進捗をわが国の地層処分事業段階に相当する位置で示しています。段階の構成・順序は各国で異なります。

日本（公募中）

英国※2

フランス
（ビュール地下研究所近傍）

ベルギー

韓国

カナダ

カナダ

ドイツ

ベルギー

米国

スペイン

フランス

英国 スウェーデン

諸外国における高レベル放射性廃棄物処分の進捗状況    



5º 90º 105º 120º 135º 150º 165º

S

VANUATU

SOLOMON
ISLANDS

FEDERATED STATES 
OF MICRONESIAPALAU

JAPAN
C H I N A

AUSTRALIA

PAPUA
NEW

GUINEA

NEW ZEALAND

I N D O N E S I A

PHILIPPINES

MONGOLIA

NDIA

THAILAND

VIETNAM

MALAYSIA

SINGAPORE

BRUNEI

Taiwan

N. KOREA

S. KOREA

FIJI

CAMBODIA

LAOSMYANMAR
(BURMA)

BHUTAN

BANGLADESH

NEPAL

SRI LANKA

RGYZ

R U S S I A

Beijing
Pyongyang

Hong Kong

Guangzhou

Irkutsk

Yakutsk

Khabarovsk

Petropavlovsk
Kamchatskii

Vladivostok

Chengdu

Seoul

Taibei
w Delhi Kathmandu

Dhaka

Yangon

Tokyo

Manila

Ha Noi

Bangkok

Bientiane

Phnom Penh

Jakarta

Srijayewardenepura

Kuala Lumpur

Wellington

Novosibirsk

Almaty

Shanghai

Nanjing

Shenyang

Tianjin

Fukuoka

Sapporo

Calcutta

Surabaya

Chennai
(Madras)

y)

Osaka

Sydney

Melbourne

Adelaide

Perth

Canberra

Port Moresby

Brisbane

ad

k

Ulan Bator

TUVALU

KIRIBATI

NAURU

MARSHALL ISLANDS

TRU廃棄物などの併置処分も
検討しています。

建設
申請

安全審査
申請

2015年にフィンランド政府が使用済燃料
処分場の建設許可を発給。実施主体のポシ
ヴァ社は2016年12月に処分場の建設を
開始しました。

「使用済燃料公論化委員会」が2015年に政
府に勧告を提出。政府は同勧告を基にして
2016年7月に高レベル放射性廃棄物管理
基本計画を策定しました。

実施主体のNAGRAは2015年1月に地質学的観点
のみで候補エリアを2つまで絞り込み提案しました。
現在、連邦政府がNAGRAの提案を審査しています。

〔　〕は現段階での事業の進捗を示しているものの、計画の中止などで変更があり得る。

※7：許認可申請書の取り下げ申請が認められず、
中断していた安全審査も裁判所判決により再
開された。

地
下
数
百
メ
ー
ト
ル

高レベル
放射性廃棄物
処分施設

スウェーデン
（フォルスマルク）※5

米国
（ユッカマウンテン）※7

フィンランド
（オルキルオト）※6

（2017年12月時点）

フィンランド

韓国

スイス

法律で地層処分を行うと決めており、サイト調査が甘
粛省北山（ペイシャン）などで行われています。

中国

2002年12月から公募によりサイト
選定を開始しています。2017年7月
に科学的特性マップが公表されました。

日本

操　業
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諸外国の比較
国　

名

処分サイト 処分廃棄物 研究開発

処分地の選定状況
候補岩種／処分深度（計画） 対象廃棄物処分量 処分実施主体

事業計画など

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

エストハンマル自治体
　フォルスマルク
（建設許可申請書を提出）
○岩種：結晶質岩
○深度：約500m

○使用済燃料：12,000t（ウラン換算） スウェーデン核燃料・廃棄物管理会社（SKB）
〔電力会社4社の共同出資会社〕
○2011年3月：立地・建設許可申請
○処分開始予定：2029年頃

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド

エウラヨキ自治体
　オルキルオト
○岩種：結晶質岩
○深度：約400～450m

○使用済燃料：6,500t（ウラン換算） ポシヴァ社
〔原子力発電会社2社の共同出資会社〕
○2001年：最終処分地の決定
○2016年12月：処分場建設開始
○処分開始予定：2020年代

フ
ラ
ン
ス

候補サイトを特定
（ビュール地下研究所の近傍）
○岩種：粘土層
○深度：約500m

（併置処分想定）
○高レベル・ガラス固化体：10,000m3
○TRU廃棄物等：72,000m3
※ 全量再処理を前提とした2015年の見積（処分容器を含ま
ない量）

放射性廃棄物管理機関（ANDRA）
〔商工業的性格を有する公社〕
○2010年：地下施設展開区域（ZIRA、約30km2）の決定
○処分開始予定：2030年頃

ド
イ
ツ

サイトは未定
○岩種：未定
○深度：未定

（併置処分想定）
○高レベル・ガラス固化体と使用済燃料
○固形物収納体（CSD-C）等
処分量合計：28,100m3
（2022年までに全ての原子炉を閉鎖する場合）
※体積値は、廃棄物容器を含む量

連邦放射性廃棄物機関（BGE）
〔連邦政府が100％所有する私法上の組織〕
○2031年：処分場サイトの決定
○処分開始予定：2050年代以降

ス
イ
ス

3カ所の地質学的候補エリアを
連邦政府が承認
○岩種：オパリナス粘土
○深度：約400～900m

（併置処分想定）
○高レベル・ガラス固化体と使用済燃料：9,402m3
○TRU廃棄物等：1,072m3
※体積の値は、処分容器を含む量

放射性廃棄物管理共同組合（NAGRA）
〔連邦政府と原子力発電事業者が出資する共同組合〕
○2008年～：特別計画に基づくサイト選定の開始
○処分開始予定：2060年頃

英  

国

サイトは未定
○岩種：未定
○深度：200～1,000m程度

（併置処分想定）
○高レベル・ガラス固化体：9,290m3
◯中レベル放射性廃棄物：456,000m3
◯低レベル放射性廃棄物：11,800m3
※ 上記以外に、一部の使用済燃料を再処理せずに直接処分す
ることも検討している。

実施主体：原子力廃止措置機関（NDA）／放射性廃棄物管理会社
（RWM社）
〔政府外公共機関〕
○2014年7月：英国政府がサイト選定プロセスを開始
○ 処分開始予定：2040年頃

カ
ナ
ダ

サイトは未定
○岩種：結晶質岩または堆積岩
○深度：500～1,000m

○CANDU炉使用済燃料
処分量：未定
使用済燃料集合体数：
約230万体（2011年末時点）
（46,000トン相当）

核燃料廃棄物管理機関（NWMO）
〔原子力発電事業者の共同出資による非営利法人〕
○2010年：サイト選定開始
○処分開始予定：2030年代後半

米  

国

ネバダ州
　ユッカマウンテン
○岩種：凝灰岩
○深度：200m～500m

○使用済燃料（商業用が主）
○高レベル・ガラス固化体（国防用が主）
処分量合計：70,000t
（処分容器を含まない上記の重金属換算による重量）

実施主体：検討中
○2013年：エネルギー省（DOE）の管理・処分戦略
○処分開始予定：2048年

ス
ペ
イ
ン

サイトは未定
（最終管理方針は未決定）
○岩種：未定
○深度：未定

（併置処分想定）
○使用済燃料、高レベル・ガラス固化体
○長寿命中レベル放射性廃棄物
処分量合計：12,800m3

放射性廃棄物管理公社（ENRESA）
〔政府出資による公社〕
○1998年：サイト選定プロセスの中断
○処分開始予定：2050年以降

ベ
ル
ギ
ー

サイトは未定
○岩種：粘土層
○深度：未定

（併置処分想定）
○高レベル・ガラス固化体と使用済燃料（カテゴリーC）
○TRU廃棄物等（カテゴリーB）
処分量：11,700m3（再処理ケース）

ベルギー放射性廃棄物・濃縮核分裂性物質管理機関（ONDRAF/
NIRAS）
〔連邦政府監督下の公的機関〕
○ 処分開始予定：カテゴリーBは2035年から2040年、カテゴ
リーCは2080年に処分開始

中  

国

サイトは未定
○岩種：未定
○深度：未定

○高レベル・ガラス固化体（PWR）
○CANDU炉使用済燃料
処分量：未定

中国核工業集団公司（CNNC）
〔国営企業体〕
○1986年：サイト選定開始
○処分開始予定：2041年～今世紀半ば

韓  

国

サイトは未定
（最終管理方針は未決定）

使用済燃料の管理政策を検討中 韓国原子力環境公団（KORAD）
〔韓国産業通商資源部（日本の省に相当）監督下の公団〕
○処分開始予定：未定

日  

本

サイトは未定
（2002年末公募開始）
○岩種：未定
○深度：300m以上

○高レベル・ガラス固化体（第一種）
処分量：4万本以上

○TRU廃棄物（第二種）
処分量：19,000m3以上

原子力発電環境整備機構（NUMO）
○ 平成14年12月：「最終処分場施設の設置可能性を調査する区
域」の公募開始
○処分開始予定：平成40年代後半を目途

注： 処分量及び処分費用は異なる時期に異なる算定ベースで見積られている可能性があります。（数字は概算）
  換算レートは2017年12月時点の日本銀行の基準外国為替相場及び裁定外国為替相場を使用しています。（1米ドル=113円、1ユーロ=133円、1英ポンド=149円、1カナダドル=90円、
1スウェーデン・クローネ=14円、1スイスフラン=115円）
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研究施設 処分費用と資金確保

地下研究所・地下特性調査施設 処分費用 廃棄物発生者
資金確保

エスポ岩盤研究所〔SKB社施設〕
○1990年建設開始、1995年から供用

601億スウェーデンクローネ
（8,414億円）（2016年算定額）
※ キャニスタ封入施設と処分場の費用のみ。廃棄
物輸送費や研究開発費は含まない

電力会社4 社
○ 原子力廃棄物基金
2016年末残高（市場価格）：
646億スウェーデン・クローネ（9,050億円）

地下特性調査施設（ONKALO）〔ポシヴァ社施設〕
○2004年から建設開始
※将来は、処分場の一部となる予定

33.2億ユーロ
（4,420億円）（2009年算定額）
〔処分量5,500tベース〕

原子力発電会社2社他
○ 国家放射性廃棄物管理基金（VYR）
2016年末残高：24.9億ユーロ（3,312億円）

ビュール地下研究所〔ANDRA施設〕
○2000年から建設開始
※ 処分場はビュール研究所の近傍に立地されるが、研究所が処
分場に転用されることはない

250億ユーロ
（3兆3,300億円）（2016年算定額）
※ ANDRAが2014年に提示した見積額に基づ
き、2016年1月にエネルギー担当大臣が定
めた目標額

フランス電力株式会社（EDF）、
原子力・代替エネルギー庁（CEA）、AREVA社（旧COGEMA社）
○ EDFの引当金：89.7億ユーロ（1兆1,900億円）
（2016年末：全廃棄物の貯蔵・処分）

ゴアレーベン地下施設〔連邦政府の施設〕
○1986年から地下探査用坑道の建設開始
○ 2013年のサイト選定法の施行に伴い地下探査
の停止

○2014年に一部を地下坑道の閉鎖を決定

約77億ユーロ
（約1兆200億円）（2015年算定額）
※ 処分場の建設、操業及び閉鎖のための費用

電力会社主要5社及びその子会社
○ 放射性廃棄物管理のための基金：
約241億ユーロ（3兆2,100億円）

※ 2017年7月の払込額（基本拠出金とリスク保険料の合計）

グリムゼル試験サイト〔NAGRAの施設〕
○1983年建設開始、1984年供用開始
モン・テリ岩盤研究所〔国際共同利用施設〕
○1996年設置

76.9億スイスフラン
（8,840億円）（2016年算定額）

電力会社4社
○ 放射性廃棄物基金
2016年末残高：47.2億スイスフラン（5,400億円）

地下研究施設：なし
※処分場建設と平行して地下特性調査を行う計画

約147.5億ポンド
（2兆1,980億円）（2016年算定額）
※ 上記の地層処分費用の算定では、0～5年目は
2.7％、6～10年目は1.95％、11年目以降
は0.8％の割引率を適用

EDFエナジー社、原子力廃止措置機関（NDA）
○ EDFエナジー社の引当金：8.9億ユーロ（1,180億円）
（2016年末：放射性廃棄物管理費用）
○NDA分は税金負担

地下研究所（URL）
〔カナダ原子力公社（AECL）施設〕
○1983年建設開始、1989年から供用
○ 2008年から閉鎖作業開始、高度化シール・プ
ロジェクト（ESP）を実施中

183億カナダドル
（1兆6,500億円）（2016年算定額）
〔CANDU炉燃料集合体360万体処分
する場合〕

電力会社3社、カナダ原子力公社（AECL）
○ 信託基金（各社が個別設置）
2016年末残高：40億カナダドル（3,623億円）

ユッカマウンテン探査研究施設〔DOE施設〕
○1992年建設開始、1997年完成
※処分場の一部として計画

962億ドル
（10兆9,000億円）（2007年算定額）

電力会社（商業用）、DOE（国防用等）
○ 放射性廃棄物基金（NWF）
2016年9月末に保有する米国債（市場価格）：
460億ドル（5兆2,000億円）

地下研究施設：なし 62億ユーロ
（8,200億円）（2006年算定額）

電力会社5社
○ 放射性廃棄物の管理基金（ENRESAが管理）
2016年末残高：50億ユーロ（6,700億円）

HADES地下研究所
〔研究機関と実施主体の共同利用施設〕
○1980年建設開始、1984年供用開始

5.9億～14.9億ユーロ
（780億～1,980億円）
（2000年算定額）

シナトム社
○長期基金（ONDRAF/NIRASが管理）
○使用済燃料管理引当金（シナトム社が一括管理）

地下研究施設：なし 処分費用：未定 原子力施設事業者
○ 資金確保策：「原子力発電所の使用済燃料の処理処分基金」を
設置

地下研究施設：なし 処分費用：未定 韓国水力原子力株式会社
○資金確保策：放射性廃棄物管理基金を設置

日本原子力研究開発機構 幌延深地層研究センター
○平成13年開設
日本原子力研究開発機構 瑞浪超深地層研究所
○平成14年開設

処分費用：
○第一種 約3兆219億円
○第二種 約8,043億円
（平成29年12月）

電力会社9社、日本原子力発電株式会社、
日本原子力研究開発機構（JAEA）、日本原燃株式会社
○ 第一種最終処分積立金：平成28年度末残高 約1兆6億円
○第二種最終処分積立金：平成28年度末残高 約446億円

（2017年12月末時点）
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各国での地層処分の実現に向けた検討経緯

注）  地下研究所の名称（オレンジ色で表記）は、原語に近い訳語、正式な略称・名称で記述している。URLは、正式名称のUnderground Research Laboratoryの略語。その他の略称等は、次のとおり。
AKA⇒スウェーデン語の「放射性廃棄物」から取った略語、KBS⇒SKB社の前身であるSKBF社での担当部署名、キャスタン⇒放射性廃棄物管理方策を検討する委員会の委員長名、ONKALO⇒
「空洞」を意味するフィンランド語、EKRA⇒「放射性廃棄物の処分概念に関する専門家グループ」の略称、CoRWM⇒「放射性廃棄物管理委員会」の略称、Cmnd.⇒英国政府が議会に提出する文書、
NAS⇒全米科学アカデミーの略称

国
名 1950 1960 1970 1980 1990

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

1976年 AKA調査委員会報告書
1983年 KBS-3報告書

1994年 原子力活動法
1976年～ ストリーパ地下研究所

1995年～
エスポ岩盤研究所

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド

1978年 地層処分の実現可能性研究開始
1983年 廃棄物管理目標原則決定

1994年 原子力法
改正：輸出入禁止

1992年～ 研究トンネル

フ
ラ
ン
ス

1983年 放射性廃棄物の管理のための
一般計画

1991年 放射性廃棄
物管理研究法

ド
イ
ツ

1963年 連邦土壌研究所報告書 1979年 連邦・州決議によるゴアレーベン選定

1985年～ ゴアレーベン地下施設

ス
イ
ス

1985年 保証プロジェクト報告書

1983年～ グリムゼル試験サイト
1995年～

モン・テリ岩盤研究所

英　

国

1976年 王立環境汚染委員会報告書
1995年 Cmnd. 2919

1999年
上院特別委員会報告書

カ
ナ
ダ

1978年 連邦・オンタリオ州共同声明
1998年

環境評価パネルの報告書
1984年～ URL

米　

国

1957年 NAS報告書 1982年 放射性廃棄物政策法
1987年 放射性廃棄物
政策修正法

1996年～
ユッカマウンテンESF
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2000 2010 2020 2030 2040～ 国
名

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

2029年 操業開始

2001年 政府決定：KBS-3がサイト選定の基盤

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド

2020年代 操業開始

2004年～ ONKALO

フ
ラ
ン
ス

2025年 操業開始(パイロット操業）2006年 放射性廃棄物等管理計画法
2000年～ ビュール地下研究所

ド
イ
ツ

2031年 処分サイト決定 2050年代
操業開始2011年 新たなサイト選定実施の連邦・州合意

2013年 サイト選定法

ス
イ
ス

2008年 特別計画「地層処分場」：サイト選定開始 2060年頃
操業開始2000年 EKRA報告書

2005年 原子力法・原子力令

英　

国

2006年 CoRWM勧告 2040年頃
操業開始2008年 英国政府白書

2014年 英国政府白書：サイト選定活動開始

カ
ナ
ダ

2002年 核燃料廃棄物法

2035年 操業開始
2007年 適応性のある段階的管理（APM）決定

2010年 サイト選定計画

米　

国

2008年 ユッカマウンテン許認可申請 2048年
操業開始2012年 ブルーリボン委員会報告書

2013年 DOE戦略
2013年 放射性廃棄物管理法案

2015年 放射性廃棄物管理法案
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2017年1月から2018年1月までの
諸外国における高レベル放射性
廃棄物等の管理・処分の動き
諸外国における高レベル放射性廃棄物の最終処分や地層処分の計画の動きに注目し、"海外情報ニュースフラッ

シュ" として、上記のホームページで最新の正確な情報を迅速に提供しています。

2017年

1月9日 米国で廃棄物隔離パイロットプラント（WIPP）の
操業が再開

1月12日 米国でDOEが高レベル放射性廃棄物の処分施設
等の同意に基づくサイト選定プロセス案を公表

2月15日 台湾で低レベル放射性廃棄物及び使用済燃料の集
中中間貯蔵に向けた取組を推進へ

2月27日
フランスで2016～2018年を対象とした「放
射性物質及び放射性廃棄物の管理に関する国家計
画」（PNGMDR）公表

3月16日 米国で2018会計年度の予算方針を公表―ユッ
カマウンテン計画の予算を要求

3月31日
米国でエディ・リー・エナジー・アライアンス
（ELEA）サイトにおける中間貯蔵施設の建設に係
る許認可申請書をホルテック社が提出

4月3日 英国政府と原子力廃止措置機関（NDA）が2016
年版の放射性廃棄物インベントリ報告書を公表

4月13日 英国政府が「地層処分と地域との協働に関する公
衆との対話」に係る報告書を公表

4月19日 米国の連邦議会下院で2017年放射性廃棄物政
策修正法案の検討を開始

4月25日 ロシアで地下研究所建設の一般競争入札を公告

4月25日 ドイツで放射性廃棄物処分の新たな実施主体であ
る連邦放射性廃棄物機関（BGE）が活動を開始

5月23日 米国で2018会計年度の予算要求－ユッカマウ
ンテン許認可手続の再開等に係る予算を要求

5月26日 米国で政府説明責任院（GAO）がユッカマウンテ
ン処分場の許認可手続の再開に係る報告書を公表

6月15日 スイスのモン・テリ岩盤研究所で坑道拡張工事が
開始

6月16日 フィンランドで地層処分場の統合作動試験に向け
たパイロットボーリングの掘削を開始

6月23日 カナダの使用済燃料処分場のサイト選定の状況－
2地域がサイト選定プロセスから除外

6月30日 スウェーデンの規制当局が原子力廃棄物基金への
2018～2020年拠出金単価の試算値を公表

7月4日
スウェーデンで使用済燃料最終処分場の建設許
可申請に関する土地・環境裁判所の口頭弁論が
2017年9月に開催予定

7月13日
米国で環境保護庁（EPA）が廃棄物隔離パイロッ
トプラント（WIPP）の3度目の適合性再認定の
決定

7月18日 フランスで放射性廃棄物管理機関（ANDRA）が
地層処分場の設置許可申請の1年先送りを発表

8月1日
フランスで規制機関がANDRAによる地層処分場
の「安全オプション意見請求書」に関する見解案
を公表

8月3日 スイスで規制機関ENSIが地層処分場に係る役割
と姿勢についてのポジションペーパーを公表

8月3日
英国で放射性廃棄物管理会社（RWM社）が地層
処分施設の一般的な条件でのセーフティケース
（2016年版）を公表

9月1日 中国で原子力安全法が成立

10月3日
スイスで地層処分場立地地域への交付金及び補償
金交渉プロセスの枠組みを示すガイドラインが公
表

10月5日
フィンランドの使用済燃料処分場の建設状況：
キャニスタ封入施設建設のための岩盤掘削作業が
完了

11月8日
フランスで国家討論委員会（CNDP）が地層処分
場プロジェクトに関する情報提供・公衆参加を監
督する保証人を任命

11月23日 スイスでサイト選定手続第2段階の成果報告書の
草案が公表、意見聴取開始

11月23日 フランスで国家評価委員会（CNE）が第11回評
価報告書を公表

12月8日
カナダの使用済燃料処分場のサイト選定の状況－
エリオットレイク／ブラインドリバー地域がサイ
ト選定プロセスから除外

12月11日
英国で原子力廃止措置機関（NDA）が2018～
2021年度ビジネスプランのドラフト版に対する
公衆協議を開始

12月21日
スイスの原子力発電事業者による2016年処分
費用見積りに対する費用計算の審査と安全面の審
査の結果が公表

2018年

1月15日
フランスで規制機関がANDRAによる地層処分場
の「安全オプション意見請求書」に関する見解書
を公表

1月17日 米国の廃棄物隔離パイロットプラント（WIPP）で
地下施設の掘削活動が再開

1月23日

スウェーデンで放射線安全機関（SSM）と土地・
環境裁判所が使用済燃料最終処分場及びキャニス
タ封入施設の建設許可申請に関する政府への意見
書を提出

1月25日 英国で地層処分施設（GDF）に関する国家政策声
明書（NPS）案についての公衆協議が開始

1月25日 英国で地層処分施設に関する地域との協働プロセ
ス案の公衆協議が開始

www2.rwmc.or.jp
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I. 高レベル放射性廃棄物の発生状況と処分方針

原子力発電所で発生した使用済燃料は、取り出し後約1年冷却した後、国内１カ所に集めて集
中貯蔵されています。全ての原子炉の営業運転が停止するまでに発生する使用済燃料の累積量は
約12,000トンになる見込みです。スウェーデンでは、これらの使用済燃料を再処理することなく、
キャニスタに封入して地層処分する方針です。

◎原子力エネルギー政策の動向
スウェーデンでは1980年に原子力発電の是非を
巡って実施された国民投票の結果を受け、原子力発
電から段階的に撤退する政策がとられていました。4
カ所の原子力発電所全体において、沸騰水型原子炉
（BWR）が9基、加圧水型原子炉（PWR）が3基
の計12基が導入されましたが、この政策に基づき2
基が営業運転を停止しました［1］。
2011年3月の東京電力（株）福島第一原子力発

電所の事故後、炉心冷却能力強化等の規制強化を
受けたコスト増のほか、電力需要の低迷予測を受け
て、2015年秋に原子力発電事業者2社が計4基の
原子炉を2020年までに運転終了する計画を表明し
ました。このうち、出力増強に向けて改修中であった
オスカーシャム2号機が営業運転に復帰することなく、
2015年 10月に閉鎖されました。2018年 1月時点で
運転中の原子炉は8基であり、原子力発電はスウェー
デンの消費電力の約35％を賄っています。

◎使用済燃料の発生と貯蔵（処分前管理）
スウェーデンにおいて高レベル放射性廃棄物として
処分される使用済燃料は､ 主に国内4カ所にある原
子力発電所から発生します。
使用済燃料は各発電所で冷却（炉取り出し後約1
年間）した後、SKB社が操業する「集中中間貯蔵施
設」（CLAB）に輸送し、地下に設けられたプールで
貯蔵されています［2］。使用済燃料の輸送は、SKB
社が自社の専用船で行っています。2016年末の貯
蔵量は6,266トン（ウラン換算）です。

◎処分方針
スウェーデンでは、原子力発電所で発生した使用
済燃料を再処理せずに、高レベル放射性廃棄物と
して地下約500mの深さの結晶質岩中に地層処分
する方針です。電力会社が共同出資して設立した
SKB社が処分実施主体です。

［1］スウェーデンの原子力発電所
スウェーデンには、バーセベック、フォルスマルク、オ
スカーシャム、リングハルスの4カ所の原子力発電所が
あります。このうち、脱原子力政策の元で、コペンハー
ゲン（＝隣国デンマークの首都）から約50kmの場所に
あるバーセベック発電所の2基の沸騰水型原子炉（BWR）
が、それぞれ1999年11月末、2005年5月末に営業運転
を停止しました。
2018年1月時点で運転中の原子炉は以下の通りです。
•リングハルス BWR×1基、PWR×3基
•オスカーシャム BWR×1基
•フォルスマルク BWR×3基

［2］使用済燃料集中中間貯蔵施設（CLAB）
CLABは1985年に操業を開始しました。許可を受け

ている貯蔵容量は8,000トンです。SKB社は使用済燃
料を処分用の容器であるキャニスタに封入する施設を
CLABに隣接・統合して建設する計画であり、完成後は
CLINKと呼ばれます。2015年にSKB社は貯蔵容量を
11,000トンに引き上げる許可申請を行っています。

CLAB（使用済燃料の集中中間貯蔵施設）
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◎原子力発電の利用・導入状況

◎原子力発電所及びその他の原子力関連施設の所在地

◎原子力発電設備容量
合計8基837.6万kW
（2018年1月）
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原子力発電所（商業用、運転中）

放射性廃棄物処分場

地下研究所

集中中間貯蔵施設

処分場予定地・特性調査施設

ストックホルム

ノルウェー

フィンランド

ロシア

エストニア

ラトビア

リトアニア

デン
マーク

低中レベル放射性
廃棄物処分場（SFR）

エスポ岩盤研究所

集中中間貯蔵施設
（CLAB）

キャニスタ封入施設建設予定地
（オスカーシャム）

処分場建設予定地
（フォルスマルク）

スウェーデン

参考資料

2015年
スウェーデン 総発電電力量 国内供給

電力量
国内電力
消費量輸入 輸出

単位：億kWh 1,620.58 92.94 -318.94 1,394.58 1,248.59
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II. 地層処分計画と技術開発

1. 処分計画

スウェーデンでは、使用済燃料を地下約500mの結晶質岩中に直接処分する計画です。キャ
ニスタ、緩衝材（ベントナイト）及び地層という多重のバリアシステムにより廃棄物を隔離する
KBS-3概念という処分方法です。使用済燃料を封入するキャニスタは、外側が約50mmの厚さ
の銅製、内側が鋳鉄製の容器です。KBS-3概念に基づく処分場の建設予定地として、処分実施主
体のSKB社は、エストハンマル自治体のフォルスマルクを選定し、2011年3月に処分場の立地・
建設の許可申請を行いました。

◎地層処分対象の放射性廃棄物
スウェーデンで地層処分の対象となる高レベル放
射性廃棄物は、主に原子力発電所から発生する使
用済燃料です。使用済燃料は、右の図のように、外
側が銅製、内側が鋳鉄製の2重構造のキャニスタと
いう容器に封入して処分する計画です。外側の銅製
容器が腐食に耐える役割を担い、約50mmの厚さが
考えられています。内側の鋳鉄製容器は外部からの
応力に耐える役割を担います。
BWR燃料集合体をキャニスタに封入する場合、

チャンネルボックスを付けた状態で最大12体収納しま
す。PWR燃料集合体の場合は、その集合体に制御
棒を挿入した状態で最大4体を収納します。使用済
燃料の封入後の重さはキャニスタ1体あたり約24～
27トンです。

◎処分場の概要（処分概念）
処分実施主体のSKB社が検討している処分概念

は「KBS-3概念」と呼ばれています。右下の図に示
すように、使用済燃料をキャニスタに封入し、その周
囲を緩衝材（ベントナイト粘土）で取り囲んで、力学
的及び化学的に安定した岩盤内に定置する方法で
す。複数の人工バリアと天然バリアを組み合わせた
多重バリアシステムにより、放射性廃棄物を長期に隔
離し、隔離ができなくなった場合でも処分場からの放
射性核種の放出を遅延させるという安全哲学に基づ
いています。キャニスタの定置方法について、SKB
社は縦置き方式を主とて技術開発を進めてきました
が、フィンランドの使用済燃料実施主体ポシヴァ社との
共同で横置き方式の実現可能性も検討しています。

キャニスタへの使用済燃料の封入

KBS-3処分概念
キャニスタは緩衝材に取り囲まれるようにして、地層中に定置して
処分されます。キャニスタの定置方法は、縦置き（図左）と横置き（図
右）が検討されています。

キャニスタ

インサート

141mm

ø1.050m

214mm

銅製容器

4
.8
3
5
m

約
4
.4
m

約
4
.3
m

BWR
燃料集合体

PWR
燃料集合体

最大
12体収納

最大
4体収納

キャニスタ

緩衝材
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SKB社が地層処分を実施するためには、使用済
燃料をキャニスタに封入する「キャニスタ封入施設」
と、そこで製造したキャニスタを処分する「使用済燃
料処分場」の2つの施設が新たに必要になります。
キャニスタ封入施設はオスカーシャム自治体で1985
年から操業中である使用済燃料の集中中間貯蔵施設
（CLAB）に併設し、CLINKという一体施設にする
計画です。
使用済燃料の処分場の建設予定地は、エストハン

マル自治体のフォルスマルクです。既存の全ての原
子炉が発電運転を終了するまでに発生する使用済
燃料量に対応する約6,000本のキャニスタ（ウラン換
算で約12,000トン相当）を、地下約500mの深さで処
分する計画です。SKB社は、2030年から処分を開
始する予定であり、当初は年間25～50本ペースで
処分する試験操業、その後、年間150～160本を処
分する通常操業に移行する計画です。
地下施設は段階的に建設され、完成した処分坑

道でキャニスタの定置・埋め戻しが実施され、平行し
て別の場所で処分坑道の建設が進められます。地
下施設の最終的な面積は約3.6km2、坑道の総延長
は約72km（処分坑道は約61km）になります。

キャニスタ封入施設の概要
オスカーシャムにある使用済燃料集中中間貯蔵施設に併設され（赤
枠部分）、CLINKという一体施設とする計画です。

地上施設

立坑

換気用立坑

換気用立坑

掘削物置き場

地下中央施設

高レベル放射性廃棄物の
処分エリア

重量物搬送用斜坑

使用済燃料処分場の概要
使用済燃料を封入したキャニスタは、フォルスマルクの地下約500mで処分する計画です。処分坑道が配置される面積は約3.6km2です。
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◎処分場の建設予定地の地質構造
スウェーデンは、ノルウェー、フィンランド、ロシア北
西部などに広がっているフェノスカンジア盾状地と呼
ばれる古い大陸性の地殻の上に位置しています。地
層処分場の建設予定地であるフォルスマルクを含むス
ウェーデン南東部の岩盤は、19.5～17.5億年前（古
原生代）に形成された結晶質岩です。約4～2.5億
年前には、大西洋側のプレート運動の圧力によってノ
ルウェーとの国境となっているスカンディナビア山脈が
形成されるとともに、スウェーデン南東部の岩盤にも大
規模な断層が生じました。また、約200万年前以降の
新生代第四紀には、山脈の東山麓に氷河が何度も形
成された跡が残っています。ウルム氷期として知られ
る最終氷期は約11万前から始まり、最盛期にはスカン
ディナビア半島全体が氷で覆われ、氷床の厚さは最
大で3kmに達したと推定されています。この氷の重さ
のために地殻が沈み込み、スウェーデンとフィンランド
の間にできた窪みが現在のボスニア湾にあたります。
氷床の成長・後退につれて岩盤にかかる荷重が変化
するので、断層が動いて地震が発生することもありま
す。氷期が終わった約1万年前から現在まで、沈降し
た地殻が元に戻ろうとしてゆっくりとした隆起が続いて
います。現在のフォルスマルクは海岸に面しています
が、紀元前8800年頃には海面下150mのところにあり、
紀元前500年頃に陸地になりました。表層5～6mの
土壌は、氷床の動きによって岩盤が侵食されて運ばれ
た氷成粘土や礫の堆積物です。
処分場の建設予定地であるフォルスマルクにも大
規模な断層があります。そのような断層の近くでは、
その動きによって結晶質の岩石が引きちぎられ、細
かく破砕していますが、そのことによって一定以上離
れた所の岩体は相対的に安定となり、レンズ状の塊
となって残っている部分があります。そのような岩体
は「構造レンズ」と呼ばれています。フォルスマルクの
地下約500mのところには、これまでのプレート活動や
氷床荷重の変動による影響を受けていない、構造レン
ズが存在することがボーリング調査で確認されていま
す。使用済燃料の処分場は、このような構造レンズ内
の結晶質岩に建設されます。

フォルスマルク周辺の岩盤構造

フォルスマルク

スカンディナビア山脈の
形成で影響を受けた領域

古原生代（19.5～17.5億年前）
に形成された岩盤

大規模断層

構造レンズの存在領域（薄色部分は、海面下の深度に
存在している部分を示す。）

塑性変形の影響が強く生じる領域

塑性変形の影響が弱い領域

サイト調査エリア

海または湖沼

b

a
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◎処分事業の実施計画に対する審査
SKB社はKBS-3概念による使用済燃料の最終処

分の実現に向け、原子力活動法と環境法典に基づ
き、計３つの許可申請書を提出しています。

① オスカーシャムにおけるキャニスタ封入施設の建
設許可申請書（2006年 11月にSSMに提出、
2011年3月16日更新）
② フォルスマルクにおける使用済燃料の処分場の
立地・建設許可申請書（2011 年 3月16日に
SSMに提出）
③ 使用済燃料の処分方法及び関連施設の立地選
定に係る許可申請書（2011年3月16日に土地・
環境裁判所に提出）

スウェーデンでは、２施設の原子力発動法に基づく
許可だけでなく、処分事業で採用する方法と場所の
選定に関する環境法典に基づく許可も必要となって
います。現在、これらの申請書の審査が並行して進
められています。原子力活動法に基づく申請書は放
射線安全機関（SSM）が担当し、環境法典に基づく
申請書は土地・環境裁判所が担当しています。

2018年 1月23日、SSMと土地・環境裁判所は、
それぞれの意見書を政府に提出したところです。
放射線安全機関（SSM）は、政府への意見書に

おいて、使用済燃料のキャニスタ封入施設と処分場
の建設を許可するよう勧告するとしつつも、処分場の
建設、試験操業、通常操業のそれぞれの開始に先
立ち、処分場の安全性を最新知見に基づいて精査
可能とするために、SKB社が安全解析書（SAR）を
SSMに提出し、承認を受けることを条件とすべきとし
ています。
一方、土地・環境裁判所は、キャニスタ封入施設

に関しては環境法典に基づく形で容認可能であると
した一方、処分場については、キャニスタの腐食及
び強度に影響を与えるプロセスに関する説明が不十
分であり、今後、キャニスタの耐久性能を考慮に入れ
た形で処分場の安全性を立証する追加資料がSKB
社から提出される場合に限り、容認可能になる、とし
た意見書を政府に提出しました。
今後、政府は、両方の意見書を踏まえて、SKB社

が申請した処分事業が許容可能であるかの判断を行
うことになっています。

使用済燃料の最終処分に向けたスケジュール
（SKB社RD&Dプログラムより作成）

2016
2017

2018
2019

2020
2021

2022
2023

2024
2025

2026
2027

2028
2029

2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 2065 2070 2075 2080 2085 2090 年

許可審査・建設準備

使用済燃料のキャニスタ封入施設

使用済燃料のキャニスタ封入施設

使用済燃料の処分場

使用済燃料の処分場

建設・コミッショニング

通常操業

試験操業

総合・一体化

通常操業

廃止措置

閉鎖・廃止措置

操業中

使用済燃料の集中中間貯蔵施設（CLAB）

許可審査・建設準備 建設・コミッショニング

地上施設

立坑

換気用立坑

換気用立坑

掘削物置き場

地下中央施設

高レベル放射性廃棄物の
処分エリア

重量物搬送用斜坑
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地層処分計画と技術開発>>>

エスポ岩盤研究所の概念図
（SKB社提供資料より引用）

昇降・換気用
立坑

アクセス坑道
（3,600m）

460m

実証処分場
模擬のキャニスタを使用して定置装置の動作
確認や作業上の問題などを確認しています。

プロトタイプ処分場
実際の使用済燃料は
使用せず、模擬のキャ
ニスタを定置して、長
期挙動を確認してい
ます。

2.研究開発・技術開発

実施主体のSKB社は、国内外の大学、研究機関、専門家等との協力により処分技術の開発や安
全に関する研究を進めています。実際の地層環境での地下研究を目的としたエスポ岩盤研究所で
は、国際共同研究も数多く行われています。

◎研究機関
処分に関する研究は、実施主体であるスウェー

デン核燃料・廃棄物管理会社（SKB社）が1970年
代後半から実施しています。SKB社は、スウェーデン
の国内外の大学、他の研究機関及び専門家と協力
して研究・技術開発を進めており、約250人が研究
活動に従事しています。主な研究施設としては、オス
カーシャム自治体にあるエスポ岩盤研究所とキャニス
タ研究所が挙げられます。

◎研究計画
SKB社は、1984年に制定された原子力活動法に
基づいて、3年毎に研究開発計画書を作成していま
す。この計画書は、研究計画、処分事業計画も含む
総括的なもので、SKB社は「研究開発実証（RD&D）
プログラム」と呼んでいます。計画書は、監督機関の
レビューを受けた後に政府決定という形で承認を受け
ます。SKB社からRD&Dプログラムの提出を受ける
規制機関は放射線安全機関（SSM）であり、SSMは、
レビュー活動の一環として、県域執行機関（国の出
先機関）、自治体、大学・研究機関、環境保護団体
等さまざまな機関にコメントを求め、それらを取りまとめ、
レビュー報告書として政府に提出します。また、政府
の諮問組織である原子力廃棄物評議会も独立した評
価を行います。最新のRD&Dプログラム2013におい
て、SKB社は実施中の研究及び技術開発のすべて
の分野の現状と今後の計画を体系的に評価した結果
を報告しており、地層処分場の長期的な変遷を理解
することに焦点を当てた活動を実施する方針を明らか
にしています。

◎地下研究所
オスカーシャム自治体のエスポ島には「エスポ岩盤
研究所」というSKB社の地下研究所があり、地下約
450mの深さに達する坑道を備えています。地下研究
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所の建設は1990年に始まり、事前の調査に基づく予測
を確認しながら坑道掘削を進め、1995年に竣工しまし
た。エスポ地下研究所は、その計画当初から処分場
への転用の考えはなく、実際の地層環境での研究を目
的とした施設です。この研究所での研究目的は、以下
のような点があげられています。
①母岩の調査手法の開発と試験
②岩盤特性に応じた処分概念の開発と試験
③安全性向上に向けた科学的知見の蓄積
④ 処分場で使用される技術の開発、試験及び実証

この他に、岩盤の天然バリアとしての機能を把握す
るために、地下水挙動や化学組成に関する調査など
が行われています。
この研究所では、国際的な共同研究も多く進めら
れており、今日では日本を含む合計7カ国がプロジェク
トに参加しています。

◎安全性の確認と知見の蓄積
実施主体であるスウェーデン核燃料・廃棄物管理

会社（SKB社）は、研究開発のなかで処分場の長
期安全性を評価する方法の開発を継続的に進めて
います。これまでにSKB社は安全評価の取りまとめを、
サイト調査の候補地を選定する前（フィージビリティ調
査の実施期間内）、ならびに詳細特性調査の候補地
1カ所を選定する前（サイト調査の実施期間内）に実
施しています。これらの安全評価を実施する目的の
一つは、サイト選定プロセスにおける自治体や関係機
関の意思決定に役立てることです。このことは、SKB
社が3年ごとに取りまとめる「研究開発実証プログラ
ム」の規制機関及び政府による審査・承認のサイク
ルを通じて決定されました。なお、政府は1995年5月
に、詳細特性調査は処分場建設の一部であるとの見
解を示しており、詳細特性調査の候補地1カ所を選
定する前の安全評価は、処分場の建設許可申請に
必要となる安全評価として位置付けられています。

SKB社が実施するこれらの処分場の長期安全性
の評価結果は「安全報告書（SR）」として取りまと
められています。この報告書は規制機関に提出され、
「研究開発実証プログラム」の場合と同様にレビュー
を受けます。規制機関は、原子力廃棄物評議会と
いった評価機関や他の行政機関、サイト選定に関係
する調査が実施されている自治体などから意見を収
集するとともに、それらを踏まえた意見書を政府に提
出します。

1984年 SKB社設立

1990年 エスポ岩盤研究所の建設開始

1992年5月 『SKB 91－安全における母岩の重要性』

1992年9月 『研究開発実証プログラム1992』を取りま
とめ、サイト選定プロセスを公表

1993～2000年 フィージビリティ調査（文献調査に相当）

1999年11月 『SR 97－閉鎖後の安全性』

2000年12月 『研究開発実証プログラム1998の補足』に
おいて、サイト調査候補地の選定結果を政府
に提出

2001年11月 政府がSKB社のサイト調査候補地の選定結
果を承認。その後、3候補地の所在自治体で
調査受け入れに関する議決（2自治体が可
決、1自治体が否決）

2002～2009年 エストハンマルとオスカーシャムの2自治
体でサイト調査を実施（地表からの調査）

2006年11月 『SR-Can－フォルスマルク及びラクセマル
におけるKBS-3概念処分場の長期安全性－
最初の評価』

2009年6月 サイト調査結果から、地質条件の優位性を主
たる理由として、エストハンマル自治体の
フォルスマルクを処分場建設予定地に選定

2011年3月 『SR-Site－フォルスマルクにおける使用済
燃料処分場の長期安全性』、地層処分場の立
地・建設許可申請書を提出

今後の予定 ・地層処分場の予備的安全報告書を更新
・処分場の建設と詳細特性調査
・処分場の操業申請
・使用済燃料の処分開始（2030年頃を予定）

地層処分の実施に向けたSKB社の活動
～サイト選定プロセスと安全評価のタイミング
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処分事業の実施体制と資金確保>>>

1. 実施体制

スウェーデンにおける高レベル放射性廃棄物処分に関わる規制行政機関は、政府（環境・エネ
ルギー省）と中央行政執行機関である「放射線安全機関」（SSM）です。政府は処分事業全般に
対する監督を行います。実施主体は原子力発電所を所有、運転する電力会社が共同出資して設立
した「スウェーデン核燃料・廃棄物管理会社」（SKB社）という民間会社です。また、原子力利
用から発生する放射性廃棄物の問題について、独自の評価を行う政府の諮問組織として「原子力
廃棄物評議会」があります。

◎実施体制の枠組み
右の図は、スウェーデンにおける高レベル放射性廃

棄物処分に係る実施体制を図式化したものです。環
境・エネルギー省は、原子力安全と放射線防護を所
掌する省です。原子力活動法に基づき、地層処分場
の建設、操業の許認可は政府が発給します。政府は
政令を定め、法律－原子力活動法や放射線防護法－
に基づく規制権限を「放射線安全機関」（SSM）に
割り当てています。SSMは環境・エネルギー省が所
管する中央行政執行機関［3］で、原子力安全と放射
線防護の観点から監督を行い、安全規則の策定を
行います。
環境・エネルギー省の下には1992年より、原子力
発電所の運転や廃止措置などから発生する放射性
廃棄物の問題について、独自の評価を行って政府や
規制機関に対して助言を行う「原子力廃棄物評議
会」が設置されています。
また処分場の建設及び操業には、原子力活動法と
環境法典に基づく政府の許可が必要です。環境法
典に基づく許可（環境に影響を与える活動の許可）
の審査は、司法機関である「土地・環境裁判所」［4］

が行います。ただし、最終処分場に関しては、土地・
環境裁判所が許可を行う前に、政府がその可否を決
定する必要があります。この政府の判断に対しては、
地元自治体に拒否権が認められています。

◎実施主体
スウェーデンにおいては、原子力発電所を所有、運
転する電力会社が、原子力活動から生じる放射性廃
棄物を安全に処分する責任を有することが原子力活
動法で定められています。電力会社は、共同出資で

III. 処分事業の実施体制と資金確保

［3］中央行政実行機関とは…
政府からは独立した組織です。スウェーデンの中央行
政執行機関には、拘束力のある規則を自ら定めることや、
事業者を直接監督できること等が法令で認められてお
り、権限も委譲されています。

［4］土地・環境裁判所とは…
土地・環境裁判所は政府の指定する地方裁判所内に設
けられ、法律の専門家である裁判長と、環境問題の専門
家である環境参事と専門委員2名の、合計4名で構成さ
れます。土地・環境裁判所の役割は、環境の側面から環
境に影響を及ぼす活動に関し審査を行うことです。

処分事業の実施体制

規制行政機関

出資・設立

＊：SKB社への出資は、発電会社の親会社から行われている場合もあります。

放射線安全機関
（SSM）

政府
（環境・エネルギー省）

原子力
発電事業者
（4社）

スウェーデン核燃料・
廃棄物管理会社
（SKB社）

実施主体

原子力廃棄物
評議会
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安全性に関するSSM規則」（2008年）、「核物質及
び原子力廃棄物の処分の安全性に関するSSM規
則」（2008年）、「使用済燃料及び原子力廃棄物の
最終的な管理に係わる人間の健康及び環境の保護
に関するSSM規則」（2008年）があります。SSMは、
それらの規則適用に関して、必要に応じて一般勧告
という形式の規制文書を策定しています。
処分場の安全基準については、下の表のように、リ

スク値で規定されており、処分場閉鎖後において有
害な影響（放射線による発癌など）が生じるリスクが、
最大のリスクを受けるグループの代表的個人について
10－6/年を超えないように設計しなければなりません。
また、一般勧告では、安全評価の方法、評価期間、
シナリオなどに関する指針が示されています。

処分事業の実施主体となるスウェーデン核燃料・廃
棄物管理会社（SKB社）を1984年に設立しています。
SKB 社は使用済燃料の集中中間貯蔵施設

（CLAB：1985年操業開始）や原子力発電所から
発生した低中レベル放射性廃棄物の処分場（SFR：
1988年操業開始。SFRはスウェーデン語の“運転廃
棄物の処分場”の略語であり、原子力発電以外で発
生した放射性廃棄物も処分している）の操業も行って
います。

◎安全規則
スウェーデンにおける使用済燃料の処分に関係す

る安全規則は、放射線安全機関（SSM）が定めて
います。現在有効な規則としては、「原子力施設の

安全基準
（処分場の防護能力の評価）

・ 個人リスク10－6/年未満（実効線量からリスクへの換算係数は0.073/Sv）
・ 評価の不確実性を考慮して、処分場閉鎖後の最初の1,000年間とそれ以降の期間に分けて評価

安全評価に関する勧告・
ガイドラインの概要

リスク基準の適用

・  最大被ばくを受けるグループがごく少数の人数である場合には、個人リスクは10－5/年を超えなければ基
準を満たすと判断できる。

安全解析の期間

・  少なくとも約10万年、または氷期1サイクルに当たる期間を含み、最大でも100万年とし、処分場の防護
能力の改良可能性についての重要な情報をもたらす限りの期間まで延長する。

安全解析で評価するシナリオ

・  処分場の防護能力と環境影響は、処分場とその周辺、生物圏の最も重要な進展プロセスを解明できるように
組み合わせたシナリオを組み合わせて評価する。

・  安全評価は、さまざまな時期における処分場の機能の基本的な理解を与えること、処分場のさまざまな構成
部分の機能及び設計の要件を確認することも目的とする。

・  処分場への直接的な人間侵入などの将来の人間活動シナリオを含むシナリオについては、擾乱を受けていな
い処分場に対するリスク解析と分けて報告する。

・  シナリオの発生確率及び発生時期の違いについて解析し、シナリオ及び計算ケースが実際に発生する確率を
可能な限り評価する。

安全基準と安全評価に関する指針
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◎処分に関わる法令の体系図

原子力活動令事業規制 原子力活動法

資金確保法

環境法典

資金確保令

原子力活動法 原子力活動令

放射線防護法 放射線防護令

環　　境 環境影響評価に
関する政令

陸域・水域
維持管理政令

安全規制

資金確保

原子力施設の安全性に
関するSSM規則

核物質及び原子力廃棄物の
処分の安全性に関する

SSM規則

使用済燃料及び原子力廃棄物の
最終管理における人間の健康と
環境の保護に関するSSM規則

環境に影響を与える
活動及び

健康保護に関する政令

原子力
損害賠償 原子力責任法 原子力責任法の下の

諸規則に関する政令
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◎処分の法制度

内　　容

事
業
規
制

使用済燃料の最終処分事業を含む原子力事業の規制は、原子力活動法及び原子力活動令に基づき行われてい
ます。
原子力活動法においては、①安全を維持すること、②放射性廃棄物を安全に最終処分すること、③施設の解体
を行うことが、原子力事業の許可取得者の一般的責務として規定されています。また、一般的責務を果たすため
に必要な研究開発を実施することと、3年毎に研究開発計画を策定し提出することが義務づけられています。ま
た、地方安全委員会の設置により、地方自治体が原子力施設の安全に関する情報を入手できる仕組みが整えられ
ています。
原子力活動令は、スウェーデンの規制機関である放射線安全機関（SSM）の原子力活動法に基づく責務の範
囲を規定しています。また、研究開発計画の提出と審査・評価に関する詳細が規定されています。

安
全
規
制

使用済燃料の最終処分事業を含む原子力事業の安全のうち、放射線防護に関する規制については放射線防護
法及び放射線防護令に、その他の安全に関する規制は原子力活動法及び原子力活動令に定められています。放射
線防護法及び放射線防護令では、原子力事業以外で用いられる放射線を取り扱う施設・装置も含めた、統括的な
規制が行われています。
上記法令に基づく具体的な規則は、SSMが定めています。主要なものとしては、「原子力施設の安全性に関す

るSSM規則」、「核物質及び原子力廃棄物の処分の安全性に関するSSM規則」、「使用済燃料及び原子力廃棄物
の最終管理における人間の健康と環境の保護に関するSSM規則」があります。

資
金
確
保

原子炉の所有、運転の許可取得者には放射性廃棄物管理費用を支払う義務が原子力活動法及び資金確保法に
より定められており、詳細は資金確保法と資金確保令により規定されています。
資金確保法は、許可取得者が費用の負担を行う範囲を規定し、毎年の拠出金の支払いと不足資金の充当のため
の担保提供を義務づけています。また、処分費用見積りの作成と、政府あるいは政府が指定する機関による見積
りの審査とは、毎年行われることになっています。
資金確保令は、処分費用見積等の審査機関としてSSMを指定するとともに、費用見積りの提出期日等の詳細
を規定しています。サイト調査が行われる自治体へ、情報提供費用の補償金を交付することも規定しています。

環　

境

使用済燃料の最終処分場等の環境に大きな影響を与える施設の建設に当たっては、スウェーデンでは、環境影
響評価を行うとともに環境法典に基づく許可を得る必要があります。
環境法典では、処分場を含む特に大きな影響を与える施設の立地に当たっては、政府による許可可能性の評価
を義務づけており、この決定には自治体議会による承認が必要です。ただし、国益に最重要であると認められた
活動に関しては、①他により優れたサイトがなく、②他の適切なサイトでも自治体の承認が得られない場合に限
り、自治体議会の判断に拘わらず許可可能性を認める判断ができます。なお、許可申請には環境影響評価書を添
付する必要があります。
環境影響評価に関する政令では、環境影響評価の実施を地方新聞へ掲載することが義務づけられており、ま
た、その際に意見書の提出方法を記載することが定められています。

原
子
力
責
任

原子力損害賠償に関しては、原子力責任法及び原子力責任令に規定されています。これらの法令は、第三者責
任に関するパリ条約とブリュッセル補足条約及び民事責任に関するウィーン条約という3つの国際条約の国内
法化を図っています。
原子力責任法は、施設の所有者に対し、原子力施設内で発生した原子力災害により生じた原子力損害の補償を
義務づけています。
原子力責任令では、原子力責任法の適用範囲などについての規定が定められています。
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2. 処分事業の資金確保

高レベル放射性廃棄物の処分費用は、原子力発電所を所有、運転する電力会社が負担していま
す。この処分費用を賄うため、電力会社は毎年政府が決定する拠出金を原子力廃棄物基金に積み
立てています。基金に積み立てられる費用には、高レベル放射性廃棄物の処分費用のほか、中間貯
蔵、低中レベル放射性廃棄物処分、及び原子力発電所の廃止措置に必要な費用も含まれています。
基金で確保する費用には、実施主体のSKB社が立地に向けた調査を行う自治体の場合に、自治
体が行う情報提供活動のための費用も含まれています。

◎処分費用の確保制度
スウェーデンにおいては、1981年に制定された資
金確保法により、将来に必要となる放射性廃棄物管
理全般の費用を賄うための基金制度が確立されまし
た。基金の積立対象には、高レベル放射性廃棄物
の処分費用のほか、中間貯蔵、低中レベル放射性廃
棄物処分、及び原子力発電所の廃止措置費用が含
まれています。費用の負担者である電力会社は、毎
年政府が決定する拠出額に基づき、基金に対して拠
出金を支払います。拠出金の額は、原子炉を50年
運転する場合に発生する使用済燃料や放射性廃棄
物を処分するために必要なコストをもとにして、原子力
発電会社ごとに発電電力量1kWh当たりの単価とし
て決定されます。2018～2020年の3年間に適用さ
れる単価は、1kWh当たり平均5エーレ（0.7円）です。 スウェーデンにおける資金確保の仕組み

電力の消費者

拠出金を
電力料金に
含め回収 SKB社の見積り

を基に、翌年から
3年間における拠
出金額及び担保額
を政府へ提案

発電電力量に基づいた
払い込み

SSMの提案に基づいて、
翌年から3年間における各
発電会社の拠出金額及び担
保額を決定

見積額を提出
（3年毎）

電力会社4社
・リングハルス社
・フォルスマルク発電会社
・OKG社
・バーセベック・クラフト社

SKB社 SSM

原子力廃棄物基金

政府

原子力廃棄物基金の年度末残高推移（市場価格）
※1995年以降は基金とは別に、担保の形での追加の費用の確保も行われています。

（出典：原子力廃棄物基金理事会 年次報告書）
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原子炉を運転する電力会社は、株主である親会
社に原価で売電する卸電力会社です。このため、料
金単価を上乗せした形で親会社に売電し、拠出金を
「原子力廃棄物基金」に3ヶ月ごとに納付します。拠
出金は国債などで運用されます。2016年末残高は
646億クローネ（約9,050億円）です。
また、原子炉を50年以上運転する場合などの基
金への拠出金ではカバーされない追加費用を賄う資
金を確保する仕組みとして、電力会社が担保を提供
する制度が導入されています。

◎処分費用の見積額
原子力廃棄物基金によって賄われる廃棄物管理

費用全般の見積りは、電力会社の共同出資で設立さ
れたスウェーデン核燃料・廃棄物管理会社（SKB社）
が3年ごとに行っており、プラン報告書として公表され
ています。最新のプラン報告書は、2016年12月に取
りまとめられています。

見積りの対象には、使用済燃料を含めた原子力廃
棄物の管理・処分費用のほか、原子炉廃止措置も
含まれています。これまでに発生したSKB社の研究
開発費を含めて、原子力発電所の廃止措置及び廃
棄物処分の費用は、総額約1,410億クローネ（1兆
9,740億円）（2016年価格）、このうち、2018年以降
に発生する費用は980億クローネ（1兆3,720億円）
と見積もられています。
SKB社は、使用済燃料の最終処分だけでなく、そ

の中間貯蔵も行っているほか、原子炉の運転と廃止
措置で発生する低中レベル放射性廃棄物の処分、
使用済燃料と原子力廃棄物の輸送のほか、これら全
てに係わる研究開発も行っています。特に研究開発
の費用は、使用済燃料とその他の原子力廃棄物で
明確に区別できないため、使用済燃料の処分に要す
る費用だけを切り分けることができません。高レベル
放射性廃棄物（使用済燃料）の地層処分場関連費
用とキャニスタ封入関連費用は右下の表のように評価
されています。これらの金額を合計すると、使用済燃
料約12,000トン（ウラン換算）の処分費用は601億ク
ローネ（約8,414億円）となります。

放射性廃棄物管理費用の内訳
（出典：SKB社 プラン2016）

地層処分場
関連費用
26%

キャニスタ
封入関連費用
11%

高レベル放射性廃棄物
処分関連費用

CLAB
関連費用
17%

廃棄物
輸送費用
4%

低中レベル放射性廃棄物
処分関連費用

9%

原子炉廃止
措置費用
18%

SKB社
研究開発等費用 

15%

Plan2016報告書
（SKB社、2016年12月）

高レベル放射性廃棄物（使用済燃料）の処分関連費用見積り

2017年までの
支出（累計）

2018年以降に
発生する費用

キャニスタ
封入関連費用

7.3億SEK
（102億円）

153.1億SEK
（2,143億円）

地層処分場
関連費用

55.7億SEK
（780億円）

315.6億SEK
（4,418億円）

合　　計 601億SEK
（8,414億円）

金額は2016年価格。1SEK（スウェーデン・クローネ）=14円で
換算。四捨五入のため合計は合わない

（出典：SKB社 プラン2016）

総額：約1,410億クローネ（1兆9,740億円）（2016年価格）
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おそらく適格な基盤岩
おそらく不適格な基盤岩
不適格な基盤岩

1. 処分地の選定手続き・経緯

スウェーデンにおけるサイト選定は、SKB社が1992年に取りまとめた研究開発計画においてサ
イト選定プロセス案を提示し、その概要を説明する書簡を全国の自治体（当時286）に送付したこ
とから始まりました。SKB社が提案した選定プロセスは1995年に政府承認を受けました。
SKB社の調査は自治体議会の了承を前提として進められ、第1段階のフィージビリティ調査は8

自治体、第2段階のサイト調査は2自治体で実施されました。2009年6月にSKB社がエストハン
マル自治体のフォルスマルクを処分場建設予定地に選定し、2011年3月に処分場の立地・建設の
許可申請を行いました。

◎処分地選定の進め方
スウェーデンでは、処分場のサイト選定方法を法令
で規定していません。しかし、原子力活動法に基づ
いて、実施主体のスウェーデン核燃料・廃棄物管理
会社（SKB社）が3年ごと研究開発計画（RD&D
プログラム）を作成し、これを規制機関等がレビュー
し、政府承認を受ける手続きを通じて国の監督がなさ
れます。SKB社は1992年に取りまとめた研究開発計
画において、選定作業として、右図のように総合立地
調査、フィージビリティ調査、サイト調査、詳細特性調
査という4種類の調査を設定し、2段階で選定を進め
る構成としています。1995年に政府は、第1段階の
調査は5～10の自治体で、第2段階の調査は少なく
とも2カ所で実施するという条件を設定しました。なお、
詳細特性調査は処分場の建設段階に含まれており、
建設許可が出された後に実施されます。

◎総合立地調査
サイト選定プロセスを構成する4種類の調査の一
つである総合立地調査は、地層処分場の立地方法
論に関する文献ベースの研究です。特定の自治体を
対象としたものではなく、自治体を対象に行うフィージ
ビリティ調査と並行して実施されました。例えば、全
国各地での立地見通しを示すために、1998～99年
にかけてSKB社は県域別（国の出先機関が置かれ
ている行政区分）に地質分布や土地利用状況等の
既存情報を取りまとめました。

IV. 処分地選定の進め方と地域振興

県域別総合立地調査の成果例
（出典：環境影響報告書2011、SKB社）

1993～2000年
・ 公募と申し入れ

2002～2007年

2001年11月
・ 政府の承認
・ その後、自治体議会で
 調査継続を審議

2011年3月
・ 地元自治体の拒否権
 （法律で規定）
・ 許可発給（処分地の決定）

総合立地調査 8地点における
フィージビリティ調査

環境影響評価
（協議と報告書作成）

2地点における
サイト調査

処分場の建設
（詳細特性調査を含む）

サイト調査地の選定

処分場建設地（1カ所）の選定

処分場の立地・建設の許可申請

・ 2009年6月にSKB社が
 フォルスマルクを選定

サイト選定の流れ
（SKB社 RD&Dプログラムより作成）
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◎自治体のフィージビリティ調査受け入れ
自治体を対象に行うフィージビリティ調査では、その
実施に際してSKB社が全国の自治体（当時286）に
公募または申し入れを行い、自治体議会の了承があ
ることを条件としました。この調査は、わが国の文献
調査に相当し、既存の地質関連文献のほか、土地利
用状況や環境、雇用面の影響を調査するものです。
表1は、フィージビリティ調査が実施された自治体での
議会での受け入れの議決結果を示します。
フィージビリティ調査の初期では、公募に応じたス

トールウーマンとマーロアの2つの自治体で1993年か
ら調査が行われました。いずれの自治体でも調査報
告書の取りまとめ後に住民投票が行われ、反対多数
という結果になりました。SKB社はこの結果を尊重し、
これらの自治体から撤退しました。
その後、SKB社は総合立地調査の成果を活用し
つつ、1995年からフィージビリティ調査実施の申し入
れを行いました。自治体議会の承認が得られたエスト
ハンマル、ニーシェーピン、オスカーシャム、ティーエル
プ、フルツフレッド、エルブカーレビーの6自治体で調
査を実施されました。

◎自治体のサイト調査受け入れ
サイト調査の候補地は、6自治体でのフィージビリ

ティ調査の結果から、2000年11月にSKB社はオスカー
シャム、エストハンマル、ティーエルプの自治体に位置
する3カ所を選定しました。この選定結果は、SKB社
が研究開発計画書の補足書という形式で取りまとめ、
3年ごとに行われる研究開発計画の審査手続きと同
様に、規制機関などによる審査が行われました。政府
は、2001年11月にSKB社のサイト調査候補地の選
定結果を承認しました。
その後、3つの自治体は、サイト調査の受け入れ可
否を審議しました。表2に示すように、エストハンマル
とオスカーシャムは受け入れを決めましたが、ティーエ
ルプは調査を打ち切ることにしました。この結果を受
けて、SKB社はエストハンマルとオスカーシャム自治体
において、地表からのボーリングを含むサイト調査を
2002年から開始しました。サイト調査には2007年ま
での約5年間を要し、その結果から、2009年6月に
SKB社は、処分場の建設予定地として、長期安全性
に重要な地質学的条件が有利であったエストハンマ
ル自治体のフォルスマルクを選定しました。

自治体名 議会での議決状況

ストールウーマン 1993年6月 賛成24、反対5、
棄権5

マーロア 1993年11月 賛成14、反対14、
棄権3
議長賛成で可決

エストハンマル 1995年6月 賛成36、反対12

ニーシェーピン 議決は不要と判断

オスカーシャム 1996年10月 賛成38、反対5

ティーエルプ 1998年6月 賛成49（全会一致）

フルツフレッド 1999年5月 賛成47（全会一致）

エルブカーレビー 1999年6月 賛成30、反対1

自治体名 議会での議決状況

エストハンマル 2001年12月 賛成43、反対5

オスカーシャム 2002年3月 賛成49（全会一致）

ティーエルプ 2002年4月 反対25、賛成23

表2　サイト調査受け入れに関する地元議会での議決

表1　フィージビリティ調査受け入れ自治体での議決状況

処分場のサイト選定の経緯

ストール
ウーマン

マーロア

エルブ
カーレビー

ティーエルプ

エストハンマル

ニーシェーピン
オスカーシャム

フルツフレッド

公募に応じた2自治体
で、SKB社がフィージ
ビリティ調査を実施。
住民投票の結果を受け
て、以降の調査は打ち
切り。

第1段階 1992年～：

6自治体から、SKB社
がサイト調査を実施す
る地域を含む3自治体
を選定。

2000年：

SKB社がサイト調査と
環境影響評価を実施。

第2段階 2002年～：

SKB社がエストハンマル自治体の
フォルスマルクを選定。

2009年6月：

SKB社がフィージビ
リティ調査実施を申
し入れた後、議会が
受諾した6自治体。

第1段階 1995年～：

・サイト調査受け入れを
　否決

・サイト調査を受け入れ

処分場の立地・建設の許可申請
2011年3月：
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◎建設地決定に係わる法制度
SKB社は2011年3月に、フォルスマルクに処分場

を立地・建設する許可申請を行いました。この申請
に対して法律に基づいた決定が行われると、スウェー
デンにおいて建設地が“決定した”ことになります。
スウェーデンの法制度では、高レベル放射性廃棄
物の処分場の立地・建設には、環境法典と原子力
活動法という2つの法律に基づく許可が必要となって
いることが特徴です。以下で説明するように、実施主
体が行う申請の審理・審査の場も異なっています。
1つ目の許可は、環境法典に基づく（環境に影響を
及ぼす事業に関する）許可です。この許可申請は土
地・環境裁判所に提出され、審理されます。環境法
典に基づく審理は、同一目的を達成するための複数
の方法と場所から、最適なもの（方法と場所）が選択
されているかどうかを判断するもので、このような判断
を裁判形式で行うものと見ることができます。高レベル
放射性廃棄物の処分場の場合には、申請案件が土
地・環境裁判所で判断できる問題であるかを、政府

が事前に判断することになっています。その際には、
建設予定地の地元自治体議会が当該事業の受け入
れを承認していることが前提となっています。これは、
地元自治体が拒否権を有することを意味します。
2つ目の許可は、原子力活動法に基づく原子力施
設の建設許可です。この許可申請は、放射線安全
機関（SSM）に提出され、審査されます。SSMは審
査意見を政府に提出し、それをもとに政府が許可を出
すことになっています。
いずれの法律に基づく許可申請にも環境影響評価
が求められており、地元自治体や影響を受ける個人・
団体のほか、関係行政機関との協議が義務づけられ
ています。また、上で説明したように、2つの異なる過
程の審理・審査のいずれにおいても政府の判断が行
われますが、矛盾を避けるために、同じ機会に行われ
ることになっています。環境法典と原子力活動法とい
う2つの法律に基づく審理・審査が同時進行する事
例は、SKB社が2011年3月に提出した処分場の立
地・建設の申請が初めてとなります。

2. 地域振興方策

スウェーデンでは、高レベル放射性廃棄物の処分事業に関連して、自治体が行う情報提供活動
や協議に要する費用は、原子力廃棄物基金で賄われています。その協議を通じて、サイト調査が
実施されたエストハンマルとオスカーシャムの2自治体、SKB社、原子力発電事業者4社の間で、
地元開発に関する協力協定が2009年3月に合意されました。

◎制度的な財政支援
スウェーデンでは、高レベル放射性廃棄物の処分
費用や原子力発電所の廃止措置費用を確保するた
めに制定されている資金確保法において、自治体が
行う情報提供や協議に要する費用を、原子力廃棄物
基金からの交付金で賄えることが定められています。
しかしこれ以外に、処分場立地に関連する自治体に
対して経済的便宜供与を定める制度はありません。
この交付金の使途は、使用済燃料や放射性廃棄物
の問題について、自治体が行う情報提供活動の費用
に限られており、他の目的に使用できません。

◎事業者と地元自治体間の協力協定
オスカーシャムとエストハンマルの自治体組織と
SKB社の協議を通じて、2009年3月にこれら2自治
体における地元開発に関する協定が合意されまし
た。SKB社の計画では、オスカーシャム自治体では
今後も使用済燃料の集中中間貯蔵が行われるほか、
それらをキャニスタに封入する施設が新たに建設され
ます。エストハンマル自治体には、そのキャニスタを処
分する最終処分場が建設されます。SKB社は、2カ
所の原子力施設を長期に継続して操業するため、地
元の社会経済的な側面も重視しています。スウェー
デンでは、自治体の社会経済を発展させることは、自
治体の基本的な仕事と位置付けられています。こうし



27

スウェーデン

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

た認識と双方の立場を尊重して、SKB社・原子力発
電事業者4社と2自治体間で協力の枠組みが生み出
されています。
この開発協力協定では、新規の原子力施設立地
による自治体への直接的な経済効果とは別に、追加
的な自治体開発支援を原子力発電事業者とSKB社
が行うことになっています。2025年までの期間で、総
額20億スウェーデン・クローネ（280億円）規模の経
済効果を生み出す付加価値事業を実施する予定で
あり、その経済効果がエストハンマル自治体で25％、
オスカーシャム自治体で75％の割合で創出されること
になっています。
なお、地元開発に関する協力協定はSKB社が地
層処分場のサイトを決める前に合意されており、2自
治体間の経済効果の割合は「地層処分場が立地さ
れない自治体に75%」という内容で合意されたもので
した。
付加価値事業では、以下の分野で投資が行われ

ることになっています。

○教育
○ビジネス開発
○ インフラ（たとえば、処分場活動による交通量の
増加に対処するための道路及び港湾の改良）
○労働市場の拡大と多様化
○SKB社の本社機能のエストハンマルへの移転
○SKB社の研究所のさらなる発展
○キャニスタ製造プラント
○地元企業のイノベーション支援／開発

自治体が地元の社会経済の発展を検討するために
独自に取りまとめた報告書

左：  『安全／リスク、決定／責任』
（エストハンマル自治体、2011年）

右：  『原子力問題とオスカーシャムのアイデンティティ』
（オスカーシャム自治体、2006年）

エストハンマル自治体の概観
SKB社が最終処分場の建設予定地としたフォルス

マルクはエストハンマル自治体にあり、スウェーデン
の首都ストックホルムから北に約120キロメートルの
所です。フィンランドとの間にあるボスニア湾の南端
部に面しており、沖合にはアーキペラルゴと呼ばれる
群島が数多く広がっています。このような景観から、
エストハンマルは避暑地や観光地として有名です。歴
史的には、漁業／船舶業、鉄工業及び農業が盛んな地
域です。今日では、サンドビック・コロマント社とフォ
ルスマルク発電会社の２つの企業が中心です。

●面積：約2,790平方キロ（東京都の約1.3倍）
●人口：約21,800人（2016年統計）

オスカーシャム自治体の概観
使用済燃料の集中中間貯蔵施設（CLAB）が

1985年から操業しています。この施設は、シンペバ
ルプ半島に立地しており、ストックホルムから南に約
300キロメートルの所にあります。SKB社は新たに
使用済燃料をキャニスタに封入する施設を建設し、一
体的に運用する計画です。
港に面したオスカーシャムの市街地は工業の町で

す。以前は造船業が盛んでしたが、近年はエネルギー
産業が盛んで、オスカーシャム原子力発電所のほか、
エネルギー関連企業も多く集まっています。市街から
約35キロメートル北には、SKB社のエスポ岩盤研究
所もあります。

●面積：約1,054平方キロ（東京都の約0.5倍）
●人口：約26,700人（2016年統計）
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1. 公衆との対話

スウェーデン核燃料・廃棄物管理会社（SKB社）は、サイト選定の当初から、自治体の了承が得
られない限り、調査を実施しない方針をとっています。処分事業の計画は、環境影響評価の協議に
は住民や自治体を含む関係者が幅広く参加し、許可申請に必要な環境影響評価書に盛り込まれる内
容は、こうした協議で決定されていきます。自治体は、独自の立場で判断を行うことができるよう
に、住民を含む形の体制整備や情報提供活動の費用を原子力廃棄物基金で賄うことができます。

◎サイト選定への地元意思の反映
SKB社は、1992年にサイト選定を開始するに当

たって、自治体の了承なく調査活動を行わないことを
明確にしました。法令上は、サイト選定のための調査
（フィージビリティ調査及びサイト調査）を行う許可を
自治体から得る必要はありません。しかし、SKB社は、
サイト選定活動には自治体及び地元住民の協力が不
可欠との考えから、各調査の実施に先立ち、自治体
の了承を得る手続を踏んでいます。

① フィージビリティ調査実施に関して、SKB社が接
触･議論した自治体でも、了承が得られなかった
自治体では調査を実施していません。
② SKB社によるフィージビリティ調査の結果が肯定
的なものであっても、以降の調査継続を断った自
治体では調査活動を打ち切りました。
（北部の2自治体）
③ SKB社は、次段階のサイト調査をオスカーシャ
ム、エストハンマル、ティーエルプの3地域におい
て実施し、輸送等の問題についてニーシェーピン
で継続調査を行う意向でした。これは、政府や
規制機関からは支持されました。しかし、ティー
エルプとニーシェーピンでは自治体議会の同意
が得られず、SKB社は予定していた調査を中止
しました。

◎環境影響評価書とEIA協議
スウェーデンの環境法典では、環境に影響を与える
可能性のある活動を行うときは、計画段階から県域執
行機関と協議することになっており、原子力施設につ
いては、「その計画を行うと、環境に大きな影響を与え
る可能性がある」と判断され、環境影響評価（EIA）
手続を行うことが義務づけられています。また、許可 フィージビリティ調査とサイト調査の受け入れ状況

フィージビリティ調査 サイト調査
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申請書に、EIA手続をもとに作成される環境影響評
価書の添付が求められます。EIA手続において大き
な役割を果たすのがEIA協議と呼ばれる協議で、予
定されている計画について関係者に知らせ、環境に
対する影響について話し合い、計画の必要性や環境
への影響を低減するための措置が適切であるか検討
されます。協議には、県域執行機関［5］、スウェーデン
核燃料・廃棄物管理会社（SKB社）及び放射線安
全機関（SSM）の他に、環境防護機関、住宅国家委
員会などの関係行政機関、関係自治体、影響を受け
ると予想される個人、地元環境団体等が参加します。
政府は、地層処分場については特に早くからEIA協
議を行う必要があると考え、サイト調査の開始と同時
にEIA協議を開始することを求めました。
環境法典に基づく正式なEIA協議は、エストハン

マルとオスカーシャムにおいて、それぞれ2002年、
2003年から開始されています。しかしそれ以前のサ
イト選定の当初から、SKB社は規制機関や関係自治
体と、環境法典に定められたEIA協議に準じて、先
行的に協議（非公式EIA協議）を行っていました。
そうした非公式の協議には、全国レベルで開催さ
れたものもありました。サイト選定の初期のフィージビリ
ティ調査は、全国の複数の自治体で同時に行われて
いたことから、全国レベルの議論が必要との要請が、
規制当局、原子力廃棄物評議会、カルマル県の県域
執行機関及びオスカーシャム自治体からなされました。
これを受けて政府は、1996年からサイト調査が開始
された2002年の間、放射性廃棄物特別アドバイザー
（1999年に放射性廃棄物調整官より改名）を設置
し、全国レベルのEIA協議の主催、サイト選定に係
わる行政機関間の活動の調整、フィージビリティ調査
対象自治体に必要な情報提供及び調査活動を行っ
てきました。また、調査対象自治体を含む県域レベル
での協議も、国の出先機関である県域執行機関が主
催して行われました。

◎ 地元協議・コミュニケーションを支える財政支
援
高レベル放射性廃棄物の処分場のサイト選定に向

けて、SKB社が実施する各段階での調査を受け入れ
た自治体では、調査に関連した議論を行う“地元協
議”が開催されています。自治体は、主体的に意思
決定を行うために、地元社会における影響をさまざま

原子力廃棄物基金から自治体等への交付額

環境法典の制定前に開催された非公式EIA協議

1998年に環境法典が制定される以前から先行的・試行的に、環境
影響評価手続きに関する協議が開催されていました。なお、表中の
原子力発電検査機関（SKI）と放射線防護機関（SSI）は統合して、
2008年7月から放射線安全機関（SSM）となっています。

給付先 交付金額（2016年度）

オスカーシャム自治体 2,509千SEK
（3,513万円）

エストハンマル自治体 8,790千SEK
（1億2,306万円）

ウプサラ県域連合 485千SEK
（679万円）

カルマル県域連合 566千SEK
（792万円）

合　　計 12,350千SEK
（1億7,290万円）

1SEK（スウェーデン・クローネ）＝14円で換算、四捨五入のため
合計は合わない

（原子力廃棄物基金理事会 年次報告書より作成）

［5］県域執行機関とは…
県域執行機関は、スウェーデンの21の県域ごとに設置

されている国の出先機関です。主な任務は所管県域内の
各自治体活動の支援ですが、地域計画の策定や国、自治
体の協力関係を促進する役割もあります。わが国の県庁
とは位置づけが異なります。
なお、県域執行機関とは別に、スウェーデンの地方自

治制度では、自治体単独では解決しにくい特定の業務（保
健医療分野など）を県域で協力して行う自治体連合があ
ります。自治体連合を運営する理事会委員は選挙で選ば
れますが、わが国の県とは位置づけが異なります。

県域を対象とした非公式EIA協議

・  参加者：県域執行機関（主催）、SKB社、SKI、SSI、原子力廃棄
物評議会、自治体、軍等

・  開催頻度：年に2、3回
・  主題：フィージビリティ調査結果、公衆への情報、近隣自治体の
見解

全国を対象とした非公式EIA協議

・  参加者：特別アドバイザー（主催）、自治体、県域執行機関、SKB
社、SKI、SSI、原子力廃棄物評議会、環境保護機関、住宅国家委
員会、原子力立地自治体協会

・  開催頻度：年に2、3回
・  主題：一般的な問題（地層処分方法の選択、サイト選定手続、
EISの内容）
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な角度から検討する組織を設けています。それらの
組織には住民も参加しており、SKB社から調査状況
の報告や質疑応答が行われるほか、住民間での情報
伝達や協議の場ともなっています。こうした活動は、自
治体が意思を決める上で重要なものと考えられていま
す。自治体職員や議員、住民を含む協議組織を設置
して懸案事項を協議する仕組みは、スウェーデンにお
ける地方自治の歴史の中で培われてきたものです。
こうした自治体にとって不可欠な活動を支援するた
めに、自治体が住民向けに行う情報提供活動の費用
は、原子力廃棄物基金で賄えることが資金確保法で
定められています。自治体は、予算を放射線安全機関
（SSM）に申請し、交付金を事前に受け取ります。こ
の交付金の額は、1自治体あたり年間最大1,000万ス
ウェーデン・クローネ（1.4億円）まではSSMが決定し、
それを超える場合には政府が決定します。2016年度
の交付先と交付額を29ページにまとめています。
交付金は主に、住民向けのセミナーなどの開催費

用のほか、協議に参加する自治体の議会議員や職
員の人件費として使用されています。

◎地元自治体で行われたサイト選定に対する取組
自治体の協議組織の活動費用を原子力廃棄物基
金からの交付金で賄うことができるため、自治体は費
用負担を気にすることなくEIA協議に参加できるほ
か、外部の専門家を雇用したり、住民向けの情報提
供活動を主体的に行うことができます。
ここでは、2002年から開始されたサイト調査を受け
入れた2自治体である、エストハンマル自治体とオス
カーシャム自治体の取り組みを紹介します。

［エストハンマル自治体の取組］
エストハンマル自治体では、1995年にフィージビリ

ティ調査が開始されました。自治体行政を統括する
執行委員会（議会議員の代表から構成される）は、
同委員会の下に、準備グループとレファレンスグループ
を設置しました。準備グループは、自治体内でこの問

題を長期に継続して議論するために、与党と野党の
両方の議会議員から構成されました。レファレンスグ
ループは、議員だけでなく住民や隣接自治体からの
代表者も参加するグループで、住民への情報伝達活
動を行う役割も担っています。レファレンスグループは
定期会合のほかに、勉強会や意見交換会を随時開
催しました。執行委員会は、レファレンスグループに寄
せられた意見を聴き、自治体の意思決定に役立てて
います。2009年6月にSKB社が同自治体のフォルス
マルクを処分場建設予定地に選定したことを受けて、
執行委員会は、準備グループを安全グループと環境
影響評価グループに拡大再編したほか、レファレンス
グループの活動も強化しています。

［オスカーシャム自治体の取組］
オスカーシャム自治体は、1995年にフィージビリティ
調査の申し入れを受けた後、約1年間にわたり対応
方法を検討しました。オスカーシャムでは、スウェー
デン国内の原子力発電所の使用済燃料が中間貯
蔵のために集められているほか、キャニスタ封入施
設と処分場の両方を建設する計画が検討されていま
した。このような状況に対処するために、同自治体は
「オスカーシャム自治体の地域能力開発（LKO）」プ
ロジェクトを発足させ、外部の専門家を雇用し、自治
体がSKB社や規制機関と対等に議論ができるように
体制作りを進めました。説明会や討論会を多数開催
し、その結果をもとに自治体の議会や執行委員会が
議論し、1996年にフィージビリティ調査の受け入れを
決めました。自治体は、LKOプロジェクトで雇用した
専門家の支援を受けつつ、住民も参加する複数の検
討グループを組織し、SKB社が行ったフィージビリティ
調査やサイト調査のレビューも行いました。2009年6
月にSKB社が処分場建設予定地をフォルスマルクに
選定したことを受けて、以降はオスカーシャムに建設
予定のキャニスタ封入施設の問題を中心に活動を継
続しています。
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エスポ岩盤研究所
見学ツアー
（SKB社提供資料より引用）

2. 意識把握と情報提供

実施主体のスウェーデン核燃料・廃棄物管理会社（SKB社）は、処分事業への理解を得るため
の活動として、一方的な情報提供活動ではなく、住民が情報を入手し、意見を表明できる場をさま
ざまな形で設け、双方向のコミュニケーションを図ってきました。SKB社が処分場建設予定地と
してフォルスマルクを選定した後に、エストハンマル自治体の住民を対象に実施された処分場受け
入れに関する意識調査では、81％の人が支持しているという結果が得られています。

◎広報活動（情報提供）
スウェーデン核燃料・廃棄物管理会社（SKB社）
はサイト選定過程の透明性を確保するため、初期の
段階から地元自治体の幅広い層との対話を行ってい
ます。調査を実施した自治体に情報事務所を設けて
住民との交流を図っているほか、情報冊子の配布や
展示会、セミナーなどを開催しています。
例年夏期には、右の写真のようにSKB社は自社所
有の輸送船を改装し、各地の港で展示会を開催して
います。また、SKB社は施設等を積極的に公開し、
情報提供を行っています。サイト調査が始まった2003
年には、オスカーシャム自治体にあるエスポ岩盤研究
所の地下約500メートルを訪れるバスツアーが開催さ
れました。バスツアーは、調査が行われたエストハン
マル自治体とオスカーシャム自治体の住民を主な対象
として企画されたもので、2,500人以上がこのツアー
に参加しました。また、サイト調査が行われた2009年
までは、ボーリングサイトへのガイドツアーも開催され、
毎年約300～500名が参加しました。
SKB社は2015年に自社施設全体で延べ9,750人

以上の訪問者を受け入れています。エスポ岩盤研究
所の訪問者数は約4,100名、エストハンマル自治体に
ある低中レベル放射性廃棄物処分場（SFR）の訪問
者数は約3,300人でした。
SKB社は、学校への情報提供も積極的に行ってお

り、生徒向けの冊子、ビデオ、コンピュータゲームなど
の教材や教師用資料を作成しています。教材のトピッ
クスは技術的なことから倫理的なことまで幅広く、廃
棄物問題を社会問題として捉えた教材づくりに配慮し
ています。

SKB社の輸送船を使用した展示
（SKB社 年報より引用）
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情報提供・コミュニケーション>>>

◎国民意識と住民意識（主な世論調査結果）
高レベル放射性廃棄物の処分に関し、実施主体で

あるスウェーデン核燃料・廃棄物管理会社（SKB社）
により、サイト調査実施自治体の住民を対象に意識調
査（毎年4～5月に実施）が行われてきました。エスト
ハンマル自治体とオスカーシャム自治体では、地元で
の処分場建設に対する態度は、サイト調査が開始さ
れた当初の2003年では住民の約60％が肯定的なも
のでしたが、2009年には約80％まで増加しています。
2009年6月にSKB社は、サイト調査の結果に基づ

き、処分場の建設予定地として、長期安全性に重要
な地質学的条件が有利であったエストハンマル自治
体のフォルスマルクを選定しました。SKB社の建設予
定地の選定以降も、地元エストハンマル自治体での
処分場建設に対する支持が継続しています。

処分場建設に対する住民の意識調査の結果
（SKB社提供資料より作成）
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高レベル放射性廃棄物の発生状況と処分方針>>>

I. 高レベル放射性廃棄物の発生状況と処分方針

フィンランドでは、原子力発電から生じる使用済燃料を再処理せず、高レベル放射性廃棄物とし
て処分する方針です。処分する前は、各原子力発電所で中間貯蔵しています。

◎原子力エネルギー政策の動向
フィンランドには原子力発電所が2カ所あり、東側
のロヴィーサ原子力発電所ではロシア型加圧水型原
子炉（VVER）2基、西側のオルキルオト原子力発
電所ではスウェーデンから導入した沸騰水型原子炉
（BWR）2基が運転中です。
ロヴィーサ原子力発電所を運転するフォルツム・パ

ワー・アンド・ヒート社（FPH社）は、北欧の大手エ
ネルギー企業フォルツム社の子会社です。フォルツ
ム社は株式上場企業ですが、その株式の過半数を
フィンランド政府が保有しています。
オルキルオト原子力発電所はテオリスーデン・ヴォイ
マ社（TVO社）が運転しています。この会社は、そ
の親会社に電力を売電する民間の電力会社です。
フィンランドでは総消費電力量の約22％（2016年）

を輸入に頼っている一方で、2005年よりオルキルオト
原子力発電所で3号機の建設が進められています。
オルキルオト原子力発電所3号機は欧州加圧水型原
子炉（EPR）であり、2019年には商業運転を開始す
る予定です。さらに2010年7月には、原子力発電事

オルキルオト

ピュハヨキ

ハーシュトホルメン

ロヴィーサ原子力発電所（FPH社）
'77年（1号機）、
'81年（2号機）運転開始

ピュハヨキ（フェノヴォイマ社）
新規原子炉建設計画決定

オルキルオト原子力発電所（TVO社）
'79年（1号機）、
'82年（2号機）運転開始
3号機建設中

フィンランドの原子力発電所
（写真提供：ポシヴァ社EIA報告書より引用、一部追記）

業に新規参入を図るフェノボイマ社の発電所の立地
計画が政府及び国会の承認を受けています（実際に
建設するには、別途、事前に建設許可を受ける必要
があります）。2011年 3月の東京電力（株）福島第
一原子力発電所の事故後も大きな政策変更は生じて
いません。

◎使用済燃料の発生と貯蔵（処分前管理）
フィンランドは1994年に原子力法を改正し、使用済
燃料の輸出入を禁止しています。原子力発電所で発
生する使用済燃料は、各発電所で中間貯蔵されてい
ます。原子炉から取り出された燃料は、原子炉建屋
の燃料プールで数年間冷却した後、所内に別途設け
られた中間貯蔵施設に移されます。
オルキルオト原子力発電所では、1987年から所内
の中間貯蔵施設が操業しています。建設中の3号機
等から発生する使用済燃料の貯蔵に対応するため
に、2014年までに容量拡大の工事が行われました。
一方、ロヴィーサ原子力発電所（ロシアから原子炉

を導入）では、使用済燃料を1996年まではロシアに
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フィンランドの電力供給構成
（発電量－2015年）

（Energy Statistics 2017, IEAより作成）

原子力発電所（商業用、運転中）

放射性廃棄物処分場

処分場予定地・特性調査施設

ヘルシンキ

スウェーデン

ノルウェー

ロシア

オルキルオト使用済燃料
処分場（建設中）／ONKALO

オルキルオト低中レベル
放射性廃棄物処分場

ロヴィーサ低中レベル
放射性廃棄物処分場

フィンランド

参考資料

◎原子力発電の利用・導入状況

◎原子力発電所及びその他の原子力関連施設の所在地

◎原子力発電設備容量
合計4基276.4万kW
（2018年1月）

2015年
フィンランド 総発電電力量 国内供給

電力量
国内電力
消費量輸入 輸出

単位：億kWh 685.98 214.59 -51.12 849.35 784.66
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高レベル放射性廃棄物の発生状況と処分方針>>>

トン（ウラン換算）

0

2,000

4,000

6,000

8,000

2000年
原則決定
で承認

2002年
原則決定
で承認

6,500トン

4,000トン

2号機
（運転中）
1980年～

1号機
（運転中）
1978年～

3号機
（建設中）

オルキルオトでの使用済燃料の処分計画における
処分容量の拡大

※ TVO社は過去にオルキルオト4号機の建設計画をし、2010年
には政府による原則決定、及びそれに伴い使用済燃料の処分量を
9,000トンまで拡大することが認められていました。しかし、そ
の後TVO社はオルキルオト4号機の建設を断念したことにより、
現在は6,500トンまでの処分量が認められています。

オルキルオト原子力発電所
（写真提供：TVO）

返還していましたが、以降は所内で中間貯蔵していま
す。2001年に新たなプール貯蔵施設が操業を始めま
した。

◎処分方針
フィンランドで処分の対象となる高レベル放射性廃
棄物は、オルキルオト原子力発電所とロヴィーサ原子
力発電所から発生する使用済燃料です。フィンランド
では、これらの使用済燃料を再処理せずに、そのまま
高レベル放射性廃棄物として処分する直接処分方式
をとっています。1994年の原子力法改正時に、使用
済燃料を含めて、フィンランドの原子力発電で発生す
る放射性廃棄物は、自国内で最終処分しなければな
らないことが法律に明記されました。

◎最終処分容量の拡大ニーズへの対応
フィンランドでは、後述するように、原則決定という
法律に基づく手続きを経て、2001年に高レベル放射
性廃棄物（使用済燃料）の最終処分場の建設予定
地がオルキルオトに決定しています。実際に使用済燃
料の処分を開始するためには、処分実施主体のポシ
ヴァ社が別途、法律に基づく形で処分場の建設、操
業に関して、それぞれ政府から許可を得なければなり
ません。
また、承認を受けた当初計画での処分容量を拡大
する必要が生じた場合には、それを反映した計画に
ついて、改めて政府及び国会の承認を受ける必要が
あります。
TVO社のオルキルオト原子力発電所での原子炉
増設計画に対応する形で、ポシヴァ社はオルキルオト
最終処分場における使用済燃料の処分容量拡大計
画の原則決定の申請をしてきました。オルキルオトが
最終処分地に決まった2001年時点では、運転中の
原子炉4基から発生する使用済燃料について最大
4,000トン（ウラン換算、以下同じ）を条件として計画
が承認されていましたが、現時点では、オルキルオト3
号機で発生する使用済燃料を含めて最大6,500トン
の処分計画が承認されています。
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II. 地層処分計画と技術開発

1. 処分計画

フィンランドでは、オルキルオトの地下約400～450ｍの結晶質岩中に使用済燃料を直接処分
する計画です。使用済燃料を銅製容器と鋳鉄製容器の2重構造のキャニスタに封入して処分しま
す。処分場の操業開始目標が2020年代に設定されています。ポシヴァ社は2016年12月に処分
場の建設を開始しています。

◎地層処分対象の放射性廃棄物
フィンランドで地層処分の対象となる高レベル放射
性廃棄物は、原子力発電所から発生する使用済燃
料です。使用済燃料は、右の写真に示すような、外
側が銅製の容器、内側が鋳鉄製の容器という2重構
造の容器（キャニスタ）に封入して処分されます。外
側の銅製容器が腐食に耐える役割を、内側の鋳鉄
製容器が荷重に耐える役割を各々担っています。
キャニスタは3通りのサイズを考えています。これ
は、原子炉形式によって異なるサイズの使用済燃料
が発生するためです。右下の図に示したのは、左
がロヴィーサ原子力発電所のロシア型加圧水型原
子炉（VVER）から発生する使用済燃料用、中央
と右がオルキルオト原子力発電所の沸騰水型原子炉
（BWR）と建設中の欧州加圧水型原子炉（EPR）
から発生する使用済燃料をそれぞれ封入するキャニ
スタです。
使用済燃料の燃焼度に応じ、BWR用及びVVER

用は12体、EPR用は最大で4体の集合体を収納す
る設計を検討しています。使用済燃料をキャニスタに
封入する施設は、処分場の地上施設として建設する
計画です。

◎処分場の概要（処分概念）
処分実施主体のポシヴァ社は、隣国スウェーデンの
処分実施主体であるSKB社が開発したKBS-3処分
概念を採用しています。使用済燃料に含まれる放射
性核種を、使用済燃料自身、キャニスタ、緩衝材（ベン
トナイト）、埋め戻し材、地層からなる多重バリアシス
テムにより長期にわたって隔離する方法です。キャニ
スタの定置の方法としては、地下の処分坑道の床面
に掘削した処分孔に一本ずつ定置する「処分孔縦
置き方式」が考えられています。キャニスタの周囲に
は緩衝材（ベントナイト）を充填する計画です。

断面図

ここに使用済燃料
の集合体が入る

4
.7
5
m

BWR用 EPR用VVER用

5
.2
0
m3
.5
5
m

銅の厚さ
5cm

1.05m 銅の厚さ
5cm

1.05m

銅の厚さ
5cm

1.05m

銅－鋳鉄キャニスタ
左の鋳鉄製容器が右の銅製容器に挿入されます。鋳鉄製容器に使用
済燃料の集合体が見てとれます。

（ポシヴァ社ウェブサイトより引用）

（ポシヴァ社報告書より作成）
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地層処分計画と技術開発>>>

最終処分地は、エウラヨキ自治体のオルキルオトで
す。ポシヴァ社は、使用済燃料を最大6,500トン（オル
キルオト1～3号機とロヴィーサ1, 2号機の合計5基
の原子炉で50～60年間運転する場合に発生する
量）の受け入れに対応可能な処分場を、地下400～
450mの深さに設置する計画です。ポシヴァ社の計画
では処分場の規模は、処分坑道の延長距離が42km
で、処分エリアの面積は2～3km2です（5,500トン処
分の場合。建設許可申請で設定している6,500トン処
分の場合の坑道距離と面積情報は未出）。

◎処分事業の実施計画
高レベル放射性廃棄物の最終処分地は、2001年

にエウラヨキ自治体のオルキルオトに決定しています。
実施主体のポシヴァ社が最終処分を実施するために
は、原子力法に基づき、処分施設の建設許可、操業
許可を順次取得しなければなりません。
ポシヴァ社は、2012年12月に処分場の建設許可申
請書を政府に提出しました。同時に、ポシヴァ社は規
制機関である放射線・原子力安全センター（STUK）
に、処分の長期安全性の順守を立証する「セーフティ
ケース」と呼ばれる文書を提出しています。STUK は
セーフティケースを含む建設許可申請関連文書の評
価を行い、2015年2月に、キャニスタ封入施設及び地
層処分場を安全に建設することが可能であると結論
づけた審査意見書を雇用経済省に提出しました。そ
の後、雇用経済省が建設許可の発給に向けて検討
を行い、2015年11月にフィンランド政府はポシヴァ社に
処分場の建設許可を発給しました。その後、STUK
による処分場建設の準備状況の確認を経て、ポシヴァ
社は2016年12月に処分場の建設を開始しています。
政府は1983年に策定した政策文書において、処

分開始目標を2020年と設定しています。これは、使
用済燃料を原子炉から取り出してから40年後に処分
するという方針によるものです。ポシヴァ社は、このス
ケジュールを踏まえて処分事業の計画を進めており、
2020年代には最終処分場の操業を開始する予定と
しています。
新規に原子力発電所建設を計画しているフェノヴォ

イマ社は、使用済燃料処分に関して、エウラヨキ自治
体、及び発電所を立地予定のピュハヨキ自治体の2
つの自治体から処分場サイトを選ぶことを計画してい
ます。

①キャニスタ
②緩衝材
（ベントナイト）
③埋戻し材
④岩盤

1

2

3

4

オルキルオト処分場の設置イメージ
（写真提供：Posiva Oy）

キャニスタの定置イメージ
（写真提供：Posiva Oy）

緩衝材の設置方法（概念図）
（写真提供：ポシヴァ社）
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1970 2000 2030 2060 2090

ロヴィーサ（2基）

オルキルオト（2基）

原子炉の運転

使用済燃料の地層処分のための準備

処分施設の操業と閉鎖

オルキルオト（新規建設中1基）

実現可能性の調査

サイト選定調査及び概念開発

原則決定（DiP）
ONKALOの建設、工学設計、
セーフティケースの編纂、研究開発

ロヴィーサ（2基分）

オルキルオト（2基分）

オルキルオト（新規1基分）

廃止措置と閉鎖

建設許可の申請

処分施設の建設

操業許可の申請

フィンランドの最終処分地決定以降の使用済燃料処分のスケジュール
（出典：ポシヴァ社廃棄物管理プログラムYJH-2015等を基に作成）

◎研究計画
フィンランドでは、廃棄物管理義務者はその廃棄物
管理計画（研究開発計画を含む）を3年毎に更新し、
雇用経済省に提出することが義務付けられています。
雇用経済省はこれらの計画書について、放射線・原
子力安全センター（STUK）の見解書を得る必要が
あることが定められています。
2003年以降、廃棄物管理義務者であるTVO社と
FPH社は、3年毎に使用済燃料と低中レベル放射性
廃棄物の廃棄物管理の現状と研究開発を含む将来
の廃棄物管理計画に関する報告書をポシヴァ社と共
に作成しています。

2.研究開発・技術開発

実施主体のポシヴァ社は国内外の研究機関、大学、コンサルタント会社等の外部機関に委託して
処分技術や安全評価等に関する研究を進めています。また、スウェーデン等との国際協力による
研究開発も進めています。国内の主要な研究機関はフィンランド技術研究センター（VTT）です。

◎研究機関と研究体制
処分の実施主体であるポシヴァ社が、研究開発計

画を作成し、実施しています。ポシヴァ社は小規模な
管理、プロジェクト組織であり、その多くの研究開発
業務を研究機関、大学、コンサルタント会社等の外部
機関に委託しています。また、同様の処分概念を開
発しているスウェーデンのほか、スイス、カナダ等と国
際協力による研究開発も進めています。
ポシヴァ社を支援している主な研究機関としてフィン

ランド技術研究センター（VTT）があります。VTTは、
雇用経済省の管轄下にあるフィンランドの総合研究所
で、高レベル放射性廃棄物処分に関して規制行政
機関が処分事業を管理・監督するために行う研究プ
ログラムの研究支援も行っています。
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換気立坑
（出口）

人員立坑 換気立坑
（入口）

アクセス坑道

実証坑道
調査レベル
-420m 技術的な施設

-437m

ONKALOの建設状況（2006年夏頃）
（ポシヴァ社資料より引用）

オルキルオトの地下特性調査施設内の
坑道と試験処分孔
（写真提供：ポシヴァ社）

地下特性調査施設のレイアウト図
（ポシヴァ社ウェブサイトより引用）

◎地下特性調査施設
最終処分地に決定したオルキルオトの詳細なサイ

ト特性調査のために、2004年 6月からONKALOと
呼ばれる地下特性調査施設が建設されてきました。
ONKALOでの調査は、わが国の処分地選定プロセ
スにおける精密調査に相当します。
ONKALOのアクセス坑道は2010年 6月に処分
深度まで掘削され、2014年 7月には、坑道の全長
は約5km、深度は455mに達しました。ポシヴァ社
はONKALOの建設作業と並行して、処分場の建
設許可申請に必要な岩盤や地下水のデータを収集
し、また、掘削がこれらの特性に及ぼす影響につい
ての調査を行ってきました。処分場の建設開始後は、
ONKALOは処分施設の一部として利用されますが、
ONKALOでこれまで利用されてきた研究・実証用
の坑道エリアでは、人工バリアの定置技術等の研究
開発が今後も継続されます。
なお、ONKALOの建設以前には、オルキルオト原
子力発電所の敷地内の地下に設置されている低中レ
ベル放射性廃棄物処分場内に、専用の坑道を設け
て小規模な試験が行われていました。

◎処分場の建設予定地の地質構造
オルキルオトはフィンランド南西部のサタクンタ地域
の南部に位置しています。この地域の基盤岩は先
カンブリア紀のフェノスカンジア盾状地における約8億
年間（19億年前～12億年前）の地質履歴を有して
います。最も古い基盤岩は古原生代にあたる19～
18億年前のスヴェコフェニアン造山運動によって変形
と変成を受けた堆積岩と火成岩から構成されていま
す。その後、約16億年前の中原生代の非造山期に
大きな貫入性のラパキビ花崗岩がこの地域の中心部
に出現しました。このマグマ活動期以降はサタクンタ
堆積岩が堆積し、さらに、これらの堆積岩やそれ以前
の古い岩石は約12億年前にカンラン石輝緑岩の岩
脈や岩床による貫入を受けています。
オルキルオトにおける基盤岩は、主に19～18億年
前のミグマタイト質の雲母片麻岩等の結晶質岩です。



41

フィンランド

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド

◎安全性の確認と知見の蓄積
1980年代、当時の実施主体であったテオリスー

デン・ヴォイマ社（TVO社）がサイト確定調査を行っ
ており、1985年に安全評価の結果をまとめました。そ
の後、TVO社は1992年に5カ所のサイトを対象とし
た安全評価（TVO-92）を取りまとめ、いずれのサイ
トにおいても処分場の建設が可能な適切な場所を特
定することができると結論づけています。
実施主体として1995年に設立されたポシヴァ社は、
TVO社が実施してきたサイト調査及び研究開発計画
を引き継ぎました。ポシヴァ社は概略サイト特性調査
等で3カ所に絞られたサイトに加え、ロヴィーサ原子力
発電所のあるハーシュトホルメンでの処分の安全性に
関する中間報告書を公表しています。
さらに1999年3月にポシヴァ社は、詳細サイト特性
調査を行った4カ所に対し、使用済燃料の処分を行っ
た場合の長期安全性に関する報告書「ハーシュトホ
ルメン、キヴェッティ、オルキルオト、ロムヴァーラにおけ
る使用済燃料処分の安全評価（TILA-99）」を発表
しました。TILA-99では、地下約500ｍの結晶質岩
の岩盤中に建設される処分場において、KBS-3の概
念を用いて使用済燃料を処分するということを前提に
安全評価を行っています。その中で、
① 使用済燃料自身からキャニスタ、緩衝材、埋め
戻し材の一部または全部を通過して地層へ至る
放射性核種の移行

② 移行した放射性核種の地下水による地層から生
物圏への移行

③ 生物圏に移行した放射性核種による人の被ばく
という使用済燃料から人に至る経路においてさまざま
なシナリオを設定し、モデルとデータに基づいて、コン
ピュータを用いたシミュレーションを行い、処分場閉鎖
後の安全性など、処分場の性能を予測、評価しました。
シナリオとしては、通常考えられるもののほか、フィン

ランドの位置するスカンディナビア半島が、最終氷期
に発達した氷床による荷重の影響により、後氷期の
現在、地殻の上昇とそれに伴う断層運動等の地殻変
動が生じる地域であるという特徴を踏まえたシナリオも
想定されています。

特性・事象・プロセス（FEP）

基本ケース
（現在と同様の条件が続き、バリアが想定通りの性能を示す）

基準シナリオ
（1）キャニスタに最初から小さな孔がある場合
（2）キャニスタに大きな孔があいた場合
（3）10,000年後にキャニスタが消失する場合　　　など

感度解析及び
“WHAT IF（…したらどうなるだろう）”解析

（基準シナリオの（1）、（3）をもとに広い範囲にわたって
仮定やモデル、データを変えてみる）

本質的なFEPが全て考慮されているか？

モデル化されなかったFEPについての
定性的な評価の実施

TILA-99で取り上げられた安全評価シナリオの構造
（出典：ポシヴァ社EIA報告書1999）
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◎最終処分場サイト決定における安全確保
1999年5月、実施主体のポシヴァ社はオルキルオト

を最終処分地に選定して処分場建設計画を進めるこ
ととし、原子力法に基づく原則決定の申請を政府に
行いました。
政府が原則決定を行うために必要な要件の一

つは、安全性に関して放射線・原子力安全センター
（STUK）が審査し、肯定的な見解を示すことです。
このため、STUK及び、STUKが編成した国際的
な専門家からなる外部検証グループによる国際評価
が行われました。その結果、政府が策定した一般安
全規則に含まれる安全要件が満たされ、その段階の

ものとしては適切であるとするSTUKの見解書が提
出されました。これにより、その後に提出された地元自
治体の肯定的な見解書と併せて、オルキルオトが最
終処分地に決定されました。
オルキルオトにおいては、2004年6月から地下特性
調査施設（ONKALO）の建設が開始されています。
ポシヴァ社はこの建設作業と並行して必要な研究開
発や設計研究を実施しており、さらに詳細な地質環
境データの取得が行われています。処分場の建設・
操業許可申請においては、これらの研究成果に基づ
いて処分の安全性が評価されます。

使用済燃料処分の
安全評価報告書
（TILA-99）

原則決定申請

ポシヴァ社 雇用経済省
（TEM）

政　府

地下特性調査

建　設

操　業

放射線・原子力安全
センター（STUK）

建設許可申請
　　   +　　　

予備的安全解析報告書

操業許可申請
+

最終安全解析報告書

原則決定
（2000年）

建設許可
（2015年）

操業許可
（2020年代）

予備的安全見解書

予備的安全解析報告書に
対する審査意見書

最終安全解析報告書に
対する審査意見書

 各種見解書の取りまとめ

各種意見書の取りまとめ

各種意見書の取りまとめ

地層処分場の立地、建設、操業のための安全評価の流れ
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使用済燃料と低中レベル放射性廃棄物の廃棄物管理の現状、
及び研究開発を含む将来の廃棄物管理計画に関する報告書

1. 実施体制

高レベル放射性廃棄物処分に関わる規制行政機関は、政府、雇用経済省、放射線・原子力安全
センター（STUK）であり、雇用経済省は処分事業の管理・監督、STUKは安全規制という役割
を各々担っています。また、政府は処分目標（サイト選定の段階と目標時期）の決定を行うほか、
処分場の建設・操業の許可発給を行います。
実施主体は原子力発電事業者2社が共同出資して設立したポシヴァ社という民間会社です。

◎実施体制の枠組み
フィンランドでは放射性廃棄物管理分野における責
任体制は原子力法で定められており、全般的な権限
は国のエネルギー政策を作成する責任が課されてい
る雇用経済省にあります。雇用経済省は、放射性廃
棄物の管理義務要件を策定する上で、政府が意思
決定するための準備も行っています。政府は、処分
目標（サイト選定の段階と目標時期）の原則決定を行
うほか、処分場の建設・操業の許可発給を行います。
規制の面では、放射線・原子力安全センター

（STUK）が放射線と原子力に関する安全につい
て、規制管理を行う独立の行政組織として存在して
いますが、上記のように政府と雇用経済省にも規制面
での役割が課されているのがフィンランドの特徴です。
高レベル放射性廃棄物処分場の建設・操業・閉

鎖は実施主体のポシヴァ社が実施します。処分場の
閉鎖後に、放射性廃棄物が永久処分されたことを
STUKが確認した後は、廃棄物の所有権は国に移
り、廃棄物に係る全ての責任を国が有することが原
子力法で規定されています。

◎実施主体
フィンランドでは、放射性廃棄物を処分する責任は、
原子力施設の許可取得者にあると定められています。
また、正当な理由があれば、原子力発電事業者が共
同で処分責任を果たすことができるようになっていま
す。2社の原子力発電事業者のうち、フォルツム・パ
ワー・アンド・ヒート社（FPH社）の使用済燃料は、も
ともとはロシアに返還されていました。したがって、も
う1社のテオリスーデン・ヴォイマ社（TVO社）が高
レベル放射性廃棄物処分の研究やサイト選定を進め
ていました。しかし、1994年の原子力法の改正により
使用済燃料の輸出入が禁止され、自国内で処分する

III. 処分事業の実施体制と資金確保

社会保健省

政　府

規制行政機関

見解

規制
監督

処分場の建設・操業などの許可は、政府が発給します。

規
監規制の流れ

解

雇用経済省（TEM）

放射線・原子力安全
センター（STUK）

実施主体

ポシヴァ社原子力発電事業者
（2社）

（ポシヴァ社パンフレット等より作成）
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ことになったため、2社は共同で処分を実施することと
し、1995年末に、高レベル放射性廃棄物処分事業
の実施主体としてポシヴァ社を設立しました。
ポシヴァ社は高レベル放射性廃棄物の処分事業を
行う会社であり、その他の放射性廃棄物の処分や、
使用済燃料の中間貯蔵等は、原子力発電事業者が
各々の原子力発電所サイトで行っています。

◎安全規則
フィンランドの原子力施設に関する安全規制の文
書体系は、①原子力法、②原子力令、③規則（一
般安全規則）、④詳細安全規則、の4段階の構成と
なっています。使用済燃料の処分に関する一般安全
規則は、当初は1999年に定められましたが、その後
2度改訂され、現在は「原子力廃棄物の処分の安全
性に関する放射線・原子力安全センター（STUK）
規則」として定められています。一般安全規則、詳
細安全規則を定める権限は、安全規制機関の放射
線・原子力安全センター（STUK）にあります。
最終処分の長期安全性に関する詳細安全規則は
2001年5月に「安全指針YVL 8.4：使用済燃料処
分の長期安全性」として定められていましたが、2013
年 12月に新しい安全指針「YVL D.5：原子力廃
棄物の処分」に置き換えられました。この安全指針
YVL D.5では、放射線安全に関して、右の表のよう
に、人間の被ばくの評価について十分に予測可能な
少なくとも数千年間という期間については実効線量に
よる制約条件を適用し、その後については、処分場
から生物圏への放射性核種の放出放射能量に関す
る制約条件を適用して規制する方法をとっています。
このほか、発生の可能性が非常に低く、設計で想定
した状況を超える事象についての考察や動物・植物
など人間以外の環境に対する防護についても規制要
件を課しています。

安全指針（YVL D.5）における被ばく線量及び
放射性核種の放出率の拘束値

⑴ 十分予測可能な期間（少なくとも数千年間）において、人間の被
ばくする可能性のある線量

・  公衆の中で最も被ばくした人の
1年間あたりの実効線量 0.1mSv未満

・  他の大きな集団の公衆に対する
平均の1年間あたりの実効線量

0.1mSvの
1/100～1/10以下

⑵ 数千年後に使用済燃料から放出され、環境に移行すると予想さ
れる放射性核種の長期間にわたる平均量

・ 処分から生じる放射線影響
最大でも地殻内の自然の放
射性物質から生じるものに
相当程度

・  放射性核種別の環境に放出され
る1年間あたりの量

個別の規制値以下で、かつ各
核種の放出量／規制値の比
率の合計が1以下

（安全指針YVL D.5：原子力廃棄物の処分より作成）

法律

一般安全規則（規則）

詳細安全規則（規制指針）

フィンランドの規制文書体系
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◎処分に関わる法令及び政府決定体系図

1987年原子力法
（2015年改正）

1987年原子力法
（2015年改正）

1987年原子力法
（2015年改正）

1988年原子力令
（2015年改正）

一般安全規則
（規則）

1988年原子力令
（2015年改正）

1988年原子力令
（2015年改正）

詳細安全規則

廃棄物管理目標
政府決定

国家放射性廃棄物
管理基金令

環境影響評価手続令環境影響評価
手続法

放射線令

原子力責任法 原子力責任令

放射線法

事業規制

安全規制

資金確保

環　　境

原子力
損害賠償
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◎処分の法制度

内　　容

事
業
規
制

高レベル放射性廃棄物処分に関する基本的な枠組みを定めているのは、原子力法です。ただし、サイト選定を
含めた基本的な処分の方針については、1983年に政府による廃棄物管理目標に関する原則決定が行われてい
ます。
廃棄物管理目標の原則決定では、処分責任、計画作成義務、資金負担義務等について、その後の原子力法での
規定の骨格となる制度、及び段階的なサイト開発から処分場の操業に至るまでの目標時期も定められています。
原子力関係の基本法である原子力法は、原子力利用が社会全体の利益に合致し、人間と環境に安全であること
を確保するため、原子力の利用、放射性廃棄物管理（貯蔵・処分等）の許認可手続や関係機関の役割等を明確に
定めている法律です。
原子力法では、処分場を含む重要な原子力施設の建設を行うにあたり、原則決定手続を定めています。原則決
定手続とは、その原子力施設の建設が社会全体の利益に合致するという原則的な判断を、建設許可の申請よりも
早いタイミングで、政府が決定するものです。この決定が有効となるためにはさらに、国会によって承認を受け
ることが必要とされています。この原則決定の申請を行うためには、安全評価の実施等のほかに、地元自治体か
らの肯定的な意見を得ることが必要と定められています。
原子力令は、原子力法の規定のより詳細な手続等を定めた政令です。

安
全
規
制

安全性確保のための基本的な枠組みは、原子力法及び原子力令で定められています。
原子力廃棄物処分における、処分施設の設計や安全基準等の安全性に関しては、2015年の「原子力廃棄物の
処分の安全性に関する放射線・原子力安全センター（STUK）規則」で基本的な要件の原則が示されています。
さらに安全規則の細目については放射線・原子力安全センター（STUK）が、2001年に「安全指針YVL 8.4：
使用済燃料処分の長期安全性」、2002年に「安全指針YVL 8.5：使用済燃料処分場の操業における安全指針」
を定めていましたが、2013年12月に新しい安全指針「YVL D.5：原子力廃棄物の処分」に置き換えられまし
た。
また、放射線防護全般に関わる規制は、放射線法によって規定されています。

資
金
確
保

放射性廃棄物管理のための資金確保の枠組みについても原子力法により規定されています。そこでは、放射性
廃棄物管理のために特別な基金を国に設置すること、原子力発電会社による費用負担原則、費用の見積り方法と
必要とされる資金の拠出方法、集められた資金の管理方法などが定められています。
特に国家放射性廃棄物管理基金（VYR）については、原子力法において国家予算から独立した基金として設置
するとされるとともに、より詳細な規定が「国家放射性廃棄物管理基金（VYR）に関する政令」（廃棄物基金令）
等で定められています。

環　

境

フィンランドにおける放射性廃棄物の処分場の建設については、環境影響評価（EIA）が要求されています。
EIAに関する手続は、EIA手続に関する法律及びEIA手続に関する政令に定められた評価手続に従って実施され
ます。
このEIA手続の主要なポイントとしては、実際の評価活動に入る前にEIA計画書が作成された段階で、地元住
民や自治体等に意見書提出の機会が与えられており、ここで表明された意見は調整機関（原子力施設の場合は雇
用経済省）がとりまとめ、必要に応じてEIA計画書の修正を命じることができる制度となっています。また、評
価結果に対しては、公聴会や住民意見の聴取、関係機関からの意見書を取得した上で、雇用経済省が評価の適切
さに対する意見書を出すこととされています。

原
子
力
責
任

フィンランドの原子力損害賠償に関する法令としては、原子力責任に関する法律（原子力責任法）及び原子力
責任に関する政令（原子力責任令）がありますが、これらは、第三者責任に関するパリ条約とブリュッセル補足
条約及び民事責任に関するウィーン条約の国内法化を図る法令ともなっています。
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2. 処分事業の資金確保

高レベル放射性廃棄物の処分費用は、原子力施設許可取得者（電力会社）が負担しています。
処分費用は、雇用経済省が所管する国家放射性廃棄物管理基金（VYR）に積み立てられています。
基金に積み立てられる費用には、高レベル放射性廃棄物の処分費用のほか、中間貯蔵費用と輸送費
用、さらにその他の放射性廃棄物の処理・中間貯蔵・輸送・処分費用、及び原子炉施設の廃止措
置費用等も含まれています。

◎処分費用の負担者
フィンランドの原子力法では、原子力施設の許可取
得者が放射性廃棄物の処分や貯蔵等を含めた管理
全般の費用を負担する責任を有することを規定して
います。ここで対象となる費用は、最終処分場の建
設・操業のほかに、研究開発や輸送、貯蔵等を含め
た放射性廃棄物管理全般に係る費用です。原子炉
施設許可取得者である電力会社テオリスーデン・ヴォ
イマ社（TVO社）とフォルツム・パワー・アンド・ヒー
ト社（FPH社）は、3年毎に提出する放射性廃棄物
管理計画と併せて、その実施に必要な費用見積の
提出も義務づけられています。

◎処分の資金確保制度
放射性廃棄物管理費用は、雇用経済省が所管す

る国家放射性廃棄物管理基金に積み立てられてい
ます。この基金に積み立てを行う主な廃棄物発生者
はTVO社とFPH社です。
基金の積立対象となるのは、高レベル放射性廃棄

物の処分費用のほか、中間貯蔵費用と輸送費用、さ
らにその他の放射性廃棄物の処理・中間貯蔵・輸
送・処分費用、及び原子炉施設の廃止措置費用等
も含まれています。
フィンランドの特徴は、その時点までに発生した放
射性廃棄物の量（原子力施設の解体廃棄物につい
ては発生したとみなされる量）を処理・中間貯蔵・輸
送・処分する費用を、その時点の見積額で評価する
点です。
雇用経済省は、TVO社とFPH社から提出された
費用見積額を精査した上で、債務評価額（各社が最
終的に負担すべき金額）と積立目標額を決定します。
積立目標額は、廃棄物の発生量に比例しない固定費
部分を長期の分割払いとして調整した金額です。各

電力販売
から回収

固定費
等を
調整

確認

決定

払込み

見積
（放射性廃棄物全般）

見積
（高レベル放射性廃棄物処分関係）

国家放射性廃棄物
管理基金
（VYR）

ポシヴァ社

電力2社
（TVO社、FPH社） 債務評価額

積立目標額

雇用経済省
（TEM）

フィンランドにおける資金確保の仕組み

国家放射性廃棄物管理基金の積立残高（2016年末）

支払者 基金残高

TVO社
（オルキルオト原子力発電所）

13.8億ユーロ
（1,835億円）

FPH社
（ロヴィーサ原子力発電所）

11.0億ユーロ
（1,463億円）

その他（研究炉をもつVTT） 1,000万ユーロ
（13億円）

合計 24.9億ユーロ
（3,312億円）

※1ユーロ＝133円で換算、四捨五入のため合計は合わない
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廃棄物発生者は、この積立目標額を毎年3月末まで
に国家放射性廃棄物管理基金に払い込みます。ま
た、積立目標額と債務評価額の差額分については、
国に対して担保の提供が義務付けられています。
積み立てられた費用の運用にも特徴があり、積み
立てた電力会社は積立残高の最大75％までの貸付
を受けることが可能です。

◎処分費用の見積額
フィンランドにおける高レベル放射性廃棄物の処分
実施主体であるポシヴァ社は処分費用について定期
的に見積もりを行っています。2010年時点での処分
費用の総額は、約33.2億ユーロ（約4,420億円）と
見積られています。この見積額は発電所の稼働年数
等を基に5,500トンの処分量を前提とした金額です。
内訳は、地下特性調査施設（ONKALO）を含めた
建設費などの投資費用が約7億ユーロ（約900億円）、
操業費が約24.2億ユーロ（約3,220億円）、処分場
の閉鎖・廃止措置費用が約2億ユーロ（約270億円）
となっています。（1ユーロ=133円として換算）

◎処分費用として対象となるもの
高レベル放射性廃棄物の処分費用は、放射性廃
棄物管理全般の枠組みの中で見積られています。高
レベル放射性廃棄物の処分費用の算定は、実施主
体のポシヴァ社が行っていますが、ポシヴァ社の費用
見積を受けて、TVO社とFPH社は、高レベル放射
性廃棄物の処分費用以外の中間貯蔵、輸送費用、
及び低中レベルの放射性廃棄物の処理、中間貯蔵、
輸送、処分費用、さらに原子炉施設の廃止措置費用
等を含む全ての必要な費用を見積った上で、雇用経
済省に提出します。
なお原子力法に基づき、これらの費用の見積に当
たっては、将来の不確定条件も多く含まれることから、
予備費（コンティンジェンシー：不測の費用増に備え
た上乗せ分）として10％が含まれています。
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TVO社の債務評価額 TVO社の積立目標額
FPH社の債務評価額 FPH社の積立目標額
債務評価額の合計 積立目標額の合計

投資費
（建設費含む）

700

 操業費
 2,420

閉鎖・廃止措置
200

国家放射性廃棄物管理基金の積立の状況

処分費用の内訳
（百万ユーロ）

※5,500トン（ウラン換算）処分の場合
（ポシヴァ社資料を基に作成）
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1. 処分地の選定手続き・経緯

フィンランドでは1983年から、高レベル放射性廃棄物の最終処分場のサイト選定に向けた調査
がスタートしました。サイト調査が段階的に進む途中から、建設許可申請の審査ステップよりも早
い時期に、重要な原子力施設について、その建設が社会全体の利益に合致するという判断を政府
が決定するステップが法制化されました。地元自治体の受け入れ意思の存在がなければ、政府は
最終処分場の計画を承認できません。こうした法制度のもとで、2001年にエウラヨキ自治体のオ
ルキルオトが最終処分地に決定しています。

◎処分地選定の進め方
フィンランドでは、処分地の選定方法は法律で定め

られていません。フィンランドには「原則決定」と呼ば
れる、この国特有の政策決定手段があり、この形式で
1983年に地層処分場のサイト選定段階と目標時期が
設定されました。原則決定とは、政府や行政省庁が
政策を進める根拠として政府が決定する文書（及び
その内容を閣議で決定すること）を言います。原則決
定は、民間事業者に対しても一定の効力が及びます。
1983年の政府の原則決定は、フィンランドで4基目

の原子炉が商業運転を開始した翌年に行われまし
た。原子力発電から発生する放射性廃棄物の管理
に関する研究、調査、実施計画策定において順守す
べき目標を定めたものです［1］。この中で、高レベル放
射性廃棄物の最終処分地を2000年末までに選定で
きるように、サイト調査を3段階で進めることを規定しま
した。
①サイト確定調査（1983～1985年）
②概略サイト特性調査（1986～1992年）
③詳細サイト特性調査（1993～2000年）

IV. 処分地選定の進め方と地域振興

［1］1983年の原則決定
1983年の政府の原則決定では、使用済燃料の管理に関

する政府の考え方について、原子力発電事業者が外国に
再処理を委託し、かつ再処理で発生する放射性廃棄物が
フィンランドに返還されない形で再処理契約を締結する
方向で交渉すべきとする方針が述べられていました。し
かし、こうした再処理契約が実現しない可能性に備えて、
使用済燃料を原子炉から取り出してから40年後（2020
年）に処分開始できるような目標を定めています。

サイト確定調査
1983-1985

詳細サイト特性調査
1993-2000

概略サイト特性調査
1986-1992

原則決定の承認
2001

ヴェイスツィヴァーラ
（ヒリンサルミ）

ロムヴァーラ
（クーモ）

スィイリ
（シエヴィ）

オルキルオト
（エウラヨキ）

キヴェッティ
（アーネコスキ）

ロムヴァーラ
（クーモ）

オルキルオト
（エウラヨキ）

キヴェッティ
（アーネコスキ）

オルキルオト
（エウラヨキ）

ハーシュトホルメン
（ロヴィーサ）

サイト選定の経緯
（出典：ポシヴァ社EIA報告書1999）
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環境影響評価（EIA）は、①EIA計画書の作成
段階と、②EIAを実施して報告書にまとめる段階から
構成されます。事業者がEIA計画書を監督官庁（原
子力施設の場合は雇用経済省）に提出し、監督官
庁が対象地域住民を含めた関係者に意見を求めま
す。寄せられた意見を踏まえて、監督官庁は、必要
に応じて計画書に変更を指示します。
EIAは、狭い意味での自然環境に対する影響だけ

ではなく、景観、社会生活への影響、経済的な影響
を含めた総合的な評価を行うものです。
事業者が作成するEIA報告書は、原子力法に基

づいて政府が原則決定を行う際の判断材料の一つ
です。このため、雇用経済省は、原子力法の規定に
基づき、地元自治体で公開の集会（公聴会）を開催
するとともに、公告を通じた意見募集で寄せられた意
見を踏まえ、実施されたEIAの適切さについての判
断を意見書としてまとめます。

◎ 原子力施設導入計画の承認プロセスの制度化
…原則決定手続き
サイト調査が進む中、1987年に原子力法の全面改
正が行われ、最終処分場を含む原子力施設の導入
計画について、建設許可申請よりも早い時期から、国
民、施設設置予定の地元や隣接の自治体、規制機
関などが意見を表明する機会が設けられました。これ
により、高レベル放射性廃棄物の最終処分場の建設
予定地が、建設許可申請のかなり前の時期に決まる
ことになっており、フィンランドにおけるサイト選定の特
徴となっています。
具体的には、原子力法における立法措置として、

原子力施設の導入計画の是非を政府が判断するス
テップを導入し、これをフィンランド固有の政策決定手
段である原則決定で行うようにしました。このステップ
は「原則決定手続き」と呼ばれています。原子力法
には、原則決定において政府が何を判断するかが明
記され、その手続き様式が規定されています。この手
続きは、事業者が事業計画内容についての判断を政
府に申請するという形を取り、その事業計画がフィン
ランドの「社会全体の利益に合致する」ことを政府が
判断します。政府が判断を下す前に、原子力施設の
立地予定の自治体が受け入れに好意的であることを
確認しなければなりません。また、規制機関である放
射線・原子力安全センター（STUK）が、事業内容
について安全面から支障がないという見解であること
を確認する必要もあります。
原子力法には、政府の原則決定文書を有効とする

には、国会での承認を必要とする条項も盛り込まれて
います。政府や国会での判断に影響するような、大き
な出費を伴う事前の活動（大規模な地下掘削など）
は禁止されています。

◎環境影響評価（EIA）手続き
フィンランドでは、1994年に環境影響評価手続法
が制定されました。環境に重大な影響が生じる可能
性がある事業について、市民を含む利害関係者が
情報を事前に入手し、計画策定や意思決定に参加
する機会を増やすことを目的とした制度です。最終処
分場を含む原子力施設の場合には、原子力法に基
づく原則決定手続きの申請に先だって、環境影響評価
（EIA）を実施し、その評価書を申請書に添付する
必要があります。

承認

決定

放射線・原子力安全
センター（STUK）の
予備的安全見解書

地元自治体の意見書

政府による
原則決定

国会の
承認

他機関等の意見書、
公募意見等と共に
雇用経済省（TEM）
が取りまとめ

ポシヴァ社が申請

地元での公聴会・意見募集

必要に応じて
計画を修正

公告・縦覧

公告・縦覧

雇用経済省（TEM）の意見書

雇用経済省（TEM）の意見書（環境影響評価手続の終了）

地元住民等の意見表明関係機関等の意見書

関係機関等の意見書

地元自治体等の意見

環境影響評価（EIA）計画書

環境影響評価（EIA）報告書の提出

環境影響評価（EIA）手続きの概要
（フィンランド環境影響評価手続法より作成）

原子力法における原子力施設
導入計画の承認プロセス

（原則決定手続き）
（フィンランド原子力法より作成）
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サイト確定調査（1983～1985年）における調査地域の選定・絞込み

◎処分地選定までの経緯
サイト調査の当初（サイト確定調査と概略サイト特
性調査）は、オルキルオト原子力発電所を所有する
TVO社が実施しました。1994年の原子力法改正に
よる使用済燃料の輸出入禁止以降は、原子力発電
事業者2社が設立したポシヴァ社がサイト調査を継承
しました。
1983年からのサイト確定調査では、大規模な亀裂

帯を回避し、安定な基盤岩ブロックを選定するために、
最初に航空写真や地形図等の文献調査が行われ、
フィンランド全土から100～200km2の大きさからなる
327カ所の目標地域が選定されました。次に、基盤岩
の大きさや地形等の地質学的要因や、人口密度・使
用済燃料の輸送等の環境要因に関する文献調査によ
り目標地域の絞込みが行われ、5～10km2の大きさか
らなる102カ所の調査地域が選定されました。その後、
調査に対して自治体から同意を得る等のプロセスを経
て、最終的に5カ所で地表からのボーリング等による
概略サイト特性調査が行われました。その後、より適し
た場所と考えられた4カ所で、ポシヴァ社が詳細サイト
特性調査を行いました。これらの4カ所では、最終処
分場の地上施設と地下施設を建設・操業する場合の
環境影響評価も実施しました。
ポシヴァ社は、1999年3月に、4カ所の候補地点に
ついて使用済燃料の処分を行った場合の長期安全
性に関する報告書『ハーシュトホルメン、キヴェッティ、

オルキルオト、ロムヴァーラにおける使用済燃料処分
の安全評価』（TILA-99）をまとめました。その結果
からポシヴァ社は、エウラヨキ自治体のオルキルオトを
選定し、原子力法で定められた原則決定手続きに基
づく申請を1999年5月に行いました。
STUKは申請書とTILA-99等の関連文書を評価

し、2000年1月12日に肯定的な見解書を政府に提出
しました。その見解書を見た上で、エウラヨキ自治体
は2000年 1月24日に議会で投票を行い（賛成20/
反対7）、最終処分場の受け入れ意思を表明すること
を決定しました。これらの結果を受けて、政府は2000
年12月に原則決定を行い、その決定内容を国会が
2001年5月に承認しました（賛成159/反対3）。これ
により、エウラヨキ自治体のオルキルオトが最終処分地
に決定しました。フィンランドは、世界で最初に高レベ
ル放射性廃棄物の処分地が決定した国です。

「原則決定手続き」という原子力施設導入計画の
承認する制度では、国会において政府の原則決定
が承認されるまでは、大規模な地下掘削が禁止され
ています。このため、わが国のサイト選定プロセスで
は精密調査段階で実施される調査は、フィンランドで
は最終処分地が決定した後に実施することになって
いるのが特徴です。オルキルオトでは、2004年6月か
ら地下特性調査施設（ONKALO）の建設が開始さ
れています。

目標地域の絞込み
（100～200km2）

調査地域の絞込み
（5～10km2）地域ブロック

「目標地域」

15 km 15 k
m

処分場地域
0.4 x 0.7 km

調査地域

3 km 3 k
m

航空写真、地形図等 ○地質学的要因
基盤岩の大きさ、
地形等

○環境要因
人口密度・使用済
燃料の輸送等

オルキルオト
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処分地選定の進め方と地域振興>>>

2. 地域振興方策

実施主体のポシヴァ社は、処分場の立地による経済メリットを明らかにしています。また地元自
治体は、税制において固定資産税率のアップを通じて財政的優遇措置が受けられるようになってい
ます。さらにポシヴァ社との間で協力協定を締結しています。

◎社会経済的影響評価
ポシヴァ社は、最終処分地決定の判断資料として
1999年に作成した環境影響評価（EIA）報告書に
おいて、4つの候補地の自治体のそれぞれに対する
処分場の立地が社会経済面に及ぼす影響の評価
を、本ページの表にある項目に対して行いました。
このうち地域構造への影響に対する評価結果で
は、どの自治体においても、農業・観光業・不動産
価値に対して特にマイナスの影響が出ることはないと
評価されています。むしろ、どの自治体でも雇用の創
出、人口増加を始めとする経済効果などが生じると見
込まれています。

◎制度的な財政面の優遇措置
フィンランドにおいて、処分場等の原子力施設の立
地に関連する自治体に対して制度的に経済的便宜
供与が行われるものは、税制における固定資産税の
優遇措置のみです。地元自治体は通常の固定資産
税率を0.5％から1.0％の間で任意に定めることができ
ますが、EIA報告書が取りまとめられた1999年当時
の税制では、原子力発電所や放射性廃棄物管理施
設については、自治体が設定できる固定資産税率の
上限が2.2%に引き上げられていました。このため地
元自治体にとっては、処分場の立地・建設による固
定資産税の増収を見込むことができます。固定資産
税率の上限は、税制関連法令の改正につれて引き上
げられており、2016年以降では3.1%となっています。

◎地元との協定による措置
処分場立地に関して、ポシヴァ社と地元エウラヨキ

自治体との間で協力協定が1999年に結ばれていま
す。この協定は、ポシヴァ社及びエウラヨキ自治体の
代表による少人数のワーキンググループの議論から始
まったもので、両者の協力の可能性を探し出すことを
目的として行われました。ポシヴァ社は同年にオルキル

現状 建設期 操業期
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エウラヨキクーモ ロヴィーサアーネコスキ
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1

億円百万ユーロ

■ 現状　 （1998年）
■ 操業期（2030年）

エウラヨキ クーモ ロヴィーサ アーネコスキ

処分場立地による雇用の増加
（ポシヴァ社EIA報告書1999の予測の最大値より作成）

処分場立地優遇措置による固定資産税の税収増
（ポシヴァ社EIA報告書1999より引用）

処分場立地による社会経済面への影響に関する評価項目

地域構造への影響評価項目 生活状況・全般的な
幸福さへの影響評価項目

・ 事業活動（雇用を含む）
・ 農業
・ 観光業
・ 人口規模と構造
・  その他の地域構造及び社会基盤
・ 不動産価値
・ 自治体への経済効果

・  処分場に対する住民の考え
・ 社会科学的考察
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オトにおける処分場建設のための原則決定の申請を
行っていますが、この原則決定が国会で承認されるこ
とを協定発効上の条件として結ばれました。
この協力協定に基づいて、ポシヴァ社はエウラヨキ
自治体に対して、新たに高齢者向けホーム施設を建
設する資金を貸与しています。一方のエウラヨキ自治
体は、老朽化対策に悩んでいた高齢者向けホーム施
設をポシヴァ社にリースしています。ポシヴァ社は、そ
の施設を改装して事務所として利用しています。ポシ
ヴァ社はその設立時から、処分場建設地が決定した
時にはそこに移転する方針でした。現在ポシヴァ社の
事務所として利用している施設は、1836年に建設さ
れた旧領主邸宅という歴史がある建物です。ポシヴァ
社は、施設の一部をレストラン・多目的ホールとして観
光客や自治体住民が利用できるようにしています。

エウラヨキ自治体の歴史的邸宅
（Vuojoki Mansion）
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情報提供・コミュニケーション>>>

1. 公衆との対話

フィンランドでは、サイト決定の原則決定手続で地元自治体の賛成が必要とされるほか、自治
体・住民の意思・意見反映が制度面でも確立されています。さらにポシヴァ社は、自主的にさまざ
まなコミュニケーション活動を精力的に行っており、フィンランドにおける特徴の一つともなってい
ます。

◎情報開示、パブリックコメント、公聴会
フィンランドでは、処分場のサイト選定過程において
自治体、住民の意見を反映するために、さまざまな活
動が行われたことが環境影響評価（EIA）報告書に
挙げられています。これらのうち、法令で制度化され
ている手続きには以下のものがあります。
○公告・縦覧・新聞掲載などの情報開示
○意見書の作成・提出
○公聴会の開催

これらの手続は、フィンランドでは大きく分けて二つ
の法律で規定されています。その一つは、EIA手続
法に基づくEIA手続の中で、EIA計画書の審査と
EIA報告書の審査の2つの段階で住民等に対する
情報開示と意見聴取が行われます。他の一つは原
子力法に基づく原則決定手続で、安全性を含めた処
分場の建設・操業計画について、情報開示と意見
聴取の手続が定められています。

原則決定の申請書概要説明書

自治体・住民・個人 ポシヴァ社雇用経済省（TEM）

政府による原則決定

フィンランド国会による原則決定の承認

公開の集会（公聴会）〔口答・書面による意見表明〕

政府への原則決定の請議

EIA計画書への意見

EIA報告書への意見 EIA報告書への雇用経済省意見書

EIA計画書への雇用経済省意見書

EIA計画書

EIA報告書

隣接自治体の意見

公告・縦覧／新聞掲載

公告・縦覧／新聞掲載

STUK
予備的安全評価

地元自治体議会の意見
（受入決議）

透明性の確保と説明責任のための諸手続
（原子力法及びEIA手続法等より作成）

V. 情報提供・コミュニケーション
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◎地域コミュニケーション組織と会合
制度化されたコミュニケーション方法以外にも、処

分事業の計画と環境影響評価（EIA）に関し、でき
るだけ多くの住民に参加してもらって活発に議論して
もらうため、ポシヴァ社は、さまざまな地域コミュニケー
ションの組織づくりに働きかけてきたことがEIA報告
書に記載されています。

○ 地元の住民向けの対話集会やワーキンググルー
プ会合
○ 地元自治体の職員や自治体議会の議員向けの
「協力／フォローアップグループ」
○ 自治体を運営する参事会向けの会議
○ 国とその地方出先機関の職員向けの会議やセミ
ナー

これらの地域コミュニケーション組織の中で、自治
体からの代表者とポシヴァ社からの代表者をメンバー
とする「協力／フォローアップグループ」は、最終処
分に関する諸問題や、その計画、環境影響評価等
について、ほぼ2カ月に1回の頻度で会合を行ってい
ました。EIAの対象地域であったロヴィーサとクーモ
では1997年に、エウラヨキとアーネコスキではより早い
時期に、グループが組織されました。
これらの地域コミュニケーション組織などを通じて
寄せられた意見や疑問等について、ポシヴァ社が
EIA計画書を作成する際に考慮したほか、EIA報
告書の社会的影響の評価において検討して対応し
ています。

（ポシヴァ社Spent Nuclear Fuel Management 
in Finland, より引用）
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情報提供・コミュニケーション>>>

2. 意識把握と情報提供

実施主体のポシヴァ社は、処分事業の理解を得るための活動として、一方的な情報提供活動で
はなく住民が情報を入手し、意見を表明できる場をさまざまな形で設けてきました。また環境影
響評価の中では、住民の意識調査も行われています。

◎広報活動（情報提供）
実施主体のポシヴァ社が行っている処分場開発の

ための情報提供（広報）活動については、環境影響
評価書に詳しく述べられています。それによると、情報
提供（広報）活動の目的は、環境影響評価（EIA）
に住民が積極的に参加できるようにすることであり、具
体的には、以下のことができるようにするとしています。

○ 議論へ参加する機会があることを知ってもらう。
○ 処分事業計画、EIA手続、進捗情報、完成レ
ポート類の提供など、情報を入手できるようにす
る。
○ 各候補地の自治体住民の間で、継続的な対話
ができるようにする。
○ 処分事業とその影響予測とその評価に関し、開
かれた議論が行われるようにする。
○ 処分事業についての報告書の内容と使用する
手法の適切性、妥当性に関して、さまざまな見解
を集める。

これらの目的を達成するため、ポシヴァ社は、次のよ
うな広報（情報提供）活動を行っています。

○ 地元自治体の各世帯にEIAニュースレターを配
布

○ ポシヴァ社現地事務所での資料閲覧・提供
○ パブリック・イベント（催し物）の開催
○ 小グループ会合を開催
○ 地元／隣接の自治体を運営する参事会向け会
議を開催

○ 自治体職員と自治体議会議員のために、調整と
フォローアップのグループ作り
○ 事業内容とEIAを説明し、またフィードバックを得
るための展示会の企画・開催
○ 地方の行政官向けの説明会

トレーラーを用いた展示会の模様
（ポシヴァ社EIA報告書1999より引用）

市民と接触を図るために、地域の催しに合わせて展示を設置
（ポシヴァ社EIA報告書1999より引用）
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○ 中央の行政官向けのセミナー
○ 新聞などの論壇への寄稿

EIAニュースレターは、自治体に処分事業内容や
EIA手続のことを知らせるために発行されるようになっ
たものです。文面を分かりやすくして多くの人々の理
解促進を図るだけでなく、EIAへの参加を促すことも
ねらって作られています。
ポシヴァ社は地元の住民に、より多くの意見を出し
てもらうために展示会やワーキンググループ会合を企
画・開催しています。こうした会合では、ブレーンストー
ミング（自由討論）やその他の手法を活用して、参加
者の意見等を集める取り組みが行われました。

◎国民意識と住民意識（主な世論調査結果）
環境影響評価（EIA）のなかで行われた「住民の
生活条件と全般的な幸福さへの影響評価」におい
て、処分場立地を受け入れに対する地元住民の意識
調査が行われています。1999年のはじめに、処分場
の4つの候補地の自治体の居住者の10％を無作為
に抽出して、電話による聞き取り調査が行われました。
原子力発電所が存在するエウラヨキとロヴィーサの

2つの自治体では、賛成が約60％前後でしたが、クー
モとアーネコスキの2つの自治体では、反対が60％前
後という結果でした。

またEIA報告書の中では、住民の持つ不安やリス
クをどうとらえているか、原子力技術に対する意識、
風評被害等さまざまな問題についての社会調査が行
われています。下の表はそうした調査の中から、処分
プロジェクトによる影響についての地元住民の意見を
評価した結果として示されているものです。

エウラヨキ

クーモ

ロヴィーサ

アーネコスキ

59 32 10

36 54 10

62 29 9

32 61 7

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

認める 認めない わかりません

質問：「安全規制当局による詳細調査と安全評価の結果、
あなたが居住する自治体が放射性廃棄物の最終処分地と
して安全であることが判明した場合に、あなたの自治体
内にフィンランド国内で発生した放射性廃棄物を定置す
ることを受け入れますか？」

1997年のEIA協議時に発行されたニュースレター
（ポシヴァ社EIA報告書1999より引用）

地元住民の意識調査
（ポシヴァ社EIA報告書1999より引用）

安全性への懸念とその結果（地域のイ
メージ、特性、快適さへの影響）

直接的、間接的経済効果／自治体の発
展への処分事業の貢献

計画策定と意思決定プロセスに関わ
る、問題／対立

エウラヨキ 小 小 小

クーモ 大 大 大

ロヴィーサ 大／小 ※ 大／小 ※ 大／小 ※

アーネコスキ 大 小 大

地元住民が考える処分プロジェクトが与える影響の大きさ

（ポシヴァ社EIA報告書1999より引用）※ロヴィーサでは両極端の意見が見られました。
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高レベル放射性廃棄物の発生状況と処分方針>>>

I. 高レベル放射性廃棄物の発生状況と処分方針

フランスでは、原子力発電で発生する使用済燃料を再処理しています。2006年に制定された放
射性廃棄物等管理計画法において、再処理等に伴って発生する高レベル放射性廃棄物及び長寿命
中レベル放射性廃棄物は「可逆性のある地層処分」を行う方針を定めています。

◎原子力エネルギー政策の動向
フランスの原子力発電所は、全てフランス電力株式
会社（ＥＤＦ社）が運転しています。2014年末現在、
58基の原子炉を運転しており、フランス全土に電力を
供給し、輸出もしています。
フランス北西部のコランタン半島の先端にAREVA
社（旧COGEMA社）のラ・アーグ再処理施設があ
り、UP2、UP3と呼ばれるプラントが操業しています。
再処理で回収したプルトニウムをMOX燃料等に加
工し、再び原子力発電の燃料として利用しています。
フランスでは、高速増殖炉の開発も行われてきました
が、現在は運転中のものはありません。

◎使用済燃料の発生と貯蔵（処分前管理）
フランスの全ての原子力発電所から発生する使
用済燃料は年間約1,150トンであり、そのうち年間約
1,050トンがラ・アーグ再処理施設で再処理され、残り
は再処理されずに使用済燃料のままで貯蔵されてい
ます。再処理を待つ使用済燃料は、各発電所で貯
蔵されるほか、ラ・アーグ再処理施設にも受入施設と
しての貯蔵施設があります（いずれもプールでの湿式
貯蔵）。また、ラ・アーグ再処理施設には、再処理後
に発生する高レベルガラス固化体の貯蔵施設もあり、
将来の地層処分場の開設まで貯蔵しています。
フランスでは、余剰プルトニウムを発生させないため
にプルサーマル用MOX燃料の年間生産・装荷量か
ら使用済燃料の年間再処理量を計画しています（現
在、年間約120トンのMOX燃料の生産に見合う量と
して年間約1,050トンの使用済燃料を再処理してい
ます）。そのため、発生する全ての使用済燃料が直
ぐに再処理されるわけではなく、将来の再処理を待
つために貯蔵されます。これらの使用済燃料の貯蔵
量増加に対応するため、使用済燃料貯蔵施設の拡
張等が計画されているほか、将来の高速炉開発計画
（第Ⅳ世代炉の開発）において核燃料サイクルの確
立（全量再処理）を目指しています。

グラブリーヌ

ショー

カットノン

フェッセンハイム

ノジャン・シュール・セール

ベルビル

ダンピエールサンローラン・デゾー

パンリーパリュエル

フラマンビル

シノン

シボ－

ルブレイエ

ゴルフェッシュ
トリカスタン

クリュアス

サンタルバン・
サンモーリス

ビュジェイ

90万kW級の原子炉
130万kW級の原子炉

フランスの原子力発電所
（ANDRAウェブサイトより作成）

国家放射性廃棄物インベントリ報告書
（写真提供：ANDRA）
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総発電電力量
5,684.54億kWh
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フランスの電力供給構成（発電量－2015年）
（Energy Statistics 2017, IEAより作成）

原子力発電所（商業用、運転中）

放射性廃棄物処分場

地下研究所

再処理施設

県境界州境界

ビュール
地下研究所

モルヴィリエ極低レベル
放射性廃棄物処分場

オーブ低中レベル
放射性廃棄物処分場

トゥルヌミール
地下研究所

パリ

スペイン

イタリア

スイス

ドイツ
ベルギー

ラ・アーグ
再処理施設

ラ・マンシュ低中レベル
放射性廃棄物処分場（監視段階）

フランス

参考資料

◎原子力発電の利用・導入状況

◎原子力発電所及びその他の原子力関連施設の所在地

◎原子力発電設備容量
合計58基6,313.0万kW
（2018年1月）

2015年
フランス 総発電電力量 国内供給

電力量
国内電力
消費量輸入 輸出

単位：億kWh 5,684.54 99.61 -740.24 5,043.91 4,249.19
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2015年に処分実施主体の放射性廃棄物管理機関
（ANDRA）が取りまとめた最新のインベントリレポー
トによれば、2013 年末時点の貯蔵量は、ガラス固
化体が3,200m3、長寿命中レベル放射性廃棄物が
44,000m3、使用済燃料が19,500トンです。
フランスで最終的に地層処分する必要がある高レ
ベル放射性廃棄物等の構成と量は、今後の使用済
燃料の再処理の状況によって変化することが予想さ
れます。2015年には、稼働中の58基の原子炉から
発生する使用済燃料について、右の表のような再処
理シナリオを仮定して、最終的に地層処分が必要とな
る放射性廃棄物量を試算しています。

◎処分方針…可逆性のある地層処分
2006年に放射性廃棄物等管理計画法が制定さ

れ、高レベル放射性廃棄物を含む、あらゆる放射性
廃棄物の管理に関する基本方針が定められました。
同法では、高レベル放射性廃棄物及び長寿命中レ
ベル放射性廃棄物について、「可逆性のある地層処
分」を行うことを基本とし、目標スケジュールとして、
2025年には操業を開始することが示されています。ま
た、2016年7月には地層処分場の設置許可の条件
等を定めた法律が制定され、地層処分場の設置許
可申請の提出を、研究結果を考慮した上で2018年を
目標とすることが示されました。なお、放射性廃棄物
管理機関（ANDRA）は、地層処分場の安全確保と
コスト削減の両立のための研究等を考慮し、設置許
可申請を2019年に行う予定としています。
「可逆性のある地層処分」とは、処分事業を段階
的に実施し、各段階において利用可能な知見をもと
に、技術・環境・経済・社会的観点から処分場設
計の変更や定置された廃棄物の回収などが行えるな
ど、将来世代に選択肢を残すことを目的とした柔軟性
のある事業概念です。このため、地層処分の技術開
発においては、一つ前の段階に戻るときに必要となる
技術の実現性を実証する目的のプログラムも必要とな
ります。
地層処分事業における可逆性を確保する期間は
少なくとも100年以上（処分場の閉鎖段階までを意図）
とされています。また、地層処分場の操業は、可逆
性と安全性を立証する「パイロット操業フェーズ」から
始められ、パイロット操業フェーズの結果の審査後に、

再処理シナリオ別の放射性廃棄物及び使用済燃料の予測発生量

フランス放射性廃棄物管理機関（ANDRA）による
地層処分の可逆性に関する検討報告書

（写真提供：ANDRA）

（出典：ANDRA, National Inventory of RadioactiveMaterials and Waste, 
Essentials 2015）

全量再処理
（原子炉50年運転）

再処理停止
（2019年に再処理停止、
原子炉40年運転）

ガラス固化体 10,000m3 3,900m3

長寿命中レベル
放射性廃棄物 72,000m3 65,000m3

使用済燃料 約57,000体
（燃料集合体として）
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その後の全面的な操業での可逆性の実現条件を定
める法律が制定されます。

◎処分方針が決定するまでの経緯
フランスの現在の処分方針（可逆性のある地層処
分）は、1991年に制定された放射性廃棄物管理研
究法が定めた、3つの管理方策に関する15年間にわ
たる研究の実施、及びそれらの研究成果の総括評
価を経て決定されたものです。この法律の制定以前
には、政府の主導で、当時は原子力庁（CEA、現在
の原子力・代替エネルギー庁）の一部門であった放
射性廃棄物管理機関（ANDRA）が4つの地域で
の地質調査に着手しましたが、地元の反対を受けて
1990年に停止に至りました。その反対運動の原因を
議会科学技術選択評価委員会（OPECST）［1］が調
査した結果を踏まえて、1991年に放射性廃棄物管理
研究法が制定されました。この法律において、高レベ
ル・長寿命放射性廃棄物の管理方策に関する3つ
のオプションを設定し、研究を実施することにしました。
○ 長寿命の放射性核種の分離と短寿命の核種へ
の変換を可能とする解決法
○ 地下研究所を利用した、可逆性のあるまたは可
逆性のない地層処分の実現可能性

○ 長期中間貯蔵の方法、及び事前に必要となる廃
棄物の前処理方法

同法はさらに、これらの研究活動の進捗評価結果
を、政府が毎年、議会（国会）に報告するとともに、
15年以内に研究全体を総括した評価結果を提示す
ることを義務づけ、その様な評価と報告書作成を行う
国家評価委員会（CNE）を設置することも規定して
います。
これらの領域の研究は、処分実施主体のANDRA、
及び原子力・代替エネルギー庁（CEA）が進め、
2005年には各管理方策に関する研究成果報告書を
取りまとめました。国家評価委員会（CNE）による総
括評価、OPECSTによる審査等を経て、2006年に放
射性廃棄物等管理計画法が制定されました。
このように、フランスでは、高レベル放射性廃棄物
の処分方針の政策決定に、議会（国会）が大きな役
割を果たしていることが特徴です。

［1］議会科学技術選択評価委員会（OPECST）
1983年に法律で議会内に設置されている常設委員会

です。国民議会（下院）と元老院（上院）から各18名、計
36名で構成されています。一定数以上の議員からの要請
を受けた科学技術政策の特定テーマについて、評価委員
会メンバーである議員自身が調査活動を行います。通常
は、調査の過程で公聴会を開催します。調査報告書を評
価委員会で諮った後、議会に提出されます。

Dossier 2005：地層処分実現可能性研究成果報告書
（写真提供：ANDRA, 2005年）
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放射性廃棄物等管理計画法成立までの流れ
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II. 地層処分計画と技術開発

1. 処分計画

フランスは「可逆性のある地層処分」の開始目標を2025年としています。処分実施主体であ
るフランス放射性廃棄物管理機関（ANDRA）による地層処分場の操業は、可逆性と安全性を立
証する「パイロット操業フェーズ」から始まることとなっています。処分場の設置許可申請は2019
年となる予定です。

◎ 地層処分対象の放射性廃棄物…ガラス固化体と
長寿命中レベル放射性廃棄物を併置処分
フランスでは原子力発電で発生した使用済燃料を
再処理しており、使用済燃料を再利用可能な資源と
して位置づけています。「可逆性のある地層処分」
の対象となる高レベル放射性廃棄物は、使用済燃
料の再処理によって生じる高レベル廃液を固化したも
の（ガラス固化体）です。再処理によって発生する
TRU廃棄物などの長寿命中レベル放射性廃棄物も
同じ処分場内の異なる区画で併置処分する方針で
す。
なお、研究炉などをもち、原子力に関する研究開
発を担当している原子力・代替エネルギー庁（CEA）
から発生する同種の廃棄物も、同じ処分場で処分す
ることになっています。

◎処分形態
再処理等によって発生した高レベル放射性廃液

は、高温で溶かされたホウケイ酸ガラスと混合され、
ガラス固化体としてステンレス鋼製のキャニスタに封
入されます。キャニスタ1本には、使用済燃料を約1.3
トン再処理した場合に発生する高レベル放射性廃棄
物が収納できます。これをさらに高さ1.3～1.6m、直
径0.57～0.64m、重さ1.7～ 2トン、厚さ約5cmの
鋼鉄製の容器（オーバーパック）に封入して処分しま
す。ガラス固化体は、冷却のためにAREVA社（旧
COGEMA社）のラ・アーグ再処理施設及び旧マル
クール再処理施設（1997年に操業停止）の専用施
設で貯蔵されています。

ガラス固化体

0.57～0.64m

1
.3
～
1
.6
m

溶融したガラスの注入装置と
ガラス固化体用キャニスタ（CSD-V）

（ANDRAウェブサイトより引用）

ガラス固化体用の廃棄物パッケージ
（出典：Dossier 2005 TAG Figure4.2.1）
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◎処分場の概要（処分概念）
ビュール地下研究所で調査している粘土層での処
分概念では、地下約500mの粘土層内に処分坑道
を建設し、次の3つのバリアからなる多重バリアシステ
ムによって廃棄物を隔離します。
○ 廃棄物パッケージ（放射性廃棄物自身とそれを
収容するキャニスタ、オーバーパックにより構成）

○ 人工バリア（処分孔内の鋼鉄製スリーブ）
○ 天然バリア（サイトの地質学的環境特性）

なお、処分孔内のスリーブは、処分孔を力学的に
支えるとともに、廃棄物パッケージの定置と回収を容
易にする機能を持っています。
処分場の地下施設は、高レベル放射性廃棄物の

処分エリア、長寿命中レベル放射性廃棄物の処分エ
リアに区分されています。さらに各処分エリアで行わ
れる建設作業や廃棄物定置作業の範囲を分けるた
めに細分化し、処分区域が設けられます。また、処
分場の地上施設は、作業員の移動や物資の搬送用
の立坑入口を配置するエリアと、廃棄物を地下に搬
入する斜坑入口を配置するエリアに分けられていま
す。

廃棄物パッケージ

プラグ設置区間

廃棄物パッケージ定置区間

廃棄物パッケージ
押込用ロボット

廃棄物パッケージ

廃棄物パッケージ

セパレーター

廃棄物パッケージ
定置用ロボット

スリーブ

セパレーター

廃棄物パッケージ
定置用ロボット

プラグ設置区間

廃棄物パッケージ定置区間

廃棄物パッケージ
押込用ロボット

廃棄物パッケージ

処分孔の直径：70cm
処分孔の全長：100m（検討中）

スリーブ

スリーブスリーブ

スリーブスリーブ

処分孔内部

処分孔断面

地上施設2 地上施設1

アクセス坑道

地上施設2 地上施設1

アクセス坑道

高レベル放射性廃棄物の処分エリア

長寿命中レベル放射性廃棄物の処分エリア

高レベル放射性廃棄物の処分エリア

長寿命中レベル放射性廃棄物の処分エリア

～3km

～5km

～3km

～5km

廃棄物パッケージの定置イメージ
（出典：Andra）

フランスにおける処分場の概念図
※地上施設1には作業員や物資等の輸送用立坑が、地上施設2には廃棄物輸送用の

斜坑を配置することが検討されている。
（出典：ANDRA）
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◎処分候補地の地質構造
ビュール地下研究所は、パリ盆地の東端に位置

し、ムーズ県とオート＝マルヌ県の境に位置していま
す。地表から約500mの深さのところにカロボ・オッ
クスフォーディアン粘土層があり、その上下を石灰岩
層に挟まれた形で一つの均質な地層（層厚：130～
160m）が広がっています。この粘土層は約1億 5
千万年前に形成されたもので、透水性が非常に低い
ことが特徴です。

◎処分の基本方針と実施計画
2006年に放射性廃棄物等管理計画法が制定さ

れ、高レベル放射性廃棄物及び長寿命中レベル放
射性廃棄物の管理方策として「可逆性のある地層処
分」を基本とする方針が定められました。この基本方
針の実現に向けて、2025年までには処分場の操業開
始とするとの目標スケジュールが同法内に盛り込まれま
した。処分場の設置許可申請に先立ち、国民各層か
ら事前に意見を聴取し、申請内容に反映するために、
公開討論会を開催することも定められています。
また、フランスでは、放射性廃棄物等の管理に関す
る研究方針等を含む国家計画（PNGMDR）［2］を政
府が3年毎に作成・改訂するとともに、議会に提出、
公開する決まりです。こうした取組みの実施も、2006
年の放射性廃棄物等管理計画法で定められていま
す。現在、PNGMDRの取りまとめは、原子力安全機
関（ASN）及び環境連帯移行省のエネルギー・気候
総局（DGEC）が担当しており、計画は2007年以降
約3年ごとに公表されています。PNGMDRでは、フラン
スにおける放射性廃棄物管理の現状分析、ならびに
最終管理方策の実現に向けた、研究開発を含む取組
みの提案が報告され、計画の実現については、デクレ
（政令）等により規定されます。

「可逆性のある地層処分」の実施主体であるフラン
ス放射性廃棄物管理機関（ANDRA）は、「高レベ
ル及び長寿命中レベル放射性廃棄物の地層処分産
業センター」（Cigéoプロジェクト）設置許可申請を行
う予定であり、このプロジェクトに関する国家討論会
が2013～2014年にかけて開催されました。この国
家討論会に関する制度や開催成果の詳細は、後述の
「V. 情報提供・コミュニケーション」の、「◎公開討
論会による意見聴取と反映」（80ページ）にまとめて

［2］  放射性物質及び放射性廃棄物の管理に関する国家計
画（PNGMDR）
2006年の「放射性廃棄物等管理計画法」に基づき、3
年毎に政府が策定します。現在有効なものは2017年2
月に公表されたもの－2016～2018年の計画－です。高
レベル放射性廃棄物だけでなく、すべての種類の放射性
廃棄物の管理対策を議論しています。

カロボ・オックス
フォーディアン粘土質岩

ビュール地下研究所周辺の地質構造
（出典：Andra）

放射性廃棄物等の管理に
関する研究方針等を含む
国家計画（PNGMDR）

います。
公開討論会の結果を受けてANDRAは、2014年
5月にCigéoプロジェクトの継続に向けた改善案を公
表しました。これを受け2016年7月には新たに法律
が制定され、地層処分場の設置許可申請の目標を研
究結果を考慮した上で2018年とすることや、地層処
分場の操業は、可逆性と安全性を立証する「パイロッ
ト操業フェーズ」から始まること等が定められました。
また、パイロット操業フェーズの結果の審査後に、地
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層処分の可逆性の実現条件を定める法律が制定さ
れ、その後にASNは地層処分場の全面的な操業の
許可を発給できるようになります。なお、地層処分場
のパイロット操業フェーズの開始については、当初の
操業開始目標である2025年が維持されています。
なお、放射性廃棄物管理機関（ANDRA）は、地
層処分場の安全確保とコスト削減の両立のための研
究等を考慮し、設置許可申請を2019年に行う予定と
しています。

2016年 地層処分場の安全確保に関する意見請求書類
の原子力安全機関（ASN）及び国家評価委員会
（CNE）への提出

2019年 地層処分場の設置許可申請

2022年以降 地層処分場の建設開始

2025年 パイロット操業フェーズの開始

地層処分場の操業開始までの暫定マイルストーン

（ANDRA広報誌（2017年11月）より整理）

評価・勧告 評価・勧告

法律

国家評価委員会
（CNE）

原子力安全機関
（ASN）

放射性廃棄物
管理機関
（ANDRA）

意見書
（当時は原子力安全・
放射線防護総局：
DGSNR） 2008年　安全指針

1991年
放射性廃棄物
管理研究法

2006年
放射性廃棄物等管理計画法

2016年
地層処分場の設置許可条件等

に関する法律

2005年
研究報告書

（Dossier2005）

2009年
研究報告書

（Dossier2009）

2016年
意見請求
書類

2019年
地層処分場設置
許可申請書

放射性廃棄物管理研究法
に基づく研究

評価報告書

評価・勧告 評価・勧告

2007年以降　国家計画（PNGMDR）の実施に関する年次評価報告書

2007年以降　国家計画（PNGMDR)の取りまとめ（3年毎）

2006年以降　国家計画（PNGMDR)に基づく研究

法律及び「放射性物質及び放射性廃棄物の管理に関する国家計画」（PNGMDR）に基づく安全確保の取組

2.研究開発・技術開発

実施主体の放射性廃棄物管理機関（ANDRA）は、2006年の放射性廃棄物等管理計画法で示
された「可逆性のある地層処分場」の設置許可申請に向けた処分技術開発を進めています。また、
国内外の機関と共同で処分技術や安全評価等に関する研究を進めています。
なお、フランスでは、地層処分に関する研究とともに長寿命放射性核種の分離・変換と中間貯蔵

についての研究も実施することになっています。政府は、放射性廃棄物管理に関する研究方針等を
含む国家計画（PNGMDR）を3年毎に策定しています。

◎研究機関と研究体制
高レベル放射性廃棄物及び長寿命中レベル放射性

廃棄物の地層処分については、放射性物質及び放射
性廃棄物の管理に関する国家計画（PNGMDR）に
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ビュール地下研究所の地下坑道での研究活動
（写真提供：Andra）

地上施設

補助立坑

メイン・レベル

将来の実験用坑道 実験用横坑
-490m

実験用横坑
-445m

主立坑

ビュール地下研究所の概観
国際研究の場としても利用されています。

（写真提供Andra）

ビュール地下研究所の構造
（出典：Andra）

従い、放射性廃棄物管理機関（ANDRA）が中心と
なって、原子力・代替エネルギー庁（CEA）、地質・
鉱山研究所（BRGM）等の研究機関と協力しつつ、
研究開発計画を作成し、実施しています。

◎研究計画
2006年に制定された放射性廃棄物等管理計画法

では、「可逆性のある地層処分」の実現に向けた研
究とともに、それを補完する2つの研究の実施も示さ
れました。１つは廃棄物内の「長寿命放射性核種の
分離・変換」です。もう1つは「中間貯蔵」の研究で
あり、廃棄物を最終的に処分場に定置するまでの間、
安全に保管・取り出しを行うことができる管理方法の
実現を目的としています。
上記の法律では、目標スケジュールとして「可逆性

のある地層処分」については、2025年には操業を開
始できるよう研究を実施するとしています。なお、2016
年 7月に成立した法律では、地層処分場の設置許
可申請を研究結果を考慮した上で2018年までに行
うことが目標とされましたが、放射性廃棄物管理機関
（ANDRA）は、地層処分場の安全確保とコスト削
減の両立のための研究等を考慮し、設置許可申請を
2019年に行う予定としています。

◎ビュール地下研究所
ムーズ、オート＝マルヌ両県にまたがるビュールサイト
において、粘土層を対象とした地下研究所の建設が
1999年に決定され、2000年から建設が進められてい
ます。ANDRAはこの建設作業と並行して地下での
調査研究も実施しています。ビュール地下研究所で
は、主に深さ445mに設置された実験用横坑、深さ
490mの主試験坑道及び主試験坑道から10％の勾
配で上下方向に2本の斜坑が設置されており、さまざ
まな調査や試験が進められています。
また、近年の研究開発の特徴としては、長寿命中

レベル放射性廃棄物の処分坑道を従来よりも大径化
しつつ岩盤を安定に維持する技術等の、安全性と経
済性を両立させるための技術開発が挙げられます。
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1. 実施体制

高レベル放射性廃棄物処分に関わる規制行政機関は、原子力安全機関（ASN）です。また、
ASNに対しては放射線防護・原子力安全研究所（IRSN）が技術的な支援等を行います。
放射性廃棄物管理機関（ANDRA）が、高レベルを含む放射性廃棄物の長期管理の責任を有し、
深地層研究を目的とした地下研究所の建設、操業及び処分場の設計、設置、運営等を行うことに
なっています。

◎実施体制の枠組み
右図は、フランスにおける高レベル放射性廃棄物
処分に係る実施体制を図式化したものです。実施
主体である放射性廃棄物管理機関（ANDRA）を
含め、主要な関係機関としては政策決定等を行う
政府や議会、規制行政機関である原子力安全機関
（ASN）が挙げられます。
政府や議会は2006年放射性廃棄物等管理計画

法などの法律制定や各種政省令等の制定・公布を
行い、放射性廃棄物管理の政策や方針の決定を行
います。政府、議会の下には「放射性物質及び放射
性廃棄物の管理研究・調査に関する国家評価委員
会」（CNE、右図の「国家評価委員会」）、議会科
学技術選択評価委員会（OPECST、議会の常設委
員会）がそれぞれ設置され、技術的な検討等を実施
して政府や議会をサポートしています。政府の技術
的な諮問組織であるCNEは当初、1991年の放射性
廃棄物管理研究法に基づき、高レベル・長寿命放射
性廃棄物の管理方策に関する3つの研究分野の進
捗を毎年評価し、15年目に総括報告書をまとめる役
割を担う組織として設置されました。その後も2006年
の放射性廃棄物等管理計画法により、全ての放射性
廃棄物の管理を評価対象として、年次評価報告書を
取りまとめています。

原子力分野の規制体制は、2006年6月に制定さ
れた原子力安全・情報開示法により、独立性を高め
た形で再編されました。規制機関である原子力安全
機関（ASN）は、中央省庁から独立させるために大
統領府の下に新設され、大統領が任命する3名、議
会（国会）の両院議長が任命する各1名の、計5名
のコミッショナー制で運営されています。ASNを技術
面で支援する組織として、放射線防護・原子力安全

III. 処分事業の実施体制と資金確保

実施主体

支援機関

規制

報告

技術的支援

諮問意見（※1）

契約
（研究等）

勧告　　　意見

勧告　　　意見

規制行政機関

民間会社

議会

環境連帯移行省

原子力安全機関
（ASN）

放射性廃棄物
管理機関
（ANDRA）

国家評価委員会（※2）
（CNE）

原子力安全情報と
透明性に関する
高等委員会
（HCTISN）

技術的リスク防護
高等審議会
（CSPRT）

技

放射線防護・原子力
安全研究所
（IRSN）

議会科学技術
選択評価委員会
（OPECST）

（※1） 関係機関への意見提示を行います。
（※2) 正式名称は「放射性物質及び放射性廃棄物の管理研究・調査に関する

国家評価委員会」といいます。

処分事業の実施体制
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研究所（IRSN）が設置されています。
また、原子力安全・情報開示法に基づき、ASNと
は独立した「原子力安全情報と透明性に関する高
等委員会」（HCTISN）が設置されており、国レベル
で原子力安全及びその情報提供に関する問題の検
討や意見提示を行います。

◎実施主体
ANDRAは放射性廃棄物の長期管理を実施す

る責任を有する、廃棄物発生者とは独立した立場の
「商工業的性格を有する公社」（EPIC）という形態
で設置されています。ANDRAは、当初フランス原子
力・代替エネルギー庁（CEA）の一部門として1979
年に創設されましたが、1991年の放射性廃棄物管理
研究法の規定により、CEAから独立した組織として、
現在の役割や機能が定められています。
ANDRAは、高レベル放射性廃棄物の処分実施

主体であるほか、低レベル放射性廃棄物の処分も実
施しています。

◎安全規則
フランスにおける高レベル放射性廃棄物及び長寿
命中レベル放射性廃棄物の地層処分に適用される
安全規制として基本となるものは、原子力安全・情
報開示法とこの内容を反映した環境法典の条文で
す。原子力安全・情報開示法の施行デクレでは放
射性廃棄物処分場も対象となっている原子力基本施
設（INB）の定義やその具体的な設置許可手続など
が規定されています。
安全規則としては、1991年に策定された安全基本
規則（RFS III.2.f）を置き換えるものとして、深地層
における放射性廃棄物の最終処分に関する安全指
針が原子力安全機関（ASN）によって2008年に策
定されています。この指針では処分場閉鎖後の安全
性を確保するために、放射性廃棄物の地層処分場
の設計及び建設段階で遵守する必要のある目標を
定めています。また、処分場の設計及び建設の責任
を負う実施主体であるANDRAは、ASNに対して、
この規則の適用状態に関する報告を行うことが定め
られています。本指針では、処分場閉鎖後の長期安
全の線量基準として、0.25mSv/年（個人線量当量）
を設定しています。

原子力安全機関（ASN）の戦略計画
ASNのコミッションは、ASNの運営戦略を策定・公表し、ASNの
Vision, Task, Values, Goalを明確化しています。

（写真提供：ASN, STRATEGIC PLAN FOR 2010-2012）

ANDRAが操業している低レベル放射性廃棄物処分場
（上：オーブ処分場（CSA）、下：モルヴィリエ処分場（CIRES））

（写真提供：ANDRA/4 vents）
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◎処分に関わる法令の体系図

（＊）

事業規制

フランスの法律の一部は法典化されており、1991年の放射性廃棄物管理研究法と2006年に制定された放射性廃棄物等
管理計画法の一部は環境法典のL542条等に編纂されています。また、放射性廃棄物等管理計画法と2016年に制定され
た地層処分場の設置許可条件等に関する法律はこの環境法典のL542条の一部を改訂しました。したがって、1991年の
放射性廃棄物管理研究法の内容が変更された形になっています。

（＊＊）環境法典L542条に編纂された法律の施行デクレの一部が環境法典R542条に編纂されています。

（＊＊＊）正式名称は「長寿命高・中レベル放射性廃棄物の可逆性のある深地層処分施設の設置方法を明確にした2016年7月25日
付法律」です。

（＊＊＊＊）原子力安全・情報開示法の一部は環境法典L125条及びL591～ L596条に編纂されています。

放射性廃棄物等
管理計画法

地層処分場の
設置許可条件等に
関する法律（***）

環境法典
L542条（*）

環境法典
L542条（*）

環境法典
L125条及び
L591～

L596条（****）

放射性廃棄物管理研究法
の適用と地下研究所の
建設・操業デクレ（**）

ビュール地下研究所の
建設・操業デクレ

国家放射性廃棄物等
管理計画（PNGMDR）

デクレ

公益事業共同体（GIP）
設置デクレ（**）

地域情報フォローアップ
委員会（CLIS）
設置デクレ（**）

原子力安全・情報
開示法

原子力基本施設（INB）等
デクレ

地層処分の安全指針

放射性廃棄物等
管理計画法

原子力債務の
資金確保デクレ

安全規制

資金確保

原子力分野における
民事責任法

環境法典
（L121～L123条）

環境法典
（R121～R123条）環　　境

原子力
損害賠償

注）デクレ：政令
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◎処分の法制度

内　　容

事
業
規
制

1991年に、高レベル放射性廃棄物及び長寿命中レベル放射性廃棄物管理研究に係る諸活動の法的枠組みを与
えることを目的として、放射性廃棄物管理研究法が定められました。放射性廃棄物管理研究法では、長寿命放射性
核種の分離・変換、可逆性のあるまたは可逆性のない地層処分、長期地上貯蔵の3つの研究実施が規定されまし
た。また、2006年までに政府が議会にこれらの研究についての総括報告書、さらに必要に応じて、地層処分場の
建設許可に関する法律案を提出することが定められていました。さらに同法のもとでは、放射性廃棄物管理機関
（ANDRA）設置デクレなどが発給されています。なお、同法の内容は環境法典に編纂され、同法は廃止されました。
2006年6月に放射性廃棄物等管理計画法が制定され、高レベル放射性廃棄物及び長寿命中レベル放射性廃
棄物については、「可逆性のある地層処分」を実施することが規定されました。また、処分実施に向けた地層処分
の研究とともに、長寿命放射性核種の分離・変換と中間貯蔵に関する研究も実施されることが定められました。
放射性廃棄物等管理計画法では、処分場設置の許可対象が地下研究所による研究の対象となった地層に関する
ものに限ること、設置許可はデクレによって発給されること、処分場の最終閉鎖は新たな法律によって許可され
ること、可逆性を確保する期間は少なくとも100年以上とすること、等が規定されています。
また、同法では政府が放射性廃棄物管理に関する国家計画を策定すること、地下研究所区域に設置される地域
情報フォローアップ委員会（CLIS）、地下研究所または地層処分場区域に設置される公益事業共同体（GIP）に
ついても規定されています。
2016年7月には新たに地層処分場の設置許可条件等に関する法律が制定され、デクレによる処分場の設置

許可の発給後に原子力安全機関（ASN）が発給する処分場の操業許可は、可逆性と安全性を立証する「パイロッ
ト操業フェーズ」に限定されることや、パイロット操業フェーズの結果の評価後に、地層処分の可逆性の実現条
件を定める法律を制定し、その後はじめてASNは地層処分場の全面的な操業許可を発給できること等が定めら
れました。

安
全
規
制

放射性廃棄物に関する安全規制については、原子力安全・情報開示法と、同法の内容が編纂された環境法典が
適用されています。
原子力安全・情報開示法は、原子力活動の原則や原子力安全・放射線防護及び情報公開に関する国の役割と
責任を定めたものとされています。
原子力基本施設（INB）等デクレは、原子力安全・情報開示法に基づいて制定されており、INBの設置、操業、
恒久停止、廃止措置の許認可について規定しています。
地層処分の安全指針は、処分場閉鎖後の安全性を確保するために、放射性廃棄物の地層処分場の設計及び建設
において採用されるべき目標を設定しています。

資
金
確
保

放射性廃棄物等管理計画法では、中間貯蔵施設及び地層処分場の建設・操業等に必要な資金確保のためには、
原子力基本施設（INB）操業者からの拠出による基金をANDRA内に設置することが定められています。また、
INB操業者は、基金への拠出を行うまでは引当金によって資金を確保することが同法で定められています。な
お、管理費用の見積についてはANDRAが行い、エネルギー担当大臣が最終的な見積額を決定することとされて
います。また、中間貯蔵施設及び地層処分場に関する調査及び研究活動に必要な資金確保のため、『研究税』を資
金源とする基金を放射性廃棄物管理機関（ANDRA）内に設置することが規定されています。

環　

境

環境法典では、自然界に対して損害を与える可能性のある事業は、その影響評価ができるような調査を行うこ
とや環境影響評価の実施項目と公衆意見調査が行われる場合に環境影響評価を対象に加えることが規定されて
います。
また、事業が環境に及ぼす影響があるときは、工事に先立って公衆意見聴取を行う必要があることを規定して
います。
さらに、天然資源や自然環境等の保護、開発、管理等の原則を定めていて、開発に先立つ公開討論会の開催や
要件等が示されています。

原
子
力
責
任

原子力分野における民事責任法は、フランスにおいて、原子力分野の第三者に対する責任に関するパリ条約の
内容を、国内法として効力を持たせるために制定された法律です。本法律では、事業者の責任限度額及びその時
効を規定していて、商業用または軍事用原子力施設を利用する個人または法人は、公的機関、民間を問わず、規
定に従うことを定めています。

注）デクレ：政令
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2. 処分事業の資金確保

高レベル放射性廃棄物及び長寿命中レベル放射性廃棄物の処分費用は、フランス電力株式会社
（EDF）等の原子力基本施設（INB）の操業者が負担します。放射性廃棄物等管理計画法において、
処分費用は操業者が引当金として確保し、建設段階以降に放射性廃棄物管理機関（ANDRA）に
設置される基金に必要な資金が拠出され、独立した会計管理が行われることが定められています。

◎処分費用の負担者
高レベル放射性廃棄物及び長寿命中レベル放射

性廃棄物の処分費用の負担については、放射性廃
棄物等管理計画法の第16条により、フランス電力株
式会社（EDF）、AREVA社、原子力・代替エネル
ギー庁（CEA）などの原子力基本施設（INB）を有
する事業者が負担します。

◎処分費用の対象と見積額
高レベル放射性廃棄物及び長寿命中レベル放射

性廃棄物の処分費用は、中間貯蔵施設または処分
場の建設・操業・閉鎖・保守及びモニタリングが対
象となっています。また、高レベル放射性廃棄物及び
長寿命中レベル放射性廃棄物の処分費用は、放射
性廃棄物管理機関（ANDRA）が見積りを行い、最
終的にエネルギー担当大臣が処分費用の見積額を
決定するとされています。2014年にANDRAによっ
て見積もられた処分費用は344億ユーロ（約4兆5,800
億円、1ユーロ＝133円として換算）でした。これに対
し、2016年1月にエネルギー担当大臣は廃棄物発生
者や原子力安全機関（ASN）の意見を踏まえ、処分
費用の目標額として250億ユーロ（3兆3,300億円）
を示しました。

◎処分の資金確保制度
フランスでは、2006年の放射性廃棄物等管理計
画法により、高レベル放射性廃棄物等の中間貯蔵施
設または可逆性のある地層処分場の建設・操業等
の資金を、原子力基本施設（INB）の操業者が引当
金として確保することを定めています。また、建設段
階以降に、放射性廃棄物管理機関（ANDRA）内
に独立した会計管理が行われる基金を設置すること
も規定しており、必要な資金が操業者より拠出される
ことになっています（基金への資金拠出方法等の詳

建設費
58％操業費

25％

税
12％

その他 5％

意見
原子力安全機関（ASN））

原子力基本施設（INB）
操業者

・ フランス電力株式会社（EDF社）
・ AREVA社
・ 原子力・代替エネルギー庁
（CEA）など

見積額所見 目標額
（省令）

放射性廃棄物管理機関
（ANDRA）

拠出
（建設段階以降）

基金
（建設段階以降に
設立予定）引当金（内部留保）

額
）

環境連帯移行省

2014年のANDRAによる処分費用見積もり（基本ケース）
建設費：58%、操業費：25%、税：12%

その他（技術開発、環境モニタリング等）：5%
処分費用総額約344億ユーロ

（CHIFFRAGE CIGÉO EN PHASE ESQUISSE）

フランスにおける資金確保のしくみ

細は、基金設置時に定められる予定です）。
2016年末時点において、EDFは、フランスでの高

レベル放射性廃棄物及び長寿命中レベル放射性廃
棄物を含む放射性廃棄物全体の貯蔵・処分のため
に、89億6,600万ユーロ（1兆1,900億円）を引き当
てています。
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1. 処分地の選定手続き・経緯

1991年に制定された放射性廃棄物管理研究法のもと、地域からの自発的立候補を原則として、
地下研究所の設置のためのサイト選定が進められ、1999年に粘土層を有するビュールが選定され
ました。その後、2006年の放射性廃棄物等管理計画法では、処分場の設置許可申請が行えるの
は、地下研究所による研究の対象となった地層だけとされています。
処分場の設置許可の発給後、処分場の操業は可逆性と安全性を立証する「パイロット操業フェー

ズ」から始まり、可逆性の実現条件を定める法律の制定を経て、全面的な操業の許可が発給され
ます。

◎処分場サイト選定の状況と枠組み
2006年制定の放射性廃棄物等管理計画法には、

地層処分場の設置許可申請は、地下研究所による
研究の対象となった地層に対してのみ申請が行えるこ
とが定められています。また、2016年7月に制定され
た法律により、設置許可申請は2018年までに行うよう
求められています。
ANDRAによる処分場の設置許可申請の前には、
公開討論会を開催しなければなりません。この公開
討論会は、公開討論国家委員会（CNDP）が主催
するもので、ANDRAはその開催を地層処分の実施
主体として支援する必要があります。また、設置許可
申請の際には、国家評価委員会（CNE）による評価
報告書、原子力安全機関（ASN）の意見書の作成
に加えて、地元の意見が求められることになっていま
す。申請書には公開討論会の報告書、CNEとASN
によって出された各々の報告書が添付され、議会科
学技術選択評価委員会（OPECST）に提出されま
す。OPECSTは申請書についての評価結果を議会
に報告します。処分場の設置許可は、公衆意見聴
取等を経た許可デクレ（政令）によって発給されます。
この後、ASNが処分場の可逆性と安全性を立証する
「パイロット操業フェーズ」に限定した操業許可を発
給します。
パイロット操業フェーズの結果は、ASN及びCNE

の見解、地元の意見と共にOPECSTにて評価され、
議会に報告されます。この後、政府は、地層処分の
可逆性の実現条件を定める法案を策定します。この
法律の公布後に、ASNは地層処分場の全面的な操
業の許可を発給できるようになります。

IV. 処分地選定の進め方と地域振興

処分場の設置許可申請

公開討論会の開催

放射性廃棄物等
管理計画法が制定

地下研究所周辺
（250km2区域）で
新たな地質調査

候補サイト（30km2区域）
をANDRAが提案、
政府の了承

処分場のパイロット操業
フェーズの開始

処分場の全面的な操業開始

2025年には操業可能と
なる予定

パイロット操業フェーズの
結果を評価し許可

2019年には申請可能と
なる予定

2007年に開始

新たな地質調査結果も踏
まえて2009年末に政府
に提案

可逆性のある地層処分が
基本方針に

放射性廃棄物等管理計画
法に基づき、2013年に
開催

放射性廃棄物管理に関する事業の流れ
※ 2013年に開催された公開討論会の情報は、80ページにまとめて
います。

キンメリッジアン　マール

オックスフォーディアン　石灰岩

カロボ・オックスフォーディアン粘土質岩

ドッガ一世　石灰岩

-0m

-120m

-420m

-550m
地下研究所
490m

ビュールにおける地質構造
（ANDRAウェブサイトより引用）
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◎地下研究所を含むサイト選定の状況
1987年に放射性廃棄物管理機関（ANDRA）が
高レベル放射性廃棄物及び長寿命中レベル放射性
廃棄物地層処分場のサイト選定を目的として、岩塩、
粘土、頁岩（けつがん）、花崗岩という4つの地質媒
体を有するサイトで調査を開始しました。しかし、地
元で反対運動が起こり、1990年2月に政府は一時的
に現地調査を停止することにしました。この事態を打
開するために、政府は議会科学技術選択評価委員会
（OPECST）の委員であったバタイユ議員に、反対
運動が生じた原因についての包括的な調査を依頼し
ました。同議員は1990年12月に調査結果を取りまと
め、OPECST報告書として議会に提出しました。政
府はこの報告書を基に放射性廃棄物管理研究法の
法案を作成し、同法は、1991年12月30日に発効して
います。
政府は、この放射性廃棄物管理研究法の考え

に従い、地下研究所の設置サイトの選定のために
ANDRAが予備調査として特定地域での地質調査
を実施するのに先立って、地質学的に適した一定数
のサイトについて政治的及び社会的合意を得るため
の作業を行うこととし、その調停官としてバタイユ議員
を任命しました。バタイユ議員率いる調停団は、地下
研究所の受け入れに関心を示した28件の申請に対し
て、各申請地点に関する地質・鉱山研究所（BRGM）
による地質学的な特性評価などを踏まえて申請地域
が属する10県を選定しました。そのうちの8県で地元
との協議を行い、1993年には4県のサイトが予備的
な地質調査対象として提案されました。ANDRAは
1994年から2年間にわたって予備的な地質評価作
業を実施し、その結果、ビュール（ムーズ県／オート=
マルヌ県）、ガール、ヴィエンヌの3カ所のサイトを提案
しました。
政府は1996年6月に3サイトそれぞれについて地
下研究所の建設及び操業許可申請書の提出を認め
ました。その後、ANDRAが行った3つのサイトに関
する許可申請について、1998年12月に政府は省庁
間決定として、異なる2種類の地質媒体に対する調
査を2カ所の地下研究所で実施する必要性を示し、
粘土層に関する地下研究所サイトとしてビュールを選
定するとともに、花崗岩に関する地下研究所サイトを
新たに探すことを指示しました。

調停官による提案区域 予備的調査後にANDRAより
提案されたサイト県名 区域規模

ガール県 北東部の小郡
規模

シュクラン近傍
（ガール県内）

オート=マルヌ
県 北東部の5郡 ビュール近傍

（ムーズ県内のオート=マルヌ
県との県境）ムーズ県 同県全域

ヴィエンヌ県 南部の2つの
小郡

ラ=シャペル=バトン近郊
（ヴィエンヌ県内）

ムーズ

オーブ

オート=ソーヌ

オート=マルヌ

ヴォージュ

モーゼル

ムルト=エ=
モーゼル

ガール・サイト

ヴィエンヌ・サイト

最終的に４県から
ビュールを選定

ムーズ県

オート=マルヌ県

ビュール地下研究所

ビュール地下研究所

ビュール地下研究所の周辺約250km2の区域
（ANDRA資料より作成）
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1999年8月3日には、ビュールに地下研究所の建
設及び操業を許可するデクレ（政令）、そして花崗岩
の地下研究所については、新規サイトを選定するた
め、新たに調停官を置き、調停活動の開始を承認す
ることを定めたデクレ（政令）が発給されました。この
花崗岩サイトの選定について、ANDRAが予めリスト
アップした15カ所のサイトにおいて、調停団は地元と
の対話を試みましたが、全国的な反対を受け、2000
年5月には地元住民との対話を中断しました。

◎2006年以降のサイト選定の進捗
2006年の放射性廃棄物等管理計画法で規定さ

れたスケジュール等に基づき、ANDRAは引き続き、
ビュール地下研究所周辺の約250km2の区域を対象
に、サイト選定に向けた調査を進めました。その結果
から、1次案として同区域から4つの候補サイトを選定
して地元関係者等と協議し、政府への提案準備を進
めました。2009年末にANDRAは、政府に対して候
補サイトとして、地層処分場の地下施設の展開が予
定される約30km2の区域（ZIRA）と地上施設を配
置する可能性のある区域を特定して提案しました。
ANDRAの提案は2010年3月の政府の了承を受

け、調査・検討が続けられました。
現在、ANDRAでは処分場の地下を結ぶ立坑の
地上位置（ZIRA内）と斜坑入り口位置をそれぞれ1
カ所提示しています。

0.2m/m以上の動水勾配を示す地域

カロボ・オックスフォーディアン粘土層の厚さが140mに満たない地域

Ornain 渓谷のとの関係で注意を要する区域（長期の勾配評価を要する）

地下研究所の坑道深度レベルが600m以上となる区域

ANDRAが提案した地層処分候補サイト（30km2の制限区域）
処分場の立地に適したビュール地下研究所と同等の粘土層を有すると
結論付けられた250km2の区域

ビュール地下研究所

技術センター

地層処分場の地下施設の展開が予定される
約30km2の区域
（ANDRAウェブサイトより引用）

ANDRAによる地上施設の立地案
（ANDRA資料より引用）

ムーズ県

オート＝マルヌ県

立坑入口
立地案

ビュール
地下研究所

技術センター

地下施設を設置する
可能性のあるエリア
（ZIRA）

ムーズ県

オート＝マルヌ県

立坑入口
立地案

ビュール
地下研究所

技術センター

廃棄物受入施設、
斜坑入口立地案
廃棄物受入施設、
斜坑入口立地案

地下施設を設置する
可能性のあるエリア
（ZIRA）
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2. 地域振興方策

「放射性廃棄物等管理計画法」（2006年）の規定により地下研究所または地層処分場が設置さ
れる区域を有する県には公益事業共同体（GIP）が設置されることになっています。ビュール地下
研究所が位置するムーズ県とオートマルヌ県の両県にGIPが設置されており、年間3,000万ユー
ロ（39.9億円）の助成金が各GIPに交付されています（1ユーロ=133円として換算）。更に、
放射性廃棄物発生者による雇用創出のための事業が、地域と検討を進めながら行われています。

◎ 公益事業共同体（GIP）の設置とGIPへの助成金
放射性廃棄物等管理計画法により、地下研究所ま

たは地層処分場が設置される区域を有する県にGIP
が設置されることになっています。GIPには、国、地
下研究所または地層処分場の設置許可保有者、施
設の周辺区域にある州（地域圏）、県、自治体などが
加入できます。
GIPには、右下に示す3つの役割があります。これ

らの役割を果たすための財源として、原子力基本施
設（INB）に課税される連帯税及び技術普及税によ
る税収の一部が割り当てられます。
1991 年の放射性廃棄物管理研究法のもとで、

ビュール地下研究所を有するムーズ県とオート=マル
ヌ県に2000年に設置されたGIPには、2006年までに、
それぞれ年間約915万ユーロ（約12.2億円）が支給
されました。その内訳は、ANDRAから約686万ユー
ロ（約9.1億円）、フランス電力株式会社（EDF）か
ら約152万ユーロ（約2億円）、その他が約76万ユー
ロ（約1億円）でした。GIPへの助成金は以下のよう
な地域の振興に役立てられました。

1．  経済開発と雇用の助成（企業の設立計画、近
代化、発展等の支援、企業環境の改善への寄
与、雇用増加のための支援）

2．  自治体間において計画された地域開発、必要と
される地域への支援（郊外の開発、居住環境
整備、公共の部門及びサービスの人口に応じ
た再編成、新規通信技術の導入等）

3．  県のインフラストラクチャー整備の支援（道路等
の整備）

4．  観光開発と県のイメージ向上に対する支援（観
光者向けのインフラストラクチャーの整備、県の評
判やイメージを改善すると思われる活動の支援）

250km2 区域

10km

GIP 対象区域

ビュール地下研究所

○ ムーズ県に設置されたGIPの名称
Le Groupement d'Intérêt Public ≪Objectif Meuse≫
○ オート＝マルヌ県に設置されたGIPの名称
Le GIP Haute-Marne

GIP対象区域
（ANDRA資料より引用）

「公益事業共同体」（=GIP）の役割
1. 地下研究所または地層処分場の設置及び操業の促進
2.  地下研究所または地層処分場の周辺区域などにおけ
る国土整備及び経済開発事業の自県内での推進

3.  地下研究所内において研究されている諸分野及び新
しいエネルギー技術分野などにおける、人材養成事業
ならびに科学的技術的知見の開発、活用及び普及事業
の推進
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2006年の放射性廃棄物等管理計画法に基づく新
たなGIPでは、参加自治体は今後処分場となる可能
性のあるビュール地下研究所周辺の250km2の区域
を包含する300以上の自治体へと拡大されました。
2007年以降、予算規模は年間2,000万ユーロ（26.6
億円）／GIPに拡大され、更に2010年からは3,000
万ユーロ（39.9億円）／GIPへと拡大されています。

◎ 廃棄物発生者による地域での経済的支援に関す
る取り組み
法的枠組みに基づいて設置される公益事業共同体

（GIP）とは別に、ビュール地下研究所を有する地域
において、廃棄物発生者であるフランス電力株式会社
（EDF）、AREVA社、並びに原子力・代替エネル
ギー庁（CEA）が、処分場プロジェクトとは別に2015
年までに1,000人の地元雇用を創出するという目標に
相応する事業を地域と検討を進めながら実施してい
ます。具体的には、当該地域をフランスのエネルギー
戦略の拠点と位置付けた次表のような事業が2005年
より展開されています。

廃棄物発生者による地域振興事業例
（木材ガス化プラント）

（EDF報告書より引用）

GIPによる地域振興事業例
（写真提供：GIP報告書）

事業分類 取組主体 取組概要（事業概要）

省エネに関する事業の実施 EDF 省エネ設備移行等に際しての、融資支援、設備工事に際しての地元企業への発注等

バイオマス・エネルギーの安定
供給に関する事業

CEA 次世代バイオマス燃料生産施設

EDF 木材ガス化によるコジェネレーションのパイロットプラント

AREVA社 バイオディーゼル生産施設、バイオマスによるコジェネ発電所

3者共同 バイオマス利用のための森林開発等研究の実施

地場産業活性化に関する事業 3者共同 地場産業である鉄工・冶金産業を中心とした、専門能力工場（研修）の設置、地域企業から
の製品購入・発注等

地域の開発支援事業の創出や中
小企業支援

EDF EDFの古文書保管施設の設置、スペアパーツ倉庫の設置（設置可能性調査の実施）

AREVA社 AREVA社の古文書保管施設の設置

3者共同 企業融資（低利融資、金利補助）



79

フランス

フ
ラ
ン
ス

V. 情報提供・コミュニケーション

1. 公衆との対話

2006年の放射性廃棄物等管理計画法 では、地層処分場の設置許可申請に先立って、公開討論
会を開催するよう定めています。また、地下研究所の所在サイトには、実施主体と地元住民との間
の情報の仲介と、地下研究所の建設、操業の監視を行うことを目的として、地域情報フォローアッ
プ委員会（CLIS）が設置されています。

◎地域情報フォローアップ委員会（CLIS）
原子力発電所など原子力基本施設（INB）の地

元には「地域情報委員会」（CLI）が設置されること
になっていますが、地下研究所はこれに該当しないた
め、同様な役割を担う組織としてCLISが設置されて
います。
CLISの設置は、1991年の放射性廃棄物管理研

究法で定められました。2006年の放射性廃棄物等管
理計画法でCLISの設置条項が一部改正され、2007
年5月に改めて「ビュール地下研究所CLIS」［3］が
発足しました。会合は少なくとも年2回開催され、処分
に関する研究の目的、内容と成果に関する情報が提
供されます。
CLISは地下研究所の環境及び周辺に影響が及

ぶような問題を討議し、ヒアリングを行うこともできます。
国家評価委員会（CNE）や原子力安全情報と透明
性に関する高等委員会（HCTISN）などの外部専門
機関を活用できることになっています。
CLISの設立及び運営資金は、国の補助金や放

射性廃棄物の地層処分活動に関係する事業者の補
助金で賄われています。

◎ 原子力安全情報と透明性に関する高等委員会
（HCTISN）
原子力安全・情報開示法のもと、原子力活動に

関するリスク及び原子力活動による健康・環境・
安全保障についての情報提供や議論を目的とし
て、原子力安全情報と透明性に関する高等委員会
（HCTISN）が設置されています。HCTISNには、
議会（国会）の上院と下院からそれぞれ2名が委員
として参加するほか、地域情報委員会（CLI）、環境
団体、労働者組合、原子力事業者、学識経験者、
原子力安全機関（ASN）、IRSNの代表から構成さ
れています。

［3］地域情報フォローアップ委員会の構成
ビュール地下研究所は、ムーズ、オートマルヌ両県に

またがって設置されており、地域情報フォローアップ委
員会（CLIS du Laboratoire Bure）には現在、以下の
構成員が参加しています。
○上院と下院の地元代表議員
○ 両県に関係する地域圏地方長官、県地方長官
（国の出先機関の長）
○両県の県議会議員、地域圏議会議員
○農業その他の職能団体の代表
○医療専門団体の代表
○特定個人（立地と直接の関係がある住民3名）
○関連市町村の長
○環境保護団体のメンバー

アドバイザとして、
○放射性廃棄物管理機関（ANDRA）の代表
○原子力安全機関（ASN）の代表

も参加しています。

地域情報フォローアップ委員会〔CLIS〕（91名）

可逆性に関する専門部会（12名）

環境・健康に関する専門部会（14名）

廃棄物処分に関する専門部会（26名）

コミュニケーションに関する専門部会（9名）

公開討論に関する専門部会（5名）

連絡協議会（6名）

地域情報フォローアップ委員会（CLIS）の組織
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［4］国家討論委員会（CNDP）
フランスでは放射性廃棄物処分施設を含む原子力基本
施設（INB）など、環境に多大な影響を及ぼす大規模公共
事業や政策決定を行うにあたり、計画段階から行政・事
業者・国民・専門家などが自由に意見を交わすために、
公開討論会という制度があります。この企画・開催を担
う組織として、CNDPと呼ばれる常設機関（委員21名､
任期5年）があります。
CNDPは、公開討論会の対象となるプロジェクト案件
ごとに、独立・中立的な立場の専門家で構成する特別委
員会（CPDP）を設置し、CPDPが実際の公開討論を立
案・運営します。

特設ウェブサイト上の公開討論会の模様

公開討論会用にANDRAが議論材料として準備した資料

インターネット会議「異なる意見による討論」の構成

日　時 討論テーマ

2013/ 7/ 11 様々な放射性廃棄物

2013/ 9/ 18 処分方策（地層処分、中間貯蔵、核種分離・変換）

2013/ 9/ 23 諸外国との比較

2013/ 10/ 9 予防原則と可逆性

2013/ 10/ 16 処分場作業員、地元住民及び環境に対するリス
クと安全面

2013/ 10/ 23 廃棄物の輸送

2013/ 10/ 30 地元地域の将来の動態予測と地元開発

2013/ 11/ 13 プロジェクトのコストと資金調達

2013/ 11/ 20 政策決定への住民の関与

◎公開討論会による意見聴取と反映
2006年の放射性廃棄物等管理計画法に基づき、

地層処分場の設置許可申請に先立ち、公開討論会
が開催されました。ANDRAが申請する地層処分プ
ロジェクトに対して、事前に国民各層からの意見が反
映できる機会が設けられています。
放射性廃棄物管理機関（ANDRA）は「高レベ

ル及び長寿命中レベル放射性廃棄物の地層処分
産業センター設置」（Cigéoプロジェクト）に関する公
開討論会の開催を、2012年10月に国家討論委員会
（CNDP）［4］に付託しました。CNDPは、公開討論
会を2013年5月23日～12月15日の7カ月間にわたっ
て開催しました。
CNDPは当初、全国14カ所で集会形式の公開討

論会を計画していましたが、第1回と第2回の討論会
が反対派の妨害により中止を余儀なくされました。こ
れを受けてCNDPは公開討論会のあり方を検討し、
小規模な住民参加の会合、特設ウェブサイトでの討
論番組のライブ配信やソーシャルコミュニケーション
等の手法を取り入れるとともに、公開討論会の期間を
当初予定から2カ月延長しました。インターネット会議
「異なる意見による討論」は計9回行われました。
また、CNDPは締め括りとして、全国から無作為に
選出された17名の市民パネルによる市民会議を2013
年12月～2014年2月に開催しました。市民パネルの
うち8名は、ムーズ県及びオート＝マルヌ県から選ばれ
ました。
市民会議終了後の2014年2月、CNDPは公開討
論会の総括報告書を公表しました。インターネットなど
を通じて1,508件の質問、497件の意見表明があっ
たほか、専門知識を持たない市民であっても、対立
的な意見も含む多様な観点での情報提供を受けるこ
とにより、政策決定者が考慮するに値する意見を示し
たと評価しています。
公開討論会の結果を受けてANDRAは、2014年
5月にCigéoプロジェクトの継続に向けた改善案を公
表しました。改善案の内容は2016年7月に成立した
法律に反映され、処分場の操業は、実際の処分場
環境で安全性と可逆性を立証するための「パイロット
操業フェーズ」から開始されることや、処分操業基本
計画の定期レビューを通じた市民社会の参画機会を
設けること等が定められました。
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ビュール地下研究所のビジターセンター
（ANDRAウェブサイトより引用）

2. 意識把握と情報提供

放射性廃棄物管理機関（ANDRA）は、処分事業の理解を得るための活動として、インターネット
のウェブサイトやレター、CD-ROM、雑誌等の様々な媒体を用いて情報提供活動を行っています。

◎広報（情報提供）活動
放射性廃棄物管理機関（ANDRA）は、公衆に

フランスの放射性廃棄物管理プログラムの情報を提
供することも、その使命の一つとして求められていま
す。このため、ANDRAは情報誌（“Le Journal de 
l’ANDRA”）を作成しています。配布先に応じて内
容や構成を変えており、一般向けバージョンのほか
に、ANDRAの各施設（ビュール地下研究所と将来
の地層処分場、低中レベル放射性廃棄物処分場）
にフォーカスしたバージョンを定期発行（年3～4回、
各号約25ページ）しています。このうち、ビュール地
下研究所と将来の地層処分場にフォーカスしたバー
ジョンは、毎号約20万部がムーズ県とオート＝マルヌ
県の全ての家庭や事業所に配達されています。これ
らの情報冊子では、地下研究所サイトでの研究進
捗、科学的な解説、将来の地層処分場の計画、イ
ベントの告知、地域住民に実施した講演会の概要、
様々な専門家の意見を特集記事で紹介しています。
これらの情報誌や、ビュール地下研究所の調査結果
や将来の地層処分場の計画を解説した冊子や動画
等が、ANDRAのウェブサイト（www.andra.fr）で
公開されています。
ANDRAは、ビュール地下研究所や地上のビジ

ターセンターの見学会も企画・開催しており、これら
の施設への訪問者数は1993年から2014年の間に
10万人に達しました。
また、近年では将来の地層処分場の計画の紹介
専用のウェブサイト（www.cigeo.com）の開設や、動
画投稿サイトでの活動紹介、ソーシャル・ネットワーク
を用いた対話等、インターネットを用いた情報提供を
活発に行っています。

ビュール地下研究所
説明資料集DVD
（ANDRAウェブサイトより引用）

情報誌
（"Le Journal de l’ANDRA"）

（ANDRAウェブサイトより引用）
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I. 高レベル放射性廃棄物の発生状況と処分方針

ドイツでは当初、原則として使用済燃料を再処理する方針でしたが、2002年に改正された原子
力法において使用済燃料を外国の再処理施設に運搬することが禁じられ、高レベル放射性廃棄物
（ガラス固化体及び使用済燃料）を国内で地層処分する方針に変わっています。これらは処分空
洞の壁面に熱影響を与えることから、「発熱性放射性廃棄物」と呼ばれています。

◎原子力エネルギー政策の動向
ドイツでは1998年に成立した連立政権の下で脱原
子力政策が進められ、現在も継続しています。2000
年6月に連邦政府と主要電力会社は、原子力発電か
らの段階的撤退等に関して合意しました。2002年4
月に全面改正された原子力法では、この合意内容の
一部が法制化され、商業用原子力発電所の運転を
原則32年間に制限するとともに、今後の原子力発電
の総量に上限を設けました。2009年秋に成立した現
連立政権は、脱原子力政策を維持しつつも、運転中
の原子炉17基の運転期限を平均で12年延長するこ
となどを含む原子力法改正案を、2010年 10月に成
立させました。
しかし、東京電力（株）福島第一原子力発電所の
事故を受けて連邦政府は、2011年3月に、17基の原
子炉のうち8基（1980年以前に運転開始した炉）を
停止させるとともに、予定していた原子炉の運転期限
の延長を凍結しました。そして2011年6月、連邦政
府は、停止させた原子炉8基を即時閉鎖し、残る9
基も2022年までに閉鎖するとした、将来のエネルギー
政策の見直しを閣議決定しました。これらの政策を含
む改正原子力法は、2011年8月に発効しました。
2017年末現在、ドイツで運転中の原子炉がある原
子力発電所は7カ所あり、加圧水型原子炉（PWR）
が6基、沸騰水型原子炉（BWR）が2基です。これ
らの8基についても2022年末までに順次運転終了す
る予定です。

◎使用済燃料の発生と貯蔵（処分前管理）
ドイツでは、当初は使用済燃料を再処理して核物
質を再利用するよう法律で定めていましたが、1994
年の原子力法改正により、再処理せずに使用済燃料
を直接処分することを原子力発電事業者が選択でき
るようなりました。その後、原子力発電からの段階的
撤退政策を受けて2002年4月に改正された原子力
法において、原子力発電所からの再処理を目的とし
た使用済燃料の搬出を2005年7月以降永続的に禁
止しています。
原子力発電所で発生する使用済燃料は、原則とし

て処分のために搬出するまで、発生したサイト内で貯
蔵する方針です。使用済燃料は、燃料プールで約5
年間冷却された後、「輸送貯蔵兼用キャスク」に収納
して貯蔵されます。こうした乾式貯蔵は、運転中と閉
鎖された原子力発電所を含め、12の原子力発電所
で実施されています。
一部の使用済燃料は、原子力発電所から搬出さ

れ、ゴアレーベンとアーハウスの2カ所の集中中間貯
蔵施設で貯蔵されています。当初は、ゴアレーベン中
間貯蔵施設において使用済燃料及びフランスと英国
に委託した再処理からの返還ガラス固化体（高レベ
ル放射性廃棄物）を併せて貯蔵する計画でした。ゴ
アレーベン中間貯蔵施設では、1995年から使用済
燃料を収納した「輸送貯蔵兼用キャスク」の受け入
れが始まりました。しかし、使用済燃料の輸送に対す
る反対運動が激しくなったことから、1997年を最後に
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◎原子力発電の利用・導入状況

◎原子力発電所及びその他の原子力関連施設の所在地

◎原子力発電設備容量
合計7基944.4万kW
（2018年1月）

2015年
ドイツ 総発電電力量 国内供給

電力量
国内電力
消費量輸入 輸出

単位：億kWh 6,468.88 370.08 -852.90 5,986.06 5,147.31
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放射性廃棄物

発熱性放射性廃棄物
（高レベルと中レベル相当
のものが含まれます）

非発熱性放射性廃棄物
（中レベルと低レベル相当
のものが含まれます）

ゴアレーベンの中間貯蔵施設
使用済燃料とガラス固化体のほか、低レベル放射性廃棄物も中間貯
蔵されています。

ドイツの放射性廃棄物区分

ドイツでは発熱量の違いにより放射性廃棄物の区分がされています

ゴアレーベン中間貯蔵施設における使用済燃料の乾式中間貯蔵
（写真提供：GNS社）

使用済燃料の搬入は行われていません。外国からの
返還ガラス固化体の受け入れは継続していましたが、
2013年3月の連邦とニーダーザクセン州の合意に基
づき、搬入が停止されることになりました。今後返還さ
れるガラス固化体は、原子力発電所サイトに貯蔵す
ることが決まっています。アーハウス中間貯蔵施設で
は、主として研究炉や高温ガス炉（実験炉と実証炉、
いずれも1980年代末に廃止）の使用済燃料を乾式
貯蔵しています。なお、旧東ドイツに導入された原子
力発電所の廃止措置に伴い、それらの発電所からの
使用済燃料が、ノルト集中中間貯蔵施設において乾
式貯蔵されています。
2016年12月末時点で、ドイツ国内の使用済燃料
貯蔵量は約8,485トン（ウラン換算トン、以下同じ）で
す。また既に約6,670トンの使用済燃料が主としてフ
ランス及び英国において再処理されています。

◎処分方針
ドイツでは2002年の原子力法改正以降、再処理
のために既にフランスと英国に搬出した使用済燃料
は再処理し、回収したプルトニウムなどを燃料として
再利用するものの、それ以外の使用済燃料はそのま
ま高レベル放射性廃棄物として直接処分する方針で
す。従って、処分対象となる高レベル放射性廃棄物
は、使用済燃料と、外国（フランスと英国）に委託し
た再処理に伴って返還されたガラス固化体の両方が
あります。
ドイツでは、放射性廃棄物を処分する場合は全て、
国内で地層処分する方針です。処分時に地層への
熱影響を考慮しなければならない廃棄物を「発熱性
放射性廃棄物」と定義し、それ以外を「非発熱性放
射性廃棄物」としています。使用済燃料とガラス固
化体は、発熱性放射性廃棄物に該当します。
処分の対象となる発熱性放射性廃棄物の量は、
2022年までに全ての原子炉を閉鎖することを前提とし
て、約28,100m3（処分容器込みの体積）と推定され
ています。
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II. 地層処分計画と技術開発

1. 処分計画

ドイツでは1979年からゴアレーベン岩塩ドームにおいて高レベル放射性廃棄物の処分場候補地
として探査が続けられてきました。しかし、2013年に高レベル放射性廃棄物処分場サイト選定に
関する新しい法律が制定され、公衆参加型の新たな手続きによりサイト選定をやり直すことになり
ました。これに伴い、ゴアレーベンでの探査は2012年11月に中断されました。ゴアレーベンに
ついては、今後のサイト選定手続きで再度検討対象となる可能性は否定されていませんが、その
際も他のサイトと同列に扱うこととされています。

◎地層処分対象の放射性廃棄物
ドイツでは、全ての種類の放射性廃棄物を地層処
分する方針です。廃棄物から発生する熱によって、
地下の処分空洞壁面の温度上昇が3℃以上となる
廃棄物を「発熱性放射性廃棄物」と定義しており、
使用済燃料のほか、外国での再処理で製造・返還
されるガラス固化体や中レベル放射性廃棄物（ハル・
エンドピースなどの圧縮体など）がこれに該当します。
ここでは、発熱性放射性廃棄物の地層処分につい
て紹介します。

◎処分形態
使用済燃料は処分のためのコンディショニングとし

て複合構造を有する「Polluxキャスク」（右図参照）
に収納した後に、処分場に定置する方法が検討され
ています。この方法では、原子炉から取り出した使用
済燃料集合体を解体し、燃料棒だけをPolluxキャス
クに収納します。1999年にパイロット・コンディショニン
グ施設がゴアレーベンに建設されています。ここでは、
燃料棒のPolluxキャスクへの試験的な封入が行われ
る予定です。
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 1. 遮へいキャスク
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 3. 内層容器
 4. 1次蓋
 5. 溶接2次蓋
 6. 溶接部
 7. 制振構造
 8. 中性子減速板
 9. 減速棒
 10. 燃料棒
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使用済燃料用に予定されているPolluxキャスク
（DBE社資料より引用）

使用済燃料のパイロット・コンディショニング施設
（1999年にゴアレーベンに建設）

Pilot-Konditionierungsanlage (PKA)
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◎処分場の概要（処分概念）
ドイツではサイト選定手続を再度行うことが決まって
おり、処分場サイトの母岩についても再検討すること
になっています（詳細は「Ⅳ．処分地選定の進め方と
地域振興」を参照）が、これまでは、主に岩塩層にお
ける処分概念の検討が進められてきました。
右の図は1979年～2011年までサイト特性調査が
行われていたゴアレーベンでの処分概念を示したもの
で、地下840mの深さの岩塩ドームの中に処分坑道
がレイアウトされており、その面積は約3km2となって
います。
ゴアレーベンでは、放射性廃棄物をキャスク等の金
属製容器の人工バリアで包んだ上で、岩塩層という
地質構造を天然バリアとして利用する多重バリアシス
テムの適用が検討されてきました。定置方式は、廃
棄物の種類などによって2通りが考えられています。
下図の左側は処分坑道横置き方式、右側は処分孔
縦置き方式のイメージを示したものです。廃棄物の定
置後に残る空間は、砕いた岩塩で埋め戻されます。

地上施設

坑道輸送
立坑輸送

定置

埋戻し

地上施設

坑道輸送

立坑輸送

定置

処分坑道横置き方式
処分坑道に横向きに廃棄物が定置されます。定置後は、手前の図のよ
うに砕いた岩塩で坑道が埋め戻されます。

（DBE社資料より引用）

処分孔縦置き方式
坑道から下にボーリング孔が掘られ、そこに廃棄物が縦に定置され
ます。定置後は、砕いた岩塩で埋め戻されます。

（DBE社資料より引用）

計画処分場深度

立坑1 立坑2

～840m

～840m

ゴアレーベン
岩塩ドーム

坑道

廃棄物

人工バリア

天然バリア

廃棄体
金属製容器
埋め戻し材
充填材
母岩
周囲の地層

ゴアレーベンでの処分概念イメージ
（DBE社等, Final Disposal and related Waste Managementより引用）

多重バリアシステムの考え方
（DBE社等, Final Disposal and related Waste Managementより引用）
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◎ドイツ北部における岩塩の分布
放射性廃棄物を隔離する上で天然バリアが最も重

要な役割を果たすとの考えから、1970年代から岩塩
層での処分可能性が注目されました。ドイツでは、岩
塩については100年以上の採掘経験があり、その特
性が良く知られていました。ドイツの岩塩層では特別
な支保なしで数十年間自立する地下空間を掘削でき
ること、長期的には自然の働きで開削空間が閉じられ
ていくこと（クリープ現象）が確認されています。また、
岩塩は熱伝導度が高く、廃棄物から発生した熱を周
囲に逃がすことができるため、発熱性放射性廃棄物
に適していると考えられていました。
ドイツ北部のゴアレーベンでは、最終処分地として
の適性確認を目的とした探査活動が1979年から続け
られてきました。ゴアレーベンの地表から約260mより
深い部分には「岩塩ドーム」が形成されています。岩
塩自体は約2億6千万年前に出来たものです。この
岩塩層の上部に堆積した地層との比重差によって、
長い年月をかけてドーム状に盛り上がって形成された
構造です。ゴアレーベンの岩塩ドームの規模は長さ約
14km、幅が最大約4kmあり、岩塩層は一番深いと
ころでは地下約3,500mまで続いています。
ゴアレーベンでの処分深度は地下約840mから
1,200mの範囲で考えられていました。

◎ゴアレーベンでの探査活動の状況
1983年5月、当時の最終処分事業の実施主体で

あった連邦物理・技術研究所（PTB）は、「ゴアレー
ベンのサイト調査の総括的中間報告書」をまとめてい
ます。この報告書では、ゴアレーベンに地層処分場
を建設した場合の安全解析が行われ、ゴアレーベン
が処分場の建設地として適切であると評価されまし
た。この評価結果を受けて、ニーダーザクセン州が地
下探査に関する許可を発給し、探査坑道の建設は
1986年から始まりました。
ゴアレーベンの地下探査活動は、連邦政府の1998
年からの脱原子力政策の影響を受けて、2000年10
月から10年間にわたり、新規の活動が凍結されてい
ました。
凍結解除後の2010年11月から、探査の目的を処
分場としての適性確認に改め、探査活動が再開さ
れました。しかし、サイト選定手続きの見直しを受け、
2012年11月にゴアレーベンでの探査活動の一時停

ベルリン

ポーランド

チェコ

オーストリア

フランス

ベルギー

オランダ

ハンブルグ

デュッセルドルフ

ボン

フランクフルト

ミュンヘン

凡例
岩塩ドーム・
岩塩鉱床
南部の断層

岩塩は、水を通さない、亀裂等が自己修復される、な
どの理由から、全米科学アカデミー（NAS）でも、処
分に適した地層と報告されていました。

枕状構造
（岩塩鉱床）

さまざまな発達段階の岩塩ドーム

北部ドイツにおける岩塩ドーム・岩塩鉱床の分布状況
（DBE社資料より引用）

北部ドイツの岩塩構造のタイプ
北部ドイツには地中で大きく盛り上がった形に発達した岩塩ドーム
と、枕のような構造の岩塩鉱床などが数多く分布しています。

（The Gorleben Salt Dome, BfSより引用）

1983年に、当時の実施主体であった
連邦物理・技術研究所（PTB）は、ゴ
アレーベンが処分場の建設地として適
切であると評価しました。

ゴアレーベンのサイト調査の
総括的中間報告書
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止が決定されました。その後、2013年7月に施行さ
れたサイト選定法により、探査は一旦終了しました。
サイト選定法では、ゴアレーベンは次の場合には検
討対象から除外されるとして、他の候補サイトと同列
に扱うことを規定しています。
○ 検討対象となるサイト区域に含まれない場合
○ 地表からの探査を行うサイト地域（地上探査対
象サイト地域）に選ばれなかった場合

○ 地下での探査を行うサイト（地下探査対象サイ
ト）に選ばれなかった場合
○ 最終的に処分場を立地するサイトとして選定され
なかった場合

したがって、ゴアレーベンが同法に基づく今後の手
続きで改めて探査サイトとして指定されるまで、同地で

の探査は実施されません。
下の図は、ゴアレーベンの地下探査坑道の概観

を示したものです。ゴアレーベンの岩塩ドームには、
933m及び840mの2本の立坑が掘削されており、処
分予定深度とされていた840mに探査用の水平坑
道（総延長約7km）が展開されています。これまで
の探査活動は処分事業の実施主体であるBfSの委
託を受けて、ドイツ廃棄物処分施設建設・運転会社
（DBE社）が中心となって実施していました。こうし
た探査活動自体は連邦鉱山法に基づく規制下で行
われていました。
なお、2013年7月に制定されたサイト選定法による

ゴアレーベンでの探査終了を受け、地下探査坑道は
一部を除き閉鎖されることが決まっています。

ゴアレーベン（市街）

地下探査坑道

中間貯蔵施設

掘削ずり置き場

ゴアレーベン探査施設（地上施設）

エルベ川

ゴアレーベン・サイトの概観
（BMU・BfS資料より引用）
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連邦法により
確定

連邦法により
確定

連邦法により
確定

連邦法により
確定

サイト選定基準や手続きの検討2016年

2017年 サイト選定基準等の決定

複数の候補地域提案

地上探査サイト地域の選定

地下探査サイトの選定

地下探査・環境適合性審査

処分地の決定2031年

建設

操業

閉鎖

廃止措置

ドイツにおける処分場事業の流れ
（2013年サイト選定法以降の計画）

◎処分事業の実施計画
ドイツでは、連邦環境・自然保護・建設・原子炉
安全省（BMUB）のもと、連邦放射線防護庁（BfS）
が実施主体として処分実施主体として事業に携わっ
てきました。しかし、2016年に法改正が行われ、実施
主体として連邦放射性廃棄物機関（BGE）が設置さ
れました。BGEは、2017年4月から活動を開始して
います。また、従来、処分場の設置・操業に関する
許認可手続は州当局の所管でしたが、2014年に新
たに、BMUB［1］の下に放射性廃棄物処分に関する
規制機関として「連邦放射性廃棄物処分庁」（BfE）
が設置され、今後はこの連邦官庁が、サイト選定手
続きの管理からサイト決定後の設置・操業・閉鎖に
至るまでの規制を一貫して担うことになります。なお、
BfEは、2016年に法改正により、「連邦放射性廃棄
物処分安全庁（BfE）」に名称変更されています。
2013年7月に制定された「発熱性放射性廃棄物

の最終処分場のサイト選定に関する法律」（サイト選
定法）では、はじめに「高レベル放射性廃棄物処分
委員会」を設置して、処分概念やサイト選定に関す
る基準や選定手続きのありかたを検討することが求
められています。この委員会は2014年5月に正式に
発足し、2016年6月末に検討結果をまとめた報告書
を連邦議会・政府に提出しました。高レベル放射性
廃棄物処分委員会が勧告したサイト選定基準等は
2017年3月にサイト選定法が改正され、連邦法として
確定されました。サイト選定法では2031年末までに
処分場サイトを連邦法を制定し確定することが目標と
して示されています。

［1］BMUB
処分事業を管轄する連邦官庁である「BMUB」は、

2013年9月の総選挙の結果により、12月に発足した新
政権での省庁改編により、以下の通り名称が変更となり
ました。本冊子では、過去の事業については旧名称を、省
庁再編後の動きについては新名称を用いています。

●旧名称：
連邦環境・自然保護・原子炉安全省（BMU）

●新名称：
連邦環境・自然保護・建設・原子炉安全省（BMUB）
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2.研究開発・技術開発

放射性廃棄物の最終処分のための研究開発は、地層処分事業の実施主体であった連邦放射線防
護庁（BfS）及び契約により実質的な作業をしているドイツ廃棄物処分施設建設・運転会社（DBE
社）が行ってきました。
また地層処分の研究は、地質関係の研究所である連邦地球科学・天然資源研究所（BGR）の
ほか、国立の3研究所、施設・原子炉安全協会（GRS）等の機関によっても進められています。

◎研究機関
地層処分に関する研究開発は、サイト候補地とし

て地下探査も行われてきたゴアレーベンを中心とする
調査と、より一般的な調査・研究とに分けられます。
ゴアレーベンに関わる調査・研究は、実施主体であっ
た連邦放射線防護庁（BfS）及び同庁との契約に実
質的な実施主体としての作業を担当していたドイツ廃
棄物処分施設建設・運転会社（DBE社）が行って
きました。
一方、一般的な調査・研究は各種機関がそれぞ

れの専門領域の研究活動を行っています。中心的な
機関としては、地質関係の研究所である連邦地球科
学・天然資源研究所（BGR）、その他ユーリッヒ、カー
ルスルーエ、ロッセンドルフの各国立研究所（FZJ、
FZK、FZR）、施設・原子炉安全協会（GRS）、大
学研究室等が挙げられます。

◎研究計画
ドイツにおける地層処分に関する研究開発について
は、サイト固有のものとサイトに依存しない基礎研究と
が存在しています。サイトに固有の研究開発について
は、ゴアレーベンにおいて行われてきましたが、2013年
7月のサイト選定法により新たにサイト選定が行われるこ
とになったため、現在は行われていません。
また、サイトに依存しない基礎研究は、連邦経済・エ
ネルギー省（BMWi）、連邦教育・研究省（BMBF）
を中心として行われています。高レベル放射性廃棄物
の処分に関しては、処分対象として考えられていた岩
塩の他に結晶質岩及び堆積岩、そして岩種に依存し
ない研究も行われています。

◎地下研究所
1965年に、放射性廃棄物の最終処分に関する調
査・研究を実施するために、かつては岩塩鉱山であっ
たアッセⅡ研究鉱山を当時の放射線・環境協会（GSF）
（現在のミュンヘン・ヘルムホルツセンター）が取得し
ました。ここで1967年から77年まで低中レベル放射
性廃棄物の試験的な処分が行われましたが、その後
は高レベル放射性廃棄物の岩塩層への処分等に関
する地下研究所となりました。
現在はアッセⅡ研究鉱山の研究所としての機能は
実質的に終了しています。2009年1月からは、連邦
放射線防護庁（BfS）が実施主体として同鉱山の閉
鎖に向けた手続きを進めています。2010年1月、BfS
はアッセⅡ研究鉱山の閉鎖に関して、試験的に処分し
た低中レベル放射性廃棄物の回収が最良であるとす
る評価結果を公表しました。また、2013年には廃棄
物の回収を優先オプションとしたうえでアッセの閉鎖を
促進することを目的として原子力法が改正されました。
現在は、現在廃棄物の回収措置の計画の策定に
向けた準備作業（廃棄物を定置した処分室の試験
的な掘削及び調査など）が行われています。
また、ゴアレーベンの岩塩ドームにおける地下探査
坑道も、実質的に地下研究所としての機能を果たして
きたと言えます。

アッセⅡ研究鉱山での実規模キャスクを用いた実験の模様
（写真提供：DBE）
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1. 実施体制

ドイツでは原子力法において高レベル放射性廃棄物処分場の設置及び操業責任は連邦政府に
あり、この処分場の設置及び操業の実施については、連邦政府が100％所有する組織に委託しな
ければならないと規定されています。この規定に基づき、実施主体として連邦放射性廃棄物機関
（BGE）が設置され、2017年4月に活動を開始しました。
また、放射性廃棄物処分に関する安全規制機関として、2014年9月に連邦放射性廃棄物処分安
全庁（BfE）が設置されました。BfEは、従来は州当局に委任されていた高レベル放射性廃棄物
処分に関する許認可発給やサイト選定手続きの監督・調整などを行っていくこととされています。

◎実施体制の枠組み
上の図は、処分に係る実施体制を図式化したもの

です。連邦政府では、原子力問題全般を担当する
連邦環境・自然保護・建設・原子炉安全省（BMUB）
が管轄官庁であり、その下に設けられた放射性廃棄
物処分安全庁（BfE）が、高レベル放射性廃棄物処
分に関する規制を担います。処分場建設・操業の
実施主体である連邦放射性廃棄物機関（BGE）は、
100％連邦政府が所有する私法上の組織として設置
され、BMUBの監督を受けます。
2014年 1月1日付けで発効した連邦放射性廃棄

物処分庁（BfE）設置法により、2014年 9月に連邦
放射性廃棄物処分庁（BfE）が設置されました。同
庁はまず、処分場サイト選定手続全体の監督・調整

III. 処分事業の実施体制と資金確保

申請
許認可決定への参加

監督監督

許認可

廃棄物管理委員会（ESK）
原子炉安全委員会（RSK）
放射線防護委員会（SSK）

《諮問機関》

連邦環境・自然保護・建設・
原子炉安全省（BMUB）

《監督機関》

連邦放射性
廃棄物機関
（BGE）
《実施主体》

連邦放射性
廃棄物処分安全庁

（BfE）
《許認可当局》

州・地方自治体など

を担います。処分場サイトが決定した後は、高レベル
放射性廃棄物処分に関する規制当局として、実施主
体であるBGEに対する監督を行います。
なお、従来は高レベル放射性廃棄物の処分場につ
いては、州の管轄官庁が許認可当局としての役割を
担っていましたが、BfEの設置などに伴い規制・実施
体制が見直されました。
BfEは、サイト選定の段階から処分場の建設・操
業・閉鎖に至るまで、高レベル放射性廃棄物の処分
事業に対する規制監督の任を一貫して担います。
原子力法では、BfEが許認可を発給する際は、州

や関係自治体も決定に参加することとされています。
BfEは、2016年の法改正により、「連邦放射性廃
棄物処分安全庁（BfE）」に名称変更されました。
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◎実施主体
ドイツの原子力法では、放射性廃棄物の処分場を
連邦政府が設置することになっています。また、2016
年の原子力法の改正により、連邦政府は処分場の設
置等の役割を連邦政府が100%所有する私法上の
第三者に委託しなければならないと規定されました。
この規定に基づき、処分場の建設・操業の実施主体
として連邦放射性廃棄物機関（BGE）が設置され、
2017年4月から活動を開始しています。処分場の建
設・操業の実施主体としてはこれまで、連邦放射線
防護庁（BfS）がその役割を担ってきました。BfSは、
民間会社であるドイツ廃棄物処分施設建設・運転会
社（DBE社）と業務契約を結び、ゴアレーベンでの
探査作業を委託していました。BGEは、連邦環境・
自然保護・建設・原子炉安全省（BMUB）の監督
下で、BfS、DBE社及びアッセII研究鉱山を管理す
るアッセ有限会社の役割すべてを継承し、実施主体
としての役割を果たしていくこととされています。
BGEは、2013年7月に新たに制定された「発熱性
放射性廃棄物の最終処分場のサイト選定に関する
法律」（サイト選定法）に基づく選定手続きにおいて
も、探査地域・サイトの提案、探査や予備的安全評
価の実施などの役割を果たすことになっています。

◎安全規則
ドイツにおける放射性廃棄物処分に関する安全規
則としては、1983年4月に当時の所轄官庁であった
内務省が制定した「鉱山における放射性廃棄物の
最終処分に関する安全基準」があります。ここでは、
放射線防護令で規定された安全基準である年間
0.3mSv（ミリシーベルト）が保証されなければならな
いとされています。この最終処分の安全基準は、コン
ラッドでの非発熱性放射性廃棄物の処分に係る計画
確定手続において適用されました。
ゴアレーベン・サイトへの適用を前提に、BMU（現
BMUBの旧称）は2009年7月に「発熱性放射性廃
棄物の最終処分のための安全要件」を策定し、2010
年9月に安全要件の一部を改訂していました。
2013年に制定されたサイト選定法では、「高レベル
放射性廃棄物処分委員会」が、安全要件について
も検討し勧告を行うことになっていました。高レベル放
射性廃棄物処分委員会は、2016年7月に検討結果
を勧告としてまとめて政府・議会に提出しました。勧

「発熱性放射性廃棄物の最終処分に関する安全要件（2010年
9月30日改訂版）」に規定されている線量基準

注）  この安全要件は見直しが予定されています。

線量基準：評価期間は100万年を目安とする。

○ 発生確率の
高い事象

評価目安期間内での発生確率が10％以上ある事
象については、10µSv／年以下であることを示
さなければならない。

○ 発生確率の
低い事象

評価目安期間内での発生確率が1～10％の事象
については、0.1mSv／年以下であることを示さ
なければならない。

発熱性放射性廃棄物
の最終処分に関する
安全要件

告には、安全要件をサイト選定法に組み入れるべきこ
とや各種規定の妥当性等を再確認すべきことなどが
含まれています。今後、議会がこれを元に安全要件
の改定について検討し法令として策定することになっ
ています。
現状の安全要件では、100万年を評価目安期間と

して線量基準を規定しています。
その他放射線防護一般に関しては放射線防護令

で定められています。



95

ドイツ

ド
イ
ツ

◎処分に関わる法令の体系図

鉱山法（BBergG）

サイト選定法（StandAG）

原子力法（AtG） 原子力許認可手続令
（AtVfV）

原子力法（AtG）

原子力法（AtG）

サイト選定法（StandAG）

義務移管法（EntsorgÜG）

基金設置法（EntsorgFondsG）

発熱性放射性廃棄物の
最終処分に関する
安全要件

鉱山における
放射性廃棄物の最終処分
のための安全基準

放射線防護令
（StrlSchV）

被ばく線量限度規則

最終処分場設置の
前払金令

（EndlagerVIV）

鉱山事業の
環境適合性審査令

鉱山法（BBergG）

原子力法（AtG）

環境影響評価法
施行規則環境影響評価法（UVPG）

原子力許認可手続令
（AtVfV）

原子力法（AtG） 原子力補償対策令
（AtDeckV）

安全規制

資金確保

原子力
損害賠償

事業規制

環　　境
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◎処分の法制度

内　　容

事
業
規
制

高レベル放射性廃棄物に関する基本的な枠組みは、「原子力の平和利用及びその危険の防護に関する法律」（原
子力法）で定められています。ただし、ドイツの特徴としてサイト調査段階においては原子力法の適用はなく、
地下における活動は鉱山法によって規制されています。ゴアレーベンの地下探査活動も、この鉱山法の許可に基
づいて行われていました。
原子力法は原子力関係の基本法ですが、2002年4月の改正以降、商業用原子力発電からの段階的撤退が規

定されています。原子力法は、原子力の利用、放射性廃棄物管理（貯蔵・処分等）の許認可手続や、関係機関の役
割や責任等を定めている法律です。放射性廃棄物の処分場設置の責任が連邦政府にあることも、この原子力法で
定められています。
一方、処分場サイトの選定は「発熱性放射性廃棄物の最終処分場のサイト選定に関する法律」（サイト選定法）
に基づいて行われます。この法律では、調査対象サイトの決定、処分サイトの最終決定など、サイト選定に関わ
る重要な決定は公衆参加プロセスにかけた上で、最終的に議会が連邦法として採択するという形をとると定め
ています。

安
全
規
制

放射性廃棄物に関する安全規制については、原子力法では概括的な考え方が規定されているのみです。放射線
防護に関する全般的な安全規制としては放射線防護令がその基本的な法令ですが、処分場に特化した形での規
制は定められていません。
放射性廃棄物処分に関する安全基準としては、もとは原子炉安全委員会（RSK）の勧告として出された
1983年の「鉱山における放射性廃棄物の最終処分のための安全基準」があり、放射性廃棄物処分に関する基本
的な要件を定めています。この安全基準は、コンラッドでの非発熱性放射性廃棄物の処分に係る計画確定手続に
おいて適用されました。
2009年7月、連邦環境・自然保護・原子炉安全省（現BMUBの旧称）は「発熱性放射性廃棄物の最終処分に
関する安全要件」を策定しました（2010年9月に一部改訂）。この安全要件は、発熱性放射性廃棄物の地層処分
のみに適用されるものであり、この点において「鉱山における放射性廃棄物の最終処分のための安全基準」に代
わるものとされています。この安全要件は、今後改定される予定です。

資
金
確
保

放射性廃棄物管理のための費用負担、資金確保についても、原子力法によりその基本的な枠組みが規定されて
います。処分事業に関する費用は、いわゆる発生者負担の原則に基づき、処分場利用によって利益を受ける放射
性廃棄物の発生者の負担と定められています。
2016年12月に放射性廃棄物管理のための公的基金を設置すること、原子力発電事業者が基金へ放射性廃

棄物管理の将来費用として約236億ユーロ（約3兆1,400億円）を拠出することなどを規定する基金設置法
が制定されました。また、基金設置法と同時に制定された義務移管法では、放射性廃棄物の発生者である原子力
発電事業者が基金への拠出金を払い込むことにより、連邦政府との間での放射性廃棄物管理の役割分担を変更
することなどが規定されています。

環　

境

サイト選定法は、地下での詳細な地質学的探査段階において、環境適合性評価（環境影響評価）を実施する必
要があると規定しています。サイト決定後の原子力法に基づく許認可手続では、サイト選定時の環境適合性評価
を元に、必要に応じて追加的な評価を実施します。ドイツにおける環境適合性評価については、環境適合性の審
査に関する法律及び環境影響評価法施行のための一般行政規則によってその手続等を含めた詳細が定められて
います。
また、放射性廃棄物処分場の建設を含む一定の鉱山事業に関しては、鉱山事象の環境影響評価に関する法令も
定められています。

原
子
力
責
任

原子力責任に関しては、第三者責任に関する1960年7月29日のパリ条約の国内法化、及び1963年1月
31日のブリュッセル補足条約の承認が行われるとともに、原子力法においてもこれを補足する形で具体的な規
定が定められています。また、さらに詳細な内容は、同法に基づいた原子力補償対策令に規定されています。
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2. 処分事業の資金確保

ドイツではこれまで、放射性廃棄物処分費用については、廃棄物発生者である電力会社等が引当
金を確保し、現段階で発生する費用については、処分場の設置・運営の責任を有する連邦政府に対
して、原子力発電事業者が毎年支払いを行っていました。しかし、2016年に新たな法律が制定さ
れ、公的な基金を設置し処分費用などを管理することが決定されました。この法律に基づき、2017
年に放射性廃棄物管理のための基金が設置され、原子力発電事業者から拠出金の払込みが行われ
ました。

◎処分費用の負担者
ドイツでは、廃棄物の発生者は、これまで引当金と
して放射性廃棄物管理費用を確保してきました。しか
し、2016年に新たな法律が制定され、公的基金を設
置し放射性廃棄物管理費用を管理することとなりまし
た。廃棄物発生者が、基金に対して放射性廃棄物
管理の将来費用と、リスクに備えるための保険料を払
い込む代わりに、放射性廃棄物の輸送、中間貯蔵か
ら処分までは連邦政府の責任で行うこととなりました。
今後、資金確保を含め、放射性廃棄物管理に関す
る責任は連邦政府に移行し、基金への払い込み完
了後は、費用が増大した場合でも、廃棄物発生者が
追加の負担を求められることはありません。

◎処分の資金確保制度
ドイツでは、これまで放射性廃棄物管理費用の確
保に関する公的な基金制度はありませんでした。この
ため、原子力発電事業者などは、原子炉の廃止措
置のための費用や、放射性廃棄物の管理のために
発生する将来費用を引当金として確保していました。
しかし、2016年 12月に公的基金の設置等を規定し
た法律が制定されました。この法律により、放射性廃
棄物管理のための基金が設置され、廃棄物発生者
である原子力発電事業者は、2017年7月に基金に対

して放射性廃棄物管理の将来費用として約179億
ユーロ（約2兆3,800億円）及びリスクに備えるため
の保険料として約62億ユーロ（約8,246億円）を払
い込みました。これにより、放射性廃棄物の中間貯蔵
以降の放射性廃棄物管理費用は、この基金から支
払われ、不足した場合には連邦政府が負担すること
になります。基金で賄われる放射性廃棄物管理費用
には、放射性廃棄物の輸送、中間貯蔵、処分場の
建設・操業・閉鎖の費用が含まれます。なお、原子
力による発電電力量に応じた基金への拠出はありま
せん。

◎処分費用の見積額
連邦環境・自然保護・建設・原子炉安全省

（BMUB）が2015年に公表した見積りによると、発
熱性放射性廃棄物処分場の建設・操業・閉鎖に係
る費用は、約77億ユーロ（約1兆240億円）です。
このうち、処分場の建設の費用が約39億ユーロ（約
5,200億円）、操業の費用が約34億ユーロ（約4,500
億円）、閉鎖の費用が約4億ユーロ（約530億円）と
なっています。
また、サイト選定法に基づくサイト選定のための費
用は、20億ユーロ（約2,700億円）と見積もられてい
ます。
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委員会 選定基準・各種要件・手続きの検討・提案

議会 選定基準等を連邦法により確定

BGE サイト区域の特定、予備的安全評価の実施、地上探査
候補サイト地域及び探査計画案をBfEに提案

BfE 公衆参加プロセスを実施し、BGEの提案をレビュー。
地上探査候補サイト地域案をBMUBに提案

政府 地上探査候補サイト地域案を議会に送付

議会 地上探査候補サイト地域を連邦法により確定、探査計
画を連邦官報に公示

BGE
地上探査実施・予備的安全評価の実施。地下探査候補
サイト案、サイトごとの探査計画及び評価基準案を
BfEに提案

BfE
公衆参加プロセスを実施。BGE提案ならびにこれまで
の手続きをレビュー。地下探査対象サイト案をBMUB
に提案

政府 地下探査候補サイト案を議会に送付

議会 地下探査候補サイトを連邦法により確定、探査計画・
評価基準を連邦官報に公示

BGE 地下探査を実施し、予備的安全評価報告書、ならびに
環境影響評価報告書を作成

BfE 最終的なサイトの比較を行うとともに、これまでの手
続きをレビュー。サイトをBMUB に提案

政府 政府が処分場サイトを法案の形で議会に送付

議会 処分場サイトを連邦法の形で確定

～2016年

～2017年

～2031年

委員会：高レベル放射性廃棄物処分委員会
議会：連邦議会、連邦参議院
BGE：連邦放射性廃棄物機関
BfE：連邦放射性廃棄物処分安全庁
政府：連邦政府

1. 2013年サイト選定法に基づく新たなサイト選定プロセス

2013年7月に「発熱性放射性廃棄物の最終処分場のサイト選定に関する法律」（サイト選定法）
が制定され、公衆の参加を得ながら複数の候補から段階的にサイトを絞り込んでいくサイト選定手
続きが実施されることになりました。この選定手続では、地上探査地域、地下探査の対象サイト、
最終的なサイトなど、重要な決定は連邦議会により連邦法を制定し確定されます。
ドイツでは、1970年代にニーダーザクセン州ゴアレーベンが候補地に選定され、サイト適合性
調査が実施されてきましたが、サイト選定手続きの見直しにより、探査は中止されました。

◎サイト選定手続きの進め方
ドイツでは今後、2013年7月に制定されたサイト選
定法に基づいて高レベル放射性廃棄物処分場のサイ
ト選定手続きが行われます。処分の実施主体となる
連邦放射性廃棄物機関（BGE）が手続きを実施し、
規制機関である「連邦放射性廃棄物処分安全庁」
（BfE）が手続きの全体を管理・監督します。
サイト選定法に基づくサイト選定では、BGEがBfE

に対して提案する複数の候補から、地上探査地域、
地下探査サイト、最終的なサイトの比較と段階的に絞
り込みが行われます。「地上探査の対象サイト地域
の選定」、「地下探査の対象サイトの選定」、「最終的
なサイトの決定」といった各段階における重要な決定
は、連邦議会において連邦法を制定し確定されます。
現在のスケジュールでは、2031年を目標として最終的
なサイトを決定する予定となっています。
各段階では大まかな流れとして、まず実施主体の
BGEがBfEに提案し、それをBfEが公衆参加プロセ
ス（「V. 情報提供・コミュニケーション」参照）を経て
レビュー後、政府に提案を提出します。政府はその
提案を法案として連邦議会に上程し、議会審議を通
じて、決定事項が連邦法として確定されます。

◎高レベル放射性廃棄物処分委員会
サイト選定法では「高レベル放射性廃棄物処分委
員会」を設置し、地層処分に代わる処分方法の可能
性についての検討を行うべきか、また、安全要件やサ
イト選定に関わる各種の基準、回収可能性などの問
題の検討を行い提案することとされています。この提
案についても、連邦議会が法律を制定し確定すること
になっています。高レベル放射性廃棄物処分委員会
は2014年5月に正式に発足し、議論を開始しました。

IV. 処分地選定の進め方と地域振興

サイト選定手続きの流れ
（サイト選定法より作成）
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高レベル放射性廃棄物処分委員会の構成及び役
割は以下のように規定されています。

○構成（33名）
委　員　長：1名 科　学　者：8名
連邦議会議員：8名 州政府代表：8名
環境団体代表：2名 宗教団体代表：2名
経済界代表：2名 労働組合代表：2名

○主な役割
－ 地層処分に代わる処分概念の検討を行うかど
うかの提案
－ 処分の安全要件、サイトの除外基準・最低要
件、各母岩固有の除外基準及び選定基準、
予備的安全評価の実施方法などの提案
－ 回収可能性、可逆性などの問題を含む欠陥
是正のための基準の提案
－ サイト選定手続に係る組織と手続き、代替案の
検討の要件の提案
－ 公衆参加及び公衆への情報提供、透明性確
保のための要件の提案

高レベル放射性廃棄物処分委員会は、約2年間
の検討結果をとりまとめ、2016年7月に同委員会の勧
告を含む最終報告書を連邦政府、連邦議会に提出
しました。最終報告書では、放射性廃棄物の処分方
法について、意思決定の可逆性及び定置された廃
棄物の回収可能性を考慮した地層処分を勧告してい
ます。また、サイト選定基準として、以下などの基準・
要件を提案しています。
○地球科学的な除外基準・最低要件
○地球科学的な評価基準
○地域計画に関する評価基準

これらの基準・要件は、サイト選定の各段階での絞
り込み手続きに適用されます。

また、高レベル放射性廃棄物処分委員会は、サイ

ト選定手続きにおける公衆参加の枠組みとして、連
邦レベルで社会諮問委員会、地域横断レベルで地域
代表者専門会議、地域レベルで地域会議を設置する
ことを提案しています。これらの組織は、地元住民が
サイト選定の早期から対話に参加し、サイト選定にお
ける決定に関与することを実現するための広範な枠
組みとして設置することが提案されています。
2017年3月にサイト選定法が改正され、サイト選定
基準や公衆参加の枠組みを含む高レベル放射性廃
棄物処分委員会の勧告の多くが法制化されました。

広域的な垂直運動 年平均1mm以上

活動的な擾乱域

スタンプ階（3,400万年前頃）から現在
に至るまで、運動を起こしたことが証明
できるか、その可能性が高い断層が存在
する。

現在または過去の鉱山
建設活動の影響

現在及び過去の鉱山建設活動により、最
終処分場エリア）のある岩盤の応力状況
と透水係数に悪影響が生じていることが
懸念される。

地震活動 一定レベルの地震活動が存在する。

火山活動 第四紀に火山活動が生じているか、将来
火山活動が予想される。

地下水の年代
バックグラウンド・レベルと比較して年
代の新しい地下水であることが示されて
いる。

岩盤の透水係数 10－10m/s以下

閉じ込め機能を果たす
岩盤領域※の厚み 100m以上

閉じ込め機能を果たす
岩盤領域の深度 300m以深

閉じ込め機能を果たす
岩盤領域の広がり 処分場建設に可能な面積を有している

閉じ込め機能を果たす
岩盤領域の健全性

100万年にわたり維持されることが疑
問視されていない

地球科学的な除外基準の概要

地球科学的な最低要件の概要

※ 人工バリアや地質工学的なバリアとともに、隔離期間に廃棄物の
閉じ込めを保証する地質バリアの一部
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2. 地域振興方策

ドイツでは処分場の立地自治体等に対する制度化された地域振興方策はありません。ただし、
処分場候補サイトとしてサイト特性調査が進められてきたゴアレーベンに関しては、過去に、連邦
と州の協定により、連邦政府から関係自治体の地域振興のための補助金が支払われていました。
また、すでに立地が決定している、低中レベル放射性廃棄物に相当する非発熱性放射性廃棄物の
処分場であるコンラッド処分場の場合には、連邦と州、地元自治体の取り決めに基づき財団が設置
され、事業者と連邦が地域振興を目的とした資金提供を行っています。

◎ゴアレーベンへの補助金支給
ドイツでは放射性廃棄物処分場の建設等に関して
制度化された地域振興方策はありません。しかし、ゴ
アレーベン・プロジェクトでは、関係自治体の地域振
興のために連邦と州の間に2回にわたって行政協定
が結ばれ、ゴアレーベン及び周辺自治体とそれらの自
治体の所在するリュッヒョウ・ダンネンベルク郡の財政
負担を補償するために補助金が支給されました。
第1回目の協定は1979年 2月に結ばれ、1979年

から10年間で合計3億2,000万マルク（1979年当時
の日本円で約440億円）の補助金が、連邦政府から
州政府に支払われました。
第2回目の協定は1990年3月に締結され、1990年

から6年間で総額9,000万マルク（1990年当時の日
本円で約80億円）を支払う取り決めがなされました。
2回目の協定による補助金の支払いは、処分場計画
に反対する州が受け取りを拒否したため、最初の2
年間で中断されました。
これらの補助金は法令に基づく制度的なものでは
ないため、州を通じて支払いを受けた地元の郡及び
自治体には、使途についての報告義務はありません。
支給された補助金については、防災関連の支出のほ
か、観光振興のための特別プログラムや名所・旧跡
のための特別プログラムに対する支援、道路、公会
堂や保養センター等の公共施設の建設等が主な使
途として報告されています。

◎コンラッド処分場における地域振興の枠組み
一方、制度化されたものではありませんが、新たな
枠組みによる処分場地元自治体等に対する地域振
興方策が実施されている例もあります。
すでにサイトが決定し、処分場設置準備が進めら

れている非発熱性放射性廃棄物（低中レベル放射
性廃棄物に相当）のためのコンラッド処分場の立地
地域では、地域振興を目的とした財団（コンラッド処
分場財団と呼ばれています）が2011年12月に設置
されました。廃棄物発生者である電気事業者と連邦
は、同財団を通じて、処分場の閉鎖までの間、福祉
や環境、若者支援、スポーツ振興、保養などのため
の立地地域振興事業に総額1億ユーロ（約133億円）
の資金を提供することになっています。この資金につ
いては、電気事業者が4分の3を、連邦政府が4分
の1を拠出することになっています。

◎高レベル放射性廃棄物処分委員会の勧告
高レベル放射性廃棄物処分委員会は、2016年7

月に公表した最終報告書において、処分場の影響を
受ける地域に対し、処分場の建設と廃棄物の輸送に
伴って生じる負担に対する持続的な補償を行うことが
必要であるとしています。同委員会は、地域ごとの補
償内容に関する戦略を策定し、連邦政府と処分場サ
イトが存在する地方自治体が協定を結ぶことで実施
することを勧告しています。
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1. 公衆との対話

2013年7月に制定された「発熱性放射性廃棄物の最終処分場のサイト選定に関する法律」（サ
イト選定法）では、新たに公衆や地元自治体等の参加を得ながら複数のサイトから処分場建設地
を絞り込んでいくプロセスが導入されました。また、サイト選定法に基づき設置された高レベル放
射性廃棄物処分委員会は、2016年7月に提出した最終報告書において、連邦レベル、地域横断レ
ベル、地域レベルのそれぞれにおいて公衆参加のための委員会や合議体を設置して、公衆参加を
促進することを勧告しています。

◎ 「サイト選定法」に基づく選定プロセスにおける
公衆参加
「発熱性放射性廃棄物の最終処分場のサイト選定
に関する法律」（サイト選定法）では、まず国民各層
の代表者33名で構成される「高レベル放射性廃棄
物処分委員会」が、安全要件やサイト選定基準、サ
イト選定手続きの検討を行ってきました（「IV. 処分地
選定の進め方と地域振興」参照）。この委員会の会
合はすべてインターネットで中継され、議事録や会議
資料、報告書も公開されています。
選定手続きの開始後は、実施主体である連邦放

射性廃棄物機関（BGE）が提案する複数の候補地
から、公衆参加プロセスを経て対象を絞り込むことに

地
域
・
地
域
横
断
レ
ベ
ル

連
邦
レ
ベ
ル

サイト選定基準や手続きの検討

サイト選定基準の決定

複数の候補サイト地域提案

地上探査サイトの選定・探査計画の策定

地下探査サイトの選定・探査計画の策定

候補サイトの最終比較

処分地の決定

州・自治体関与

高レベル放射性廃棄物
処分委員会

社
会
諮
問
委
員
会

地
域
代
表
者
専
門
会
議

サイト地域
専門会議

地
域
会
議

なっています。また、サイト選定法において、これらの
手続きの期間を通じて、インターネットなどのメディアを
介して関連の情報発信・意見聴取を行うことを規定
しています。
また、サイト選定に関わる以下のような重要な事項
については公衆や関係する州や地元自治体が見解
を表明する機会を作らなければならないとしていま
す。
〇地上からの探査対象サイト地域の選定
〇地上からの探査計画の策定
〇地下での探査対象サイトの選定
〇地下での探査計画の策定
〇候補サイトの最終比較

サイト選定における公衆参加
（サイト選定法などより作成）

V. 情報提供・コミュニケーション
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サイト選定手続きにおける公衆参加の枠組み

◎公衆参加の枠組み
サイト選定では、連邦レベルにおける国民意見反
映のための組織として、国民のさまざまな層で構成さ
れる「社会諮問委員会」を設置することになっていま
す。サイト選定法に基づき、社会諮問委員会の詳細
を含め、公衆参加についても検討することとなってい
た高レベル放射性廃棄物処分委員会は、2016年7
月に公表した最終報告書において、公衆参加の枠組
みについて、連邦、地域横断、地域の3つのレベル
で、市民代表や各地域の住民などで構成される委員
会や合議体を設置することを勧告しています（下表
参照）。これらの委員会・合議体は、サイト選定プロ
セスの各段階において、公衆参加の結果を報告書と
してとりまとめ、提出することとされています。
これらの委員会・合議体のうち、連邦レベルでの
公衆参加組織である社会諮問委員会については、
2016年11月に議会選出委員の6名、及び市民代表
委員3名の合計9名が任命されました。市民代表委
員については、全国5か所で市民フォーラムを開催し、
サイト選定に関する課題、今後の選定手続きや社会
諮問委員会の役割について学ぶ取り組みなどを行っ
たうえで選出されました。3名の市民代表委員には、
16歳～ 27歳の若年層を代表する委員が1名含まれ
ています。設置後、社会諮問委員会は、サイト選定
法改正案についての議論などを行うとともに、2018年
にはワークショップの開催を計画しています。なお、サ
イト選定手続きの開始後、社会諮問委員会の委員は
18名に拡大され、本格的に活動を行うことになってい
ます。

◎候補地域・候補サイトにおける対話活動
サイト選定法では、連邦放射性廃棄物処分安全庁

（BfE）が、サイト選定手続きを監督するとともに、サ
イト選定手続きの早い段階から全期間にわたり、プロ
ジェクトの目的、手段及び実現状況、発生すると考え
られる影響に関する情報を提供することとされていま
す。この手続きは、インターネットなどの媒体を通じた
対話志向のプロセスで実施すべきであることが規定さ
れています。
また、BfEは、公衆に包括的な情報提供を行うた
めに、情報提供を行うインターネット・プラットフォーム
を設置することとされています。このプラットフォームで
は、BfEや実施主体であるBGEが作成したサイト選
定手続きに関する重要文書を継続的に公表すること
が規定されています。
さらにサイト選定法では、サイト選定における提案
が示された際の見解表明手続き後に、BfEが示され
た見解などに関する検討会議を地元において開催す
ることが規定されています。

サイト選定プロセス

第1段階
地上探査サイトの選定

第2段階
地下探査サイトの選定

第3段階
処分場サイトの提案・合意

委員会・合議体
の設置レベル サイト地域選定 地上からの

探査サイト地域選定
地上からの
探査の実施

地下探査
サイト選定 地下探査の実施 サイト提案・合意

連邦 社会諮問委員会

地域横断 サイト地域
専門会議

地域代表者
専門会議 地域代表者専門会議 地域代表者

専門会議 －

地域 － 地域会議
（多数）

地域会議
（多数）

地域会議
（複数）

地域会議
（複数）

地域会議
（1カ所）
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2. 意識把握と情報提供

ドイツでは2013年4月にサイト選定法案が閣議決定された後、同年5月31日から3日間にわ
たり、法案について説明し、議論する「市民フォーラム」がベルリンで開催されました。会場で
の議論に加え、インターネットを通じた意見聴取も実施されました。
サイト選定の見直前は、実施主体であった連邦放射線防護庁（BfS）やBfSの委託を受けて
実際の調査作業を行っていたドイツ廃棄物処分施設建設・運転会社（DBE社）がゴアレーベン
に関する広報活動を実施していました。

◎サイト選定法に関する市民フォーラム
ドイツでは2013年4月に「発熱性放射性廃棄物の
最終処分場のサイト選定に関する法律」（サイト選定
法）の法案が閣議決定された後、同年5月31日から
6月2日の3日間にわたり、「サイト選定法に関する市
民フォーラム」がベルリンで開催されました。このフォー
ラムでは連邦議会に所属する各政党の議員や処分
事業関連の専門家らが出席し、公衆参加などの社会
的側面から資金面、技術面などサイト選定法案で扱
われている多くの側面について説明し、市民と議論を
交わしました。
フォーラムの模様は全てインターネットで同時中継さ
れ、録画画像は動画投稿サイトを通じて公開されてい
ます。会場での議論に加え、インターネットを通じた市
民からの意見聴取も実施されました。

◎ゴアレーベンにおける広報活動（情報提供）
ゴアレーベンでの探査が中止される以前は、処分
の実施主体であった連邦放射線防護庁（BfS）が主
に一般市民向け、BfSの委託を受けて実際の調査作
業を行っていたドイツ廃棄物処分施設建設・運転会
社（DBE社）が主にサイト周辺住民向けの広報活動
を実施していました。
プレスリリースや情報冊子、講演会の開催や見本
市への出展に加え、ゴアレーベンには情報センターが
設けられ、地下探査坑道の見学を組み込んだサイトツ
アーが実施されていました。
2009年からは、移動展示車両で各地を巡回する

情報提供活動も実施されました。
移動展示車両

（BfSウェブサイトより引用）

サイト選定法に関する市民フォーラムの様子
（BMUウェブサイトより引用）
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I. 高レベル放射性廃棄物の発生状況と処分方針

高レベル放射性廃棄物を含む全ての放射性廃棄物を、長期安全性と回収可能性を融合させた「監
視付き長期地層処分」の概念に基づいて設計する処分場で処分することを法律で定めています。

◎原子力エネルギー政策の動向
全国4カ所の原子力発電所に建設された5基の原
子炉は、1969年から1984年にかけて運転を開始しま
した。その内訳は沸騰水型原子炉（BWR）が2基、
加圧水型原子炉（PWR）が3基です。2003年に制
定された原子力法（2005年2月施行）は、新規原子
炉の導入凍結を解除するとともに、原子炉の運転期
限の制限を撤廃していました。しかし、2011年3月の
東京電力（株）福島第一原子力発電所の事故後の
2011年5月に、連邦評議会［1］は「エネルギー戦略
2050」を閣議決定し、既設5基が営業運転を終了し
た以降はリプレースせず、段階的に原子力発電から
撤退する方針に転換しました。連邦議会は2012年
12月に原子炉の新設を禁止する動議を可決していま
す。政府は同戦略に基づくエネルギー構造改革に向
けた法案を2013年 9月に連邦議会へ提出し、2016
年9月に連邦議会で採択されました。法律は2018年
1月に発効しました。

◎使用済燃料の発生と貯蔵（処分前管理）
スイスでは、原子力発電から発生する使用済燃料
は、各発電会社が個別に外国（フランスと英国）の
会社と委託契約を結ぶことにより、再処理を実施して
きました。しかし、原子力法により、2006年7月以降
10年間にわたり再処理を目的とした使用済燃料の輸
出を禁止しました。連邦決議により、この禁止期間が
2016年7月からさらに4年延長されました。このため
現在は、燃料プールで使用済燃料を数年間冷却した
後、所内または所外の中間貯蔵施設で中間貯蔵して
います。
発電所外の中間貯蔵施設には、原子力発電所を
保有する4社が出資して建設されたヴュレンリンゲン
放射性廃棄物集中中間貯蔵施設（ZZL、2001年操
業開始）があります。この施設では、使用済燃料（乾
式キャスク貯蔵）のほか、外国での再処理に伴って
返還されるガラス固化体や他の放射性廃棄物を貯蔵
しています。

［1］連邦評議会とは?
連邦の行政府で、日本の内閣に相当します。連邦参事
会とも呼ばれており、7人の閣僚から構成され、合議制を
とります。連邦評議会の閣僚は連邦議会により選出され、
任期は4年です。大統領には首席閣僚が就任し、輪番制
により1年毎に交代します。議会による連邦評議会の不
信任、連邦評議会による議会の解散などはありません。

ヴュレンリンゲン放射性廃棄物集中中間貯蔵施設（ZZL）
（NAGRAウェブサイトより引用）
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スイスの電力供給構成（発電量－2015年）
（Energy Statistics 2017, IEAより作成）

原子力発電所（商業用、運転中）

地下研究所

集中中間貯蔵施設

ベルン

フランス

イタリア

オーストリア

ドイツ

グリムゼル試験サイト

モン・テリ岩盤研究所

ヴュレンリンゲン放射性廃棄物
集中中間貯蔵施設（ZZL）

ベツナウ中間貯蔵施設（ZWIBEZ）

連邦中間貯蔵施設（BZL）

スイス

参考資料

◎原子力発電の利用・導入状況

◎原子力発電所及びその他の原子力関連施設の所在地

◎原子力発電設備容量
合計5基333.3万kW
（2018年1月）

2015年
スイス 総発電電力量 国内供給

電力量
国内電力
消費量輸入 輸出

単位：億kWh 677.20 340.33 -350.68 666.85 582.39
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2カ所の原子力発電所（ベツナウとゲスゲン）には
所内に中間貯蔵施設があり、いずれも2008年から使
用済燃料の貯蔵を開始しました。ベツナウ中間貯蔵
施設（ZWIBEZ）は乾式キャスクを用いた貯蔵方式
であり、ゲスゲン原子力発電所の施設は湿式プール
方式です。
2016年12月末時点で、スイス国内の使用済燃料

貯蔵量は約1,377トン（ウラン換算、以下同じ）です。
外国との新規再処理委託契約が凍結されるまでに、
フランスと英国に約1,139トンの使用済燃料が搬出さ
れましたが、ガラス固化体の形で114m3が既に返還
済みであり、ZZLで貯蔵されています。

◎処分方針
スイスでは原子力法及び連邦決議において、再処
理目的の使用済燃料の輸出を2020年6月末まで禁じ
ています。現時点では将来に再処理を行うオプション
が残されているので、使用済燃料は“直接処分する
高レベル放射性廃棄物”と決まった訳ではありません。
2005年施行の原子力令では、再利用しない使用済
燃料を“高レベル放射性廃棄物”と定めています。

スイスでは、放射性廃棄物を国内で処分する場合
には地層処分を行う方針です。ただし、法的には、国
際共同処分場での処分も可能としています［2］。
地層処分場の構成要素として、主となる処分施設と

は別に、少量の代表的な放射性廃棄物を収納して一
定期間にわたりモニタリングする「パイロット施設」の
設置を原子力令で定めている点が特徴的です。この
ような処分概念は「監視付き長期地層処分」と呼ば
れています。

［2］放射性廃棄物の管理義務の履行
原子力法は、次のいずれかが満たされた場合、放射性
廃棄物の管理義務が履行されたものとすると規定してい
ます。
● 廃棄物が地層処分場に搬入され、モニタリング期間
と将来の閉鎖のための資金が確保されている。
● 廃棄物が外国の放射性廃棄物管理施設に搬入されて
いる。

地層処分
（GEL）

サイト調査

施設建設

サイト調査

施設建設

サイト調査

施設建設

廃棄物の試験的定置 廃棄物の
試験的定置

主要施設の
モニタリング

定　置 定　置

処　分

廃棄物の試験的定置

定　置

モニタリング、保守、
修繕を伴う
無期限の貯蔵処　分

事業段階

探査及び計画

建　設

操業及びモニタリング

閉鎖後

各段階での回収可能性について

廃棄物は存在しない 回収が容易

回収が非常に容易 回収がより困難
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無期限地層貯蔵
（TDL）
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回収可能性とは、処分場に定置された放射性廃棄物
を、処分場の閉鎖後も含めたさまざまな段階で回収
できるようにする考えです。

【回収可能性とは?】

EKRAが比較検討を行った処分概念
（EKRA放射性廃棄物の処分概念より引用）
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［3］EKRAの勧告
2000年のEKRAの報告書の主な勧告は、次の通りです。
● 放射性廃棄物の管理に関する公衆の議論を奨励すべ
きである。
● 全ての放射性廃棄物の処分概念として、地層処分を
原子力法で規定すべきである。処分事業の実施者に
対して、「監視付き長期地層処分」概念の具体化を要
求すべきである。
● 廃棄物管理が発電事業者から財政的に独立して行わ
れるようにすべきである。
● オパリナス粘土（127ページの写真参照）は、監視付
き長期地層処分にも適している。
● 国際共同処分は、スイス自身で処分の問題を解決す
るための選択肢とはならない。
● 処分プロジェクトのスケジュールを設定し、定期的
にチェックすべきである。

◎処分方針が決定されるまでの経緯
スイスでは、原子力分野における規制が、数多くの
法令に分散していたことなどを理由として、原子力分
野の法制度の刷新の必要性が認識されていました。
1998年に連邦評議会は「エネルギー対話」ワーキン
ググループを設置し、新しい原子力法の制定に向け
た検討を開始しました。このワーキンググループには、
関係官庁やNAGRAに加えて、原子力発電事業者
や環境団体も参加し、原子力発電の継続や再処理
の実施についての議論が行われました。同ワーキング
グループは、放射性廃棄物管理の問題に関して、廃
棄物の回収可能性に関する検討を継続することを勧
告しました。
その後、連邦の環境・運輸・エネルギー・通信省

（UVEK）は、1999年に「放射性廃棄物の処分概
念に関する専門家グループ」（EKRA）を設置し、技
術と社会の両面から問題を検討・勧告するよう依頼し
ました。EKRAは2000年に最終報告書をまとめ、「監
視付き長期地層処分」という概念を提案し、この概念
で放射性廃棄物を処分することを法律で明確化する
よう勧告しました［3］。
EKRAは、従来の地層処分（GEL）―保守を行

なわず、回収の意志を持たずに、放射性廃棄物を生
物圏から永久に隔離する―概念のほか、無期限の
地層貯蔵（TDL）といった概念を比較検討しました。
TDLについては、長期の安全評価に合致しないと結
論付け、GELにモニタリングの概念を積極的に組み
込んだ「監視付き長期地層処分」概念（KGL）を考
案しました。

その後、連邦評議会は、全ての放射性廃棄物を
「監視付き長期地層処分」概念で処分する方針を
立法化するために、原子力法制の改正準備を進めま
した。新たな原子力法が2003年に制定され、2005
年の同法の施行に合わせて、新たな原子力令を制定
し、「監視付き長期地層処分」の方針が法律で明確
化されました。

◎安全性の確認と知見の蓄積
スイスでは、1978年に連邦議会の「原子力法に関
する連邦決議」により、原子力施設の建設許可及び
運転許可の前提条件として、施設を建設しようとする
者に対して、連邦評議会（内閣に相当）が発給する

チューリッヒ北部のベンケンで採取されたオパリナス粘土の
ボーリングコアで見つかったアンモナイトの化石

（写真提供：NAGRA）
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概要承認の取得が義務付けられました。既存の原子
力発電所の運転の継続や新規発電所の認可条件と
して、放射性廃棄物が確実に処分可能であることが
条件とされました。
この「処分の実現可能性の実証」に向けて、連邦
政府は1985年を期限として、実際の地質条件に基
づいた、地層処分の実現可能性を評価する「保証プ
ロジェクト」の実施をNAGRAに求めました。このプ
ロジェクトではスイス北部の結晶質岩に注目して検討
が進められました。このプロジェクト報告書を受けて、
1988年に連邦評議会が示した評価では、地層処分
場の建設可能性や安全性は確認されたものの、必要
な大きさを備えた母岩を見つけ出せるかどうかについ
ては立証できていないとし、堆積岩も調査対象とする
ことを要求しました。
NAGRAは、既存の地質情報に基づきスイス全土

から絞り込む形で粘土質を多く含む岩種に着目し、現
地調査を行う第一優先区域として、1994年にはチュー
リッヒ州北部を選定しました。連邦当局の承認を得
て、選定区域での三次元弾性波探査を行うとともに、
1998年からは同区域にあるベンケンという場所でボー

リング調査も行われました。
2000年になると、環境・運輸・エネルギー・通信
省（UVEK）が設置した放射性廃棄物処分概念専
門家グループ（EKRA）が「監視付き長期地層処分」
（KGL）という概念を提案します。
EKRAの勧告を受け、処分実施主体である
NAGRAもKGL概念に基づく処分場システムの検
討と安全評価を実施しました。2002年に取りまとめた
「処分の実現可能性実証プロジェクト」報告書にお
いて、KGL概念に基づいた高レベル放射性廃棄物
の地層処分により長期安全性が確保できる見通しを
明らかにしました。規制当局の評価が行われた後、
2006年に連邦評議会は処分の実現可能性の実証
結果を承認する決定を行いました。
なお、NAGRAは上記の報告書において、今後の
調査対象をチュルヒャー・ヴァインラント（チューリッヒ
州北東部）のオパリナス粘土に絞ることを提案してい
ましたが、連邦評議会はその提案を退け、都市計画
法に基づく特別計画を策定して地層処分場のサイト
選定を進めることにしました。
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II. 地層処分計画と技術開発

1. 処分計画

スイスでは、多重バリアシステムにより長期間にわたって放射性廃棄物を人間環境から隔離する
という通常の地層処分概念に、回収可能性の考え方を取り入れた処分概念である「監視付き長期
地層処分」が、2005年2月に施行された原子力法及び原子力令で採用されています。また、国内
での処分を原則としていますが、他の国との国際共同処分も可能とされています。2008年から国
内での処分場サイトの選定が開始されています。

◎地層処分対象の放射性廃棄物
スイスでは、高レベル放射性廃棄物用と低中レベル
放射性廃棄物用の2カ所の処分場を建設する予定
ですが、地質条件等によっては、全ての放射性廃棄
物を対象とした処分場を1カ所に建設する可能性もあ
ることが特別計画「地層処分場」というプロジェクト
確定手続きで定められています。
高レベル放射性廃棄物用の地層処分場では、英

国とフランスに委託した再処理に伴って返還されるガ
ラス固化体とともに、残りの使用済燃料を処分します。
また、ガラス固化体とともに返還される長寿命中レベ
ル放射性廃棄物（TRU廃棄物［4］）も、高レベル放
射性廃棄物用の処分場で処分する予定です。
ガラス固化体は、鋼鉄製の容器（オーバーパック）
に封入して処分する計画です。スイスでは、ガラス固
化体を収納している容器をフラスコと呼び（日本では、
これをキャニスタと呼んでいます）、それをオーバーパッ
クした容器全体をキャニスタと呼んでいます。
使用済燃料の場合は、燃料集合体の形状のまま、

鋼鉄製の容器に収納・封入して処分する計画です。

NAGRAが2016年に公表した見積りによると、国
内4基の原子炉を60年間、1基の原子炉を47年間
運転した場合、約2,932トンの使用済燃料が発生し、
このうち、2016年時点で既に約1,139トンが再処理さ
れており、残りの約1,793トンは直接処分する見込み
です。NAGRAは、処分することになる量について、
ガラス固化体が398m3、使用済燃料が8,995m3と評
価しています。

［4］TRU廃棄物
TRU廃棄物は、再処理施設やMOX燃料加工施設など

から発生する長半減期の超ウラン元素（ウランより大き
な原子番号を持つ元素）を含む廃棄物のことで、「超ウ
ラン」の英語'Trans-uranic'の頭文字を取った名前が付
いています。その管理については高レベル放射性廃棄物
に準じた扱いが必要となります。

溶接シーム

キャニスタ蓋

ステンレス鋼
フラスコ

0.94m

2m

15cm

1.05m

4.6m

ガラス固化体の処分のためのキャニスタ

BWRの使用済燃料処分用キャニスタ
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◎処分場の概要（処分概念）
NAGRAは、高レベル放射性廃棄物用の地層処

分場は、スイス北部の地下に分布する堆積岩「オパリ
ナス粘土」［5］を母岩とする地層がある、深さ400～
900mの場所に設置することを検討しています。
NAGRAが「処分の実現可能性実証プロジェクト」

で検討した地層処分場の概念を右図に示します。ス
イスでは「監視付き長期地層処分」概念に基づく処
分場で処分する方針です。このため、地下には、高
レベル放射性廃棄物の処分エリア、長寿命中レベル
放射性廃棄物の処分エリアに加えて、パイロット施設
が設けられます。
パイロット施設は、少量の廃棄物を処分することに

より、処分後に生じる変化や挙動をモニタリングし、予
測モデルの正しさを確認したり、想定外の悪影響を早
期に検出できるようにする目的で設置します。パイロッ
ト施設の設置は法律（原子力法及び同令）での要
求事項となっています。
ガラス固化体または使用済燃料を収納したキャニス

タは、坑道内で、ベントナイトブロック製の台座の上に
横置きに定置します。残った空間を、粒状化したベン
トナイトで埋め戻す方法を検討しています。

◎処分場の建設予定地の地質構造
スイスでは、原子力令に基づき、地層処分場の建
設地の選定は、都市計画法で制度化されている特
別計画（ドイツ語でザッハプランといいます）というプロ
ジェクト確定手続きで段階的に進められています。こ
の手続きは2008年から開始されており、2011年11月
に、高レベル放射性廃棄物の地層処分場のための
候補地として、3カ所の地質学的候補エリアが確定
し、3段階からなるサイト選定プロセスの第1段階が
終了しました。サイト選定プロセスの詳細については、
「IV.処分地選定の進め方と地域振興」の「1．処分
地の選定手続き・経緯」において説明しています。
いずれの地質学的候補エリアでも、地下にオパリナ

ス粘土の地層の存在が確認されています。堆積岩の
一種であるオパリナス粘土は、安定性や低い透水性
といった特性から地層処分場の母岩としての適性が
高いとされています。

［5］オパリナス粘土とは…
オパリナス粘土は、約1億8,000万年前のジュラ紀に
形成された堆積岩の一種です。「オパリナス」という言葉
は、この地層から発掘されるアンモナイトの殻が、オパー
ルのように光彩を放つことから採られています。

高レベル放射性
廃棄物のための
主要施設

パイロット施設

母岩

約2km 約1
km

4
0
0
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～
9
0
0
mTRU廃棄物の

定置坑道
試験区域

アクセス坑道

地上施設

ガラス固化体収納
キャニスタ

2.5m

使用済燃料収納
キャニスタ

高レベル放射性
廃棄物のための
主要施設

パイロット施設

母岩

約2km 約1
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4
0
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m
～
9
0
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mTRU廃棄物の
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試験区域

アクセス坑道

地上施設

ガラス固化体収納
キャニスタ

2.5m

使用済燃料収納
キャニスタ

ジュラ東部
（アールガウ州）

北部レゲレン
（チューリッヒ州・アールガウ州）

チューリッヒ北東部
（チューリッヒ州・
　　　　トゥールガウ州）

オパリナス粘土層

Profile D-D’ Profile I-I’

0m

1500m

Benken borehole

オパリナス粘土層内での高レベル放射性廃棄物の処分場と
キャニスタの定置イメージ

（出典：NAGRA「処分の実現可能性実証プロジェクト」報告書（2002）、
NAGRA放射性廃棄物管理プログラム（2016））

高レベル放射性廃棄物の処分場の3カ所の地質学的候補エリア

オパリナス粘土層の分布（例）
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スイスの処分事業スケジュール
（NAGRA放射性廃棄物管理プログラム（2016年））

2.研究開発・技術開発

全ての放射性廃棄物の処分責任を有する放射性廃棄物管理共同組合（NAGRA）は、高レベル
放射性廃棄物処分の国内における実現可能性及び安全性を実証することを目的として、国内外の
研究機関、大学、コンサルタント会社等の外部機関との協力により、地下研究所における地質調
査、安全評価等の研究を進めています。

◎研究機関
スイスにおける高レベル放射性廃棄物処分に関す

る研究は、放射性廃棄物管理共同組合（NAGRA）
が中心となり実施されています。NAGRAは、地表調
査、ボーリング調査、地下研究所での研究活動など

◎処分事業の実施計画
2005年2月に施行された原子力法及び同令におい

て、原子力発電事業者は「放射性廃棄物管理プログ
ラム」を5年ごとに作成し、規制機関の承認を受ける
ことが義務づけられています。このプログラムは、廃棄
物の種類や量、処分場建設の実施計画等を記述する
ものです。放射性廃棄物管理共同組合（NAGRA）
は、放射性廃棄物管理プログラムを2008年10月に連
邦政府へ提出し、連邦評議会は2013年8月にこれを
承認しました。

HAA（高レベル放射性廃棄物）処分場 SMA（低中レベル放射性廃棄物）処分場

2130211020902070205020302010

サイト選定／概要承認

地下特性調査の準備・開始

地下特性調査の実施

地層処分場の建設許可

地層処分場の建設

地層処分場の操業許可

地層処分場の操業

モニタリング段階

主処分施設の閉鎖

処分場全体の閉鎖

長期監視

連邦評議会はこの際に、同プログラムに沿って実施
される研究開発計画、及び放射性廃棄物管理費用の
見積りに関する報告書の提出に合わせ、次回の更新
版のプログラムの提出を2016年にするようNAGRAに
要求したことを受けて、NAGRAは2016年12月に更
新版の放射性廃棄物管理プログラムを提出しました。
2016年の廃棄物管理プログラムでは、サイト選定手
続きが2031年に終了すると見込んでいます。地下特
性調査施設の建設及び調査の実施後、処分場の建
設を開始し、2060年頃に操業が開始される予定です。

を通して、処分場のサイト選定、安全評価、処分プロ
ジェクトに必要なデータの収集及び評価、処分場及
び人工バリアの設計、操業過程の計画立案、性能評
価用のデータ及びモデルの検証などを行っています。
またこの他に、処分プロジェクトの計画の基盤となる
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NAGRAが実施しているグリムゼル試験サイトのツアーの様子
（NAGRAウェブサイトより引用）

NAGRAが2016年に作成した、
研究・開発・実証計画に関する報告書

NAGRAの研究報告書
（写真提供：NAGRA）

モン・テリ岩盤研究所での調査の様子
（写真提供：NAGRA）

放射性廃棄物の特性評価及びインベントリの作成な
ども行っています。NAGRAの研究は、スイスの国立
研究機関であるパウル・シェラー研究所（PSI）との
緊密な協力をはじめとして、大学、研究機関及び民
間機関との協力により進められています。

◎研究計画
原子力令（2005年制定）において5年毎の策定が

義務づけられている「放射性廃棄物管理プログラム」
について、放射性廃棄物管理共同組合（NAGRA）
は2016年12月に、第2回目のプログラムを公表しまし
た。このプログラムの中で、処分事業の進捗の各段階
で必要となる研究・開発事項などをまとめています。
原子力令の制定以前も、NAGRAは、高レベル放

射性廃棄物の処分研究に関する計画書を作成して
います。1995年にNAGRAは、地質調査計画及び
その実施スケジュール等も含めた「高レベル放射性
廃棄物処分：目的、戦略及びタイムスケール」を公表
しました。NAGRAのこれまでの研究成果は、2002
年末に連邦評議会に提出された「処分の実現可能
性実証プロジェクト」報告書に反映されています。ま
たNAGRAは、2016年12月に「スイスにおける放射
性廃棄物処分のための研究・開発・実証計画」を
作成しています。同計画は「処分の実現可能性実証
プロジェクト」及び連邦政府のプロジェクトに対するレ
ビューから明らかになった課題、さらに今後5～10年
に行うべき作業計画をまとめています。同計画につい
ては、「放射性廃棄物管理プログラム」の次回更新に
合わせて、2021年の改訂が予定されています。
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◎地下研究所
スイスにおける地下研究所は、結晶質岩を対象と

したグリムゼル試験サイトと堆積岩のオパリナス粘土を
対象としたモン・テリ岩盤研究所の2カ所があります。
これらの地下研究所では、高レベル放射性廃棄物の
安全な処分を実施するために岩盤特性の研究などが
進められています。

［グリムゼル試験サイト］
この研究所は、1984年に放射性廃棄物管理共同
組合（NAGRA）によって設置されました。同サイトで
の調査活動には、ドイツ、フランス、日本、スペイン、ス
ウェーデン、台湾、米国、欧州連合等の機関が参加
しています。現在は長期的な実験が中心となってお
り、実スケールでの高レベル放射性廃棄物の定置概
念の実証、及び人工バリアや周囲の岩盤における放
射性核種の移行に関する実験など、処分場と同様の
条件下での定置概念の現実的な実証に主眼が置か
れています。

［モン・テリ岩盤研究所］
この研究所は、1996年に各国関係機関による国際
共同プロジェクトとして、スイス国立水文学・地質調
査所が中心となる形で設置されました。NAGRAは、
オパリナス粘土に関する理解を深めるためのデータ
取得を目的とした研究を実施しています。NAGRAが
参加している主な研究としては、オパリナス粘土での
放射性核種やガスの拡散、微生物の活動、母岩へ
の熱の影響を調べる研究などがあります。

モン・テリ岩盤研究所の地下坑道
（NAGRA提供資料より引用）

モン・テリ
岩盤研究所周辺
（NAGRAウェブサイト
より引用）

モン・テリ

グリムゼル

グリムゼル試験サイト
（NAGRA提供資料及び
広報素材集より引用）
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1. 実施体制

スイスにおける高レベル放射性廃棄物の処分に係る行政機関は、連邦評議会、環境・運輸・エ
ネルギー・通信省（UVEK）、UVEKが所轄する連邦エネルギー庁（BFE）、及び連邦原子力安
全検査局（ENSI）です。高レベル放射性廃棄物の処分場に関する事業許可は、UVEKが発給し
ます。BFEはサイト選定手続きの監督責任を負っています。ENSIは放射性廃棄物管理共同組合
（NAGRA）に対し、原子力安全及び放射線防護の観点から直接的な規制・監督を行い、処分の
安全性確保のための指針を策定しています。NAGRAは、電力会社及び連邦政府などの共同出資
によって設立されています。

◎実施体制の枠組み
スイスにおける処分に係る実施体制は、右図のよう
になります｡ 処分に関わる連邦の行政機関には、連
邦評議会、環境・運輸・エネルギー・通信省（UVEK）
とUVEKが所轄する行政機関である連邦エネルギー
庁（BFE）、連邦原子力安全検査局（ENSI）があ
ります。ENSIは、前身の監督機関の原子力施設安
全本部（HSK）がBFEから独立し、2009年 1月に
発足しました。高レベル放射性廃棄物の処分場の建
設及び操業許可については、UVEKが発給します。
UVEKは、エネルギーや環境に関する連邦省であり、
UVEKの所轄する行政機関であるBFEはサイト選
定手続きの監督・責任官庁です。ENSIは、原子力
安全と放射線防護の観点から直接的な規制・監督
を行い、また、放射性廃棄物処分の安全確保のため
の指針を策定しています。
放射性廃棄物管理ワーキンググループ（AGNEB）

は連邦評議会及びUVEKに代わり、廃棄物管理に
関する専門家の見解などをまとめる役割を果たしてい
ます。連邦評議会、UVEK、ENSIに対する諮問機関
としては、処分場諮問委員会、地層処分場専門家グ
ループ（EGT）、原子力安全委員会（KNS）の3つが
あります。

◎実施主体
1959年の旧原子力法は、原子力施設の所有者に、

操業許可が取り消された原子力施設におけるすべて
の危険物の除去を義務づけていました。また医療・
産業・研究分野から発生する廃棄物については連
邦政府が責任を有しています。この責務を果たすた
めに、スイスの電力会社と連邦政府は、1972年に放

III. 処分事業の実施体制と資金確保

直接的な規制・監督の流れ
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処分事業の実施体制
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射性廃棄物管理共同組合（NAGRA）を設立しまし
た。2005年2月に施行された原子力法でも、放射性
廃棄物処分の責任は発生者が負うことが規定されて
います。

◎安全規則…処分の安全性確保のための指針
原子力安全に関する規制機関である連邦原子力

安全検査局（ENSI）は、2009年 4月に、処分の安
全性についてENSI-G03「地層処分場の設計原則と
セーフティケースに関する要件」という指針を定めて
います。この指針では、地層処分場においては、将
来の世代に過大な負担や義務を負わせることなく、放
射性廃棄物から放出される放射線から人間及び環
境が長期的に保護される方法で、放射性廃棄物を処
分しなければならないという防護目標が設定されてい
ます。そして、右の表の2つの定量的な防護基準が
設定されており、安全評価においてこの防護基準が
100万年までの期間にわたって遵守されなければなら
ないとされています。
また、地層処分場のセーフティケース［6］について
は、概要承認及び建設、操業、閉鎖の許可手続の
各段階において、許可申請者が地層処分場の操業
段階、閉鎖後段階のそれぞれに対応するセーフティ
ケースを提出することが求められています。

［6］セーフティケース
ENSI-G03「地層処分場の設計原則とセーフティケー

スに関する要件」では、セーフティケースとは、地層処分
場の長期的な挙動とその放射線学的影響に関する安全評
価に依拠した、閉鎖後の地層処分場の長期安全性に関す
る総合的な評価のことと定義されています。

防護基準1
将来の変遷のうち、発生確率が高いと分類された
ものについては、放射性核種の放出による個人線
量が年間0.1mSvを上回ってはならない。

防護基準2
将来の変遷のうち、発生確率が低いと分類された
ものについては、放射線による追加的な健康リス
クが年間100万分の1を上回ってはならない。

地層処分場の閉鎖後の期間に係る防護基準

（出典：ENSI-G03「地層処分場の設計原則とセーフティケースに関する要件」）
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◎処分に関わる法令の体系図

事業規制 原子力令原子力法

原子力令

放射線防護法 放射線防護令

原子力法
処分の安全性確保の
ための指針

（ENSI-G03）
安全規制

資金確保 原子力法 廃止措置及び
廃棄物管理基金令

原子力法

環境保護法 環境影響評価令

原子力令

環　　境

原子力賠償責任法 原子力賠償責任令原子力
損害賠償
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◎処分の法制度

内　　容

事
業
規
制

2005年2月に施行された原子力法では、地層処分場の立地場所及びプロジェクトの基本事項などに関する
概要承認、地層処分場設置に向けて実施される立地の可能性のある地域での地質などの調査、及び建設、操業、
閉鎖について、連邦政府のみが許可発給を行うこととしてその手続等を規定しています。また同法では、原子力
施設を操業または廃止する者は、施設から生じた放射性廃棄物を自らの費用で安全に管理する義務を負うこと、
この管理義務には、処分に関する研究、地球科学的調査及び地層処分場の設置などの準備作業なども含むことが
規定されています。さらに、廃棄物の管理義務を負う者は、廃棄物管理プログラムを作成・提出することが求め
られています。

安
全
規
制

原子力法及び原子力令では、原子力安全に関する監督官庁は連邦原子力安全検査局（ENSI）であると規定さ
れています。また、同法では、特に規定がない限りにおいて、放射線防護法の規定を適用すると規定しています。
放射線防護法は、電離放射線による危険から人及び環境を保護する目的で制定された法律で、連邦評議会が個
人の被ばく線量限度を設定できることが規定されています。放射性廃棄物に関しては、適切な方法で保管、密封、
固化処理、集積などを行い、処分施設などへの引き渡しなどを行うまでは監督官庁の許可を受けた場所に貯蔵す
ることが義務づけられています。
また、原子力令では、地層処分場のための特別設計原則をガイドラインとして定める責任を有することが規定
されており、放射性廃棄物処分場の安全性について、ENSIが安全性の確保のために適用される目標を定めた指
針を策定しています。

資
金
確
保

放射性廃棄物管理のための資金確保については、原子力法において、廃棄物発生者が処分に必要な資金を負担
しなければならないと規定されています。また、放射性廃棄物管理基金の設立を含めた資金確保の方法などを細
かく規定した廃止措置及び廃棄物管理基金令が制定されています。この基金では、原子力発電所の閉鎖後に必
要となる放射性廃棄物及び使用済燃料の管理を賄う費用が対象とされています。この基金の管理は、連邦評議
会によって任命された委員で構成される管理委員会が行うこととなっています。管理委員会の独立性保持の観
点から、2016年1月より環境・運輸・エネルギー・通信省（UVEK）や連邦原子力安全検査局（ENSI）の職
員による委員の兼任は禁止されています。なお、原子力発電所の閉鎖前に発生する放射性廃棄物管理に関する
費用は、廃棄物発生者である電力会社等によって、放射性廃棄物管理に責任を有する放射性廃棄物管理共同組合
（NAGRA）などに支払われています。

環　

境

原子力法及び原子力令では、放射性廃棄物の処分場の概要承認及び建設許可申請時に環境影響評価報告書を
提出することが規定されています。
環境保護法は、人間、動物、植物、これらの生活共同体及び生活圏の保護、肥沃な大地の維持、そして予防の観
点から有害または負担となりうる影響を早期に抑制することを目的として制定されています。環境に著しい負
担がかかるおそれのある施設の計画、建設、または変更を決定する前に、提出される報告書に基づいて環境影響
評価を行うことが規定されています。環境保護法は、放射線学的な影響については、放射線防護法が適用される
と規定しています。
環境影響評価令では、環境影響評価を行う必要のある施設、複数段階における調査の実施、予備調査の実施な
どについての規定がなされています。

原
子
力
責
任

原子力損害賠償に関する法令として、原子力賠償責任法及び原子力賠償責任令が制定されています。原子力賠
償責任法において、原子力損害に対する30年間の補償期間の設定など、原子力施設の所有者の原子力損害に関
する責任、及び連邦政府による原子力損害基金の設立などについての規定がなされています。原子力賠償責任令
では、連邦政府が賠償義務者の義務を超える損害などのためにかける保険に関し、賠償義務者から徴収する保険
料金額などが規定されています。なお、原子力賠償責任法では、原子力法による規制の対象ではなくなった閉鎖
後の地層処分場から損害がもたらされた場合、連邦政府が損害を補償することが規定されています。
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2. 処分事業の資金確保

廃棄物発生者である電力会社及び連邦政府は、処分実施主体の放射性廃棄物管理共同組合
（NAGRA）の活動費用を負担しています。また、電力会社は原子力発電所の運転中に係る廃棄
物管理に必要となる費用を賄うため、引当金を計上しており、原子力発電所の閉鎖後の廃棄物管理
費用については、放射性廃棄物管理基金への拠出金を負担しています。

◎処分費用の負担者
スイスでは、放射性廃棄物の発生者が処分費用を
負担しなければならないことが2005年2月に施行され
た原子力法で定められています。廃棄物発生者であ
る電力会社及び連邦政府は、放射性廃棄物管理共
同組合（NAGRA）の放射性廃棄物管理に関する
調査・研究活動などに必要な費用を負担しています。

◎処分の資金確保制度
スイスでの放射性廃棄物管理の資金確保では引
当金制度と拠出金制度が併用されています。
原子力発電所の運転中に係る放射性廃棄物管理
費用については、2005年2月に施行された原子力法
により、原子力発電所の所有者が引当金を計上する
ことにより資金確保しています。
原子力発電所の運転停止後の放射性廃棄物管
理については、必要な費用を賄うために設立された
放射性廃棄物管理基金に対して、電力会社が毎年
拠出金を支払う義務を有しています。2000年3月に
放射性廃棄物管理基金令が制定され、原子力発電
所の閉鎖後の廃棄物管理活動全般に必要な費用を
基金化する制度が確立しました。この政令は2007年
12月に、原子力施設の廃止措置基金に関する政令
と一本化され、廃止措置・廃棄物管理基金令となり
ました。放射性廃棄物管理のための基金の積立対
象となるのは、原子力発電所の閉鎖後に必要となる
右の費用です。
この基金は、連邦評議会が設立した管理委員会
によって管理され、この委員会が費用の想定額につ
いての決定も行います。基金への払い込みは、2001
年末から始まっており、2016年末における放射性廃
棄物管理基金の残高は、約47億1,600万スイスフラン
（約5,400億円）です。（1スイスフラン＝115円として
換算）

電力の消費者

NAGRA
見積り

払い込み
放射性廃棄物管理基金

基金管理
委員会

・費用の想定額を決定
・拠出金額を決定

電力4社

引当金を計上
スイスにおける資金確保の仕組み

a. 廃棄物の輸送及び処分
b. 使用済燃料の輸送及び処分
c. 処分場の50年間のモニタリング段階
d.  処分場の設計、計画、計画管理、建設、操業、閉鎖及び
監視

e. 放射線防護措置及び作業被ばく防止措置
f. 官庁による許認可及び監督
g. 保険
h. 管理費用
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基金への拠出金および引当金は、5年に一度行わ
れる放射性廃棄物の費用見積りに基づいて決定され
ます。最近では原子力発電事業者の団体であるスイ
スニュークリアが2016年に費用見積りを発表しました。
今後、連邦原子力安全検査局（ENSI）及び会計の
専門家が評価する予定です。2016年の費用見積り
は、2017年から2021年までの拠出金および引当金
の額を決定する根拠となります。次回の費用見積りは
2021年に実施される予定です。
放射性廃棄物の発生者が負う管理義務に基づい

て、NAGRAの事業費用は、現在、発生者からの引
当金に基づく処分場へのプロジェクトへの支出により
賄われています。現在スイスでは閉鎖された原子力
発電所はありませんが、原子力発電所の運転停止後
におけるNAGRAの活動費用は「放射性廃棄物管
理基金」からの払戻金で賄われることになります。

◎処分費用の見積額
スイスの原子力発電事業者は、高レベル放射性廃
棄物と低中レベル放射性廃棄物用の処分場をそれぞ
れ1カ所ずつ計2カ所に建設する場合、放射性廃棄
物の処分費用の総額は約191.8億スイスフラン（約2
兆2,100億円）になると2016年時点で見積っていま
す。処分費用見積額の内訳は、再処理に係る費用
が約27.6億スイスフラン（約3,174億円）、中間貯蔵
に係る費用が約29億スイスフラン（約3,335億円）、
輸送に係る費用が約14億スイスフラン（約1,610億
円）、低中レベル放射性廃棄物用処分場の費用が約
44.2億スイスフラン（約5,083億円）、高レベル放射性
廃棄物用処分場の費用が約76.9億スイスフラン（約
8,840億円）です。また、スイスの原子力発電事業者
は高レベル放射性廃棄物と低中レベル放射性廃棄
物用の処分場を同じ場所に建設する場合について
も、放射性廃棄物の処分費用を算出しており、総額
は約183.6億スイスフラン（約2兆1,114億円）と見積っ
ています。その内訳は、再処理、中間貯蔵、輸送に
係る費用については処分場をそれぞれ1カ所ずつ計
2カ所に建設する場合と同額で、低中レベル放射性
廃棄物用処分場の費用は約41.5億スイスフラン（約
4,770億円）、高レベル放射性廃棄物用処分場の費
用は約71.5億スイスフラン（約8,220億円）となってい
ます。（1スイスフラン＝115円として換算）

200.0

単位（億スイスフラン）

180.0

160.0

140.0

120.0

100.0

80.0

60.0

40.0

20.0

0.0

高レベル放射性廃棄物処分場
低中レベル放射性廃棄物処分場

輸送中間貯蔵再処理

27.6

29.0

14.0

41.5

71.576.9

44.2

14.0

29.0

27.6

それぞれに1カ所ずつ
計2カ所に建設

同じ場所に建設

合計　約183.60
合計　約191.80

処分費用の見積額内訳（高レベル放射性廃棄物用処分場と
低中レベル放射性廃棄物用処分場を建設）
（出典：NAGRA放射性廃棄物管理プログラム（2016））
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1. 処分地の選定手続き・経緯

スイスにおける放射性廃棄物処分場のサイト選定は、連邦政府が策定した特別計画「地層処分
場」で取り決めた3段階のプロセスで進められています。特別計画の手続きを進めていく中で、
地層処分プロジェクトの具体的な姿を定めていき、最終的にプロジェクトの基本的事項を定める
「概要承認」の内容を決定します。2011年12月から第2段階が開始されており、6つの地質学
的候補エリアが特定されています。処分地は連邦評議会が概要承認の発給（許可）を受けて確定
しますが、一定数の国民の発案があった場合には国民投票の対象となります。

◎処分地選定の進め方…プロジェクト確定手続き
スイスの連邦評議会は、原子力令（2005年2月施
行）において、「放射性廃棄物処分に関する拘束力
のある目標及び基準を“特別計画”で定める」と規定
しています。特別計画とは、地域と環境に重大な影
響を及ぼすプロジェクト―例えばエネルギーインフラや
交通網など―を確定する手続きとして都市計画法で
定められている手続きです（ドイツ語ではザッハプラン
といいます）。
特別計画は「方針部分」と「実施部分」から構成

されます。特別計画「地層処分場」の方針部分で
は、サイト選定の手順と目標スケジュールのほか、プロ
セスに関わる連邦政府や州と自治体、隣接諸国及び
実施主体の役割についても事前に取り決めます。残
りの実施部分は、方針部分で定めたプロセスの実施
成果を取り込んでいくことにより、完成させることになり
ます。完成した特別計画全体は、選定されたサイトで
の地層処分プロジェクトの許認可手続きの最初のもの
となる「概要承認」を申請できる条件の一つです。
「概要承認」［7］は、原子力法に基づく原子力施設
の導入に際しての最初の許認可手続きであり、スイス
特有のものです。地層処分場の概要承認では、立地
場所やプロジェクトの基本事項などを定めることになり
ます。連邦評議会が概要承認を発給しなければ、実
施主体は建設許可申請をおこなうことができません。
連邦評議会が発給する概要承認が有効となるに

は、連邦議会の承認が必要です。なお、議会の承認
から100日以内に5万人の署名が集まれば国民投票
にかけることができ、これは「任意の国民投票」と呼
ばれます。その場合、可決には過半数の賛成が必要
となっています。

IV. 処分地選定の進め方と地域振興

2032年以降

2006～2008年

2008～2011年

2011～2018年

2045～2048年頃

2019年～

2031年頃

2060年頃

特別計画「地層処分場」の実施部分処分場

特別計画「地層処分場」（方針部分）の策定

地下特性調査施設の建設等の詳細な地球科学的調査

建設許可

操業許可

第1段階：複数の地質学的候補エリアの選定
方針部分で定められた基準に基づいてNAGRAが“地質
学的候補エリア”を複数提案し、官庁の審査や意見聴取を
踏まえ、連邦評議会が承認する。

第2段階：2カ所以上の候補サイトの選定
複数の“地質学的候補エリア”内から、地上施設の設置案
と組み合わせた“候補サイト”をNAGRAが提案し、官庁
の審査や意見聴取を踏まえ、連邦評議会が承認する。

第3段階：処分サイトの決定と概要承認

設等

NAGRAは弾性波探査、ボーリングなどの地球科学的調査を
実施（必要な場合）し、処分サイトの提案内容、環境影響評
価の報告書、安全評価報告書等を含む概要承認を申請する。

連邦評議会が「概要承認」を発給

地層処分場のサイト選定と許認可プロセスの流れ
（特別計画「地層処分場」、NAGRA提供資料、BFE資料、放射性廃棄物管理プログラムより作成）

［7］概要承認
原子力法に基づき、原子力施設の導入プロジェクトで
行われる最初の許認可手続きです。
1959年制定の旧原子力法では、建設許可と操業許可の
2段階の手続きが定められていましたが、概要承認はそ
れらに先立つ手続きとして、1978年の連邦議会の「原子
力法に関する連邦決議」に盛り込まれていました。
2005年施行の原子力法において、概要承認の手続きが
正式に組み込まれました。旧原子力法の制度では、原子
力施設に関する一部の許可発給権限が州にも付与されて
いましたが、新たな原子力法に基づく制度では、連邦に
一元化されました。ただし、連邦評議会が原子力施設に
関する許可を発給する際には、関係する州の懸念をプロ
ジェクトが極度に制限を受けない範囲で考慮するよう規
定されています。
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◎特別計画の空間概念
特別計画では処分場に関する空間概念が右図の

通り示されています。
特別計画第1段階で選定される“地質学的候補エ

リア”は、地質学上の要件を満たし、そのエリアの地
下に処分場の建設できる可能性がある候補地の幅
広いエリアです。地質学的候補エリアを包み込む“計
画範囲”は地上施設が建設される可能性のある領
域です。“サイト地域”は地質学的候補エリアに所在
する自治体、計画範囲の境界内部に全体または一
部が含まれる自治体、その他関係する自治体から構
成されます。これらの自治体の代表や住民は「地域
会議」へ参加します。地域会議の活動については、
「V. 1. 公衆との対話」（129ページ）にまとめています。

◎特別計画『地層処分場』の策定
地層処分場に関する特別計画は、原子力令に基

づき連邦政府が策定します。方針部分の策定作業
は、2006年3月から連邦エネルギー庁（BFE）を中
心として進められ、州や自治体に加え、ドイツ、オースト
リアなどの近隣諸国からも意見聴取がなされました。
特別計画「地層処分場」は、作業開始から約2年を
かけた2008年4月に策定に至りました。
特別計画「地層処分場」では、サイト選定に関わ

る連邦政府や州と自治体、隣接諸国及び実施主体
の役割についても規定されています。主な組織の役
割は右の表に示す通りです。
サイト選定の進め方について、以下の優先順位で
進めることも規定しています。
－ 安全性を最優先する。人間と環境の持続的な保
護を確保しなければならない。そのためには、放
射能毒性が崩壊によって十分に減衰するまで放
射性物質の閉じ込めを確保しなければならない。
－ 安全に次いで、地域開発、生態系、経済及び社
会の側面を検討する。

また特別計画「地層処分場」では、高レベル放射
性廃棄物用と低中レベル放射性廃棄物用の２つの処
分場を建設すると規定していますが、同じ場所に高レ
ベル及び低中レベルの放射性廃棄物用処分場を建
設することも可能としています。

連
邦
の
機
関

連邦エネルギー庁
（BFE）

特別計画及び概要承認手続の担当官
庁

連邦国土計画庁
（ARE）

地域開発計画の面で事業を検証、BFE
を支援

連邦原子力安全
検査局（ENSI）

特別計画におけるサイトの安全性の
評価基準の策定、及び安全規制

原子力安全委員会
（KNS）

安全性の問題に関する諮問機関とし
て、ENSIの評価に対する見解を表明

地層処分場専門家
グループ（EGT）

地球科学的問題でENSIに助言

実
施
主
体

放射性廃棄物管理
共同組合（NAGRA）

特別計画の基準に従って地質学的候
補エリア・サイトを提案、概要承認の
申請書を提出

州
・
自
治
体

州 事業の段階毎に成果報告書に対する
見解を表明

地域参加プロセスに
参加する自治体※の
所在州

連邦政府と協力し、サイト選定手続に
おいて連邦政府を支援、州の土地利用
計画との調整を実施、並びに自治体と
協力

地域参加プロセスに
参加する自治体※

地域参加の組織化・実現において
BFEと協力、地域利益を代表

※ 地域参加プロセスに参加するのは、地質学的候補エリア及び「計画
範囲」を一部でも含む自治体と、それらに隣接し観光などで特別な
関係を有する自治体

サイト選定における各組織の役割

サイト選定に係わる空間概念（特別計画で定義）
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◎ サイト選定の第1段階の進捗
（2008～2011年）
特別計画に基づくサイト選定の第1段階は、2008

年10月に、放射性廃棄物管理共同組合（NAGRA）
が処分場の地質学的候補エリアを提案したことを受
けて始まりました。
特別計画では右上表にある安全性と技術的実現
可能性に関するサイトの評価基準が定められました。
NAGRAはこの基準に従って全国から絞り込みを進め
（右段の囲み記事を参照）、高レベル放射性廃棄物
の地層処分場の地質学的候補エリアを3カ所提案し
ました。
第 1 段階では右下のフロー図に示すとおり、
NAGRAの提案に対する規制機関等による審査、及
び連邦エネルギー庁（BFE）が作成する成果報告書
とファクトシートの草案に対する意見聴取などが行わ
れました。審査や意見聴取を踏まえ、成果報告書と
ファクトシートが改訂されました。2011年11月に、連
邦評議会が、NAGRAが提案した3カ所の地質学的
候補エリアを承認したことにより、第1段階が終了し、
次ページに示す地質学的候補エリアが確定しました。
高レベル放射性廃棄物の地層処分場の地質学的候
補エリア3カ所は、いずれも地下400～900mの範囲
に、地層処分場の母岩となるオパリナス粘土が十分
な厚さで存在していると評価されています。なお、低
中レベル放射性廃棄物の地層処分場については地
質学的候補エリアが6カ所選出され、そのうち3カ所
は高レベル放射性廃棄物について選出された地質
学的候補エリア3カ所とほぼ重なっています。
第1段階では地質学的候補エリアの確定作業と
並行して、第2段階での“候補サイト”の選定作業に
必要な検討が行われました。これらの主要な成果とし
て、BFEは次の点を示しています。

○ 地層処分場による環境的・経済的・社会的影
響調査のために第２段階で使用する「地域開発
面の評価手法」の開発

○ 処分場の地上施設が建設される可能性のある
「計画範囲」の確定
○ 地質学的候補エリアの安全性に関する安全規
制当局の審査

○ 第２段階以降で実施される地域参加プロセスに
参加する自治体の確定

NAGRAが実施した絞り込みのステップ
1.  廃棄物を高レベル放射性廃棄物用処分場と低中レベ
ル放射性廃棄物用処分場に割り当てる。

2.  バリア概念と安全性の概念を確定し、基準に関わる定
量的及び定性的な要件と基準値を定める。

3.  地質学的・構造地質学的な広域圏に関する評価を実
施する。

4.  母岩及び閉じ込め機能を有する岩盤領域の評価を実
施する。

5.  岩盤形状の評価及び地質学候補エリアの提案を作成
する。

NAGRA
○地質学的候補エリアを提案

州委員会（8つの州の代表から構成）
○地質学的候補エリアの安全性と地質、計画範囲、地域参加等
について見解を公表

連邦原子力安全検査局（ENSI）
○地質学的候補エリアの安全性に関する評価報告書を作成

地層処分場専門家グループ（EGT）と原子力安全委員会（KNS）
○ENSIの評価報告書をレビュー

連邦エネルギー庁（BFE）
○州委員会や官庁の見解を踏まえて、成果報告書とファクト
シートの草案を作成

意見聴取（3カ月間）
○州、関心のある住民などは草案に対して意見を表明

連邦評議会
○成果報告書とファクトシートを承認
地質学的候補エリアの確定

第1段階の概要

基準グループ 基準項目

1.  母岩ないし有効な閉じ
込めエリアの特性

1.1　サイト規模
1.2　水力学的バリア機能
1.3　地球化学的条件
1.4　放出経路

2. 長期安定性 2.1　サイト・岩盤特性の安定性
2.2　侵食
2.3　処分場による影響
2.4　地下資源の利用による影響

3.  地質学的知見の信頼性 3.1　岩盤の特性の評価可能性
3.2　空間的な条件の調査可能性
3.3　長期的変化の予測可能性

4. 建設上の適性 4.1　岩盤力学的特性と条件
4.2　地下坑道の掘削と排水

特別計画が規定する第1段階での安全性と技術的実現可能性に
関するサイトの評価基準
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バーゼル・
ラントシャフト州

ゾロトゥ
ルン州

ルツェルン州

アールガウ州

チューリッヒ州

チューリッヒ

トゥール
ガウ州

シャフハウゼン州

オプヴァル
デン準州

ウーリ州

ニドヴァルデン準州

ジュラ東部

北部レゲレン

ジュートランデン

チューリッヒ北東部

ジュラ・ジュートフス

ヴェレンベルグ

JO-3+

ZNO-6b

WLB-1

JS-1

SR-4

（※2）

（※2）

（※1）

（※1）

NL-6

NL-2

地質学的候補エリア 計画範囲

影響を受けるその他自治体

絞り込まれた地上施設とその名称NAGRA提案の地上施設

州境 自治体の境界

地質学的候補エリアを一部含む自治体 計画範囲を一部含む自治体

計画範囲の境界
サイト地域の境界

国境

地域会議提案の地上施設

ドイツ

ベルン

チューリッヒ

ベルン
ヴェレンベルグヴェレンベルグ

チューリッヒ

ジュネーブ

オーストリア

イタリア

フランス

スイス

特別計画「地層処分場」の第１段階で確定した地質学的候補エリア
（高レベル放射性廃棄物の処分場3カ所及び低中レベル放射性廃棄物の処分場6カ所）
（NAGRA2011年年次報告書に基づいて作成）

（※1） NAGRAの提案に基づき絞り込まれた地上施設
（※2） 地域会議の提案に基づき絞り込まれた地上施設

地域会議の設置エリア名・関係州（関係する自治体数） 地層処分場の地質学的候補エリア面積（※1）

ジュラ東部 アールガウ州（《高》：35／《低中》：44）（※2） 約27km2《高》／約61km2《低中》

ジュラ・ジュートフス アールガウ州（28）、ゾロトゥルン州（19） 約65km2《低中》

北部レゲレン アールガウ州（13）、シャフハウゼン州（2）、チューリッヒ州（26） 約64km2《高》／約65km2《低中》

ジュートランデン シャフハウゼン州（13）、トゥールガウ州（1）、チューリッヒ州（8） 約24km2《低中》

ヴェレンベルグ ニドヴァルデン準州（3）、オプヴァルデン準州（1） 約16km2《低中》

チューリッヒ北東部 シャフハウゼン州（6）、トゥールガウ州（3）、チューリッヒ州（19） 約50km2《高》／約49km2《低中》

それぞれの放射性廃棄物の地質学的候補エリアとその面積

（※1）  高レベル放射性廃棄物用（《高》）と低中レベル放射性廃棄物用（《低中》）の地層処分場の設置が検討されている地域では、地質学的候補エ
リアの面積を順に記載。廃棄物種類によって候補となる岩種・深度範囲が異なるため、高レベル廃棄物用の地質学的候補エリアは、必ず
しも低中レベル廃棄物用のエリアの一部ではありません。

（※2）  ジュラ東部は立地州がアールガウ州単独となります。地域会議は、低中レベル廃棄物用と高レベル廃棄物用に分かれるのではなく、対象
に応じて参加する自治体が変わります。
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◎ サイト選定の第2段階の進捗状況と作業予定
（2011～2018年）
2011年12月にサイト選定手続きの第2段階が開始

されました。2012年1月にNAGRAと連邦エネルギー
庁（BFE）は「計画範囲」に含まれる20カ所の地上
施設区域の案を公表しました（125ページの地図で丸
印で示された点です）。設置区域は、安全性及び技
術面からの現実性、土地利用に関する適合性及び環
境との適合性、地域との調和を考慮して提案されまし
た。BFEの主導で設置され、自治体の代表や住民が
参加する「地域会議」は地上施設の設置区域につい
て独自の提案をしました。NAGRAはこれらの提案を
踏まえ、14カ所を追加検討し、2013年秋から2014年
5月末にかけて、6つの計画範囲について合計34カ所
の地上施設の設置区域案のうち7カ所を提案しました。

BFEは2012年6月に地層処分場が立地する地域
に与える経済影響に関する中間報告書を公表しまし
た。同報告書は、6カ所の地質学的候補エリアを包
含する形で設定されている「サイト地域」を対象にし
た分析で、いずれのサイト地域でも経済的にプラスま
たはマイナスの影響のどちらも小さいと結論付けてい
ます。BFEは2014年11月に社会・経済・環境影響
に関する最終報告書を公表しました。最終報告書で
は、NAGRAが2014年5月に提案したそれぞれの地
上施設の設置区域を比較し、環境影響及び社会影
響については、差異の大きい評価項目があると結論
付けています。
2014 年には、右上のフロー図中に示すとおり、
NAGRAが予備的安全評価とサイトの比較作業を実
施しました。NAGRAは科学的・技術的な基準に基
づいて絞り込みを行い、2015年1月末に「チューリッ
ヒ北東部」及び「ジュラ東部」の2つを提案しました。
NAGRAはいずれについても不透水性の岩盤が適
切な深度にあり、氷河等による侵食の影響を受けず
長期に安定して存在しているため、放射性廃棄物の
安全な閉じ込めが実現できるとしています。第2段階
の完了は2018年末と見込まれています。
連邦原子力安全検査局（ENSI）はNAGRAの
提案について「北部レゲレン」も優先候補として引き
続き検討すべきとの見解を示しました。2017年11月
にBFEが取りまとめた報告書は、ENSIの見解を受
け入れ、「ジュラ東部」、「チューリッヒ北東部」「北部

予備的安全評価とサイトの比較
特別計画によると、予備的安全評価で実施するのは以
下の2つとなっています。
● 廃棄物の閉じ込めにおける個々のバリアの性能と挙
動に関する情報を提示すること。
● 第 1段階で選定されたそれぞれの地質学的候補
エリアにおける線量の評価値が、防護基準である
0.1mSv／年以下であることを立証すること。

サイトの比較では以下が実施されます。
● 各々のサイトについてレファレンスシナリオを利用
して、現実的に予想される線量の時間的な変遷を計
算する。
● 代替シナリオにおける地層処分場の挙動を計算する。
● 以上の2つにより、各々のサイトについて線量区間
を導出する。

NAGRA
○地上施設を提案

地域会議
○NAGRAの地上施設の提
案を検討、独自の提案も
可能

NAGRA
○地上施設を計画範囲ごと
に1つへと絞り込み

NAGRA
○予備的安全評価とサイト
の比較作業を実施

連邦エネルギー庁（BFE）
○地域会議と協力して社会・
経済調査を実施、報告書
を公表

NAGRA
○最低2カ所の候補サイトを提案

連邦原子力安全検査局（ENSI）
○サイトの安全性に関する評価報告書を作成

原子力安全委員会（KNS）
○ENSIの評価報告書をレビュー

連邦エネルギー庁（BFE）
○州委員会、官庁、地域会議の見解を踏まえて、成果報告書と
ファクトシートの草案を作成

意見聴取（3カ月間）
○州、関心のある住民などは草案に対して意見を表明

連邦評議会
○成果報告書とファクトシートを連邦評議会が承認
最低2カ所の候補サイトの確定

第2段階の概要
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2. 地域振興方策

地層処分場プロジェクトに関する確定手続きである特別計画において、その手続きが完了して地
層処分場の建設地が確定した後に、地元への交付金について検討することを明記しています。

◎制度の現状
スイスでは、現時点では地域振興を目的とした法的
な枠組みはありませんが、地層処分場プロジェクトに
関する特別計画の確定手続きにおいて、サイト確定後
に交付金について検討することを明文化しています。
特別計画によると、交付金について、法的根拠は定

められていないものの、第3段階において交付金に関
する検討が行われ、概要承認が発給されてから、実施
主体であるNAGRAを通じて廃棄物発生者が支払う
ことが規定されています。交付金の配分と用途につい
ては、地質学的候補エリアや計画範囲に含まれる自治
体等が検討し、州などに提案することになっています。

レゲレン」を第3段階に進む候補としています。他方、
NAGRAはサイト選定第3段階の実施に向けて、ボー
リング調査の準備を進めており、2016年 9月に許可
申請書を連邦エネルギー庁へ提出しました。

◎ サイト選定の第3段階の作業予定とプロジェク
ト確定手続き（2019年～）
第3段階では、右図の流れでNAGRAが概要承

認申請書をBFEに提出し、高レベル放射性廃棄物
用処分場と低中レベル放射性廃棄物用処分場のサイ
トを提案します。低中レベル放射性廃棄物用処分場
が高レベル放射性廃棄物用処分場と同じサイトで提
案される可能性もあります。
「概要承認」の議会による承認後は、地下特性調
査施設の建設等の詳細な地球科学的調査が実施さ
れます。処分場の建設許可、操業許可の手続きは別
途必要となっています。

◎環境影響評価
環境影響評価は、特別計画及び環境影響評価に

関する政令に基づき、予備調査、第1ステージ、第2
ステージの順序で進められます。まずNAGRAはサ
イト選定第2段階で環境影響の予備調査を実施し、
環境影響評価の第1ステージの仕様書を作成しま
す。サイト選定第3段階では概要承認を申請する際
にNAGRAが環境影響評価の報告書の第1ステー
ジを提出し、第2ステージの仕様書を作成します。建

NAGRA
○必要に応じて弾性波探査、
ボーリングなどの地球科
学調査を実施

連邦エネルギー庁（BFE）
○サイト地域と協力して、
経済的側面に関する詳細
な調査を実施

NAGRA
○概要承認申請書をBFEへ提出、サイトを提案

連邦原子力安全検査局（ENSI）
○安全性に関する点から概要承認申請書について評価報告書を
作成

連邦エネルギー庁（BFE）
○州委員会、官庁、地域会議の見解を踏まえて、成果報告書と
ファクトシートの草案を作成

意見聴取（3カ月間）
○州、関心のある住民などは草案や概要承認申請に関する資料
等に対して意見を表明

連邦評議会
○成果報告書とファクトシートを連邦評議会が承認
○概要承認を発給

連邦議会
○概要承認の連邦による批准

第3段階の概要

設許可を申請する際には環境影響評価の報告書の
第2ステージを提出します。
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情報提供・コミュニケーション>>>

1. 公衆との対話

特別計画「地層処分場」は、放射性廃棄物処分場のサイト選定手続において、情報提供とコミュ
ニケーションが重要であるとしています。サイト選定においては、連邦政府の担当官庁である連邦
エネルギー庁（BFE）が中心となって、さまざまな方法で透明性の確保とコミュニケーションの実
現が図られています。

◎処分事業とコミュニケーション
処分事業を進めていくためには、住民の理解を得る

ことが重要となります。スイスにおいて放射性廃棄物
処分に関し、住民との間に十分なコンセンサスが得ら
れなかった例として、低中レベル放射性廃棄物処分
場計画が挙げられます。この計画では、電力会社と
地方自治体の共同出資によって設立されたヴェレンベ
ルグ放射性廃棄物管理共同組合（GNW）が、1994
年にスイス中部のニドヴァルデン準州ヴェレンベルグに
おける処分場建設計画を発表し、概要承認手続を開
始しました。しかし、1995年 6月の州民投票［8］で、
探査坑の掘削と処分場の建設を目的とした地下空間
利用の許可及び連邦による概要承認に対する州の
意見・勧告が否決され、GNWは連邦、州政府、放
射性廃棄物管理共同組合（NAGRA）などの協力
のもとに処分概念の見直しを実施しました。2002年に
GNWは再び、探査抗掘削のみを目的とした地下空間
利用の許可申請を州に提出しましたが、同年9月の州
民投票で州の許可発給が再度否決されたため、ヴェ
レンベルグ・サイトを断念する決定がなされ、GNWは
解散しました。
なお、2005年2月に施行された原子力法において、
処分場などの原子力施設の立地などに関しては、州
政府による許可が必要とされないことが規定されてい
ます。

◎ 特別計画「地層処分場」における規定
サイト選定手続等を定めた特別計画「地層処分
場」は、2006年3月の最初の草案の公表以降、国内
や隣接諸国の当局や組織及び個人、スイスの州など
から提出された意見を踏まえて、2008年4月に連邦
評議会により承認されました。
同計画は、サイト選定の担当官庁である連邦エネ

ルギー庁（BFE）の役割の一つとして、コミュニケー

［8］スイスにおける州民投票とは?
州民投票とは、州民による発案に対して一定数以上の
有効署名が集まった場合に、発案の是非について住民が
直接的に意思表明を行うことができる制度です。州レベ
ルでの発案の権利は、広範囲にわたって認められており、
州憲法の改正や州法の改正も対象となっています。

V. 情報提供・コミュニケーション

ヴェレンベルグ・サイト
（写真提供：GNW94-01, Technischer Bericht zum 

Rahmenbewillungsgesuch, (1994)）
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ション方針の作成や公衆への情報提供、及び広報活
動を定めています。また、放射性廃棄物管理共同組
合（NAGRA）には、関係者に対する専門的な知見
の提供が求められています。
また、同計画によるサイト選定手続においては、情
報提供や関係する州、地域、自治体及び公衆の関
与が重要と考えられており、地域参加はそのための
主要な手段とされています。特別計画は「サイト地
域」に属する自治体が地域参加の組織を設置するこ
とを定めており、2011年から6つのサイト地域におい
てBFEの主導により設置された「地域会議」が活動
を始めています。

◎地域会議
各地域会議は約85名から最大110名までのメン

バーで構成されており、①州やサイト地域を構成する
自治体の代表者、②経済団体、政党、教会等の代
表者、③住民が参加しています。また、サイト地域に
ドイツの自治体が含まれる場合はドイツからも地域会
議に参加します。NAGRAの2012年年次報告書に
よると地域会議には約200の自治体が参加しており、
その中にはドイツの12の自治体が含まれています。
地域会議は土地利用や社会経済発展に関する

調査を実施し、地域の持続的発展に資するプロジェ
クトを作成する役割を担っています。また、NAGRA
の提案と別に、地域会議が地上施設の配置と立地
について独自に提案できます。ジュラ東部とジュート
ランデンでは地域会議が提案した地上施設の設置
区域案をNAGRAが採用しました。チューリッヒ北東
部と北部レゲレンでは、地域会議の見解を踏まえて
NAGRAが新たに設置区域案を提案・採用しました。
地域会議の予算は1つの地域会議ごとで年間約
50万～70万スイスフラン（約5,750万～8,050万円、
1スイスフラン＝115円として換算）です。地域会議は
予算案と活動費用に係る請求書を連邦エネルギー庁
（BFE）へ提出し、BFEはこの予算案を承認し、費
用をNAGRAへ請求します。この予算は地域会議の
事務局の運営費用、広報活動、会議参加の費用な
どに割り当てられており、地域会議のメンバーは活動
への参加に対する報酬を受け取っています。
なお、2015年にNAGRAが地質学的候補エリア
の絞り込み提案の結果、予備候補とされたエリアに
係る地域会議は徐々に活動規模を縮小しています。
「北部レゲレン」は、規制機関が優先候補として引き
続き検討すべきとの見解を2016年に示していることか
ら、引き続き活動しています。

2. 意識把握と情報提供

特別計画「地層処分場」は、サイト選定における地域参加プロセスの実施、及び州や自治体
等のさまざまな関係者が参加する委員会などの設置を規定しています。また、連邦エネルギー庁
（BFE）や放射性廃棄物管理共同組合（NAGRA）は、多様な媒体を通じて情報提供を行ってい
ます。

◎広報活動（情報提供）
ここでは、放射性廃棄物処分場のサイト選定手続
において実施されている意識把握のための活動や、
情報提供活動を紹介します。

［委員会などの設置］
特別計画「地層処分場」は、州や自治体からも代

表者が参加して構成される、右の表のような委員会な
どの設置を規定しており、活動しています。

名　称 役　割

処分場諮問
委員会

地層処分場サイト選定手続の実施において環境・
運輸・エネルギー・通信省（UVEK）をサポート

州委員会 サイト選定に関係する州や近隣州、近隣国の政府
代表者間の協力を図り、選定手続の実施で連邦を
サポート、連邦に勧告を提出

州安全専門
家グループ

安全性に関する資料の評価時に州をサポート／ア
ドバイス

安全技術
フォーラム

住民、自治体、団体、州、関係近隣国で影響を受け
る自治体の技術的な問い合わせへの対応
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情報提供・コミュニケーション>>>

NAGRAが作成しているパンフレット等
（NAGRAウェブサイトより引用）

NAGRAによる情報提供活動の様子
（写真提供：NAGRA）

［情報提供の取り組み］
地層処分場の地質学的候補エリアの提案の公表
後の2008年11月から12月にかけて、BFEの主催に
よりドイツを含めた9カ所で、情報提供イベントが開催
されました。このイベントでは、連邦原子力安全検査
局（ENSI）及びNAGRAもプレゼンテーションを行っ
ています。
また、NAGRAは、独自に情報提供のためのイベン

トを実施する他、パンフレット等の作成や教育機関へ
の情報提供、地下研究所を利用した情報提供活動
などを行っています。
NAGRAは2012年にチューリッヒ中央駅で“Time 
Ride”と題する大型展示を開始しました。この展示は
地層の歴史やなぜオパリナス粘土は処分に適してい
るのかの理由などを紹介するものです。その後、ベ
ルン、シャウフハウゼン、ヴィンタートゥールの見本市で
も展示を実施しています。
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高レベル放射性廃棄物の発生状況と処分方針>>>

I. 高レベル放射性廃棄物の発生状況と処分方針

英国政府は、放射性廃棄物管理政策を検討する専門委員会のメンバーを公募し、その委員会に
よる勧告を政府が受け入れる形で、高レベル放射性廃棄物を地層処分する方針を2006年に決め
ました。

◎原子力エネルギー政策の動向
英国には商業用原子炉として、26基のガス冷却炉

（GCR、マグノックス炉）、14基の改良型ガス冷却炉
（AGR）、1基の加圧水型軽水炉（PWR、1995 年
運転開始）が順次導入されました。初期に導入され
たGCRは全て閉鎖済みであり、操業中のAGR14基
も2023年以降、順次運転を終了する見通しです。
英国政府は、温室効果ガスの排出量抑制やエネ
ルギー安全保障の観点から、2030年代までに電力
供給の脱炭素化を目指し、再生可能エネルギー、原
子力、ガス、二酸化炭素の回収・貯蔵を用いた多様
なエネルギーミックスの構築をサポートする考えです。
民間による原子力発電への新規参入や投資の促進
を目的に、2013年エネルギー法が制定されました。
2017年12月時点で、新規に13基の原子炉の導入
計画があります。
2011年3月の東京電力（株）福島第一原子力発

電所の事故を受け、原子力施設の安全管理などを規
制する原子力規制局（ONR）は、英国政府の指示
により、この事故による英国の原子力安全に与える影
響を調査しました。この調査結果による新規原子炉
の計画を含めた、大きな政策の変更はありません。

NDAのセラフィールドサイト
（セラフィールド社ウェブサイトより引用）

酸化物燃料再処理プラント（THORP）内の
使用済燃料貯蔵プール

（セラフィールド社ウェブサイトより引用）

◎使用済燃料の発生と貯蔵（処分前管理）
英国の原子力発電で発生する使用済燃料の発
生者は、GCRを所有する「原子力廃止措置機関」
（NDA）、AGR14基とPWR1基を所有する民間発
電事業者の「EDFエナジー社」（フランス電力会社
の英国子会社）です。これらの原子炉から発生する
使用済燃料のうち再処理予定があるものは、再処理
施設のあるセラフィールドに輸送（主に鉄道）されてい
ます。現時点では、EDFエナジー社から発生する使
用済燃料の一部については、同社が最終的な管理
方針を決定しておらず、発電所内で貯蔵しています。
なお、NDAは、かつての英国の原子力産業界、
研究開発機関が持っていた原子力施設を所有し、運
転・操業し、廃止措置及び放射性廃棄物の処理処
分を行うために2005年に設立された政府外公共機関
（NDPB）です。NDAは、個々の原子力サイトに存
在する原子力施設を操業するサイト許可会社（SLC）
と管理・操業契約を締結しますが、SLCの経営は国
際競争入札で決定する親会社（PBO）が行います。

◎セラフィールドの再処理施設
英国の北西部、セラフィールドに再処理施設があ

り、1950年代から、英国内で発生した使用済燃料の
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放射性廃棄物処分場
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低レベル放射性廃棄物処分場
（LLWR）
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ウェールズ

参考資料

◎原子力発電の利用・導入状況

◎原子力発電所及びその他の原子力関連施設の所在地

◎原子力発電設備容量
合計15基888.3万kW
（2018年1月）

2015年
英国 総発電電力量 国内供給

電力量
国内電力
消費量輸入 輸出

単位：億kWh 3,390.95 227.16 -17.78 3,600.33 3,028.50
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高レベル放射性廃棄物の発生状況と処分方針>>>

物管理委員会（CoRWM）を設置しました。
CoRWMは公衆・利害関係者参画プログラム（PSE）

を進め、管理方針が未定の放射性廃棄物の管理の
在り方について、技術・コスト面だけでなく、社会・
倫理面からも検討し、協議を重ねました。2006年に
CoRWMが提出した勧告を政府が受け入れ、高レベ
ル放射性廃棄物等の地層処分実施を含む管理方針
を決定しました。処分の実施主体は、高レベル放射
性廃棄物等の中間貯蔵の責任を有していた原子力
廃止措置機関（NDA）に割り当てました。
また、CoRWMは勧告において、地層処分場の立
地選定における成功要因として、自治体の“主体的
参加”と“パートナーシップ”（互恵関係）を挙げていま
す。これに基づいて、政府は引き続き「放射性廃棄
物の安全管理」プログラムを継続しており、地層処分
場のサイト選定を公募方式で進めているところです。

2001年9月 環境・食糧・農村地域省（Defra）が英国内の
放射性固体廃棄物管理のための政策開発に向
けた提案をまとめ、意見募集。〔第１期〕

2003年 政策勧告を検討する「放射性廃棄物管理委員
会」（CoRWM）の設置を決定。委員を公募・
任命し、11月から検討作業を開始。〔第２期〕

2006年7月 CoRWMが放射性廃棄物管理オプションに関
する勧告を政府に提出。

2006年10月 政府が勧告を受け入れ、高レベル放射性廃棄
物等の地層処分実施を含む管理方針を決定。

2007年4月 原子力廃止措置機関（NDA）が、地層処分の
実施主体となる。

2007年6月 Defraが実施体制や処分地選定プロセスなど
を含む「地層処分の実施枠組み」案をまとめ、
意見募集。〔第３期〕

2008年6月 Defraが白書「地層処分の実施枠組み」を公表。
処分実施主体の役割を、中間貯蔵の責任を有
していた原子力廃止措置機関（NDA）に割り
当てるとともに、政府主導のサイト選定プロ
セスを開始。〔第４期〕

高レベル放射性廃棄物の管理政策の決定までの経緯
～「放射性廃棄物の安全管理」アクションプログラム～

CoRWMが2006年7月に
まとめた政府への勧告

他、外国の使用済燃料も委託契約に基づいて再処理
しています。再処理で製造されたガラス固化体は、再
処理施設内で貯蔵されています。セラフィールドには、
原子力廃止措置機関（NDA）が所有する2つの再
処理施設―マグノックス再処理プラントと酸化物燃料
再処理プラント（THORP）―があります。NDAは、
2016年4月にサイト許可会社であるセラフィールド社を
完全子会社とし、引き続き、同社と管理・操業契約を
締結し、商業ベースで操業しています。

◎処分方針
再処理で製造されたガラス固化体は、冷却のため

に少なくとも50年間貯蔵した後、地層処分する方針
です。セラフィールドの再処理施設では、外国の使
用済燃料を再処理しているほか、施設の操業計画に
よっては、再処理しない使用済燃料が残る可能性が
あります。それらの所有者が、使用済燃料を放射性
廃棄物と位置付けた場合には、それを容器に封入し
て地層処分する可能性も考慮しています。

◎処分方針が決定するまでの経緯
英国［1］において、高レベル放射性廃棄物を地層

処分するという最終的な管理方針は、2001年から政
府が実施している、「放射性廃棄物の安全管理」と
呼ばれる政府のアクションプログラムを通じて2006年
に決定しました。政策開発・決定の方法として、公開
討論を通じて政府に勧告してもらう方式を打ち出した
ことが特徴です。これは、放射性廃棄物政策に対す
る公衆の信頼を得るためには不可欠だという認識によ
るものでした。公開討論の運営をどの組織が担当す
るかについても、広く意見を求めました。政府は、公
開討論の運営・政策提案を担う組織として、委員長
を含む13名を公募・選任し、2003年に放射性廃棄

［1］英国の正式名称は、グレートブリテン及び北アイル
ランド連合王国です。イングランド、ウェールズ、スコッ
トランド、北アイルランドの4つの自治政府から構成さ
れます。地層処分場では、高レベル放射性廃棄物と低中
レベル放射性廃棄物の両方を処分する計画です。ただし、
高レベル放射性廃棄物の地層処分方針については、ス
コットランドが賛同していないため、高レベル放射性廃
棄物に限って、スコットランドは実施体制の枠組みには
含まれていません。
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II. 地層処分計画と技術開発

1. 処分計画

英国では、高レベル放射性廃棄物を含め、既存の浅地中処分場では処分できない放射性廃棄物
を地層処分するという方針です。地層処分場には、高レベル放射性廃棄物の他に、中レベル放射
性廃棄物や一部の低レベル放射性廃棄物も併置処分することを想定しています。

◎地層処分対象の放射性廃棄物
英国では、既存の浅地中処分場では処分できない

放射性廃棄物を地層処分する方針です［2］。このた
め、現在、処分地の選定が進められている地層処分
場では、高レベル放射性廃棄物以外にも、再処理施
設や原子力発電所などから発生する放射性廃棄物
も処分する計画です。
また、改良型ガス冷却炉から発生する使用済燃料
の一部と加圧水型原子炉（1基）から発生する使用
済燃料については、現時点では再処理する計画が
未定であるため、これらを処分キャニスタに封入して
地層処分する可能性も考慮しています。
さらに、核燃料として用いる濃縮ウラン以外の劣化
ウラン、再処理で回収したプルトニウムやウランは、現
時点では放射性廃棄物に分類していませんが、将来
において用途がないと決定した場合には、それらを地
層処分することを想定しています。
地層処分事業の実施主体である放射性廃棄物管

理会社（RWM社）は、確保すべき中間貯蔵施設や
地層処分場の規模を検討するために、3年毎に英国
内の放射性廃棄物のインベントリを評価しています。
2013年4月時点のデータに基づき推定した、地層処
分の対象廃棄物の総量見通しは右表のようになって
います。

◎処分形態
ガラス固化体と使用済燃料は、いずれも処分キャ
ニスタに封入して処分する方法が検討されています。
処分キャニスタの材質は、処分地の岩盤・地下水条
件などによって変わりますが、銅-鋳鉄製のキャニスタ
と鋼鉄製キャニスタが検討されています。ガラス固化
体の場合は2体を1つの処分キャニスタに封入します。
また、PWR燃料集合体は4体、AGR燃料体は8体
を1つの処分キャニスタに封入します。

［2］既存の浅地中処分場として、NDAが所有するドリッ
グ村近郊にある低レベル放射性廃棄物処分場（LLWR）
（1959年から処分開始）があります。2007年に策定され
た低レベル放射性廃棄物管理政策では、一部の小規模事
業者が採用できる可能性は残しつつも、原子力施設から
発生する放射性廃棄物用には、新たな浅地中処分施設を
設置しない方針です。

種　類 地層処分施設に定置する廃棄物パッ
ケージの体積（レファレンスケース）

高レベル放射性廃棄物 9,290 m3

中レベル放射性廃棄物 456,000 m3

地層処分対象の
低レベル放射性廃棄物 11,800 m3

使用済燃料* 66,100 m3

プルトニウム* 620 m3

ウラン* 222,000 m3

合計** 764,000 m3

地層処分の対象廃棄物の総量見通し

* これらは現時点では廃棄物と認識されていません。
** 切り捨てのため合計は合わない。

（出典：NDA Report no. DSSC/403/01 (2016)）

ガラス固化体と使用済燃料の処分パッケージ案
（出典：NDA Report no.DSSC/441/01 (2016)）

ガラス固化体用
廃棄物パッケージ

使用済燃料（PWR）用
廃棄物パッケージ

使用済燃料（AGR）用
廃棄物パッケージ
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◎処分場の概要（処分概念）
英国政府が処分場のサイト選定を進めています

が、現時点では具体的な候補地が未定です。地層
処分事業の実施主体である放射性廃棄物管理会社
（RWM社）は、3種類の地質条件を仮定して、地
層処分システムの基本概念設計の開発を進めていま
す。地層処分場の設置深度は地下200～1,000m
の範囲が考えられています。
技術検討段階の処分場概念では、①結晶質岩の
場合には深度650mで処分キャニスタを縦置き、②堆
積岩の場合には深度500mで横置き、③岩塩層の場
合には深度650mで横置き ─ としており、様々な技
術オプションを検討しているところです。

◎処分事業の実施計画
英国政府は、2014年 7月に高レベル放射性廃棄
物等の地層処分施設の設置に向けた新たなサイト選
定プロセス等を示した白書「地層処分－高レベル放
射性廃棄物等の長期管理に向けた枠組み」を公表
しています。2014年7月の白書において、英国政府
は地層処分を実現するためのタイムスケールを以下の
ように示しています。
○ 約2年間：地層処分施設に関する情報を地域に
提供
○ 15年から20年間：地域との協議、サイト調査、
施設の設計及び計画立案

地層処分場の概念図
（出典：DECC, Implementing Geological Disposal. A Framework for the long-term 

management of higher activity radioactive waste (2014)）

低レベル放射性廃棄物及び
中レベル放射性廃棄物の処分ボールト

アクセス用斜坑

高レベル放射性廃棄物
及び使用済燃料の処分坑道

アクセス用立坑

地上施設

○ 100＋α年間：地層処分施設の建設、操業、閉鎖

また、英国政府は、EU指令（2011/70/Euratom）
に基づき作成した『英国における使用済燃料及び放
射性廃棄物の責任ある安全な管理のための計画の
設定』（2015年8月公表）において、地層処分施設
の利用が可能となる時期について以下のように設定
しています。
○ 2040年頃：低レベル放射性廃棄物及び中レベ
ル放射性廃棄物の受入開始

○ 2075年頃：高レベル放射性廃棄物の受入開始

2014年7月の白書『地層処分－高レベル放射性廃棄物等の長期管理に向けた枠組み』
で示された新たなサイト選定プロセスの概略

※ 英国のうち、イングランドと北アイルランドでは2014年7月の白書で示されたサイト選定プロセスが進められます。なお、ウェールズは
2014年7月の白書策定には関与していませんでしたが、2015年12月にウェールズ政府は、英国政府と同様のサイト選定プロセスを採用
する方針を示しました。ただし、ウェールズにおいてサイト選定プロセスを進める上では、ウェールズ固有の状況での対応が取られることにな
るため、必ずしも同一のサイト選定プロセスとはなっていません。

（参考：DECC, Implementing Geological Disposal. A Framework for the long-term management of higher activity radioactive waste (2014)）
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2.研究開発・技術開発

放射性廃棄物管理の実施主体である原子力廃止措置機関（NDA）は、2004年エネルギー法に
よって、地層処分を含む研究を実施することが決められています。地層処分の研究開発について
は、NDAの完全子会社で地層処分事業の実施主体である放射性廃棄物管理会社（RWM社）が
実施しています。

◎研究機関
英国における地層処分の研究開発は、地層処

分事業の実施主体である放射性廃棄物管理会社
（RWM社）が実施しています。RWM社は、地層
処分システムの開発段階などを通じて必要とされた
研究開発を実施していくとしています。なお、RWM
社は、放射性廃棄物の長期管理に関する政府の
政策を実施する責任を有する原子力廃止措置機関
（NDA）の完全子会社であり、研究開発の資金は
NDAが提供しています。

◎研究計画
RWM社は2016年 5月に、地層処分に関する研

究開発の概要を示した『科学技術プログラム』を公
表しています。科学技術プログラムでは、科学・技術
研究を下記のような4つの分野に分け、分野ごとに目
標や主要な研究成果を示しています。
◯処分システム仕様
◯処分システム設計
◯評価
◯知識の拡充
2016年の科学技術プログラムで示された研究成果

は、地層処分施設の操業開始前までの期間を焦点
としたものであり、地層処分施設の開発の進捗状況
に応じて、定期的に科学技術プログラムをレビューし、
更新するとしています。

◎地下研究所
英国には、現在のところ、高レベル放射性廃棄物

処分の研究開発のための地下研究所はありません。
RWM社が検討している処分事業の実施スケジュー
ル案では、地層処分場の建設と平行して地下特性調
査を行う予定としています。

科学技術プログラム
（2016年5月、RWM社）

科学・技術研究の4分野と実施プロセスの関係

NDAのミッション・ステートメント
「原子炉の浄化と廃棄物管理の問題に対して、安全かつ持
続可能で、国民に受け入れられる解決策を提示する。これ
は、決して安全性とセキュリティ面に妥協せず、社会的ま
た環境面での責任を十分に考慮し、納税者の利益を常に優
先し、ステークホルダーとの関わりを積極的に構築する。」

『英国の高レベル放射性廃棄物等の地層処分を
支援するためのNDAの研究開発戦略』より

（出典：NDA/RWMD/011）

インプット

アウトプット

処分システム仕様

処分システム設計知見の拡充

評　価

廃棄物インベントリ 規制要件 ステークホルダー

セーフティケース LoC/WAC 環境・持続可能性
報告書
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2016年版「一般的な条件での処分システム・セーフティケース」（gDSSC）の文書構成
（出典：NDA Report no. DSSC/101/01 (2016)）

◎安全性の確認と知見の蓄積
英国政府は2014年の白書において、地層処分施
設から人間及び環境の保護が確保される必要があ
るとしており、開発事業者（地層処分施設の実施主
体である放射性廃棄物管理会社（RWM社））に対
して、提案した施設のすべての側面に関する安全面
での論拠を提示するよう求めています。またRWM社
は、地層処分施設がどのように安全性、セキュリティ
及び環境保護に関する高度な基準を満たすのかを
明示するために、セーフティケースを開発し、維持す
る必要があるとしています。
環境規制機関（EA）等は、2009年2月に「地層
処分施設の許可要件に関するガイダンス」を公表しま
した。このガイダンスでは、地層処分施設の開発者
及び操業者は、地層処分施設が人間及び環境を適
切に保護するものであることを立証するよう求めてい
ます。

RWM社は2010年12月に、最初の「一般的な条
件での処分システム・セーフティケース」（gDSSC）
を公表し、2017年8月に、インベントリ等の情報を更
新した2016年版のgDSSCを公表しています。この
gDSSCは、地層処分事業を3つの領域（放射性廃
棄物の輸送、地層処分施設の建設・操業、地層処
分施設の閉鎖後）に分けて、放射性廃棄物を安全
に処分できることを立証する目的で作成された文書で
す。
2016年版のgDSSCは、英国政府の2014年の白

書に基づき、RWM社が実施している地質学的スク
リーニングと並行かつ連動した形で取りまとめたもの
であり、2014年の白書に基づく初期活動終了後に開
始である地層処分施設の受け入りに関心のある地域
（コミュニティ）との協議において、提供される情報の
一つとなります。

概要 gDSSC 
Overview 一般的な条件における概要報告書

セーフティ
ケース
報告書

TSC 輸送セーフティケース主要報告書
OSC 操業セーフティケース主要報告書
ESC 環境セーフティケース主要報告書

評価報告書

TPS 輸送パッケージ安全報告書
TSA 輸送システム安全評価書

Volumes 
1-4

操業安全評価Vol.1：非放射性建設
操業安全評価Vol.2：通常操業
操業安全評価Vol.3：事故時安全評価
操業安全評価Vol.4：臨界安全評価

PCSA 閉鎖後安全評価書
OESA 操業環境安全評価
gEA 一般的な条件における環境評価
gSEA 一般的な条件における社会経済評価
gHIA 一般的な条件における健康影響評価

基礎情報
文書

Inventory インベントリ報告書
DSS part A 処分システム仕様書パートA：高レベル要件
DSS part B 処分システム仕様書パートB：技術仕様
gTSD 一般的な条件における輸送システム設計
gDFD 一般的な条件における処分施設設計
WPAD 廃棄物パッケージと処分可能性評価
TB 技術背景
RSRs 研究進捗状況報告書
Data データ集
SCP&M セーフティケースの策定・管理
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放射性廃棄物処分の実施体制

1. 実施体制

英国では、政府が高レベル放射性廃棄物等の処分における放射性廃棄物管理方針の決定、サ
イト選定の実施などを行っています。高レベル放射性廃棄物処分の安全規制は、原子力規制局
（ONR）や各自治政府が設置している環境規制当局が担当しています。
原子力廃止措置機関（NDA）は、放射性廃棄物の長期管理に関する政府の政策を実施してい

ます。地層処分に関する政府の政策の実施は、NDAの完全子会社である放射性廃棄物管理会社
（RWM社）が担当しています。

◎実施体制の枠組み
英国では、英国政府（ビジネス・エネルギー・産

業戦略省（BEIS））及び自治政府（ウェールズ政府
（WG）と北アイルランド政府）が、放射性廃棄物の
管理及び方針の決定、サイト選定プログラムの実施、
ステークホルダーとの連携などに対する責任を有して
います。英国政府及び自治政府に助言を与える諮問
組織として、放射性廃棄物管理委員会（CoRWM）
があり、地層処分の具体化に向けた実施計画を独立
に精査する役割が与えられています。
英国では、放射性廃棄物を処分するためには、2つ

の許可 ─ ①放射性廃棄物を処分するための許可、
②原子力施設の操業及び建設などの許可（原子力
サイト許可） ─ の両方が必要です。
放射性廃棄物を処分するための許可は、連合王国

を構成する各自治政府（イングランド、ウェールズ、ス
コットランド、北アイルランド）が設置している環境規制

当局が発給します。例えば、処分場の立地点がイング
ランド領域内であれば、イングランドを管轄する環境規
制機関（EA）が行います。
原子力施設の操業及び建設などの許可は、原子

力規制局（ONR）が発給します。ONRは、保健安
全執行部（HSE）の内部組織でしたが、2013年エネ
ルギー法により、原子力施設に係る安全管理や放射
性廃棄物の輸送などを所管する独立した規制当局に
なっています。
英国では、地層処分の実施面において、自治体と

協力して作業を進める主体的参加方式を取り入れて
います。自治体は、地層処分施設のサイト選定プロセ
スに関して実施主体と正式な話し合いを開始すること
ができます。また、十分な情報が提供された上での地
層処分施設の受け入れに関する住民の支持を調査・
確認するまで、いつでも撤退できるとしています。

III. 処分事業の実施体制と資金確保

資金的支援資金的支援

原子力廃止措置機関（NDA）
放射性廃棄物管理会社（RWM社）

地層処分の計画・実施

規制機関
原子力サイト許可、放射性廃棄物処分の許可

原子力規制局（ONR）、環境規制機関（EA）
天然資源ウェールズ（NMW）
北アイルランド環境省（DoENI）

放射性廃棄物管理委員会（CoRWM）
独立した精査・助言

政府
管理政策の策定、プロジェクトの後援、資金調達

ビジネス・エネルギー・産業戦略省（BEIS）
環境・食糧・農村地域省（Defra）

ウェールズ政府（WG）、北アイルランド政府

自治体／地域住民

・ 資金提供
・ 情報提供 ・ 情報提供
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◎実施主体
英国の放射性廃棄物の長期管理に関する政府の
政策は原子力廃止措置機関（NDA）が実施し、高
レベル放射性廃棄物等の地層処分に関する政府の
政策は放射性廃棄物管理会社（RWM社）が実施
します。NDAは、老朽化した原子力施設の廃止措
置や放射性廃棄物の中間貯蔵を安全に行うために、
2005年に設立された政府外公共機関です。英国に
おける放射性廃棄物の処分方針の策定を受けて、そ
れらの処分を実施する役割が加えられました。処分
方針の決定後に必要な法改正が行われ、2007年4
月より処分実施主体となりました。同時に、高レベル
放射性廃棄物等の地層処分場の計画立案や開発の
ほか、地層処分以外の方法で処分する放射性廃棄
物の全体計画立案などを行うために、NDAの内部
組織として放射性廃棄物管理局（RWMD）を設置
しました。NDAは、2014年4月にRWMDを分離し、
NDAの完全子会社として、放射性廃棄物管理会社
（RWM社）を設立しました。

◎安全規則
英国では、2009年2月に、イングランドとウェールズ

を当時所掌していた環境規制機関（EA）などが、高
レベル放射性廃棄物等の地層処分施設に関する許
可申請を検討する際の基礎となる原則及び要件につ
いて記載した「地層処分施設の許可要件に関するガ
イダンス」を策定しました。この中で、地層処分施設
の開発者・操業者が満たすべき管理要件、サイトの
使用、当該施設の設計、建設、操業及び閉鎖に関し
て満たさなければならない放射線学的及び技術的な
要件などを示しています。
地層処分の基本防護目標として「処分時及び将来

において、人間の健康、利益及び環境の健全性が守
られるとともに、人々の信頼を喚起し、費用を考慮した
方法によって実行」するとしています。また、地層処
分場が閉鎖された後の制度的な管理期間では、最も
大きなリスクを受ける人間を代表する個人が、一つの
地層処分施設から受ける放射線学的リスクが10－6/
年以下であることをガイダンスレベル（目標値）として
設定しています。

許可期間内
線量拘束値：0.3mSv/年

サイト拘束値：0.5mSv/年

許可期間後 リスク基準値：10－6/年

安全基準に関する指針

注）  許可期間とは、地層処分場を操業する期間、及び閉鎖後において
能動的な制度的管理下に置かれる期間を指します。

地層処分施設の
許可要件に関する
ガイダンス
（写真提供：EA）
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◎処分に関わる法令の体系図

放射性物質法（RSA93）（2011年改正）
環境許可（イングランドとウェールズ）規則2016

都市田園計画法
（T&CP90）

原子力施設法
（NIA65）

原子力施設規則

2015年社会基盤計画
（放射性廃棄物地層処分施設）令（*）

2011年原子力廃止措置及び廃棄物
の取扱い（資金及び料金）規則

2008年計画法

2008年エネルギー法

労働安全衛生法
（HSWA74）

労働安全衛生管理規則

電離放射線規則

原子力施設法
 （NIA65）

原子力施設規則

政府白書
「放射性廃棄物管理政策
レビュー　最終結論」

環境影響評価規則

放射性物質法（RSA93）（2011年改正）
環境許可（イングランドとウェールズ）規則2016

環境法
（EA95）

都市田園計画法
（T&CP90）

原子力施設法
（NIA65）

安全規制

事業規制

資金確保

環　　境

原子力
損害賠償

（＊）イングランドのみ適用
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◎処分の法制度

内　　容

事
業
規
制

使用済燃料及び放射性廃棄物の管理・処分施設を含む原子力施設の建設、操業などについては、1965年原子
力施設法に基づき、原子力サイト許可の発給を受ける必要があると規定されています。
原子力サイト上などでの放射性廃棄物の処分の実施に際しては、放射性物質法に基づき、スコットランド環境
保護局（SEPA）及び北アイルランド環境省（DoENI）による事前の許可取得が必要であるとされています。イン
グランドとウェールズでは、法改正により放射性廃棄物を処分するためには、環境許可（イングランドとウェー
ルズ）規則2016に基づく許可が必要となっています。
1990年都市田園計画法では、地方の関連機関から計画許可を得ることが必要であると規定されています。
また、イングランドにおいては、2008年計画法に基づいて、地層処分施設の候補サイトを評価するための
ボーリング調査等が行われます。

安
全
規
制

放射性廃棄物に関する安全規制については、1965年原子力施設法及び1974年労働安全衛生法、これらの
法律の関連規則によって定められています。
原子力関連事業を含むすべての事業の従事者及び影響を受ける可能性のある一般公衆の健康及び安全の確保
については、1974年労働安全衛生法の規定により原子力規制局（ONR）が規制を行うことが定められていま
す。また、同法に基づき策定されている電離放射線規則では、作業員及び公衆に対する被曝線量限度に関して、
作業員については年間20mSv、一般公衆については年間1mSvと規定されています。
また、原子力施設の設置・操業を行うには、1965年原子力施設法に基づき、ONRによる許可発給が必要と
なることが規定されています。さらにONRは発給する許可に対して、安全確保や放射性廃棄物管理のための付
帯条件を設定する権限を与えられています。

資
金
確
保

放射性廃棄物処分の資金確保制度については、政府白書 ｢放射性廃棄物管理政策レビュー　最終結論｣におい
て、放射性廃棄物処分に係る費用の負担の汚染者支払いの原則が示されています。
現時点で発生している、もしくは発生が見込まれる高レベル放射性廃棄物の処分に係る資金確保について規定
する法令はありませんが、新規原子炉の廃止措置及び放射性廃棄物管理のための資金確保については、2008年
エネルギー法により規定されています。

環　

境

環境保護については、1995年環境法により現在の規制枠組みが定められています。同法に基づいて、イング
ランドとウェールズを所掌していた環境規制機関（EA）及びスコットランド環境保護局（SEPA）が設置されて
います。なお、EAは2013年4月にイングランドのみを所掌する機関となっています。ウェールズでは、新た
な組織として、天然資源ウェールズ（NRW）を設置し、EAの機能などを引き継いでいます。
1999年都市田園計画（環境影響評価）規則などに基づき、放射性廃棄物の永久貯蔵または最終処分用に設計
された施設について環境影響評価書を作成することを要求しています。同規則では、環境影響評価書を作成せず
に処分場を建設する計画許可を取得することはできないとされています。

原
子
力
責
任

原子力責任に関しては、1965年原子力施設法において、原子力事故発生時における許可取得者などの義務や
義務の不履行に伴う賠償などに関しての規定が設けられています。
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◎処分費用の見積額
2007年 4月に地層処分の実施主体となった原子

力廃止措置機関（NDA）は、2007年次会計報告書
（2008年 3月末）で地層処分場に関する費用見積
りを公表しています。これによると、廃止措置なども含
めた地層処分場に関する総見積費用（割引前の金
額）は、2008年の価格で122億ポンド（約1兆8,200
億円）です。このうち、NDAが支出する分は約83％
（101億ポンド）、残りはNDA以外の処分場利用者
が負担すべき金額としています。
NDAは2016年次会計報告書において、地層処
分に関する費用を約147.5億ポンド（約2兆1,980億
円）と算定しています。この算定額は、NDAが支出
する将来費用のうち、今後5年間の費用については
年あたり－2.7％、6年目から10年目の5年間の費用
については年あたり－1.95％、11年目以降の費用に
ついては年あたり－0.80％で割引した額です。（1ポン
ド=149円として換算）

2. 処分事業の資金確保

英国では、放射性廃棄物の処分費用はその発生者が負担することになっています。廃棄物発生
者である電力会社は、引当金として廃棄物処分費用を確保しています。
再処理施設などを所有する原子力廃止措置機関（NDA）の放射性廃棄物については、その処分
費用は英国政府の負担（国税で負担）です。地層処分の実施主体でもあるNDAは、将来に支出す
る地層処分費用を負債として英国政府に計上しており、2016年末での負債額を約147.5億ポンド
（約2兆1,980億円）と算定しています。

◎処分費用の負担者
英国では、放射性廃棄物の発生者と所有者は、規

制コストや自身、あるいは規制機関が行う関連研究の
コストを含めて、廃棄物を管理・処分するコストを負
担する責任があるとされています。また、放射性廃棄
物の管理・処分に伴う債務をその発生前から見積っ
ておき、それを満たす適正な資金を引き当てておかな
ければならないこととされています。

◎処分の資金確保制度
英国では、放射性廃棄物管理費用の確保のため

の公的な基金制度はありません。このため、英国で
唯一の民間の原子力発電事業者であるEDFエナ
ジー社（2009年にブリティッシュ・エナジー社を買収し
たフランス電力の英国子会社）は、放射性廃棄物管
理費用を引き当てています。2016年末時点では、8.9
億ユーロ（約1,180億円、1ユーロ＝133円として換算）
を引当金として確保しています。
一方、再処理施設や既に運転を停止したガス冷

却炉を含め、原子力廃止措置機関（NDA）が所有
する原子力施設の廃止措置費用や放射性廃棄物の
管理費用は、NDAが行う地層処分事業の費用ととも
に、英国政府が負担（国税で負担）することになりま
す。NDAは、それらの費用を負債として、英国政府
に計上します。ＮＤＡは、廃止措置や廃棄物管理の
事業を進めつつ、事業効率の改善を図ることで負債
の圧縮を図ります。
新規原子炉の廃止措置及び新規原子炉から発生

する放射性廃棄物の管理費用については、2008年
エネルギー法により、原子力発電事業者が自らの負
担分全額を賄うための確実な資金確保措置を講じる
ことになっています。

地層処分場に関する将来支出額の推移見込み
（出典：NDA Annual Report and Accounts 2007/08）
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1. 2014年の白書に基づくサイト選定プロセスの状況

英国政府は2014年7月、高レベル放射性廃棄物等の地層処分施設の設置に向けた新たなサイ
ト選定プロセス等を示した白書「地層処分－高レベル放射性廃棄物等の長期管理に向けた枠組
み」を公表しました。新たなサイト選定プロセスでは、大きく2つに分けてサイト選定に関する活
動を行っています。

◎新たなサイト選定プロセスの開始
英国政府は、2013年の公開協議で寄せたられた
意見など（P150、151参照）を踏まえ、2014年7月に
高レベル放射性廃棄物等の地層処分施設の設置に
向けた新たなサイト選定プロセス等を示した白書『地
層処分－高レベル放射性廃棄物等の長期管理に向
けた枠組み』を公表しました。
2014年7月の白書で英国政府が示した新たなサイ

ト選定プロセスでは、サイト選定に関する活動の期間
を大きく二つに分けています。

［第1期：初期活動］
2014年～2016年の約2年間は、英国政府及び

実施主体の「初期活動」と位置づけており、この期
間では地域社会（コミュニティ）に対し、地質、社会・
経済的影響、地域社会への投資等の地層処分施設
に関連する情報の提供を行うことにしています。地域
社会が①地層処分に関する技術的事項、②実施主
体と地域社会との協働事項の両方に関して明確かつ
証拠に基づいた情報を得ることにより、より安心してサ
イト選定プロセスに参加できるようになると考えられて
います。初期活動の期間では、以下の3つの作業が
実施されています。

IV. 処分地選定の進め方と地域振興

○ 英国全土（スコットランドを除く）を対象とした地
質学的スクリーニングの実施
○地域社会との協働プロセスの開発
○土地利用計画プロセスの開発

なお、英国全土を対象とした地質学的スクリーニン
グは、今後地域社会が地層処分施設の設置につい
て検討する際に、必要な地質情報に容易にアクセス
できるようにすることを目的として実施されるものです。
地層処分施設の設置に「適格」または「不適格」な
エリアの判定や絞り込みに使用するものではないと位
置づけられています。

［第2期］
2016年以降の15～20年間では、関心表明した
地域社会と実施主体との正式な協議として、初期活
動での成果に基づき、実施主体と地域社会の間で地
質調査の実施などに関する正式な協議に入ることに
なっています。サイト選定プロセスからの撤退権につ
いては、地域社会が地層処分施設の設置について
の住民の支持を調査・確認するまでは、いつでも撤
退できるとしています。

初期活動の概略
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◎2014年白書以降の活動状況
2014年白書に基づくサイト選定プロセスに沿って実

施している「初期活動」の実施状況は、以下の通り
です。なお、2016年から開始予定の関心表明した地
域社会と実施主体との正式な協議については、英国
のEU離脱などの影響によりスケジュールが延期され
ています。

○地質学的スクリーニングの実施：
実施主体である放射性廃棄物管理会社（RWM
社）は、2016年4月に地質学的スクリーニングの
ガイダンスを公表しました。このガイダンスにおい
て、RWM社は地層処分施設の長期安全要件
に関して考慮すべき5つの地質特性として、①
岩種、②岩盤構造、③地下水、④自然プロセス、
⑤資源に着目し、過去に英国で実施された採鉱
活動に関する情報などに基づいて、スクリーニン
グ作業を行います。RWM社は、スクリーニング
作業で得られた情報に基づいて、各地域の地質
特性と安全面がどのような関連性を持っているか
について示した簡略な説明文書を提示する予定
です。RWM社の親会社である原子力廃止措
置機関（NDA）のビジネスプラン2018-2021のド
ラフト版では、2018年6月にサイト選定プロセス
が開始される見込みであるとしています。

○地域社会との協働プロセスの開発：
英国政府は、ビジネス・エネルギー・産業戦略省
（BEIS）の代表を議長とした「地域社会の意
思表示のための作業グループ（CRWG）」を設
置し、2015年3月から地域社会との協働プロセ
スの開発に向けて、以下のような検討を行ってい
ます。
・  地域社会に関する定義や意思表示に関する
オプションの開発

・  住民の支持を調査・確認（test）方法の策定
に向けたプロセスの開発

・  地域社会への投資
英国政府は、2018年1月に地層処分施設に関
する地域社会との協働プロセス案を策定し、公
開協議を開始しました。今後は、公開協議で得
られた意見を検討した上で、協議の回答と最終
的な政策を公表するとしています。

○土地利用計画プロセスの開発：
2015年3月に、地層処分施設（GDF）の条件な
どを規定した「2015年社会基盤計画（放射性
廃棄物地層処分施設）令」を発効しました。こ
の立法措置により、イングランドにおけるGDF開
発プロジェクトは、「国家的に重要な社会基盤プ
ロジェクト（NSIP）」として位置づけられ、国家レ
ベルで重要なインフラ整備に係る手続きなどを定
めた「2008年計画法」に基づいた規制が適用
されます。また、GDF開発プロジェクトの実施に
は、計画審査庁からの勧告を受けた担当大臣に
よる開発同意令が必要となります。英国政府は、
開発同意令の発給審査の基礎となる国家政策
声明書（NPS）の策定を進めております。国家
政策声明書には、持続可能性評価（AoS）と生
息環境規制評価（HRA）の評価結果を含むこ
とになっています。英国政府は、2018年1月にイン
グランドにおける地層処分施設に関する国家政
策声明書案を策定し、公開協議を開始しました。
公開協議で寄せられた意見に対する回答文書
は英国議会に提出されることになっています。今
後、国家政策声明書案は英国議会による審議・
承認を受けることになっています。

※ 上記は英国地質調査所（BGS）が地域別指針で採用している地域
区分である。

BGSが「地域別指針」（Regional Guide publication series）
を発行するために採用している地質学的地域

（スコットランドを除く）
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なくとも第4段階の前までに、地域立地パートナー
シップが設立され、地元の意見を反映できる形
で選定作業が進められることになっています。

このサイト選定プロセスでは、地下での調査及び建
設が始まるまで（第5段階の終了まで）は、自治体が
選定プロセスからの撤退権を行使できることを政府が
保証しているのが特徴です。政府は各段階の終了

2. これまでのサイト選定プロセスと経緯

2008年6月の英国政府白書『放射性廃棄物の安全な管理－地層処分の実施に向けた枠組み』
において、公募方式に基づく6段階から成るサイト選定プロセスや適用すべき基準を示しました。
英国政府が処分場を建設するための好ましいサイトを選定するまでは、自治体がこのサイト選定プ
ロセスから撤退する権利を行使できるとしています。英国政府白書の公表とともに、サイト選定が
開始されましたが、2013年1月に、関心表明を行っていたカンブリア州西部の自治体がサイト選
定プロセスからの撤退を表明しました。

◎処分場サイト選定プロセス
英国政府は2008年6月に白書『放射性廃棄物の
安全な管理－地層処分の実施に向けた枠組み』を
公表し、地層処分場のサイト選定の進め方や初期ス
クリーニング基準（第2段階で使用）を明確化して、
サイト選定を開始しました。英国のサイト選定プロセス
は、地元の“主体的参加”と“地域とのパートナーシッ
プ”を重視した公募方式です。サイト選定作業は、処
分実施主体ではなく、英国政府が直接実施すること
になっており、エネルギー・気候変動省（DECC）が
担当です。
サイト選定は、右に示す6段階で進められますが、
大きく前半（第1～3段階）と後半（第4～6段階）
にわかれています。

○第1～第３段階：
最初の3段階までは、自治体と政府が議論する
期間です。このためには、自治体がサイト選定プ
ロセスへの参加を確約しなくても、その関心を表
明する（関心表明）だけで十分であるという姿
勢です。関心表明後に明らかに不適格である
場所を選別するための調査は、処分実施主体
ではなく、英国地質調査所（BGS）が実施しま
す。自治体は、その情報を得てからプロセスへ
の参加を検討し、プロセスへの参加意思を正式
に決定することができます。

○第４～第６段階：
後半の段階では、実施主体である原子力廃止
措置機関（NDA）が調査を実施します。選定
プロセスの開始時点では、各段階で実施される
調査の内容は詳細には定められていません。少

英国におけるサイト選定プロセス

・ 自治体は、サイト選定プロセス への“参加
を確約することなく”、政府と協議できる。

・ 文献調査し、白書で事前に設定した除外基
準に基づいて、不適格な地域の存在に関す
る助言を自治体が受ける。

・ 自治体で検討し、“将来の処分場立地受け入
れを確約することなく”、サイト選定プロセ
スへの参加を決定できる。

・ NDA が地表からの調査を実施する。
・ 地域立地パートナーシップの助言を受けて、
自治体が次段階への参加意思を決定する。
（撤退権を行使できる最終機会）
・ 政府は優先サイトを決定する。

・ NDA が必要な規制手続きを経た後、地下
調査、処分場建設を行う。

・ NDA が机上での調査を中心として、複数
サイトの比較作業を行う。比較において地
元意見を反映するように、地域立地パート
ナーシップと協力する。

・ 地域立地パートナーシップの助言を受けて、
自治体が次段階への参加意思を決定する。

・ 政府は、次段階へ進む１つまたは複数のサ
イトを決定する。

第１段階

第２段階

第３段階

第４段階

第５段階

第６段階

不適格な地域を
除外する初期選別

自治体で参加に
対する意思決定

机上調査

地表からの調査

地下での活動
（調査・建設を含む）

自治体からの
関心表明
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期限は明確にしていません。逆に、これらの段階は関
心表明を行った自治体がたどる段階を示した形となっ
ており、選定を進める側のステップではないことも特徴
です。

◎第1段階：自治体からの関心表明の状況
英国政府は、2008年6月に英国政府白書を公表

するとともに、サイト選定の第1段階として政府との協
議の開始を希望する、将来処分場を受け入れる可
能性のある自治体の募集を開始しました。これに対し
て、2008年7月には、ドリッグ村近郊にある低レベル
放射性廃棄物処分場（LLWR）やセラフィールド再
処理施設（THORP）など多くの原子力施設が立地
しているカンブリア州のコープランド市が、地層処分
場選定に関する政府との協議への関心表明を提出し
ました。また、2008年 12月にはカンブリア州が、さら
に2009年2月には同州のアラデール市が関心表明を
行いました。

◎第２段階での調査：カンブリア州西部のケース
カンブリア州西部の自治体について、2010年6月か

らはサイト選定プロセスの第2段階である初期スクリー
ニングが英国地質調査所（BGS）によって行われまし
た。調査結果は、同年10月に公表されました。
初期スクリーニングは、地層処分場の地下施設の
設置場所を特定することが目的ではなく、所定の除外
基準（白書で事前に公表していた基準）に基づいて、
明らかに不適格な区域を事前に明らかにすることであ
り、以降の段階での不要な作業を避けることが狙い
です。
BGSは、調査対象をアラデール市とコープランド市

の全域、及び沖合5kmまでとし、既存の文献情報を
もとに、深度200～1,000mの範囲の地下条件と所
定の除外基準を比較して除外区域を評価しました。
除外された区域は右図のようになっています。

◎参加決定に関する自治体の判断
カンブリア州西部のケースでは、サイト選定プロセス
の第３段階において、第４段階へ進むかどうかを検討
しました。
3つの自治体（1州2市）は、各自治体がサイト選

定プロセスへの参加の是非を判断する際の助言組織
として、2009年に「西カンブリア放射性廃棄物安全

関心表明をした地域

初期スクリーニングで除外された地域
（DECCの許可を得て、BGS報告書より引用）

調査対象地域 アラデール市とコープランド市の境界
除外された地域－地下200～1,000mにおいて1つまたは
複数の除外基準が適用された地域

スコットランド

北アイルランド

ウェールズ

カンブリア州

コープランド市
Ａ： セラフィールド再処理施設
Ｂ： 低レベル放射性廃棄物処分場
（LLWR）

イングランド

アラデール市

A
B

管理パートナーシップ」（West Cumbria Managing 
Radioactive Waste Safely Partnership）を発足さ
せました。この組織は、地元住民の参画を得て関与
プログラムを進め、3つの自治体に対する自身の意見
及び勧告・助言をまとめた最終報告書を2012年8月
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除外基準として
適用すべき項目 理由／説明及びコメント

天然資源

石炭 資源が100m以上の深さにある場合に限り、
深部への侵入リスクがある。

石油及びガス 深部への侵入のリスクがある。

油頁岩 深部への侵入のリスクがある。

金属鉱石
（一部の鉱石）

深部、すなわち100m以上で採鉱される場合
に限り、侵入のリスクがある。

廃棄物の処分／
ガスの貯蔵

深度100m以上で実施する意向が表明されて
いる、あるいは既に承認されている場合のみ該
当する。

地下水

帯水層 地層処分施設の母岩の全体または一部が帯水層
内にある場合に〔除外基準として〕適用される。

浅部透水性地層
地層処分施設の母岩の全体または一部が将来合
理的に開発され得る透水性地層である場合に
〔除外基準として〕適用される。

特定の複雑な水
文地質学的環境 深部カルスト地形及び既知の温泉の原岩

第２段階で実施する初期スクリーニングの基準
（明らかに不適格な地域を予め除外するために使用する）

［3］西カンブリア放射性廃棄物安全管理パートナーシッ
プは、パンフレットの配布やワークショップを開催して、
地元住民の処分プロジェクトに関する知識・理解力の強
化を図りました。約3年間にわたって世論調査や公衆や
ステークホルダーからの意見を求めるために公衆協議を
行い、それらを反映した最終報告書を取りまとめました。
このパートナーシップの活動については、150ページで
紹介しています。

に取りまとめました［3］。
3つの自治体は、この最終報告書などを参考にし

て、第4段階に進むかどうかの決定を行うため、2013
年1月30日にカンブリア州議会、コープランド市議会、
アラデール市議会で各々が議会投票を行いました。
議会投票の結果は、コープランド市議会が賛成多数
（賛成6、反対1）で第4段階に進むことを決議し、ア
ラデール市議会も賛成多数（賛成5、反対2）でした
が、カンブリア州議会は反対多数（賛成3、反対7）と
なりました。第4段階に進むためには2市1州の合意
が必要との覚書を締結していたため、サイト選定プロ
セスから撤退することとなりました。
カンブリア州議会は、サイト選定プロセスの第4段
階に進むことに反対した理由として、カンブリア州西部
の地質学的な適性に対する懸念やサイト選定プロセ
スにおける撤退権が法律によって担保されていないこ
とを挙げています。
また、3つの自治体のサイト選定プロセスからの撤
退を受けて、サイト選定を管轄するエネルギー・気候
変動省の大臣は、以下のような声明を公表しました。

○ 第4段階へ進むことに対して、カンブリア州議会
は反対、コープランド市議会とアラデール市議会
は賛成の決議をそれぞれ行った。州及び2市の
事前の取り決めに基づき、賛成で一致しなかっ
たことから、カンブリア州西部でのサイト選定プロ
セスは終了することになった。
○ 英国政府は地層処分施設のサイト選定を行うた
めの最善の方法は、地元の自主性とパートナー
シップによる取組に基づくアプローチであるとの
見解を維持する。

○ 地層処分施設の建設を受け入れた自治体の社
会的・経済的なサポートを行うため、英国政府
は数億ポンド規模に相当する利益のパッケージ
を立地自治体に提供することを確約する。
○ サイト選定プロセスに自治体が関心表明を行うよ
うに呼び掛けを継続するが、新たな推進策に着
手するとともに、カンブリア州西部での経験を反
映するための検討を行う。
○ 2008年の英国政府白書が規定している目標を
引き続き英国政府は追及していく。地層処分施
設のサイト選定に関して、大きな心配はしていな
い。

○ 今回のカンブリア州西部の経験では、サイト選定
プロセスの改善策について検討するための良い
機会であり、今後必要であれば変更を行うため
の再協議を実施する。

◎サイト選定プロセスの見直し
2013年1月にカンブリア州西部の自治体がサイト選
定プロセスから撤退するとの決定を行いました。これ
受けて2013年5月に英国政府は、現行のサイト選定
プロセスを見直すべく「根拠に基づく情報提供の照
会」（Call for Evidence［4］. 以下「情報提供の照会」
という。）を行いました。情報提供の照会は、これまで
のサイト選定プロセスに関する経験から教訓を見出す
ため、特にサイト選定プロセスに参画した者、関心を
持って観察してきた者から見解を収集することがねら
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3. 地域振興方策

英国政府は、2014年7月の白書において、地層処分施設のサイト選定プロセスに関与する地域
社会（コミュニティ）を支援するための投資が可能であることが明記されています。

◎地域社会への投資
英国政府は、2014年7月の白書『地層処分－高レ

ベル放射性廃棄物等の長期管理に向けた枠組み』
において、地層処分施設の建設及び操業が数十億
ポンド（1ポンドは149円）に相当するプロジェクトであ
るとしています。プロジェクト期間中は多くの雇用を生
み出し、立地する地域社会の経済及び広範な社会・
経済の枠組みに貢献するとしています。また、副次
的な効果として、産業面での利益、社会基盤への投
資、現地の教育または学術資源への利益、現地の
サービス業への利益、輸送インフラの強化も見込まれ
るとしています。
また、英国政府は地層処分施設のサイト選定プロ
セスに建設的に関与する地域社会を支援するため
に、サイト選定プロセスの初期段階においても、地域

社会への投資を利用できるようにするとしています。
サイト選定プロセスの初期段階においては、関与す
る地域社会1カ所あたり最大で年間100万ポンド（1
億4,900万円）が利用可能であるとしています。さら
に、地層処分施設の立地に適格である可能性のある
サイトにおいて、サイト評価のために地下への侵入を
伴うボーリング調査の段階まで進んだ地域社会に対し
ては、最大で年間250万ポンド（3億7,300万円）ま
で増額するとしています。なお、これらの投資に関し
ては、開発事業者と地域社会で交わされる建設中の
影響緩和を目的とする協定（1990年都市田園計画
法に基づくものなど）に追加されるというものではなく、
地域社会のサイト選定プロセスへの関与を促すため
に追加されるものです。

いです。
英国政府は、サイト選定プロセスについての改善
点、自治体の自発的な参加を促すための手段につい
て、以下のような質問を用意しました。

○ 白書に基づくサイト選定プロセスのどんな面を
どのように改善できるか。
○ サイト選定プロセスに自治体を引きつけるものは
何であるか。
○ サイト選定プロセスに参画する上で、どのような
情報が自治体の助けとなるか。

情報提供の照会は約1カ月行われ、その結果、個
人から99通、カンブリア州、カンブリア州アラデール市
及びコープランド市などの自治体や企業などから86
通の回答が得られました。
これらの回答に基づいて、英国政府は2013年9月
に協議文書『地層処分施設のためのサイト選定プロ
セスのレビュー』を公表しました。この文書は、公開

［4］根拠に基づく情報提供の照会
英国などでは、政策の検討プロセスのなかに、Call for 
Evidenceが取り入れられており、有用なデータを広く
収集できるしくみを整えています。寄せられた情報を基
にして、より質の高い頑健な政策を立案できると考えら
れています。

協議（約3カ月間）の目的で用意されたものであり、
地層処分の政策に関する背景情報、2008年の白書
に基づくサイト選定プロセスの変更・改善案を説明し、
これらの提案に関する具体的な質問を提示する形で
公衆からの見解を求めました。この協議文書のなか
で英国政府は、地元の自発性及びパートナーシップ
に基づくアプローチは現行プロセスと同様に維持しつ
つ、自治体が十分に準備を整える前に、何らかの約
束をせまられる状況に追い込まれないように配慮した
いとの考えを示しました。
公開協議では、個人及び地方自治体、関係機関

などから719件の見解が寄せられました。
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1. 公衆との対話

2014年7月の白書『地層処分－高レベル放射性廃棄物等の長期管理に向けた枠組み』では、地
層処分施設のサイト選定プロセスの初期活動の一環として、地域社会との協働プロセスの開発を
行います。

◎地域社会との協働プロセスの開発
2014年 7月の白書『地層処分－高レベル放射性
廃棄物等の長期管理に向けた枠組み』において、英
国政府は地域社会（コミュニティ）との作業を進める
プロセスの開発を行うとしています。このプロセスの
開発は、以下のようなものを含むとしています。

○地域社会の意思表示の方法。
○ 地域社会への投資に関する高水準の情報提
供。

○ 技術問題に関する独立した第三者からの助言を
広範に入手することのできるメカニズムの設定。

英国政府は、2014年の白書公表後、「地域社会
の意思表示のための作業グループ（CRWG）」を設
置しています。CRWGは、地域社会の関与に関する
様々な問題に対処するとしています。CRWGの活動
としては、以下のものが含まれます。

○ 地層処分施設に関して、より多く学ぶこと
に関心を持つ地域に「地域社会（コミュニ
ティ）」がどのようなものであるかを定義す
る方法及び、効果的な意思表示に関するオプ
ションを開発する。
○ 地域社会の代表の役割及び責任について定
義するとともに、地層処分施設のサイト選定
プロセスの進展に伴って、これらの役割がど
のように変化していくかに関する理解を深
める。
○ 様々な現地政府が地層処分施設のサイト選定
プロセスについて、意見表明できるようにす
るためのオプションを開発する。
○ 住民の支持に関する調査・確認（test）の実
施が適切だと考えられる時点や調査・確認の
実施方法について明確化を図る。

○ 地域社会に投資するための支払に関するオプ
ションを開発する。この中には、何らかの投
資パッケージの管理、資金調達申請が提出さ
れた場合の評価及び、当該地域社会がその地
理的な地域内での投資に影響を及ぼす可能性
などが含まれる。

◎地層処分と地域社会との協働に関する公衆対話
英国政府はCRWGの作業に資するため、2015年

12月から2016年3月にかけて、地層処分と地域社会
との協働に関する公衆対話プロジェクトを実施しまし
た。この公衆対話は、地層処分に関する政策上の問
題について市民の意見を把握することを目的としたも
ので、英国政府が出資するプログラム「サイエンスワ
イズ」（Sciencewise Expert Resource Centre）［5］

を活用して実施されました。公衆対話の参加者は、
以下の4項目についての情報提供を受けてから、少
人数のグループに分かれて、相互に議論しながら、参
加者自身の意見を評価します。公衆対話では、この
ような参加者の議論を通じた対話を分析することによ
り、幅広い市民の意見を深く探求することが意図され
ています。

V. 情報提供・コミュニケーション

地層処分と地域の協働に関する公衆対話に関する報告書
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○ サイト選定プロセスにおいて実施主体とコンタクト
する地域の代表
○ サイト選定プロセスへの参加可否についての住
民の支持を調査・確認（test）する方法
○ サイト選定プロセスから撤退する権利（撤退権）
○ サイト選定プロセスに参加した地域への投資

今回の公衆対話では、専門機関が世論調査や市
場調査を行っており、対話の設計と実施を3KQ社、
対話の実施プロセスの分析をURSUSコンサルティン
グ社が担当しています。

◎ 2008年白書に基づくサイト選定プロセス：
カンブリア州西部での先行事例
カンブリア州、同州のアラデール市及びコープランド
市の3つの自治体は、2009年にサイト選定プロセス
への関心表明を行った後、様々な側面から助言･支
援活動を行う組織を立ち上げました。この組織は「西
カンブリア放射性廃棄物安全管理パートナーシップ」
と呼ばれています。この組織の活動は、自治体が参
加是非を決めるまで（第3段階の終了まで）の期間
に限って、3自治体が合同で設置しているもので、第
4段階以降で設立される「地域立地パートナーシップ」
（CSP）とは位置付けが異なります。
西カンブリア放射性廃棄物安全管理パートナー

シップには、両市議会、カンブリア州内の他の市議
会、カンブリア州地方議会連合、全国農業者連盟
（NFU）、地方労働組合などが参加しました。パート
ナーシップの会合は、約6週間に一回の頻度で開催
されており、意見交換や勉強会の場となりました。会
合には、質問に答えるオブサーバーとして、CoRWM、
DECC（当時の地層処分事業の所管省庁）、EA、
NDAのほか、地元の原子力施設に対して批判的立
場のグループも参加しました。

◎関与を支えるための資金提供
地層処分場のサイト選定プロセスや研究開発や施
設設計などに対して、地域社会が参加できるという
可能性だけではなく、影響力をもって実質的に参加で
きる体制を整えられるようにするために、「関与のパッ
ケージ」と呼ばれる政策支援が行われることになって
いました。2008年6月の政府白書「放射性廃棄物の
安全な管理－地層処分の実施に向けた枠組み」で

西カンブリア放射性廃棄物安全管理
パートナーシップの活動例

［5］サイエンスワイズ
サイエンスワイズは、公衆対話を利用して、科学技術

などに関する政策立案の問題改善を目的とした、英国政
府が資金提供するプログラムです。2011年に政策評価
を受けて、サイエンスワイズの活動期間は2012年4月1
日から2016年3月31日までとなっています。
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西カンブリア放射性廃棄物安全管理パートナーシップが作成
した“ディスカッション・パック”
地層処分場を話題として、10名程度の集まりで意見交換し、その結
果をまとめるワークショップ・ツールです。背景情報として、高レベ
ル放射性廃棄物等を地層処分する方針が決まった経緯、地層処分場
のサイト選定プロセスの進め方を簡単に紹介しています。

2. 意識把握と情報提供

2008年から始まった当初のサイト選定プロセスに関心表明を行ったカンブリア州及び同州内の
2市は、地層処分場立地に関する地元の多様な意見の実像を評価し、プロセスへの参加是非の判
断材料とするために、助言組織としてパートナーシップ組織を立ち上げました。住民や地元関係者
に対する情報提供は、このパートナーシップ組織の活動を通じて行われました。

◎ 2008年白書に基づくサイト選定プロセス：
カンブリア州西部での地元広報活動
英国における地層処分場のサイト選定活動は、処
分実施主体の原子力廃止措置機関（NDA）ではな
く、英国政府が直接行っています。NDAが特定の
地元を対象として調査を始める時期は、自治体がサ
イト選定プロセスへの参加を決定した後から（第4段
階から）です。このため、地層処分場の立地に関す
る地元住民への主な情報提供は、関心表明を行った
自治体が合同で設立した「西カンブリア放射性廃棄
物安全管理パートナーシップ」の活動を通じて行われ
ました。
このパートナーシップは、カンブリア州並びに州内の
アラデール市とコープランド市がサイト選定プロセスに
関心表明を行った直後の2009年11月に設立しまし
た。地層処分場に関する情報を地元住民や関係者
に周知し、サイト選定プロセスへの参加に対する多様
な意見を評価することを活動目的の1つとしています。
西カンブリア放射性廃棄物安全管理パートナーシッ

プは、インターネットサイトでの情報提供、パネル討論
やワークショップの企画・開催のほか、地層処分場の
サイト選定に関する情報を住民向けに紹介する小冊
子（リーフレット）を独自に作成し、カンブリア州のアラ
デール市及びコープランド市の全戸に配布しました。
また、初期スクリーニング結果が公表された後の
2010年11月には「ディスカッション・パック」と名付け

は、関心表明を行った自治体、並びに参加表明後に
自治体に設立される「地域立地パートナーシップ」の
活動費用について、そのコストに見合った価値がある
という前提のもとで、政府が負担することを明確にし
ていました。

カンブリア州、同州のアラデール市及びコープランド
市が設立した「西カンブリア放射性廃棄物安全管理
パートナーシップ」の場合には、エネルギー・気候変
動省（DECC：当時の地層処分事業の所管省庁）
が資金提供しており、同省の代表がオブザーバーとし
てパートナーシップに参加しました。
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（出典：Ipos MORI: Radioactive Waste Survey Wave 3, Research Report 
Prepared for West Cumbria Managing Radioactive Waste 

Safely Partnership (March 2011)）

設問：  西カンブリア放射性廃棄物安全管理パートナーシップ
が地層処分場の立地可能性について、英国政府と話合
いをしていることを知っていますか？

（図は「はい」と答えた比率）

設問：  地層処分場をカンブリア州西部領域内に立地すべきだ
と思いますか？

（図は2011年2月の電話インタビュー結果）

たDVD付き冊子を作成・配布し、アンケート調査な
どを実施しました。

◎国民意識と住民意識（主な世論調査結果）
西カンブリア放射性廃棄物安全管理パートナーシッ

プは、地層処分場立地に関する地元の多様な意見
の実像を評価するとともに、パートナーシップ自身の活
動の改善を図るために、カンブリア州全体を対象とし
た世論調査を実施しました。外部調査会社を利用す
る形で、これまでに4回（2009年11月、2010年2月、
2011年2月、2012年5月）の電話インタビューを実施
しており、その結果をパートナーシップのインターネット
サイトで公開しています。
2011年2月の調査結果では、西カンブリア放射性

廃棄物安全管理パートナーシップが地層処分場の立
地可能性について、英国政府と話合いをしているとい
う事実に対する認知度は、アラデールとコープランド
の2市では70%を超えており、カンブリア州全体でも
58%となっていました。
カンブリア州西部に地層処分場を立地すべきかどう
かの対する質問に対しては、2市では反対よりも賛成
の立場の意見が多く、2市を除いた地域では賛成と
反対が拮抗していました。

カンブリア州全体

2011年 2月

58％
49％
52％

51％
42％
46％

71％
57％
61％

75％
69％
70％

2010年 2月 2009年 11月

以下の２市以外の領域（４市）

アラデール市

コープランド市

調査時期：

強く賛成 賛成 賛成でも反対でもない
反対 強く反対 わからない

カンブリア州全体

以下の２市以外の領域（４市）

アラデール市

コープランド市

18％ 24％ 23％ 8％ 23％

26％9％25％23％14％

23％ 26％ 21％ 8％ 20％

14％518％27％33％

3

3

2

3

カンブリア州及び
同州アラデール市、コープランド市の概観
地層処分場のサイト選定プロセスに関心表明を行った

カンブリア州は、イングランド北西部に位置し、6つの
自治体から構成されています。カンブリア州の湖水地方
には、イングランド最大の国立公園があり、豊かな自然
がある地域として有名です。同州アラデール市には、い
くつかの地域でStudsvik社（スウェーデンの民間会社）
を含む原子力関連（原子力施設からの金属廃棄物のリサ
イクル）の工場があります。また、同州コープランド市に
は、セラフィールド再処理施設やドリッグ村近郊にある
低レベル放射性廃棄物処分場（LLWR）があります。

人口（約人） 面積（約km2）

カンブリア州全体 499,800 6,768

以下の2市以外の領域（4市） 332,800 4,794

アラデール市 96,400 242

コープランド市 70,600 732

※東京都（人口：約13,186,600人、面積：約2,189km2）
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諸外国における高レベル放射性廃棄物の処分について 2017年12月現在
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高レベル放射性廃棄物の発生状況と処分方針>>>

I. 高レベル放射性廃棄物の発生状況と処分方針

カナダでは、カナダ型重水炉（CANDU炉）から発生する使用済燃料を再処理せずに高レベル
放射性廃棄物として、当面60年間はサイト貯蔵または集中貯蔵を実施し、最終的には地層処分す
るという「適応性のある段階的管理」（APM）を長期管理アプローチとしています。

◎原子力エネルギー政策の動向
カナダでは、国家レベルのエネルギー政策について
は連邦政府が権限を有するものの、天然資源の保有
をはじめ、州内でのエネルギー開発や規制の権限は
基本的に州政府にあります。そのため、原子力エネ
ルギー政策についても州ごとに異なっていますが、国
としては原子力の平和利用を推進する方針です。
カナダでは1952年に設立されたカナダ原子力公
社（AECL）が天然ウランを燃料とするカナダ型重水
炉（CANDU炉［1］）を開発しました。商業用の原子
力発電所は、オンタリオ州、ケベック州、ニューブラン
ズウィック州の計5カ所に建設され、1971年から1983
年にかけてCANDU炉が計22基導入されました。
2017年末時点で19基が運転中であり、うち18基が
オンタリオ州に、1基がニューブランズウィック州にあり
ます。
現在のカナダ政府は、原子力発電をエネルギーミッ

クス上の重要な構成要素と見なしています。2011年
3月の東京電力（株）福島第一原子力発電所の事
故後もその方針に変更はありません。

◎使用済燃料の発生と貯蔵（処分前管理）
カナダでは、原子炉から取り出された使用済燃料
は、その時点で“廃棄物”と見なされており、「核燃料
廃棄物」と呼ばれています。天然ウラン（自国で産出）
を燃料としているために燃焼度が低く、従って含有す
るプルトニウム量も少ないために、再処理は経済的に
適さないと考えられています。
原子力発電所で発生した使用済燃料（＝核燃料
廃棄物）は、発生元の発電所で貯蔵されています。
原子炉から取り出された使用済燃料は、プールで6～
10年間冷却した後、乾式の管理施設へ移されます。
2016年6月時点での使用済燃料の貯蔵量は約268
万体（重金属換算で約54,000トン）、うち約120万体
（約45%）が乾式貯蔵されています。

［1］CANDU炉
カナダ原子力公社（AECL）が開発。原子炉の減速材
と冷却材に重水（天然水中に0.02%含まれる）を使用す
る圧力水型の原子炉であり、燃料として天然ウラン（ウ
ラン235を濃縮していない）を利用します。バンドルと
呼ばれる長さ約50センチメートルの短尺燃料集合体を
原子炉に横置きで装荷する設計であり、原子炉の運転を
止めずに燃料交換できる点が特徴です。CANDU炉はカ
ナダを含む7カ国で運転されており、中国に2基、韓国に
4基あります。
カナダの原子力産業の国際競争力を強化するという政
府方針に基づき、2011年にAECLの商業用の発電用原
子炉部門が民間（CANDUエナジー社）へ売却されまし
た。

これまでに22基導入されたCANDU炉のうち、OPG社のピッカ
リング発電所の2基、ハイドロ=ケベック社のジェンティリー発電
所の1基が廃止済み。

電気事業者 原子力発電設備容量

オンタリオパワージェネレーション
（OPG）社
（オンタリオ州営オンタリオ・ハイドロ社の子会社）

661万kW

ブルースパワー社
（民間出資）

660万kW
（※オンタリオ・ハイドロ社か
ら発電設備を長期リース）

ハイドロ＝ケベック社
（ケベック州営）

－

ニューブランズウィック（NB）パワー社
（ニューブランズウィック州営）

64万kW

カナダの原子力発電事業者

ウェスタン廃棄物管理施設での使用済燃料の乾式貯蔵
（出典：NWMO, Backgrounder 2010: Project Description）
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（Energy Statistics 2017, IEAより作成）

原子力発電所（商業用、運転中）

放射性廃棄物処分場

地下研究所

集中中間貯蔵施設

ウラン鉱山（採掘中）

ウラン鉱山（生産終了）

オタワ

アメリカ

アラスカ

カナダ

地下研究所（廃止措置中）

ウェスタン
廃棄物貯蔵施設

低中レベル放射性廃棄物
処分場予定地

※2012年12月28日に閉鎖
（ジェンティリー2号機）

※

参考資料

◎原子力発電の利用・導入状況

◎原子力発電所及びその他の原子力関連施設の所在地

◎原子力発電設備容量
合計19基1,355.3万kW
（2018年1月）

2015年
カナダ 総発電電力量 国内供給

電力量
国内電力
消費量輸入 輸出

単位：億kWh 6,708.51 87.26 -682.55 6,113.22 5,030.65
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分場サイト選定、第2期の地下特性調査施設での技
術実証と確認を経て、第3期（約60年後）から核燃
料廃棄物の処分を開始できる予定です。しかし、地
層処分場が利用可能となるまでに、現在行われてい
る各原子力発電所での使用済燃料貯蔵に代えて、1
カ所に集めて貯蔵する方針となった場合の計画をあら
かじめオプションとして組み込んでいます。この場合に
は、第2期（約30年後から）において、地下浅部で
の中間貯蔵を実施する予定です。このための貯蔵施
設は、地層処分場と同じサイトに立地する計画です。
各原子力発電所にある使用済燃料をどこか1カ所に
輸送するのに約30年を要すると考えられています。

◎処分方針
カナダでは使用済燃料を「核燃料廃棄物」として
いることからもわかるように、再処理せずに高レベル放
射性廃棄物として処分する方針です。核燃料廃棄
物の長期管理アプローチは「適応性のある段階的管
理」（APM：Adaptive Phased Management）と
呼ばれるもので、2007年6月にカナダの国家方針とし
て決まりました。このアプローチは、最終的には地層
処分を目指すものですが、その達成までの期間（300
年またはそれ以上）を下の表のように3つのフェーズ
に分けて取り組むものです。
地層処分の実施だけを見ると、第1期での地層処

第1期
集中管理の準備
（約30年）

適応性のある段階的管理を進める政府決定

関与プログラムを通じて「浅部岩盤空洞」での集中貯蔵を行うかどうかを決める

○閉鎖前モニタリングは最大300年間＝60年（原子炉サイト等での貯蔵）＋240年（処分施設）
　処分場を閉鎖するかどうかを決める→閉鎖、廃止措置

◇関与プログラムを通じて最終設計を準備、地層処分場と付属施設の建設時期を決定
◇地層処分場の建設許可を得る

◇地層処分場へ使用済燃料を輸送（30年要す）

◇モニタリング・性能評価のため、必要に応じて回収可能とするためにアクセスを維持

○地下特性調査施設の許認可手続き ○浅部岩盤空洞施設の許認可手続き

○浅部岩盤空洞施設の廃止措置

○原子炉サイトでの貯蔵継続
○地下特性調査
○地層処分場としての適合性確認

○使用済燃料の輸送（30年要す）
○浅部岩盤空洞施設での集中貯蔵

○原子炉サイトにおける使用済燃料の貯蔵及びモニタリングを継続
○関与プログラム、サイト選定プロセスの策定、実施
○集中施設（地下特性調査施設、地層処分場、浅部岩盤空洞）の選定作業
○集中施設のサイト特性調査、安全解析及び環境評価（輸送についても対象）
○技術開発
○カナダ環境評価法に基づく環境評価プロセス（許認可手続き）

第2期
集中貯蔵と技術実証
（約30年）

第3期
長期閉じ込め、隔離、
モニタリング

オプション

カナダの核燃料廃棄物の長期管理アプローチ「適応性のある段階的管理」（APM）の概要
（原子力環境整備促進・資金管理センターにて整理・作成）

参考：NWMO, Choosing a Way Forward: the future management of Canada's used nuclear fuel, Final Study（2005）

第2期 集中貯蔵と技術実証
（浅部岩盤空洞施設で集中貯蔵を実施する場合）

第3期 長期閉じ込め、隔離、モニタリング
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処理施設
アクセス坑道
アクセス立坑
換気立坑
浅部岩盤空洞施設
キャスク貯蔵
地下特性調査施設
封入施設
製造施設
廃棄物搬送用立坑
定置スペース
搬送用キャスク
処分キャスク
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1978年 連邦政府とオンタリオ州による核燃料廃棄物
管理計画の策定

1994年 AECLが核燃料廃棄物の処分概念に関する環
境影響評価書を発表

1998年 環境評価パネルが、「技術的には可能だが社
会的受容性が不十分」という報告書を連邦政
府へ答申
連邦政府が環境評価パネルへの見解を公表

2001年 天然資源省が核燃料廃棄物法案を議会に提出

2002年 核燃料廃棄物法が施行され、原子力事業者
が実施主体として核燃料廃棄物管理機関
（NWMO）を設立。事業規制・監督官庁とし
て核燃料廃棄物局（NFWB）が天然資源省
（NRCan）内に設置

2005年11月 NWMOが最終報告書を提出し、「適応性のあ
る段階的管理（APM）」を政府に提案

2007年6月 天然資源大臣がNWMOの提案を承認し、政
府が管理アプローチを決定

使用済燃料の長期管理アプローチが決定するまでの経緯

◎処分方針が決定するまでの経緯
カナダにおける高レベル放射性廃棄物処分事業
は、当初は、カナダ原子力公社（AECL）が中心と
なって進めていました。1978年に、連邦政府とオンタ
リオ州は核燃料廃棄物管理計画に関する共同声明
を発出し、AECL主導のもとで地層処分の研究開発
が開始されました。AECLは、その成果を環境影響
評価書として1994年に公表しました。
環境影響評価書をレビューする組織として、天然
資源省（NRCan）が1989年に設置した“核燃料廃
棄物管理・処分概念の評価パネル”（環境評価パネ
ル）は、1998年2月に「技術的には可能だが、社会
的受容性が不十分である」と結論した勧告を連邦政
府に提出しました。連邦政府は1998年 12月に、環
境評価パネルの勧告にほぼ同意するとの政府見解を
発表しました。
その後、天然資源省（NRCan）は、実施主体の
設立、核燃料廃棄物（使用済燃料）の長期管理アプ
ローチの策定、資金確保制度の確立などを目的とした
法整備を進めました。2002年6月に核燃料廃棄物法
が成立、2002年11月から施行されました。この法律
に基づいて、核燃料廃棄物管理の実施主体として核
燃料廃棄物管理機関（NWMO）が設立されました。
核燃料廃棄物の長期管理アブローチとして3つ

の選択肢 ─ ①地層処分、②原子力発電所のサイ
ト内貯蔵、③集中貯蔵 ─ を含む複数アプローチを
NWMOが検討してカナダ政府に提案することが核
燃料廃棄物法で定められました。
NWMOは、2003年から2005年にかけて協議報

告書を作成･公表するとともに、各地で対話集会、ワー
クショップや専門家との対話・円卓会議などを行って
2005年11月に最終報告書『進むべき道の選択：カナ
ダの使用済燃料の管理』を取りまとめました。この中
でNWMOは、最終的には地層処分を行うが、当面
約60年間は、サイト貯蔵、集中貯蔵を実施するとい
う“適応性のある段階的管理”（APM）を提案しまし
た。その後、天然資源大臣の勧告を受けてなされた
2007年6月の総督決定により、APMがカナダの使用
済燃料の長期管理アプローチとして決定しました。

NWMOが2005年11月に取りまとめた核燃料廃棄物の
長期管理アプローチに関する最終報告書

『進むべき道の選択：カナダの使用済燃料の管理』
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II. 地層処分計画と技術開発

1. 処分計画

カナダでは、核燃料廃棄物を、当面（60年間）は、サイト貯蔵、必要に応じて集中貯蔵を実施し、
最終的には地層処分するという長期管理アプローチ「適応性のある段階的管理」（APM）に基づ
いて管理することとしています。

◎地層処分対象の放射性廃棄物
カナダの原子力発電所で運転されている原子炉は
いずれもCANDU炉と呼ばれる形式です。この炉で
は燃料として天然ウランを用い、長さ約50センチメー
トルの短尺燃料集合体を使用しています。既存の原
子炉が予定通り運転される場合、CANDU炉から発
生する使用済燃料の総数は約520万体（重金属換
算で約104,000トン）となる見込みです。
使用済燃料は再処理せず、燃料集合体の形状の

ままバスケットに束ねて、処分用のキャニスタ内に密封
して処分する方法を検討しています。

◎処分場の建設予定地の地質構造
カナダでは地層処分場のサイト選定が進行中であ
るため、処分場の建設予定地は未定です。ただし、
カナダ国家方針である使用済燃料の「適応性のある
段階的管理」（APM）では、地層処分場の候補岩
種として、カナダ盾状地［2］の結晶質岩（約45億年
前～5.4億年前に形成）、もしくはオルドビス紀の堆積
岩（約4億5,000万～5億年までの間に形成）が考え
られています。

CANDU炉用の燃料集合体
○直径約0.1m、長さ約0.5m、重さ約24kg
○ 酸化物セラミックペレットのウラン燃料を収納
（1体あたり約19kgの天然ウランを含有）

（出典：NWMO技術レポートTR-2012-01）

［2］カナダ楯状地
北米大陸の北東部に広がっている先カンブリア紀（約
45億年前～5.4億年前）に形成された岩盤です。西洋の
楯を伏せた形状に似ていることから、このように呼ばれ
ます。

カナダ盾状地
オルドビス紀堆積岩

カナダ盾状地の花崗岩の分布
（出典：NWMO『適切な問題設定をしているか？』2003年）
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◎処分場の概要（処分概念）
カナダでは地層処分場のサイト選定が進行中であ
るため、処分技術の開発において複数の処分場設
計を検討している段階です。2010年5月に公表した
サイト選定プロセスの最終案を示した報告書『連携し
て進む：カナダの使用済燃料の地層処分場選定プロ
セス』では、地層処分場の深さは、サイトの地質に応
じて約500mと想定されています。
使用済燃料は、特別に設計、認可された輸送容器

に原子炉サイトで封入され、処分場で耐食性のある処
分容器に再び封入されます。容器は定置区画まで搬
送された後、岩盤に掘削された垂直または水平の処
分孔内に定置され、ベントナイトにより埋め戻されます。
NWMOは、使用済燃料の処分容器として大きく2

種類の予備設計を行っています。マーク1コンテナは、
使用済燃料を324体収納する設計であり、重量は約
23.5トンになります。小型軽量化を目指したマーク2コン
テナは、使用済燃料48体を収納する設計であり、重
量は3トン未満です。
使用済燃料は、地層処分の実施の全段階を通じ

てモニタリングされ、さらに、どの時点でも回収可能
なようにされます。アクセス坑道や立坑は、自治体、

燃料集合体燃料集合体 使用済燃料
処分容器

使用済燃料
処分容器

ベント
ナイト

岩盤

処分坑道
及び処分孔

地上施設
主立坑
処分坑道
換気立坑

1

2

3

4

1

2

3

4

0.1m
0.1m0.4m 1.2m

4m

0.5m

0.5m

2.5m

ベントナイト

岩盤

マーク1マーク2

地層処分場の概念図
（出典：NWMO技術レポートTR-2015-01）

NWMO、及び規制機関が適切であると合意した場
合のみ埋め戻し、密封されます。

◎処分事業の実施計画
カナダ核燃料廃棄物管理機関（NWMO）は、「適
応性のある段階的管理」（APM）を実施していま
す。158ページに示したように、この計画では、このア
プローチを進める決定がなされた時点から起算して、
処分開始を約60年後としています。カナダ国内の使
用済燃料を全て1カ所の地層処分場に移すには約
30年かかるため、地層処分場での使用済燃料の定
置は60年後から90年後までの期間になされる予定
です。非常に長い時間枠ですが、NWMOは「適応
性のある段階的管理は柔軟であり、条件が整えば必
ず加速できる」としています。
使用済燃料の定置期間中と定置後も、アプローチ

の採用決定時点から300年後まではモニタリングを継
続できると想定しています。適切なモニタリングのあり
方と期間は将来の社会が決定し、NWMOは自治体
等とともにモニタリングを実施すると考えです。また、
処分場を最終的に閉鎖する時期と方法についても将
来の社会が決定するとしています。
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2.研究開発・技術開発

処分の実施主体であるNWMOは、核燃料廃棄物処分の長期的アプローチとして採用された
「適応性のある段階的管理」（APM）に関する段階的な方針決定をサポートするための技術的研
究を進めています。技術的研究プログラムは、NWMOの他、カナダ国内の大学を含む専門技術
者によって実施され、スウェーデン、フィンランド、スイス、フランスなどの海外の組織とも連携し
て進められています。

◎研究機関
核燃料廃棄物（使用済燃料）の処分実施主体で

あるカナダ核燃料廃棄物管理機関（NWMO）は、
核燃料廃棄物処分の長期的アプローチとして採用さ
れた「適応性のある段階的管理」（APM）の実施を
サポートするための技術的研究を進めています。技
術的研究プログラムはNWMOのほか、カナダ国内の
大学を含む専門的な技術者によって実施され、独立
技術評価グループ（ITRG）［3］により年に一度レビュー
されています。また、NWMOは、スウェーデン、フィン
ランド、スイス、フランスなどの海外の組織とも連携し
て研究を進めています。

◎研究計画
2007年6月にカナダ政府が「適応性のある段階的
管理」（APM）の実施を決定した後、NWMOは、
向こう5年間の行動計画をまとめた「APM実施計画
書」を2008年以降毎年作成しています。これには研
究や技術開発の計画も含み、パブリックコメントを受け
るために事前に公表され、公衆の意見を考慮して正
式に発行されます。このような計画書の作成は法律
では義務づけられていません。
研究や技術開発に関する成果を含むNWMOの
活動状況のレビューは、年次報告書と3年次報告書
で行われています。これら2種類の報告をNWMO
が行う義務は、核燃料廃棄物法で定められていま
す。2017年3月に取りまとめられた最新の2016年次
報告書は、2014～2016年の活動を対象とした3年
次報告書に当たります。環境大臣は、NWMOの年
次報告書に関する声明書を毎年発表しています。

［3］独立技術評価グループ（ITRG）
ITRGはNWMOの研究活動などの技術プログラムが
適切な科学的・技術的手法に基づき、NWMOの技術知
識を進歩させているかどうかや、NWMOの使命を果た
すために十分な技術的リソースを有しているかどうか
について、確認するために2008年に設置されました。
ITRGは核燃料廃棄物の地層処分プロジェクトの実施の
分野において国際的に認められた4名の専門家で構成さ
れており、現在はスウェーデン核燃料・廃棄物管理会社
（SKB）、スイス放射性廃棄物管理共同組合（NAGRA）、
カナダ・アルバータ大学の専門家、及び英国のコンサル
タントがメンバーとなっています。

NWMOが作成している適応性のある段階的管理実施計画書
活動計画をテーマ／分野別に簡略的に示しています。活動内容自体
を詳細に説明するのではなく、むしろ活動の狙いや背景情報の提供
を重視した構成です。
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◎地下研究所
NWMOが2002年に設置される以前に高レベル放

射性廃棄物の処分・管理の研究開発を実施してい
たカナダ原子力公社（AECL）は、マニトバ州のホワ
イトシェル研究所近郊に地下研究所（URL）を建設
しています。この施設は花崗岩の地下約450mにあ
り、処分候補母岩の存在するカナダ楯状地を対象と
した原位置試験が行われていました。
この地下研究所では、地表及び地下の特性調査、
地下水・核種の移行研究、地下水の地球化学及び
微生物学、温度及び時間の経過に伴う岩盤の変形
及び破壊の特性分析、コントロールボーリング及び発
破とその影響の評価、埋戻し材の開発と性能評価な
どの研究が行われました。1998年にAECLはURL
を含むホワイトシェル研究所での作業を終了させるこ
とを発表し、その後、URLの閉鎖作業が2006年か
ら開始されました。立坑の入口部分と240mレベルに、
圧密ベントナイトをコンクリート構築物で挟んだシール
を設置した後、地下空間は人工的に注水されており、
2010年に恒久的に閉鎖されています。

◎安全性の確認と知見の蓄積
カナダでは、2002年にカナダ核燃料廃棄物管理機
関（NWMO）が設立される以前は、核燃料廃棄物
の地層処分研究はカナダ原子力公社（AECL）が実
施していました。AECLは1994年10月に取りまとめた
『カナダの核燃料廃棄物の処分概念に関する環境
影響評価書』（EIS）において、仮想的な処分システ
ムに対する最初のケーススタディと位置付けた安全評
価を行いました。AECLの処分概念に関するケース
スタディは2004年までの間に計3回実施されました。
NWMOは自身が検討している地層処分場の概念

を対象とした処分場閉鎖後の安全性に関するケース
スタディを行っており、2012年から複数回にわたって
報告書を公表しています。規制機関のレビューを受け
る形の包括的な安全評価は今のところ実施されてい
ません。
NWMOが2017年3月に策定した実施計画では、

検討中の処分場概念とバリア設計に対する安全評価
を2017年に完成させることを目指すとしています。

240mレベル

130mレベル

300mレベル

240mレベル

130mレベル

300mレベル

420mレベル

AECLの旧地下研究所（URL）
2010年に恒久的に閉鎖されました。“URL”は地下研究所の英語で
の略語でもありますが、この研究所の名称としても使われました。

1km

1km

放出開始からの時間［年］

地表への放出点

105 106 107 108

放射性物質の移行挙動のシミュレーション例
処分場から漏洩した物質が地下水とともに地表に漏出するまでの時
間を粒子追跡法で解析したもの

（出典：OPG社「サード・ケーススタディ－閉鎖後安全評価」2004年）
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1. 実施体制

カナダでは、使用済燃料の管理責任を有する原子力企業が、核燃料廃棄物管理組織を設立する
ことが規定されており、これに従い、核燃料廃棄物管理機関（NWMO）が使用済燃料の管理実施
主体として、原子力企業により2002年に設立されました。
また、核燃料廃棄物管理の監督は、天然資源省（NRCan）内の核燃料廃棄物局（NFWB）が所
管しており、地層処分場に係る許認可の発給はカナダ原子力安全委員会（CNSC）が担当します。

◎実施体制の枠組み
核燃料廃棄物管理に関わる主な行政機関として、
核燃料廃棄物局（NFWB）とカナダ原子力安全委
員会（CNSC）があります。NFWBは天然資源省
（NRCan）の内部組織であり、核燃料廃棄物法に
基づき核燃料廃棄物管理全体を監督します。また、
CNSCは、原子力安全管理法によって設立され、原
子力と放射性物質の使用に関する規制機関としての
役割を担っています。

◎実施主体
カナダでは、2002年に制定された核燃料廃棄物法
において、使用済燃料の管理責任を有する原子力
企業が核燃料廃棄物管理組織を設立することが規
定されました。原子力企業とは、オンタリオ・パワージェ
ネレーション（OPG）社、ハイドロ＝ケベック社、ニュー
ブランズウィック・パワー社、及びカナダ原子力公社
（AECL）を指します。2002年にこれら4社が共同
して、核燃料廃棄物の長期管理アプローチの政府へ
の提案、並びに政府が承認・決定したアプローチを
実施する組織として、カナダ核燃料廃棄物管理機関
（NWMO）を設立しました。
NWMOは核燃料廃棄物法の規定に従い、自らの
活動について諮問あるいはレビューを受けるために、
諮問評議会を設置しています。この諮問評議会は
NWMOに対して助言を行ったり、報告書を独立して
評価しています。
なお、NWMOは2009年より、OPG社の委託を受
けて、原子力発電所から発生する低中レベル放射性
廃棄物の地層処分場（DGR）の安全評価を含む技
術支援や地元コミュニケーションなどの業務を実施し
ています。この処分場では、核燃料廃棄物（使用済
燃料）は処分されません。

III. 処分事業の実施体制と資金確保

設立

諮問

監督 規制

規制行政機関

カナダ原子力
安全委員会
（CNSC）

天然資源省
（NRCan）

核燃料廃棄物局
（NFWB）

諮問評議会

核燃料廃棄物
管理機関
（NWMO）

行　政

民　間

実施主体

・ オンタリオ・パワー
 ジェネレーション社
・ ハイドロ＝ケベック社
・ ニューブランズウィック・
 パワー社

発電会社

処分事業の実施体制

カナダの原子力発電事業者の一つであるオンタリ
オ・パワージェネレーション社（OPG社）は、自社の
原子力発電所から発生する低中レベル放射性廃棄
物の地層処分場（DGR）をウェスタン廃棄物管理施
設（ブルース原子力発電所に敷地内）に建設する計
画です。OPG社はDGRプロジェクトを2001年から進
めてきました。DGRで核燃料廃棄物（使用済燃料）
が処分されることはありません。

2009年1月に、OPG社とカナダ核燃料廃棄物管理
機関（NWMO）は、OPG社が行うDGRに係る許認
可申請に向けて、NWMOが技術支援等を行う契約
を締結しました。DGR関連業務に従事していたOPG
社の人材がNWMOに移り、地質調査や安全評価、
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環境評価、地元とのコミュニケーションなどの業務を
NWMOが継承しました。OPG社は、DGRの許認可
申請を2011年にカナダ原子力安全委員会（CNSC）
に提出しました。この申請書に添付された環境影響
評価書、予備的安全評価書などはOPG社のために
NWMOが準備したものです。2011年にOPG社は、
追加的な地質調査や具体的な処分場施設の設計を
NWMOに委託しています。
NWMOは核燃料廃棄物の処分実施主体ですが、

OPG社の委託を通じて、異なる種類の放射性廃棄
物を対象とした地層処分場の安全評価を実施してお
り、こうした活動はNWMOの能力向上にも役立って
いると考えられます。

◎安全規則
原子力安全に関しては「カナダ原子力安全委員会

（CNSC）の設置及び関連法の改正のための法律」
（原子力安全管理法、1997年 3月20日）により、安
全規制当局としてCNSCが設置されています。原子
力施設の所有・運転にはCNSCの許認可が必要で
す。CNSCは、原子力安全管理法に基づいて、原子
力の利用や放射線防護に関する規則を策定する権
限を有しています。許認可取得者が遵守すべき一般
的な要件は、一般原子力安全管理規則に示されてお
り、許認可保持者に対して、原子力施設の廃止、許
可の更新や修正、廃止においてCNSCに対する申請
を求める規則などが定められています。
CNSCは、放射性廃棄物管理施設を含むクラスI
原子力施設について、該当施設のサイト準備、建設、
操業、廃止措置の実施の際には許可が必要であると

カナダ原子力委員会（CNSC）の規制文書
その文書の性質により、以下の4種類があります。

①規制方針（Regulatory Policy）：
文書番号の冒頭に「P」が付されます。規制方針は、規制に対するCNSCの取り組みの根底にある理念、原則あるいは基
本的な諸要素を示すものです。CNSCのスタッフに対して規制活動の方向性を示すと同時に、事業者を含むステークホル
ダーに公表するものです。

②規制基準（Regulatory Standard）：
文書番号の冒頭に「S」が付されます。規制基準は、規制要件を示すものです。法的拘束力を有する手段によってこの規制

規準の適用が指定されている場合、この規制基準を順守する必要があります。
③規制指針（Regulatory Guide）：
文書番号の冒頭に「G」が付されます。規制指針は、法律や規則、規制基準などで規定された通りに、CNSCが求める規

制要件を満足するための方法を許可所有者などに示すものです。
④規制通知（Regulatory Notice）：
文書番号の冒頭に「N」が付されます。規制通知は、許可所有者などに対して、重要な問題に対して適宜適切な対応ができ

るように情報を提供するために発行されます。

OPG社が計画している低中レベル放射性廃棄物処分場の概念図
（出典：OPG社、環境影響報告書）

規定しています。放射線防護規則において、許認可
取得者が原子力従事者に対して放射線防護に関す
る義務等を規定しており、線量限度については国際
放射線防護委員会（ICRP）の勧告に沿った値を採
用しています。
これらの規則の他に、CNSCは法律や規則を補足
する規制方針、規制基準、規制指針、規制通知等
の規制文書を策定しています。放射性廃棄物処分
に関係する策定済みの規制文書としては、規制方針
P-290「放射性廃棄物の管理」と規制指針G-320「放
射性廃棄物の長期安全性の評価」があります。
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◎処分に関わる法令の体系図

核燃料廃棄物法

原子力エネルギー法

原子力安全管理法

核燃料廃棄物法

放射線防護規則

政策・計画・プログラム
の提案への環境評価に
関する閣議指令

一般原子力安全管理規則

クラスⅠ原子力施設規則

規制方針P-290
「放射性廃棄物の管理」

規制指針G-320
「放射性廃棄物の長期
安全性の評価」

安全規制

事業規制

カナダ環境保護法

2012年カナダ環境
アセスメント法

環　　境

資金確保

原子力責任法原子力
損害賠償
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◎処分の法制度

内　　容

事
業
規
制

カナダでは「核燃料廃棄物の長期管理に関する法律（核燃料廃棄物法）」により国内の原子炉から発生する核燃
料廃棄物を長期的管理するための枠組みが定められています。
核燃料廃棄物法では、原子力発電を行なっている企業に対し、廃棄物管理プログラムを実施する主体組織を設
立すること、廃棄物管理のための資金確保の方策として信託基金を創設することなどが定められています。実施
主体組織は、核燃料廃棄物を長期的に管理するためのアプローチを研究し、研究成果としてアプローチを連邦政
府に提案し、承認されたアプローチの実行に責任を有しており、これらを行うこととされています。また、廃棄
物の長期管理に対し提案されたアプローチ及び要求された報告書を吟味しコメントすることを目的とした諮問
組織を創設することとされています。
核燃料廃棄物法を受けて核燃料廃棄物管理機関（NWMO）が使用済燃料の管理実施主体として、原子力企業
により設立されました。

安
全
規
制

「カナダ原子力安全委員会（CNSC）の設置及び関連法の改正のための法律」（原子力安全管理法）により、安
全規制当局としてCNSCが設置されています。CNSCは、原子力安全管理法に基づいて、原子力の利用や放射
線防護に関する規則を策定する権限を有しており、原子力施設の所有・運転にはCNSCの許認可が必要とされ
ています。
放射性廃棄物管理施設はCNSCによりクラスI原子力施設として分類されており、そのサイト準備、建設、操
業、廃止措置の実施の際には許可が必要であるとされています。また放射線防護規則において、許認可取得者が
原子力従事者に対して放射線防護の観点から行わなければならない義務等が規定されています。
また、CNSCは規則の他に、法律や規則を補足するために規制方針、規制基準、規制指針、規制通知等の規制
文書を策定しています。

資
金
確
保

廃棄物管理のための資金確保については、核燃料廃棄物法により、核燃料廃棄物の管理の責任を持つ事業者
が、信託基金を創設することが定められています。
事業者は核燃料廃棄物法で定められた一定の金額を毎年、信託基金に納付することとされており、廃棄物管理
プログラムの主体組織のみが信託基金から資金を引き出すことができます。

環　

境

「特定の活動の環境アセスメントと重大な環境上の悪影響の防止に関する法律（2012年環境アセスメント
法）」に基づいて、放射性廃棄物処分場を含む原子力施設の建設プロジェクトに際しては環境アセスメントが実
施されます。環境アセスメントの所管当局は、カナダ原子力安全委員会（CNSC）です。
CNSCは、環境アセスメントにおいてプロジェクトが重大な環境上の悪影響を引き起こす可能性があるかど
うかを判断し、決定説明書を発行します。この決定説明書は、指定プロジェクトに関連する原子力安全管理法の
第24条に基づいて発行される許認可（ライセンス）の一部となります。

原
子
力
責
任

原子力損害賠償に関しては、原子力損害の民事責任に関する法律（原子力賠償法）において規定されていま
す。原子力賠償法では、原子力事業者に対して、自身の施設における事故で発生した損害を、1件の事故につき
7,500万カナダドル（72億円）まで賠償する責任を課しています。また、原子力賠償法の適用範囲や原子力事
故から生じる補償請求の処理のための委員会の設置、責任賠償額が7,500万カナダドルを超える場合の措置等
が定められています。
2013年12月に署名した原子力損害の補完的補償に関する条約（CSC）を受けて、賠償額が現在の7,500
万カナダドルから10億カナダドルに引き上げられる見通しです。
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2. 処分事業の資金確保

核燃料廃棄物の地層処分場の建設以降で発生する将来費用を確保するために、核燃料廃棄物法
に基づき、使用済燃料の管理責任を有する原子力企業4社は独自に設立した信託基金に毎年預け
入れをしています。

◎処分費用の確保制度
2002年の核燃料廃棄物法において、核燃料廃棄

物の長期管理に必要な資金を確保する仕組みが導
入されました。使用済燃料の発生者である原子力発
電事業者3社（オンタリオ・パワージェネレーション社、
ニューブランズウィック・パワー社、ハイドロ＝ケベック
社）とカナダ原子力公社（AECL）は、それぞれ独自
に信託基金を設立し、この基金に毎年預け入れるこ
とになっています。信託基金には、核燃料廃棄物の
地層処分場の建設及びそれ以降で発生する費用を
確保します。これらの信託基金からの資金の引き出し
は、処分実施主体であるカナダ核燃料廃棄物管理
機関（NWMO）だけができると定められています。
各社は信託基金に対して、年末の残高が前年6月
時点で発生している核燃料廃棄物を将来に処分する
ために現時点で保有すべき金額（割引後の金額）を
超えるように毎年預け入れます。2016年末時点で、
信託基金の残高合計は約40億カナダドル（約3,623
億円）となっています。
なお、サイト選定活動などNWMOが将来に立地
する地層処分場の建設許認可を受けるまでに発生す
る費用は、NWMOを設立した原子力電力事業者3
社とAECLが核燃料廃棄物の処分量比率に応じて
分担しており、年度毎に会計処理されています。

◎NWMOによる処分費用の見積額
原子力発電事業者 3 社とカナダ原子力公社

（AECL）の信託基金への拠出額を算定するため
に、NWMOは処分費用を算定しています。拠出額
算定に用いる処分費用の見積もりは2016年に見直し
さており、地層処分場のサイト選定を含む「適応性の
ある段階的管理」（APM）プログラムの実施に必要
な費用を約183億カナダドル（2015年価格、約1兆
6,500億円）と見積もっています。この金額は以下の
ような仮定で算定した額です。

（出典：NWMO 2016年次報告書）

（百万カナダドル）

2016年
拠出額

2016年
12月末残高

オンタリオ・パワージェネ
レーション（OPG）社 200 3,687

ハイドロ＝ケベック社 5 142

ニューブランズウィック・
パワー社 10 152

カナダ原子力公社（AECL） 1 50

合　計 215
（約194億円）

4,031
（約3,628億円）

各事業者が設立した信託基金の状況
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700
累積コスト（億カナダドル、2002年価値）

実施開始からの年数

①地層処分
②原子力発電所のサイト内貯蔵の継続
③集中貯蔵の継続
④適応性のある段階的管理（APM）
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使用済燃料の長期管理アプローチの選択肢別コスト比較
（出典：NWMO『進むべき道の選択』2005年11月）

地層処分費用の内訳
（出典：NWMO, APM-REP-00440-0202より作成）

○ CANDU炉使用済燃料360万体（約68,000トン
ウラン相当）を地層処分する。

○ 1カ所での詳細特性調査を2024年から、処分
場の建設を2033年から開始する。

○ 処分場は2043～2072年まで（約30年間）操業
し、2142年までの100年間はモニタリングを継続
する。
○ 処分場の閉鎖完了は2172年
こうした仮定は信託基金の形で確保される資金額
を合理的な範囲で早期に多くする意図で設定してい
るものであり、「適応性のある段階的管理」（APM）
に含まれている浅部地下空洞での集中貯蔵のオプ
ションを排除したわけではありません。

◎長期管理アプローチ別の処分費用の比較
NWMOが使用済燃料の長期管理アプローチを研

究した際（2002～2005年）には、4つの選択肢につ
いて実施開始から1,000年間を対象とした費用比較
をおこなっています。4つの選択肢は次のものです。
①地層処分
②原子力発電所のサイト内貯蔵の継続
③集中貯蔵の継続
④ 適応性のある段階的管理（APM）…集中中間
貯蔵を折込みつつ、最終的に地層処分

選択肢の②と③では、貯蔵施設を300年ごとに建
て替えると仮定しています。選択肢①は30年後から
地層処分を開始し、100年後から処分場を閉鎖する
スケジュールを仮定したものです。
選択肢④はカナダの長期管理アプローチとして決

定したものであり、30年後から30年間の集中中間貯
蔵を組み込み、60年後から地層処分を開始、最大
300年後まで処分場の閉鎖を延期するスケジュールを
仮定しています。その後、処分場の閉鎖には25年を
要するとしています。
「適応性のある段階的管理」（APM、選択肢④）
の実施に必要となる費用は、処分の前段階として地
下浅部での集中中間貯蔵施設を建設する場合には
244億カナダドル（2兆2,000億円）、建設しない場合
には226億カナダドル（2兆340億円）と推定されてい
ました。（1カナダドル＝90円として換算）

選択肢
費用累計（億カナダドル）

350年後まで 1,000年まで

①地層処分 162 163

② 原子力発電所のサイト内貯
蔵の継続 176 684

③集中貯蔵の継続 200 470

④ 適応性のある段階的管理
（APM）※

244
226

244
226

使用済燃料の長期管理アプローチの費用見積り

※ 上段は地下浅部での集中中間貯蔵を建設する場合、下段は建設し
ない場合の額

（出典：NWMO『進むべき道の選択』2005年11月）

サイト選定
10.1億カナダドル

詳細特性調査
10.9億カナダドル

処分場建設
38.0億
カナダドル

処分場操業
94.4億カナダドル

廃止措置・閉鎖
12.2億カナダドル

モニタリング
17.6億カナダドル

183億
カナダドル
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1. 処分地の選定手続き・経緯

NWMOは2010年から9つの段階で構成されたサイト選定プロセスを開始しました。22の自
治体がプロセスに関心表明を行い、初期スクリーニングをパスした21自治体の多くで第3段階前
期の予備的評価が進行中です。早くに関心表明を行ったところではNWMOが2013年11月に中
間評価を完了し、一部の自治体を地層処分場の設置候補から外す絞り込みがなされました。

◎処分地選定の進め方
核燃料廃棄物の長期管理アプローチとして“適応
性のある段階的管理”（APM）の採用が決定した
後、NWMOは、地層処分場のサイト選定プロセスに
関する具体的検討を開始し、2009年5月にサイト選
定計画案を公表しました。サイト選定計画案について
NWMOは、意見募集を行うとともに、同案を評価・
議論するための公衆との対話集会などを実施しまし
た。NWMOは、これらの活動において収集した意見
を含めて計画案の最終化を進め、2010年5月に9つ
の段階で構成されるサイト選定プロセスを含むサイト
選定計画の最終版『連携して進む：カナダの使用済
燃料の地層処分場選定プロセス』を公表するととも
に、プロセスの第1段階を開始しました。

◎サイト選定における実施主体の行動原則
NWMOはサイト選定プロセスを構想する際に、①

カナダ国民が大切にしている価値や目標に沿ってい
て、②オープンで、透明、公正、包括的であり、③科
学、専門性及び倫理的な最高の基準に適合するよう
に配慮しました。NWMOは、サイト選定プロセスの
過程で学習し、後続段階に反映させていく考えです。
目標から逸脱しないように、NWMOがサイト選定を進
める上で守るべき行動原則を決めました。右に示す
13項目の簡潔な表現で示しています。
この原則（4番目）にあるように、NWMOはサイト
選定プロセスを「原子力立地州」－オンタリオ、ケベッ
ク、ニューブランズウィック、サスカチュワンの4州―
に焦点を当てる考えです。この原則は、NWMOが
2002年から3年間行った核燃料廃棄物の長期管理
アプローチに関する研究過程において、カナダ国民と
の対話で生み出されたものです。“公正さ”は核燃料
サイクルと直接の関係をもつ州に焦点をあてることで
最も良く達成されるという考え方です。

IV. 処分地選定の進め方と地域振興

サイト選定プロセスにおいてNWMOが守るべき行動原則
 1. 安全性を重視
 2. 規制要件を満たす、または上回る
 3. 地元自治体の理解と意思を尊重
 4. 原子力立地州に焦点
 5. 撤退の権利
 6. サイト選定を主導するのは関心をもつ自治体
 7. 先住民の権利、協定、土地所有権
 8. 決定事項を共有
 9. 包括志向
 10. サポート能力の構築
 11. プロセスでの情報公開
 12. 自治体の福祉
 13. 連邦と州の政府の関与が継続的になるように配慮

サイト選定プロセスの策定と進捗の経緯

2008年8月 NWMOが地層処分場サイト選定手続き
に関する協議文書を公表

2008年9月～12月 NWMOがサイト選定手続きに関する意
見募集を実施

2009年5月 NWMOがサイト選定計画案を公表し、
意見募集及び協議を開始

2010年5月 NWMOがサイト選定計画の最終版を公
表し、全9段階からなるサイト選定プロ
セスの第1段階を開始

2012年9月 NWMOがサイト選定プロセスへの参加
に対する関心表明の受付を一時中断

※ カナダの核燃料廃棄物処分場のサイト選定は、核燃料廃棄物法に
基づいて検討、決定した使用済燃料管理の長期的なアプローチの
一環として実施されており、特にサイト選定方法やプロセスを規
定した法令は存在しません。
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◎9段階のサイト選定プロセス
NWMOによるサイト選定プロセスは下の表に示す

ように、9つの段階で構成されています。このサイト選
定手続きは、手続きに関する情報を求める自治体や
地域を公募し、地層処分プロジェクトに対し関心表明
を行った地域の中から処分場候補地を選定していく
ものです。NWMOは、プロセスに参加する地域や自
治体は、第6段階において処分場の受け入れに関す
る最終的に同意するまで、プロセスから撤退できると
しています。
NWMOは、サイト選定における検討事項として安

全性を確保するための基準のほか、社会、経済、文
化等の安全性以外の要素を評価するための基準も
提示しています。後者の要素は、NWMOがプロジェ
クトに関与する自治体の長期的福祉または生活の質
の向上を目指していることを反映したものです。

9段階で構成されるサイト選定プロセス （段階数は参加している自治体に対してのみ言える点に注意）

準備段階 カナダ政府及び州政府、国と州の先住民の自治組織・規制機関などとの協議した後、NWMOが最終版としたサイト選定計画
を公表する。

第1段階

NWMOは、サイト選定プロセスを開始し、処分事業及びサイト選定計画についての情報提供、質疑応答等によりプロジェクト
とサイト選定プロセスに対するカナダ国民の意識を高める。

意識啓蒙活動は、サイト選定プロセスの全期間にわたって継続する。

第2段階
詳しく知りたい自治体に対して、NWMOが詳細な情報提供を行う。初期スクリーニングを実施する。

自治体からの要請があれば、NWMOが初期スクリーニング基準に基づいて自治体の潜在的な適合性を評価する。〔1～2カ月〕

第3段階

関心を示した自治体に対して、潜在的な適合性の予備的評価を実施する。

NWMOは自治体との協力の下で、自治体内のサイトが処分事業の詳細要件を満たす可能性があるかについてのフィージビリ
ティ調査を行う。〔1～2年〕※

第4段階

関心のある自治体に対して、影響を受ける可能性のある周辺自治体を参加させるとともに、詳細なサイト評価を完了する。

NWMOは、地域調査や複数年におよぶサイト評価に対する関心を正式に表明した自治体から一つ、もしくは複数のサイトを
選定する。NWMOはサイト調査をサポートする専門技術センターを開発する。関心のある自治体とともに、影響を受ける可能
性のある周辺自治体、先住民の政府、州政府の参加を得て、広域を対象とした環境影響評価を行う。〔約5年〕

第5段階 適合性のあるサイトの存在が確認された自治体（複数）が、処分場の受入意思があるかどうかを決定し、プロジェクトを進める
条件を提示する。

第6段階 好ましいサイトのある自治体（1つ）とNWMOが処分場受入に関して正式に合意する。

第7段階

規制当局は、独立した正式な公的プロセスを通じて処分事業の安全性を審査し、全要件が満たされる場合、事業を進めること
を承認する。

環境評価、サイト準備、建設及び操業に関する許認可プロセスを通じ、規制機関によるレビューが実施される（使用済燃料の輸
送に関する規制機関の承認も必要とされる）。

第8段階
地下実証施設の建設・操業

NWMOはサイトの特性を確認するための地下実証施設の活動をサポートする専門技術センターを開発する。

第9段階 地層処分場の建設・操業

サイト選定計画の最終版「連携して進む：カナダの
使用済燃料の地層処分場選定プロセス」

※ 実際のサイト選定プロセスでは、第3段階は前期と後期（第1・第2フェーズ）に分けられました。机上調査を行う前期（1～2年）と現地調査
を行う後期（3～4年）の間で、後期を実施する自治体の絞り込みがなされています。
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サスカチュワン州

マニトバ州

オンタリオ州

ケベック州

オンタリオ湖

エリー湖

ミシガン湖

スペリオル湖

ハドソン湾

ヒューロン湖

20

21

19

18
17 16

第3段階 第 1フェーズ

初期スクリーニング結果が不適
第2段階

NWMOが第2フェーズ実施を選択せず
または自治体がプロセスからの撤退を選択

第3段階 第 2フェーズ

初期スクリーニングで良好と
判断された21地域の
サイト選定プロセス参加状況
（2017年 12月時点）

 1. イングリッシュリバー先住民族
保留地

 2. パインハウス村
 3. クレイトン・タウンシップ
 4. イアーフォールズ・タウンシッ

プ
 5. イグナス・タウンシップ
 6. ニピゴン・タウンシップ
 7. シュライバー・タウンシップ
 8. マニトウェッジ・タウンシップ
 9. ホーンペイン・タウンシップ
 10. ホワイトリバー・タウンシップ
 11. ワワ自治体
 12. ブラインドリバー町
 13. エリオットレイク市
 14. ノースショア・タウンシップ
 15. スパニッシュ町
 16. アラン＝エルダースリー自治体
 17. ソーギーンショアーズ町
 18. ブロックトン自治体
 19. ヒューロン＝キンロス・タウン

シップ
 20. サウスブルース自治体
 21. セントラルヒューロン自治体

NWMOが除外

サイト選定プロセスに参加している自治体の位置

第2段階で実施する初期スクリーニングの適性基準
○ サイトには、地上及び地下施設を収容できる大きさの
土地がなければならない。
○ 利用可能な土地は、保護区域、遺産地域、州立公園、国
立公園の外側でなければならない。
○ 利用可能なサイトは、将来の世代による擾乱の可能性
がないよう、飲用、農業及び工業用途に使用される既
知の地下水資源が処分場の深さに含まれていてはなら
ない。
○ 利用可能な土地は、処分場サイトに将来の世代による
擾乱の可能性がないよう、既知の経済的に利用できる
天然資源が賦存していてはならない。
○ 利用可能な土地は安全性の要因を考慮し、サイトの安
全性を妨げるような地質及び水文地質学的特性を持つ
区域に入っていてはならない。

カナダの地方自治体について
地方自治制度は連邦ではなく州の管轄であり、州に
よって異なっています。上層自治体と下層自治体の二層
制、州の下に基礎自治体がある一層制が混在しています。
二層制の場合、上層自治体はリージョンや郡（カウン
ティ）と呼ばれ、下層自治体とは権限や役割が異なりま
す。下層自治体は主として人口によって呼称が異なり、
市（City）、町（Town）、村（Village）、タウンシップ
（Township）などがあります。

◎ 核燃料廃棄物管理機関（NWMO）によるサイト
選定プロセスの進捗動向
地層処分場のサイト選定プロセスは、2010年5月か

ら開始されました。169ページに示したカナダのサイト
選定プロセスの段階は、自治体がたどる段階を示す
形で示しており、プロセスに参加している自治体によっ
て、現在の段階数が異なります。自治体がNWMO
に対して「知識を深めることの関心表明」を行うことで
第2段階がスタートします。2012年9月末までに22の
自治体が関心表明を行い、NWMOは既に受け付け
た自治体の調査や対応に注力するためにサイト選定
計画への関心表明の受付を一時中断しました。
第2段階では、関心表明を行った自治体全域を対
象として、NWMOは既存情報に基づく初期スクリー
ニングを実施します。右に示す5項目の基準と照らし
た結果、関心表明を行った22自治体のうち1自治体
では、地層処分場の母岩として潜在的に適する地層
を含む可能性が低いことからサイト選定プロセスがな
いことからサイト選定プロセスから除外されました。初
期スクリーニングをパスした21自治体は、2014年末ま
でにいずれも第3段階に進むことを望みました。
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2. 地域振興方策

カナダでは地域振興を目的とする法的枠組みはありません。しかしながら、使用済燃料の処分
実施主体であるカナダ核燃料廃棄物管理機関（NWMO）は、処分事業は自治体及び地域の長期
的な福祉や生活の質を向上させるように実施する考えです。

◎地元の長期的福祉への貢献
地層処分場プロジェクトの関連施設やインフラが建
設・操業されると、地元に何十年間も大きな経済的利
益が生じると予想されています。技術の移転や習得
機会など、受け入れ地域や州に大規模な雇用と所得
収益を提供すると考えられています。一方、社会的、
経済的環境を大きく変えてしまう可能性があることか
ら、地域社会の長期的健全性と持続可能性を確かに
するために慎重に対処する必要があるとしています。
このような認識から、170ページに示した行動原則
に挙げられているように、カナダ核燃料廃棄物管理機
関（NWMO）は「自治体の福祉」を重視しています。
地層処分場を受け入れる自治体は利益を得る権利を

もつと認め、自治体や地域の長期的福祉または生活
の質を高める方法でプロジェクトを実施すると確約し
ています。
NWMOのサイト選定プロセスでは、第4段階にお

いて、技術的安全性と地域社会の福祉面に関する
評価を目的として「専門技術センター」を設置する計
画です。このセンターの在り方は、地元とのパートナー
シップを通じて具体化する考えです。自治体の福祉
を促進する計画概要については、サイト選定プロセス
の第6段階において、地元自治体と取り交わす協定
書に盛り込むとしています。現在の所、カナダでは地
層処分場の立地に関連して、地元の地域振興を目的
とする法的枠組みはありません。

第3段階では、使用済燃料の処分プロジェクトを受
け入れに関する自治体の潜在的な適合性の予備評
価が実施されます。主な4つの検討事項は、人間及
び環境に対する安全性とセキュリティ、地域の福祉、
地域がプロセスに残留する可能性、及び周辺地域の
福祉です。
サイト選定プロセスの第3段階の調査にあたり、
NWMOは当初の計画を修正して、前期と後期（第
1・第2フェーズ）に分けました。机上調査を行う前期
（1～2年）と現地調査を行う後期（3～4年）の間
で中間評価を行い、後期を実施する自治体の絞り込
みがなされます。
NWMOは自治体の要請により、第3段階第1フェー

ズの調査過程で地層処分場の立地見通しが低いこと
を示唆する情報を得た場合には、その旨を早めに当
該自治体に通知しています。自治体側からサイト選定
プロセスからの撤退を決定した自治体も1つあります。
2015年10月にサイト選定プロセスへの参加が最も
遅かったセントラルヒューロン自治体での第3段階第1

フェーズの調査が完了し、結果として11自治体が第
3段階第2フェーズに進む結果となりました。
その後NWMOは2015年3月に、空中物理探査な

どの現地調査の結果から地質構造が複雑であり、地
下に多くの亀裂があることから立地見通しが低いと判
断された2自治体（172ページの図中③⑦）を除外し
ました。
2017年6月には、ボーリング調査など地質工学的

な調査を進めていく上で、当該地域の住民に十分な
信頼感を与えるほどには関心・学習を拡大できなかっ
たとして、さらに2自治体（図中⑩㉑）を除外しました。
また、2017年12月に、現地調査枠内でボーリング
調査を計画するなかで、調査対象エリアへのアクセ
スが地形の起伏が激しいために困難である2自治体
（図中⑫⑬）を除外しました。
現在、オンタリオ州の5自治体がサイト選定プロセス

に残っており、一部の自治体ではボーリング調査が進
められています。
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─ 意思決定の判断材料となる関与 ─ （抜粋）※

1. 候補エリアの特定（複数）
○適切な立地プロセスと基準を決定するための、潜在的に影響を受け
る地域及びその他の利害のあるコミュニティとの対話結果

2. 有望なサイトの選択（1カ所）
○候補地域及びその他の潜在的に影響を受ける地域からのフィージビ
リティ調査及び分析の継続に対する合意

3. 浅部地下貯蔵施設を建設するかどうか
○原子炉サイトの地元からの廃棄物撤去の要求の強まり。セキュリ
ティ向上のために燃料を集中管理することがより望ましくなる予期
せぬ進展
○立地地域及びその他の直接影響を受ける利害のあるコミュニティか
らの地下貯蔵施設建設に対する合意

4. 原子力発電所からの使用済燃料の輸送をいつ開始するか
○直接影響を受ける利害のあるコミュニティの間で輸送を進めるため
に十分なレベルの安全を立証すること

5. いつ地層処分場を建設するか
○安全が十分に実証されたことの、立地地域及び他の直接影響を受け
る利害のあるコミュニティからの確認及び深地層処分場を建設する
合意

6. いつ地層処分場を閉鎖するか
○使用済燃料への容易なアクセスがもはや優先事項でなくなったと社
会が結論付けるようになる進展
○立地地域及び他の直接影響を受ける利害のあるコミュニティとの、
深地層処分場の閉鎖の時期と方法に関する対話

「適応性のある段階的管理」における意思決定ポイント
（NWMO『進むべき道の選択』（2005年）の「意思決定へのインプットとしての関与」から、地元や社会に関するものを抜粋して作成）

1. 公衆との対話

実施主体のNWMOは、核燃料廃棄物の長期管理アプローチの検討にあたって、約3年の国民
対話と研究を踏まえて長期管理アプローチ案に反映しました。また、NWMOはサイト選定プロセ
スの実施にあたっては、影響を受ける利害のある地域社会と協力してサイト選定プロセスを開発・
実施することを公約としています。サイト選定プロセスの策定においてNWMOは、関心を表明し
た自治体の住民がプロジェクトについて学習できるようにするために、自治体が行う支援活動に対
して資金提供を行っています。

◎公衆の関与プログラム
2002年に制定された核燃料廃棄物法には、処分

主体の設立目的が明記されました。これに基づき、カ
ナダ核燃料廃棄物管理機関（NWMO）は、①連邦
政府に対して、核燃料廃棄物の管理のための複数の
アプローチを提案し、②採用が決定したアプローチを
実施します。NWMOがアプローチを提案する際には、
その具体的内容や実施スケジュールに加えて“公衆
の関与プログラム”を含めることが求められています。
NWMOは、約3年の国民対話と研究を踏まえて
2005年に取りまとめた最終報告書『進むべき道の選
択』において「適応性のある段階的管理」（APM）
アプローチを提案しました。このなかでNWMOは、
アプローチの実施過程の節目となる、重要な意思決

定ポイントを複数設定するとともに、それらの時点で行
われる関与プログラムの性格と範囲も明確にしていま
す。
実施の役目を持つNWMOは、段階的実施と適応

を図る上で、専門家と一般市民の双方の参加が継
続的かつ積極的、発展的であることが重要であり、そ
れがNWMOの実施能力の向上につながると考えて
います。

◎ サイト選定における地元との
コミュニケーション
NWMOは2005年の報告書『進むべき道の選択』

において、サイト選定プロセスでは「自主的に名乗り
を上げる立地地域を特定することが、管理アプローチ

V. 情報提供・コミュニケーション
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の実施に対する地域の協力と積極的関与の基礎を
築く上で中核となる」と述べています。このことは、処
分場プロジェクトの成功について国民が求めている水
準の保証を提供するためには、サイトの技術的側面
に対する確信だけでは足りず、影響を受ける個人と
地元地域の社会的、文化的、経済的志向を尊重し
続ける倫理的な方法でプロジェクトをダイナミックに展
開する必要があるという考えが背景となっています。
実施には、起こりうる影響について十分情報を持ち、
NWMOと協力して主要な実施決定を具体化し、方
向付けることに専心する地元の存在が前提であると
いう認識です。
地元の“自主性”（処分場を立地する意欲）を表明

する方法は自治体側の問題であるとしつつも、表明さ
れた“自主性”の程度が立地を進める上で十分か否
かの判断はNWMOの責任となると考えられています。
こうした考えからNWMOは、影響を受ける利害のあ
る地域社会と協力してサイト選定プロセスを開発・実
施することを公約としています。

◎ 地元協議・コミュニケーションを支える
財政支援
NWMOは報告書『連携して進む：カナダの使用

済燃料の地層処分場選定プロセス』（2010年5月）
において、自治体とNWMOがプロジェクト受け入れ
に係る正式協定に調印する前までの複数の段階にお
いて、プロジェクトへの関心の評価に広範囲の市民の
参加と関与が達成されるように働き掛けるとし、必要な
リソース（人・資材・資金）を供給することを確約し
ています。
NWMOは、自治体が行う住民向けの学習支援活

動に資金提供を行っています。これには、住民会合
の開催費用のほか、サイト選定プロセスで行われる初
期スクリーニングの結果をレビューするために自治体
が第三者の専門家を雇う費用、放射性廃棄物の貯
蔵施設を見学するための旅費などがあります。また
NWMOは、第3段階第1フェーズの調査が完了した
自治体に対して、地元福祉の向上に利用できる資金
として、40万ドル（3,600万円）を提供しています。

『連携して進む－サイト選定プロセスの設計』
（NWMO、2008年8月）

サイト選定プロセスを策定するにあたり、NWMOは事前に公衆の意
見を聴く目的で協議文書をまとめました。この協議文書には、サイト
選定のスケジュールなどの具体案は含まれておらず、代わって考慮
すべき原則、目的、重要事項に主眼をおいて説明しています。意見を
求めたい6つのポイントを質問形式で本文中に掲載しているのが特
徴的です。NWMOはサイト選定プロセスの策定に約2年を費やして
います。
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2. 意識把握と情報提供

地層処分場のサイト選定を開始したカナダ核燃料廃棄物管理機関（NWMO）は、サイト選定プ
ロセスへの参加に関心表明を行った自治体において、“ラーン・モア”（もっと学ぼう）プログラム
と呼ばれる情報提供活動に取り組んでいます。

◎ サイト選定プロセスにおける広報活動
（情報提供）
2010年5月から開始されたサイト選定プロセス（169

ページの表を参照）では、自治体がカナダ核燃料廃
棄物管理機関（NWMO）に対して「知識を深める
ことの関心表明」を行うことで第2段階がスタートし
ます。関心表明を行った自治体にでは“ラーン・モア”
（もっと学ぼう）プログラムと呼ばれる情報提供活動
が行われています。このプログラムは、サイト選定を行
うNWMOが行っているものです。
このプログラムの重点は、自治体住民に向けて「適
応性のある段階的管理」（APM）の全体像や進め
方のほか、地層処分場のサイト選定プロセスがどの
ように進むのかといった説明です。こうした情報提供
や、住民との対話を図るために、オープンハウスでの
展示会のほか、住民グループや先住民コミュニティな
どの求めに応じた会合が開催しています。
展示会では、ポスターボードを使った説明や体験
型展示、ビデオ上映が行われるほか、NWMOの専
門家とコミュニティ代表者を交えた公開会合などの
企画もあります。住民が寄せる質問や意見に対して
NWMOの職員や専門家が直接応える機会を通じ
て、相互学習を図るねらいです。
サイト選定プロセスの第2段階では、当該自治体に
おける地層処分場立地の潜在的適合性を評価する
ために、既知の情報に基づいた初期スクリーニングが
行われます。ラーン・モア・プログラムでは、スクリーニン
グ結果に関する説明や質疑応答も行われています。

情報提供と対話のためのオープンハウスの様子（上）と
オープンハウス等で使用されるNWMOの展示物の例

（2012年1月付NWMOニュースレターより引用）
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◎国民意識と住民意識（主な世論調査結果）
NWMOは、社会調査プログラムの一環としてこれ

までに2回（2005年8月と2008年11月）の全国的な
世論調査を実施（外部の専門会社に委託）していま
す。2002年設立のNWMOの最初の仕事は、使用
済燃料の長期管理に向けて、国民と協力して「社会
に受け入れられ、技術的に優れ、環境責任を果たし、
経済的に無理のない」管理アプローチを開発すること
でした。2007年6月にカナダの方針として“適応性の
ある段階的管理”（APM）が決定しました。世論調
査は、管理アプローチの提案や適応性のあるようにア
プローチを実施する上で、社会の懸念や関心を理解
するためのツールとなっています。
これまでの世論調査での設問には、地層処分場の
立地受け入れで生じる便益とリスクの捉え方だけで
はなく、原子力発電の将来、他の社会問題と比較し
ての核燃料廃棄物の管理の重要性に対する認識、
APMの実施に関わるステークホルダーに対する信頼
度なども含まれています。

2008年

22％ 15％ 63％

2005年

19％ 14％ 67％

よく知っている 少しなら知っている あまり知らない

（出典：Views and Attitudes toward Nuclear Waste. 
NWMO SR-2008-37. December 2008）

設問：核燃料廃棄物やそれらがどのように管理されているか
についてどの程度知っていますか。
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I. 高レベル放射性廃棄物の発生状況と処分方針

米国では、ネバダ州のユッカマウンテンで高レベル放射性廃棄物を処分することが計画されて
いますが、使用済燃料の中間貯蔵の取扱い、資金確保のあり方などを見直すための法律の修正が
検討されています。なお、前オバマ政権は、ユッカマウンテン計画を中止する方針として、代替案
を検討しましたが、トランプ政権は、ユッカマウンテン計画を継続する方針に転換しようとしてい
ます。

◎原子力エネルギー政策の動向
米国における商業用の原子力発電所は全部で85

カ所あり、そのうち62カ所にある100基の原子炉が
運転中です。29カ所にあった32基の原子炉は既に
閉鎖されています。米国の原子力発電会社には公営
と私営の電力会社が含まれるとともに、所有者と運転
者が同一でない場合が多く、原子力発電会社の数は
非常に多く存在しています。2011年3月の東京電力
（株）福島第一原子力発電所の事故を受け、原子
力規制委員会（NRC）が事故の評価を行った上で、
原子炉の安全性を確保するための規制対応を行って
いますが、新規原子炉の計画を含めて大きな政策の
転換には至っていません。

◎使用済燃料の発生と貯蔵（処分前管理）
米国では、商業用原子力発電所から発生した使

用済燃料が、2013年末で合計約71,700トン（重金
属換算、以下同じ）蓄積されていると見積られていま
す。エネルギー省（DOE）は、2012年時点で運転中
だった104基の原子炉が全て60年間運転した場合
には、使用済燃料の量は140,000トンに達すると推定
しています。発生した使用済燃料は、原子力発電所
サイト内でプール貯蔵、または乾式貯蔵キャスクなど
で貯蔵されていますが、一部はサイト外で中間貯蔵さ
れています。サイト外での中間貯蔵施設は、イリノイ
州のモリス中間貯蔵施設（プール貯蔵方式）が米国
で唯一です。この施設は、ゼネラルエレクトリック社が
建設していたかつての民間の再処理工場の使用済
燃料プールを活用したものであり、イリノイ州の原子力
発電所で発生した約670トンの使用済燃料を1972年
から貯蔵しています。
特殊なものとしてスリーマイル島原子力発電所2号
機の事故に伴って発生した燃料デブリ及び使用済燃
料をアイダホ国立研究所（INL）において、乾式貯蔵
キャスクに収納して貯蔵しています。

米国では、1973年以降、商業用原子炉で発生し
た使用済燃料の再処理は行われておらず、使用済
燃料をそのまま高レベル放射性廃棄物として処分す
る直接処分方式を取っています。ただし、バックエン
ド対策の代替案の検討が行われており、使用済燃料
の再処理もその一環として検討が進められています。

◎処分方針の策定経緯と現状
1982 年放射性廃棄物政策法においては、高レ

ベル放射性廃棄物を処分することは連邦政府の責
任であり、処分費用の負担は発生者及び所有者
の責任とすべきと事実認定されました。同法におい
て「処分」という用語が定義され、高レベル放射性
廃棄物を地層処分する方針となりました。また、エネ
ルギー省（DOE）に「民間放射性廃棄物管理局」
（OCRWM）が処分の実施主体として設置され、処
分候補地の選定、サイト特性調査が進められました。
1987年放射性廃棄物政策修正法において、ユッ

カマウンテンを唯一の処分候補地とすること、ユッカマ
ウンテン以外でのサイト特性調査を停止すること、ユッ
カマウンテンでの処分量は70,000トンに制限して、地
層処分の研究プログラムを実施することになりました。
1982年放射性廃棄物政策法に基づく手続きを経

て、2002年にネバダ州ユッカマウンテンが最終処分地
に決定し、2008年6月にはDOEが処分場の建設認
可に係る許認可申請書を原子力規制委員会（NRC）
に提出しました。
2009年1月に発足した民主党のオバマ前政権は、

ユッカマウンテン計画を中止する方針として、「米国
の原子力の将来に関するブルーリボン委員会」（以下
「ブルーリボン委員会」という。）を設置して検討を行
い、2012年 1月に、地層処分場の必要性は再確認
するものの、同意に基づくサイト選定、超深孔処分の
研究、中間貯蔵施設の設置などの代替案が勧告され
ました。
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◎原子力発電の利用・導入状況

◎原子力発電所及びその他の原子力関連施設の所在地

◎原子力発電設備容量
合計99基9,964.7万kW
（2018年1月）

2015年
米国 総発電電力量 国内供給

電力量
国内電力
消費量輸入 輸出

単位：億kWh 43,171.60 757.70 -91.00 43,838.29 37,808.36
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2017年 1月に誕生した共和党のトランプ政権は、
ユッカマウンテン計画を継続する方針を示しており、中
間貯蔵施設の必要性は再認識する一方、超深孔処
分のフィールド試験計画を中止するなどの考え方を示
していますが、このような政策の実施に必要な法整備
ができない状況が続いています。

◎ 原子力発電以外から発生する
高レベル放射性廃棄物
米国における高レベル放射性廃棄物としては、
①商業用原子力発電所から発生した使用済燃料、
②DOE保有の使用済燃料（研究炉や海軍の船舶
炉などから発生するもの）、③核兵器製造及びかつて
実施された商業用原子力発電所からの使用済燃料
の再処理によって発生したガラス固化体があります。
DOEは、核兵器製造用の原子炉、研究炉、海軍

の船舶炉、原型炉などから発生する使用済燃料を保
有しており、処分する必要がある量は、2035年には
約2,500トンになると推定しています。また、以前に行
われていた商業用原子力発電所から発生した使用
済燃料の再処理によって生じたものも含め、DOEの
国防施設や国立研究所で生じた高レベル放射性廃
液が、DOEの4カ所のサイトにある地下タンク内で貯
蔵されています。この廃液をガラス固化した場合、最
終的に約36,000本のガラス固化体が発生すると推定
しています。
その他、大学の研究炉、DOEの研究施設、商業
用研究炉、商業用核燃料製造プラントなど、約55の
施設から少量の使用済燃料や高レベル放射性廃棄
物が発生しています。
また、冷戦の終結によって、公称値で約60トンの兵
器級の余剰プルトニウムが発生するとされています。
DOEは、そのうちの過半は商業用原子力発電所で
MOX燃料として利用することの他、MOX燃料に適
さないプルトニウムをニューメキシコ州カールスバッドの
廃棄物隔離パイロットプラント（WIPP）で処分するこ
となどの計画について、環境影響評価書（EIS）の
検討を実施しています。現在、MOX燃料での利用
は、費用の関係で中止されており、WIPPでの処分に
絞って検討されています。なお、DOEはすでに、一
部の兵器級プルトニウムを希釈してWIPPで処分して
います。

ブルーリボン委員会の報告書では、同意に基づいて処
分場を立地することが勧告されていますが、米国には、
地元の理解を得て順調に操業を続けている地層処分場が
あります。ニューメキシコ州カールスバッド近郊の「廃
棄物隔離パイロットプラント」（WIPP）は、国防活動で
発生した超ウラン元素を含むTRU廃棄物を対象とした
地層処分場であり、地下約655mの岩塩層の中に設置さ
れています。1999年3月からエネルギー省（DOE）が、
環境保護庁（EPA）及びニューメキシコ州の許認可を受
けて操業を行っています。WIPPの開発は1970年代か
ら開始された非常に長い歴史を持っていますが、ブルー
リボン委員会の報告書の中でも立地の良好な事例である
として、今後の高レベル放射性廃棄物の戦略を考える上
での重要なものとされています。
特に、連邦政府から資金の提供を受けてニューメキシ
コ大学内に設置された環境評価グループ（EEG）は、独
立で信頼できる技術的情報やWIPPプロジェクトのレ
ビューを提供し、州や地域コミュニティの信頼を得るの
に重要な役割を果たしたと評価されています。
WIPPでは、順調に処分が実施されていましたが、
2014年2月に火災事故、放射線事象が発生しており、操
業を停止して事故調査を行うとともに、復旧計画に基づ
いて復旧活動が行われ、2016年12月23日に操業再開
が決定し、2017年1月4日に操業を再開して廃棄物の定
置が行われました。また、2017年4月10日には、操業
再開後で初となるTRU廃棄物の輸送、受入れも開始され
ています。

廃棄物隔離パイロットプラント（WIPP）
（DOE WIPPウェブサイトより作成）

廃棄物隔離パイロットプラント（WIPP）での廃棄物定置状況
（DOE WIPPウェブサイトより引用）

排気立坑
廃棄物搬入立坑建設工事用立坑

岩塩貯蔵所

空気取入立坑
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II. 地層処分計画と技術開発

1. 処分計画（ユッカマウンテン計画）

米国では、1987年に法律によりネバダ州のユッカマウンテンが高レベル放射性廃棄物の唯一の
処分候補地としてサイト特性調査が行われ、2002年に法律で処分場サイトとして指定されました。
ユッカマウンテン計画では、商業用原子力発電所から発生する使用済燃料、エネルギー省

（DOE）が保有する国防活動関連等から発生する高レベル放射性廃棄物（ガラス固化体）及び
使用済燃料の3種類を、地表から200～500mの深さに地層処分する方針です。ただし、2009
年に発足したオバマ前政権は、ユッカマウンテン計画を中止し、代替案を検討する方針でしたが、
2017年に誕生したトランプ政権は、ユッカマウンテン計画を継続する方針を示しています。
現在、米国の高レベル放射性廃棄物の処分の最終的な計画はまだ定まっていない状況ですが、
以下では、ユッカマウンテン計画での処分場の建設認可に係る許認可申請書の情報、前政権での
代替案の検討結果なども含めて示します。

◎3種類の高レベル放射性廃棄物を地層処分
ユッカマウンテンで処分予定の高レベル放射性廃
棄物は3種類あります。①商業用原子力発電所から
発生した使用済燃料が63,000トン（重金属換算、以
下同じ）、②DOE保有の使用済燃料（研究炉や海
軍の船舶炉などから発生するもの）が2,333トン、③
核兵器製造及びかつて実施された商業用原子力
発電所からの使用済燃料の再処理によって発生し
た高レベル放射性廃棄物が4,667トンです。合計で
70,000トンです。

◎処分形態
処分対象の高レベル放射性廃棄物は、外側がアロ

イ22と呼ばれるニッケル基合金、内側がステンレス鋼
の二重構造の廃棄物パッケージに封入して処分され
ます。外側の合金が腐食に耐える役割を、内側のス
テンレス鋼が力学的な荷重に耐える役割を担います。
商業用原子力発電所で発生した使用済燃料の約

90％は、発電所で輸送・貯蔵・処分（TAD）キャニ
スタに収納してからユッカマウンテンに輸送する計画
であり、残りは処分場においてTADキャニスタに収
納する計画です。このTADキャニスタを上述した二
重構造の廃棄物パッケージに封入して処分します。
廃棄物パッケージは、収納する廃棄物の種類に応

じて、民間の使用済燃料を収納したTAD廃棄物パッ
ケージ、軍事用の高レベル放射性廃棄物を収納した
もの、舶用の使用済燃料を収納したものなどの6種
類があります。

商業用原子力発電所から
発生した使用済燃料
63,000トン

DOEの使用済燃料
2,333トン

DOEの高レベル放射性廃棄物
4,667トン

商業用使用済燃料
高レベル

放射性廃棄物

TADキャニスタ
（21-PWR/44-BWR）

DOE使用済燃料 海軍用
キャニスタ

廃棄体
廃棄物
パッケージ

DOE使用済燃料 海軍用使用済燃料

沸騰水型
原子炉
（BWR）

加圧水型
原子炉
（PWR）

ハン
フォード・
サイト

ウェスト
バレー
実証プロ
ジェクト

サバンナ
リバー・
サイト

アイダホ
国立工学・
環境研究所

その他250種類
以上の燃料

共用廃棄物パッケージTAD廃棄物パッケージ
（21-PWR/44-BWR）

海軍用廃棄物パッケージ

廃棄物パッケージの種類
1.68m

シェル

遮蔽プラグ
燃料チューブ 内部バスケット

底部プレート
（シリンダーに溶接）

5.4
m

輸送・貯蔵・処分（TAD）キャニスタ
（出典：Draft Supplemental EIS (Oct 2007)）

米国の放射性廃棄物インベントリ
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◎処分場の建設予定地の地質構造
ユッカマウンテン周辺の岩盤は、約1,100～1,400
万年前の一連の噴火によって生じた火山灰が堆積し
た凝灰岩です。年間の降水量が少なく蒸発量が多
い砂漠地帯にあって、地下水面が地表から500～
800mと深いところにあります。

◎処分場の概要（処分概念）
処分場は、地表から200～500mの深さ、地下水
面より平均約300m上部に建設することが考えられて
います。こうした地質構造の特徴に加え、放射性廃
棄物を環境から長期間隔離するための人工バリアに
よる多重バリアシステムによる処分概念が考えられて
います。処分場の規模は、総面積が約5km2、処分
坑道の延長距離は約64kmと予定されています。

処分場は、地上施設と地下施設から構成されてお
り、地上施設の主要な構成要素としては、輸送・貯
蔵・処分（TAD）キャニスタに収納された使用済燃
料を輸送用キャスクから取り出して処分または貯蔵に
振り分けるための「受入施設」、輸送キャスクにそのま
まの状態で運ばれてきた使用済燃料などをTADキャ
ニスタに収納するための「湿式取扱施設」、TAD
キャニスタなどを処分用の廃棄物パッケージに収納す
るための「キャニスタ受入・密封施設」、使用済燃料
を冷却貯蔵するための「貯蔵施設」などがあります。

また、地下施設の主要な構成要素としては、直径
約5.5mで11,000本の廃棄物パッケージを定置する
「処分坑道」、定置される様々な形態の「廃棄物パッ
ケージ」、廃棄物パッケージの上部に設置されて処分
坑道壁面からの液滴・岩石の落下から防御する「ド
リップシールド」があります。
廃棄物パッケージは、処分坑道に設置されたパレッ

トに定置されます。
なお、ドリップシールドは、処分場の閉鎖時に設置さ
れる計画となっています。
また、処分場は段階的な建設が考えられており、地
下施設については、初期段階の建設が完了した時点
で操業許可を受けて廃棄物の受け入れが開始され
ます。残りの部分については、廃棄物の定置と並行
して処分場の建設が進められる予定です。

下図のB～B'の区間を横切る、ユッカマウンテンと
その周辺地域の東西方向の地質区分

（出典：Day et al. 1998, cross section B-B; Potter et al. 2002, plan view.）

約300m

約300m

処分場

地下水面

処分場処分場

地表

ソリタリオキャニオン断層

ユッカマウンテン

ユッカマウンテン

換気用立坑 探査研究施設（ESF）
ゴーストダンス断層

北側入口
南側入口

ユッカマウンテン処分場の全体レイアウト
（DOEウェブサイトより引用）

TAD廃棄物パッケージ

共用廃棄物パッケージ
ドリップシールド

定置坑道と廃棄物パッケージの概念
（DOEウェブサイトより引用）
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南側入口

北側入口

北側ランプ

エージング
パッド

エージング
パッド

地層処分場
操業エリア
（地上）

地層処分場
操業エリア（地下）換

気
立
坑

換
気
立
坑

北
0 100 200 400メートル

ユッカマウンテン処分場予定地のレイアウト
（補足環境影響評価書案より引用）

2002

2008

2011

2016

2020

エネルギー長官が大統領にサイト推薦し、
大統領がサイトを承認し、議会に推薦
ネバダ州知事から反対通知があったが、
連邦議会がサイト指定の合同決議を可決、
大統領署名により法として成立

建設認可申請を準備

NRCに建設認可申請を提出

NRCからの許可取得後、
廃棄物受け入れ開始

廃棄物受入のための許可申請
（操業許可の申請）

NRCから認可取得後、建設開始

閉鎖のための許可修正の可能性
処分場閉鎖開始

処分場閉鎖の可能性

ユッカマウンテンでの処分に関する
スケジュール及びマイルストーン

（DOEウェブサイトより作成）

安全性評価報告（SER）の分冊構成・公表日

分冊名 公表日

第1分冊「一般情報」 2010年  8月23日

第2分冊「閉鎖前の処分場の安全性」 2015年  1月29日

第3分冊「閉鎖後の処分場の安全性」 2014年10月16日

第4分冊「管理上及びプログラム上の
要求事項」 2014年12月18日

第5分冊「許認可仕様」 2015年  1月29日

◎処分事業の実施計画
米国における高レベル放射性廃棄物処分の基本

方針は、1982年放射性廃棄物政策法に定められて
おり、同法第301条では、DOEはプログラムの包括
的な計画を示した「ミッション・プラン」を作成すること
が規定されています。
1985年のミッション・プランでは、処分場の操業開
始を1998年に計画していました。しかし、その後、
1987年に1982年放射性廃棄物政策法が修正され、
サイト特性調査活動をユッカマウンテンのみに限定す
ることになり、1987年のミッション・プランの修正版で
は、操業開始は5年遅れの2003年とされました。そ
の後、1989年にさらに7年の遅れが発表され、2000
年に公表された「民間放射性廃棄物管理プログラ
ム・プラン第3版」では、操業開始を2010年と計画し
ていました。
約20年間の調査研究の後、ユッカマウンテンの大
統領へのサイト推薦が2002年に行われ、連邦議会の
承認を経て最終処分場サイトとして決定されました。
その後、予定からは遅れたもののユッカマウンテン

の建設認可に係る許認可申請の準備作業が進めら
れ、DOEは、2008年6月3日に許認可申請書（約8,600
ページ）、及び同月中には最終補足環境影響評価書
などを原子力規制委員会（NRC）に提出し、2008年
9月8日にはNRCが正式に受理しました。安全審査は
一時中断があったものの審査が行われ、2015年1月
29日までに、安全審査の結果を取りまとめた5分冊か
らなる安全性評価報告（SER）が作成されています。
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◎サイトの適合性の確認
エネルギー省（DOE）は、ユッカマウンテン・サイト
適合性指針（10 CFR Part 963）に従って、処分場
閉鎖前及び閉鎖後の期間でのサイト適合性を判断す
ることとなっています。この指針では、処分場閉鎖前
の期間については、処分場が本来の機能を果たし、
発生確率が1万分の1以上の事象による影響を防止
あるいは軽減できるかを、ユッカマウンテンに適用され
る安全基準に照らして評価することが規定されていま
す。また、閉鎖後の期間については、トータルシステ
ム性能評価（TSPA）を用いて評価することが定めら
れています。
このTSPAでは、右図に示されるように、処分シス
テムによる廃棄物の隔離性能に対して影響を与え得
る水文地質学、地球化学、熱、応力等のさまざまな
プロセスモデルを組み込み、サイト特性調査で得られ
たデータ等を用いて、1万年を超える長期間にわたる
処分場の性能についての発生確率、不確実性を考
慮に入れた確率論に基づくシミュレーションが行われ
ます。結果は、適用される安全基準との比較により、
定量的に評価されています。
なお、サイト推薦に向けたTSPA（2002年 12月
版）は、経済協力開発機構（OECD）の原子力機関
（NEA）による国際的なピアレビューも受けています。
レビューチームからは、このTSPAは改善の余地は
あるものの、サイト推薦の十分な根拠を与えるものだと
の結論が示されています。
ユッカマウンテン・サイト適合性指針では、処分場

システムの性能にとって重要なプロセスに対応した適
合性基準として、以下のものが示されています。
① サイト特性（地質学、水文学、地球物理学、地
球化学）
②不飽和帯での水の流動特性
③ニアフィールドの環境特性
④人工バリアシステムの劣化特性
⑤廃棄体の劣化特性
⑥ 人工バリアシステムの劣化と水の流動、放射性
核種の移行に関する特性

⑦ 不飽和帯での水の流動と放射性核種の移行特
性

⑧ 飽和帯での水の流動と放射性核種の移行特性
⑨生物圏の特性

設計及びサイトデータ、
その他の情報

概念モデルとプロセスモデル

要約された性能評価モデル

TSPA

事前TSPA

サイト及び設計情報、
技術データ

解析モデル報告書と
プロセスモデル報告書

トータルシステム性能評価（TSPA）の方法
（ユッカマウンテン・サイト適合性評価報告書より作成）

トータルシステム性能評価（TSPA）報告書と
OECD/NEAのピアレビュー報告書
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また、ユッカマウンテン・サイト適合性指針では、以
下の3つのシナリオについて評価することも定められ
ています。
 ⅰ）  起こることが予測される
「通常シナリオ」

 ⅱ）  発生確率は低いが潜在的に有意な影響をもた
らす「破壊的シナリオ」（火山活動、地震、核
的臨界等）

閉鎖後のトータルシステム性能評価の結果

1）  40 CFR Part 197及び10 CFR Part 63の最終版で規定された線量基準値
2）  線量の評価結果及び出現時期は中央値について示している。40 CFR Part 197最終版では、算術平均で
の計算によることとされている。

（ユッカマウンテンの許認可申請書及び40 CFR Part 197・10 CFR Part 63最終版より作成）

トータルシステム性能評価（TSPA）のためにモデル化されたプロセスの概略
（ユッカマウンテン科学・工学報告書改訂第1版より引用）

処分後1万年間 1万年～100万年

個人防護基準 0.15mSv/年 1.0mSv/年1）

評価結果 0.0024mSv/年 0.0096mSv/年2）

線量の出現時期 1万年後 ～72万年後2）

人間侵入での個人防護基準 0.15mSv/年 1.0mSv/年1）

評価結果 0mSv/年 0.0001mSv/年

 ⅲ）  探査目的の掘削による
「人間侵入シナリオ」

2008年6月にNRCへ提出されたDOEの許認可
申請書には、NRCの10 CFR Part 63の改定案での
規定内容に従って実施されたトータルシステム性能評
価（TSPA）の結果が示されています。

廃棄物パッケージ及び
ドリップシールドの劣化
人工バリアが水分をそらす
機能
廃棄体の劣化と放射性核種の
放出

人工バリアシステム内での
放射性核種の移行

放射性核種の崩壊
熱が水分の移動
に与える影響

飽和帯での
放射性核種の移行

不飽和帯での
放射性核種の移行

不
飽
和
帯
で
の
水
流

地下水面

坑道内の
物理的・化学的環境

生物圏

南側
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2. 処分計画（ブルーリボン委員会の勧告を受けた処分計画）

米国では、2009年に発足したオバマ前政権が、ユッカマウンテン計画を中止し、代替案を検討
する方針を示し、大統領の指示によりエネルギー長官が設置した特別委員会（ブルーリボン委員
会）で放射性廃棄物管理を含むバックエンド対策の代替案が検討されました。
この代替案の実施には法律の改正が必要であり、連邦議会による検討も行われました。以下で
は、このブルーリボン委員会勧告を受けた処分計画について示します。

◎ 政権交代によるユッカマウンテン計画の中止
～バックエンド対策の代替案の検討
ユッカマウンテン計画については、共和党から政権
交代した民主党のオバマ前政権は、計画を中止し、
代替案を検討する方針でした。これを受けて、エネ
ルギー長官は、放射性廃棄物管理を含むバックエン
ド政策の代替案を検討する「米国の原子力の将来
に関するブルーリボン委員会」（以下「ブルーリボン
委員会」という。）を2010年 1月に設置しました。2
年以内での最終報告書の提出に向け、原子炉・核
燃料サイクル、輸送・貯蔵、処分の３つの小委員会
を設置して検討を進めました。2011年5月13日には
各小委員会の勧告案、引き続いて2011年5月末か
ら2011年6月初頭にかけて各小委員会のドラフト報
告書が公表され、意見募集が行われました。さらに、
ブルーリボン委員会は、2011年 7月29日に、1年半
以内に提出が求められていたドラフト報告書を公表し
ました。このブルーリボン委員会の全体としてのドラフ
ト報告書には、各小委員会のドラフト報告書に対す
る意見募集により得られた意見が反映されています。
ドラフト報告書が公開された以降は、2011年 10月
31日まで意見募集が行われ、この期間中には全米の
5カ所でパブリックミーティングも開催されました。提出

期限の2年以内に当たる2012年1月26日には、ブルー
リボン委員会の最終報告書が公表され、下に示した
8項目の勧告が行われました。

ブルーリボン委員会の
最終報告書（2012年1月）
www.brc.gov

ブルーリボン委員会が行った８つの勧告
 1.  将来の放射性廃棄物管理施設の立地のための同意に
基づく新たなアプローチ：適応性があり、段階的で、
同意に基づき、透明性があり、基準及び科学に基づい
て、放射性廃棄物管理及び処分施設のサイト選定を行
い、開発するための新たなアプローチ

 2.  廃棄物管理プログラムの実施のみを目的とし、成功を
遂げるための権限及び資源を与えられた新たな組織：
国内での放射性廃棄物の輸送、貯蔵及び処分のため、
集中的で、統合されたプログラムを開発し、実施する
という単一の目的を有する新たな組織

 3.  原子力発電の消費者が放射性廃棄物管理のために提
供している資金の利用権：放射性廃棄物基金の積立
金と毎年の拠出金から放射性廃棄物管理プログラム
に必要な資金が供給されること

 4.  1つまたは複数の地層処分施設を開発するための迅
速な取組み：使用済燃料及び高レベル放射性廃棄物
の安全な処分のための１つまたは複数の地層処分施
設を開発するための可能な限り迅速な取組

 5.  1つまたは複数の集中貯蔵施設を開発するための迅
速な取組み：核燃料サイクルのバックエンドの管理
のための計画の一部として、１つまたは複数の集中中
間貯蔵施設を開発するための可能な限り迅速な取組

 6.  集中貯蔵施設・処分施設が利用可能になった時点で
使用済燃料及び高レベル放射性廃棄物を最終的にそ
の施設に大規模に輸送できるようにするための迅速
な取組み：輸送量の拡大に対する公衆の懸念を払拭
するための輸送基準等の更新、地方政府に対する技術
支援・訓練資金の提供

 7.  原子力エネルギー技術における米国の技術革新の継
続と人材の育成のための支援：先進的な原子炉及び
核燃料サイクル技術に関する研究開発・実証のため
の安定した長期的なサポート

 8.  安全性、廃棄物管理、核不拡散及び安全保障上の懸念
に対処するための国際的取組みにおける米国の積極
的リーダーシップ：全世界の原子力施設及び核物質
の安全性及びセキュリティを向上させるための国際
的なリーダーシップ
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◎地層処分の基本方針は不変
ブリーリボン委員会の勧告では、同意に基づくサイ

ト選定プロセスなど、これまで進められてきたユッカマ
ウンテン計画とは異なる処分場開発、中間貯蔵施設
開発の進め方が示されています。しかし、どのような
核燃料サイクル政策を採用したとしても地層処分は
必要との結論が示されています。また、地層処分の
オプションとしては、従来進められてきた坑道型の地
層処分場は妥当な選択肢とした上で、超深孔処分も
有望な選択肢として研究開発を進めるべきと勧告し
ています。
また、処分場の母岩については、これまで研究が
進められてきた岩塩、結晶質岩、粘土層、頁岩、凝
灰岩、玄武岩など様々な岩種で処分が可能であり、
岩種自体よりも地質環境と定置方法の選択が重要と
の見解が示されています。

◎エネルギー省（DOE）の処分戦略
ブルーリボン委員会の最終報告書を受け、連邦議
会の指示に基づいて、DOEは、2013年1月11日に「使
用済燃料及び高レベル放射性廃棄物の管理・処分
戦略」（以下「DOE戦略」という。）を公表し、2025
年までに使用済燃料の中間貯蔵施設が使用可能と
なるようにサイト選定と許認可を実施すること、2048年
までに地層処分場を実現するように処分場のサイト選
定とサイト特性調査を進めることなどのスケジュールを
中心とした右図のような戦略を示しました。
このDOE戦略では、廃止措置した原子力発電所
で貯蔵されている使用済燃料の早期の引取りなどを
進めるため、中間貯蔵のパイロット施設の開発を進め
ることとされています。

◎連邦議会での法案の検討
ブルーリボン委員会の勧告を実現するためには、
ユッカマウンテンを最初の処分場候補地として定めて
いる1982年放射性廃棄物政策法の改正が必要にな
るため、連邦議会でも法案の検討が行われています。
上院に提出された「2015年放射性廃棄物管理法」
の法案では、ブルーリボン委員会の勧告にほぼ沿っ
た形で、新しい放射性廃棄物管理組織の設置、同
意に基づくサイト選定プロセス、中間貯蔵施設の早期
実現に向けた制度、新しい基金の創設などが織り込
まれています。

超深孔処分概念
（ブルーリボン委員会最終報告書より引用）

DOE戦略：想定される貯蔵・処分システムのパス
（出所：DOE, “Strategy for the Management and Disposal of Used Nuclear Fuel 

and High-Level Radioactive Waste”より引用）

上院エネルギー天然資源委員会での法案検討の公聴会
（上院エネルギー・天然資源委員会ウェブサイトより引用）

閉鎖済み
原子炉

2021年
操業開始

2025年
操業開始

2048年
操業開始

時間

集中中間
貯蔵施設

地層
処分場

パイロット
中間貯蔵
施設

国防
核物質生産
サイト

商業
原子力発電
プラント
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地層処分計画と技術開発>>>

3.研究開発・技術開発

エネルギー省（DOE）の民間放射性廃棄物管理局（OCRWM）は、1982年放射性廃棄物政
策法に基づいて、ユッカマウンテンにおいてサイト特性調査を行い、処分場としての適合性を評価
するための研究を行いました。また、DOE／OCRWMは、ユッカマウンテン・サイトに探査研究
施設（ESF）を建設して、地層の岩石学的性質や水文地質学的特性を把握するため、熱や水の移
動などに関する試験を行いました。

◎研究機関
1982 年放射性廃棄物政策法では、エネルギー

省（DOE）が処分場を開発すると定めており、また、
DOEの中に民間放射性廃棄物管理局（OCRWM）
を設置することを規定しています。このOCRWMが
実際の処分計画を遂行し、サイト特性調査を行い、処
分予定地としての適合性を評価するための研究を行
いました。DOEが地下での試験・評価施設の建設、
操業及び保守を実施することも規定されています。
OCRWMは、米国内の研究機関や管理・操業契

約者（M&O）への委託等によって、処分技術や安全
評価などに関する研究を進めました。2006年1月には、
主導的研究所としてサンディア国立研究所（SNL）が
指定されました。また、カナダ、日本、フランス、スウェー
デン、スイス、スペインの各国と放射性廃棄物処分に
関する情報交換や共同研究を行いました。

◎研究計画
1982年放射性廃棄物政策法の第211条は、エネ

ルギー長官が高レベル放射性廃棄物及び使用済燃
料の重点的かつ統合的な研究開発プログラムを作成
しなければならないことを規定しています。この計画
には、高レベル放射性廃棄物の地層処分に関する研
究を実施し、そのための技術を統合的に実証するた
めの施設の開発も含まれています。

◎地下特性調査施設
原子力規制委員会（NRC）が策定した高レベル
放射性廃棄物処分基準（10 CFR Part 60）では、
DOEがユッカマウンテン地層処分場の建設認可に係
る許認可申請を行うに当たり、地下試験の実施を義
務づけていました。ユッカマウンテンでの探査研究施
設（ESF）の建設は1992年に開始され、1997年に
完成しました。ESFの深度は約300mであり、本坑の
全長は約7.9kmとなっています。ESFでは、ユッカマ
ウンテンにおける地層の岩石学的性質や水文地質学
的特性を把握するために、熱や水の移動に関する実
験などが行われていました。

探査研究施設（ESF）でのヒーターテストの様子
（DOEウェブサイトより引用）

◎ エネルギー省（DOE）が管理する高レベル放射
性廃棄物の処分
DOEが管理している高レベル放射性廃棄物につ

いては、これまでは民間の原子力発電所から発生す
る使用済燃料等と一緒に処分することとしていました

が、これとは切り離して独立した処分を行うことが計画
されました。DOE管理の高レベル放射性廃棄物の
独立した処分計画は、2015年3月24日に、オバマ前
大統領も法律に基づいて是認するとした覚書を出し
ています。
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◎ ブルーリボン委員会の勧告に対応したDOEに
よる「使用済燃料処分等プログラム」（UFDプ
ログラム）
2013会計年度のエネルギー省（DOE）の予算要

求資料において、ブルーリボン委員会の勧告への対
応に関連した研究開発として「使用済燃料処分等プ
ログラム」（UFDプログラム）が実施されていることが
示されています。
2012会計年度のUFDプログラムにおいては、短

期的な優先事項として、①標準的な輸送・貯蔵・処
分コンテナの開発及び許認可のサポート、②処分場
の地層の特性調査、③サイトに依存しない地層処分
に関する研究開発、④貯蔵オプション及びそれぞれ
の利点の評価、⑤有力なパートナーシップの仕組みを
含め、使用済燃料及び高レベル放射性廃棄物の代
替管理方策の評価の開始、⑥使用済燃料の貯蔵の
安全性に関連した課題へのDOEの評価能力の強
化のような研究開発を実施しているとされています。
2013会計年度のUFDプログラムでは、①集中中

間貯蔵及び輸送の課題の評価（最初は廃止措置さ
れた原子炉サイトを対象）、②産業界と協力して使用
済燃料管理アプローチの標準化、③使用済燃料貯
蔵の長期化をサポートするため材料試験の実施、④
使用済燃料及び高レベル放射性廃棄物の安全輸
送に関する全米科学アカデミー（NAS）レポートのレ
ビューによって特定された実施作業の開始、⑤代替
環境での地層処分の研究の開始（システムモデル
化、天然バリア、人工バリア、設計概念の評価及び試
験）のような研究開発を行うことが示されており、2014
年1月16日に可決した2014年包括歳出法案による
UFDプログラムを含む燃料サイクル研究開発プログラ
ムに係る歳出予算として実施されるものとなります。
なお、DOEは、超深孔処分のフィールド試験の実
施を計画して実施者の公募を2度行い、2016年12
月19日に、候補の4社を選定したこと、提案された候
補サイトがテキサス州、ニューメキシコ州、サウスダコ
タ州にあること、最終的に1サイトに絞り込むことを公
表しました。

会計年度 活動内容 予算要求額
（千ドル）

2011

○ 長期貯蔵のサポートに必要となる使用済燃料の評価を規定するギャップ分析、使用済燃料の貯蔵の必要性を評価するための概略計
画の作成
○ 研究開発活動の優先付けのための処分研究開発ロードマップの作成
○ 乾式貯蔵している使用済燃料の準備として輸送のためのデータベース開発
○ 一般的な人工バリアシステム（EBS）及び天然バリアシステムに係る情報を使用した、一般的な性能評価モデル化の継続、データ
ベース及びソフト抽出の開始

32,535

2012

○ 最初の集中中間貯蔵、標準的なコンテナの使用、輸送の効率向上を含めたシステム解析の開始
○ 乾式及び湿式貯蔵の安全性に関連する問題点の評価を含む、使用済燃料の長期化した貯蔵に関する研究開発の実施
○ 長期化した貯蔵に続く使用済燃料の輸送に関する研究開発の実施（特に、高燃焼度燃料に関連）
○ 代替環境での地層処分に関する研究開発の実施（例えば、システムモデル化、人工バリア、天然バリア、設計概念の評価、試験）
○ 岩塩を含めた、可能性のある地層処分の母岩の原位置特性調査の開始

59,650

2013

○ 集中中間貯蔵、標準的なコンテナ、輸送に関するシステム解析の継続
○ 使用済燃料の長期化した貯蔵に関する研究開発の継続
○ 使用済燃料の長期化した貯蔵のための技術基盤をサポートするための試験検証複合施設の計画完了
○ 使用済燃料の輸送に関する可能性のあるステークホルダーとの交流の拡大
○ 使用済燃料及び高レベル放射性廃棄物の安全輸送に関する全米科学アカデミー（NAS）レポートのレビューによって特定された実
施作業の開始
○ 代替環境での地層処分に関する研究開発の継続。超深孔処分概念のための研究開発プラン及びロードマップの完成。

59,668

2014

使用済燃料処分等研究開発（3千万ドル）
○ 使用済燃料の長期化した貯蔵を支援する研究開発
○ 代替環境での処分の研究開発（モデル化、評価、試験）
○ 発熱性廃棄物処分のための岩塩処分場のフィールドテスト
○ 超深孔処分の研究：深部結晶質岩の水理地質化学、物理地質学、構造地質学、地球物理学的状態、工学的特性に関する研究開発の進展
○ 国際的知見の活用のための使用済燃料処分に関わる国際組織等への参画
○ 長期貯蔵に続く使用済燃料の輸送を支援する研究開発：輸送中の現実的な輸送物の評価のためのフィールドテスト

60,000
高レベル放射性廃棄物管理・処分システムの設計活動（3千万ドル）
○ 同意に基づくサイト選定プロセスの計画策定の継続
○ 廃止措置した原子炉サイトからの初期使用済燃料輸送の解析：人員、ルート、調達、運用、セキュリティ、品質保証、緊急時対応、
訓練、ロジスティクス、サイト役務、動員、運用準備、サイト役務スケジュールなど。
○ 一般的な地層処分施設と輸送システムの概念設計の継続
○ 様々な使用済燃料管理システムのシステム構造と運用評価：集中／地域貯蔵施設、様々な再封入シナリオと受入速度、輸送・貯蔵
システムモデル更新、コストのデータベース構築
○ 貯蔵・輸送、処分も含めた標準コンテナの評価継続
○ 州の地域グループと輸送問題について協力作業を継続
○ 廃止措置した原子炉サイトから一般的集中中間貯蔵施設への初期輸送に対応する形で全米輸送計画を更新
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処分事業の実施体制と資金確保>>>

1. 実施体制

米国では、1982年放射性廃棄物政策法の第111条等によって、高レベル放射性廃棄物及び使
用済燃料の処分の責任は連邦政府にあると定められています。具体的にはエネルギー省（DOE）
が処分の実施主体となっています。
高レベル放射性廃棄物処分に関わる規制行政機関としては、原子力規制委員会（NRC）が処分
場の建設等の許認可の審査、許認可に係る技術要件・基準の策定を、環境保護庁（EPA）が高レ
ベル放射性廃棄物の処分に適用する環境放射線防護基準の策定の役割を担っています。

◎実施体制の枠組み
下の図は、米国における高レベル放射性廃棄物
処分に係る実施体制を示したものです。高レベル放
射性廃棄物に係る規制行政機関として、処分基準
については、民間の原子力利用の規制、施設関連
の許認可を行う原子力規制委員会（NRC）、その処
分基準に組み込まれる環境放射線防護基準の策定
については環境保護庁（EPA）が担っており、NRC
及びEPAが規則を制定するに当たっては全米科学
アカデミー（NAS）の勧告に従わなければならないこ
とが1992年エネルギー政策法で定められています。
また、諮問機関については、技術面についての独
立の評価機関として放射性廃棄物技術審査委員会
（NWTRB）の設置が1982年放射性廃棄物政策法
（1987年修正）の第501条以下で定められています。

III. 処分事業の実施体制と資金確保

環境保護庁
（EPA）

議会

支援機関

規制

独立機関

報告

勧告
意見
助言

勧告
意見
助言
報告

勧告
意見
助言
報告

実施主体 規制行政機関

エネルギー省
（DOE）

原子力規制委員会
（NRC）

民間会社

全米科学アカデミー
（NAS※）

原子炉安全諮問委員会
（ACRS）

放射性廃棄物規制解析センター
（CNWRA）

委員

米国地質調査所
（USGS）

国立研究所

原子力局
（NE）

行政府

放射性廃棄物技術
審査委員会
（NWTRB）

処分事業の実施体制
※NASは、処分の進め方の全般にわたる意見、勧告などを行う立場にあります。

◎実施主体
米国では、1982年放射性廃棄物政策法の第111
条において、高レベル放射性廃棄物及び使用済燃料
の処分の責任は連邦政府にあると定められています。
具体的にはエネルギー省（DOE）が処分の実施主体
として定められ、特に同法第304条によりDOE内部
に設置された民間放射性廃棄物管理局（OCRWM）
が施策の実施に当たることとされています。
しかし、オバマ前政権によるユッカマウンテン計画
中止の方針に従って、OCRWMは廃止されており、
DOEの原子力局（NE）がその責任を引き継いでい
ます。
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◎ 安全規則・・・安全評価による安全性の確認（許
認可申請）
米国では、高レベル放射性廃棄物の処分の安全

基準として、ユッカマウンテンの処分場に適用される
基準と、ユッカマウンテン以外の処分場に適用され
る一般基準とがあります。後者の一般基準は、原子
力規制委員会（NRC）によって策定されているもの
（「地層処分場における高レベル放射性廃棄物の処
分」（10 CFR Part 60））と、環境保護庁（EPA）に
よるもの（「使用済燃料、高レベル放射性廃棄物及
びTRU廃棄物の管理と処分のための環境放射線
防護基準」（40 CFR Part 191）の2種類があります。
一方、ユッカマウンテンについては、EPAは全米

科学アカデミー（NAS）の勧告に基づいてユッカマ
ウンテンのみに適用する処分の安全基準を策定する
こと、NRCはこの基準に適合するように技術要件基
準を変更することが1992年エネルギー政策法によっ
て規定されました。これを受けて、EPAの「ネバダ州
ユッカマウンテンのための環境放射線防護基準」（40 
CFR Part 197）、NRCの「ネバダ州ユッカマウンテン
地層処分場での高レベル放射性廃棄物の処分」（10 
CFR Part 63）が、それぞれ2001年 6月、2001年
11月に策定されました。EPAの40 CFR Part 197で
は、個人に対する防護や人間侵入に対しての安全基
準の他に、地下水についても保護基準が設けられて
います。
EPAの40 CFR Part 197及びNRCの10 CFR 

Part 63は、2004年7月に、1992年エネルギー政策
法でのNASの勧告に基づいて策定するとの規定を
満足せずに1万年の遵守期間が設定されたことから、
遵守期間が規定されている限りにおいて一部無効で
あるとの連邦控訴裁判所判決が出されました。これ
を受けて、EPAは2005年8月に、NRCは2005年9
月に地質学的に安定な期間（処分後100万年間で
終了すると定義されている）までの性能評価を求める
とした改定案を公表していましたが、EPAは2008年
10月に、処分後の1万年から100万年後までの期間

について線量基準値を1mSv/年とする連邦規則最
終版を連邦官報に掲載しました。NRCは、2009年3
月に、EPAの連邦規則に整合させた10 CFR Part 
63の最終版を連邦官報に掲載しています。

◎ ブルーリボン委員会の勧告を受けた実施体制の
検討
ブルーリボン委員会が2012年1月26日に公開した
最終報告書においては、過去60年間の米国の放射
性廃棄物政策の歴史を検討して、輸送、貯蔵及び
処分のための集中的、統合的なプログラムを実施す
るため、新たな、単一目標の組織が必要であるとの
結論が示されています。具体的な法人形態としては、
議会によって設立を許可される連邦公社が最も期待
できるとされ、1933年に設立されたテネシー渓谷開発
公社（TVA）が既存の有用な事例とされています。
連邦公社のような法人形態の場合、①政治的な管理
の影響を受けにくい、②外部条件の変化に対応する
ための柔軟性などの性質をより多く有し、③費用やス
ケジュールを管理するための能力がより大きくなると指
摘されています。また、新たな廃棄物管理法人には
強力な最高経営責任者（CEO）のリーダーシップが
必要とするとともに、CEOは、上院の助言及び同意に
よって大統領によって指名される取締役会の自己裁
量で選ばれ、7年間の任期で1回の更新が可能など
の具体的な提案がされています。
組織の責任の範囲については、1982年放射性廃
棄物政策法（1987年修正）において連邦政府に割
当てられている機能に限定することが勧告されていま
す。
なお、連邦議会の上院で検討されている「2015年
放射性廃棄物管理法」の法案では、実施主体はブ
ルーリボン委員会が勧告する公企業ではなく、行政
府に置かれる独立の連邦政府機関とすること、その
長官は長期在任が可能なこと、独立の監視委員会を
設置することなどが提案されています。
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◎処分に関わる法令の体系図

1982年放射性廃棄物
政策法（87年修正）
（NWPA）

1992年エネルギー
政策法

技術要件・基準（NRC）
10 CFR Part 60

放射線防護基準（EPA）
40 CFR Part 191

ユッカマウンテンに係る
技術要件・基準（NRC）
10 CFR Part 63

ユッカマウンテンに係る
放射線防護基準（EPA）
40 CFR Part 197

1982年放射性廃棄物
政策法（87年修正）
（NWPA）

サイト推薦指針（DOE）
10 CFR Part 960
10 CFR Part 963

1982年放射性廃棄物
政策法（87年修正）
（NWPA）

処分標準契約（DOE）
10 CFR Part 961

施行手続（CEQ）
40 CFR Part
1500～1508

1969年国家環境政策法
（NEPA）

施行手続（DOE）
10 CFR Part 1021

1957年プライス・アンダーソン法
（1954年原子力法、2005年修正）

事業規制

安全規制

資金確保

環　　境

原子力
損害賠償



195

米国

米
国

◎処分の法制度

内　　容

事
業
規
制

高レベル放射性廃棄物処分に関する基本的な枠組みは、1982年放射性廃棄物政策法（1987年修正）によっ
て定められています。
1982年放射性廃棄物政策法（1987年修正）は、高レベル放射性廃棄物処分についての連邦政府の責任及び
明確な政策の確立を目的として、処分場の選定等における連邦政府内の手続や、連邦政府と処分場立地の可能性
のある州政府との関係について規定しています。
1982年放射性廃棄物政策法（1987年修正）は、処分事業の実施をエネルギー長官が行い、そのための実施
主体としてDOEの内部に民間放射性廃棄物管理局（OCRWM）を設置することを定めています。
放射性廃棄物処分場としてのサイトの適合性評価に使用する規定としては、「放射性廃棄物処分場のサイト
推薦のための一般指針」（10 CFR Part 960）が定められており、全ての選定段階に適用することを規定して
います。ただし、1982年放射性廃棄物政策法の1987年の修正によって、ユッカマウンテンがサイト特性調
査を実施する唯一の処分候補地となったのを受け、ユッカマウンテンサイトの処分場サイトとしての適合性を
判定するためにDOEが適用する手法及び基準を規定した、「ユッカマウンテン・サイト適合性指針」（10 CFR 
Part 963）が定められています。
なお、ブルーリボン委員会の最終報告書で示された勧告を受けて、同意に基づくサイト選定プロセスによる処
分場及び中間貯蔵施設の開発、新たな実施主体の設置などを図る「2015年放射性廃棄物管理法」の法案の検討
が連邦議会上院で行われましたが、会期終了によって廃案となりました。

安
全
規
制

高レベル放射性廃棄物処分場の安全性・安全基準については、1982年放射性廃棄物政策法（1987年修正）
の下に、地層処分場の建設、操業等の許認可要件、条件を規定する「地層処分場における高レベル放射性廃棄物
の処分」（10 CFR Part 60）と、「使用済燃料、高レベル及びTRU廃棄物の管理と処分のための環境放射線防
護基準」（40 CFR Part 191）が定められています。
ただし、ユッカマウンテンに関する許認可要件及び環境放射線防護基準としては、1992年エネルギー政策法
に基づいて、「ネバダ州ユッカマウンテン地層処分場の高レベル放射性廃棄物の処分」（10 CFR Part 63）及
び「ネバダ州ユッカマウンテンのための環境放射線防護基準」（40 CFR Part 197）が適用されることになっ
ています。
2004年7月、連邦控訴裁判所によって環境放射線防護基準を一部無効とする判決が出されたことを受け、
2005年に環境保護庁（EPA）及び原子力規制委員会（NRC）により、40 CFR Part 197及び10 CFR Part 
63の規則案がそれぞれ公表されました。EPAの40 CFR Part 197は2008年10月に、NRCの10 CFR 
Part 63は2009年3月にそれぞれ最終規則が発行されています。

資
金
確
保

高レベル放射性廃棄物処分に関する資金確保については、1982年放射性廃棄物政策法（1987年修正）に
よって定められています。
1982年放射性廃棄物政策法（1987年修正）では、高レベル放射性廃棄物の発生者が処分に必要な資金を負
担すること、そのために放射性廃棄物基金を設立することが規定されています。
また、「使用済燃料または高レベル放射性廃棄物の処分のための標準契約」（10 CFR Part 961）によって、
契約により、発生者が負担する費用を特定することを規定しています。

環　

境

高レベル放射性廃棄物処分場のサイト選定、建設等における環境影響評価については、1969年国家環境政策
法によって定められています。
1969年国家環境政策法では、人間環境に影響を与える法案、その他の連邦政府の主要な行為に当たっては、
事前に環境影響評価を実施することを規定しています。評価では、提案されている行為に代わる代替案を研究、
開発、説明することも要求しています。環境影響評価手続については、1969年国家環境政策法の施行手続（40 
CFR Part 1500～1508、10 CFR Part 1021）に定められています。

原
子
力
責
任

高レベル放射性廃棄物処分に関する原子力損害賠償については、1954年プライス・アンダーソン法（2005
年修正）によって定められています。
1954年プライス・アンダーソン法（2005年修正）では、高レベル放射性廃棄物処分に関して、DOEと管理・
運営契約者との補償契約を締結することを規定しているほか、放射性廃棄物基金から資金供給されるものに起
因する公的責任は、限度額内で放射性廃棄物基金から賠償することを定めています。
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2. 処分事業の資金確保

高レベル放射性廃棄物の処分費用は、1982年放射性廃棄物政策法の第111条により、廃棄物
発生者及び所有者が負担することとなっており、そのために同法第302条により放射性廃棄物基
金（NWF）が財務省に設置されています。廃棄物発生者である原子力発電事業者は、発電1kWh
当たり1ミル（約0.1円）を同基金に拠出しています。処分費用の総額は2007年価格で、約962
億ドル（約10兆9,000億円）と見積られています。また、同基金の積立額は2016年9月末の時
点で約460億ドル（約5兆2,000億円）です。（1ドル＝113円として換算）。ただし、裁判所の判
決に基づいて、2014年5月より同基金への拠出が停止されました。

◎処分費用の負担者
米国では、1982年放射性廃棄物政策法の第111
条により、高レベル放射性廃棄物及び使用済燃料を
永久処分することは連邦政府の責任となっています
が、処分に要する費用の支払いは高レベル放射性廃
棄物及び使用済燃料の発生者及び所有者の責任で
あると規定されています。

◎処分の資金確保制度
米国では、1982年放射性廃棄物政策法の第302
条に基づいて放射性廃棄物基金（NWF）が財務省
に設置され、また、廃棄物発生者である原子力発電
事業者は、同基金に拠出金を支払うことによって処分
事業に必要な費用の負担責任を果たすように規定さ
れています。拠出金は、使用済燃料を発生させる原
子力発電の販売電力1kWh当たり1ミル（0.001ドル）
とされており、これは電力利用者の電気料金に反映
されています。
放射性廃棄物基金（NWF）では、下記に列挙す

る高レベル放射性廃棄物処分に必要な資金が確保
されることになっています。

1.  1982年放射性廃棄物政策法に基づいて設置
される地層処分場、中間貯蔵施設、試験・評
価施設のサイト選定、開発、許認可活動、廃止
措置及び廃止措置後の維持及びモニタリング

2.  1982年放射性廃棄物政策法に基づく研究開
発及び実証（一般的なものを除く）を実施する
ための費用

3.  地層処分場での処分、中間貯蔵施設での貯
蔵、試験・評価施設での使用のための、高レベ

ル放射性廃棄物の輸送、前処理、パッケージへ
の封入

4.  地層処分場サイトの施設、中間貯蔵施設サイト
の施設、試験・評価施設サイトの施設、並びに
これらの施設の必要施設もしくは付随施設の取
得、設計、改造、建て替え、操業、建設

5.  州、郡及びインディアン部族への補助金
6.  高レベル放射性廃棄物プログラムの一般管理
費用

また、1982年放射性廃棄物政策法では、基金に
組み入れられるすべての資金は財務省によって管理
され、財務省短期証券と呼ばれる米国債を通じて投
資運用するように定められています。2016年 9月末
で保有されている米国債の市場価格は、約460億ドル
（約5兆2,000億円）です。

DOEのトータル・システム・ライフサイクル・
コスト分析報告書

（Analysis of the Total System Life Cycle Cost of the Civilian Radioactive Waste 
Management Program, Fiscal Year 2007）
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なお、連邦控訴裁判所の2014年11月19日の判決
により、放射性廃棄物基金への拠出金額を1ミル／
kWhからゼロに変更する提案が2014年5月16日に
有効となり、放射性廃棄物基金への拠出が実質的に
停止されました。

◎処分費用の見積額
米国における高レベル放射性廃棄物の処分費用

の総額は、2007年価格で約962億ドル（約10兆9,000
億円）と見積られています。このうち、1983年から
2006年の間に135億ドルが支出され、残りの826億ド
ルは2007年から処分場が閉鎖される2133年の間に
支出されると想定されています。この見積りは、商業
用の原子力発電による使用済燃料109,300トン（重
金属換算、以下同じ）、政府が所有する使用済燃料
2,500トン及びガラス固化体19,667本（10,300トン相
当）の受け入れ及び処分に伴うすべての費用を回収
することを前提として試算されています。したがって、
1982年放射性廃棄物政策法での処分量の制限とは
異なり、全部で122,100トン以上の受け入れが可能な
一つの処分場での処分が仮定されています。費用
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プログラム費用（2007～2133）
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地層処分場関連費用（2007～2133）

年次別にみた費用の概要
※同報告書では、2017年に処分場の操業を開始する前提で費用見積を実施

（2007年度トータル・システム・ライフサイクル・コスト分析報告書より作成）

見積額の内訳としては、地層処分費用が約647億ドル
（約7兆3,100億円）、廃棄物受け入れ・輸送費用
が約203億ドル（約2兆2,900億円）など、さまざまな
費用が想定されています。（1ドル＝113円として換算、
以下同様）

◎ブルーリボン委員会が勧告した資金確保策
ブルーリボン委員会が2012年1月26日にエネルギー
長官に提出した最終報告書においては、長期的な措
置として、新たな廃棄物管理組織が単年度予算から
独立し、連邦議会の監督のもとで、自らの民間放射
性廃棄物関連の義務を果たすことができるよう、基金
の未使用残高を新たな廃棄物管理組織に移管する
ための法律が必要であると勧告しています。
この勧告を受けて検討された連邦議会上院の法
案やDOEの処分戦略では、これから支払われる拠
出金は今までの放射性廃棄物基金とは別の新しい運
営資本基金に払い込み、特に法律で禁じられなけれ
ば実施主体が処分のため自由に使えるような制度改
革が提案されていました。
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1. 処分地の選定手続・経緯（ユッカマウンテン計画）

1982年放射性廃棄物政策法では、処分候補地として3地点を選定してサイト特性調査を実施す
ることが規定されていましたが、1987年放射性廃棄物政策修正法が成立し、ユッカマウンテンが唯
一のサイト特性調査を実施する処分候補地となりました。その後、1999年にドラフト環境影響評価
書（DEIS）が公表され、2002年2月にはエネルギー長官が大統領に最終処分場サイトとしてユッ
カマウンテンを推薦し、翌日には大統領が連邦議会に推薦を通知しました。2002年4月にはネバ
ダ州知事が不承認を連邦議会に通知しましたが、これを覆す立地承認決議案が2002年7月に可決
され、大統領の署名を得て法律となり、ユッカマウンテンが処分場サイトとして決定しました。

◎処分場サイト選定の状況と枠組み
1957年に全米科学アカデミー（NAS）より地層処

分が妥当であるとの検討結果が示されており、1980
年に公表された「商業活動から発生した放射性廃
棄物管理に係る最終環境影響評価書（FEIS）」と、
これに伴い開催された公聴会を経て、エネルギー省
（DOE）は処分の基本方針を決定しました。
1982年放射性廃棄物政策法により、実施主体とし

てDOEの民間放射性廃棄物管理局（OCRWM）
が設置され、米国の処分政策の枠組みが定められま
した。
DOEは、1983年に9カ所の候補サイトを選定し（ユ

タ州ラベンダーキャニオン、ユタ州デービスキャニオン、
ミシシッピー州サイプレスクリークドーム、ネバダ州ユッ
カマウンテン、ミシシッピー州リッチトンドーム、テキサス
州デフスミス、テキサス州スウィッシャー、ルイジアナ州
バチェリードーム、ワシントン州ハンフォード）、翌1984
年にはこれらの候補サイトについての「環境アセスメン
ト案（DEA）」が公表され、公聴会が開催されてい
ます。1986年に、DOEはサイト特性調査の実施に適
したサイトとして5カ所（デービスキャニオン、ユッカマ
ウンテン、リッチトンドーム、デフスミス、ハンフォード）を
指定し、このうち3カ所（ユッカマウンテン、デフスミス、
ハンフォード）をエネルギー長官が大統領に推薦し、
大統領の了承を得ました。
しかし、1987年には、放射性廃棄物政策修正法
が成立し、サイト特性調査を行う処分候補地として
ユッカマウンテン1カ所が指定されました。その後、ス
ケジュールが大幅に遅れて予算も削減される中で、
DOEはプログラムの見直しを行い、ユッカマウンテン
がサイトとして実現可能であることを示す「実現可能

IV. 処分地選定の進め方と地域振興

可能性のあるサイトの選定※1

特性調査に適したサイトの指定※2

特性調査に適したサイトの決定※3

サイト特性調査

処分場としてのサイトの決定※4

申
請
前
の
審
査

許
認
可

地
点
選
定

操
業
・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
閉
鎖

建
設

閉
鎖
後

建設

建設認可（Authorization）※5

廃棄物受け入れの許可（License）

廃棄物の受け入れ

永久閉鎖の修正許可

永久閉鎖

許可終了の修正許可

※1 予備的なボーリング、物理探査の実施サイト：1983年に9地点を選定
※2 1986年に5地点を選定
※3 1986年にエネルギー長官が3地点を大統領に推薦し、決定

1987年放射性廃棄物政策修正法により、対象はユッカマウンテンのみと
する

※4 2002年2月15日に大統領は、エネルギー長官の推薦を受け、ユッカマ
ウンテンを連邦議会へ推薦
ネバダ州知事の不承認通知に対し、連邦議会が立地承認決議を可決し、サ
イト選定手続が終了

※5 2008年6月3日にエネルギー省（DOE）は、原子力規制委員会（NRC）
に許認可申請書を提出
2008年9月8日にNRCは、許認可申請書を正式に受理

※6 2010年3月に、DOEは許認可申請の取り下げ申請を行い、NRCで検討中

米国における処分場事業の流れ
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エネルギー長官が
サイト推薦をする決定について
ネバダ州知事・議会に通知

大統領が立地承認決議案に署名
（法律として成立）

エネルギー長官が大統領にサイトを推薦

大統領が連邦議会にサイト推薦

ネバダ州知事が連邦議会に不承認通知

立地承認決議案の連邦議会提出

下院本会議で立地承認決議案承認

上院本会議で立地承認決議案承認

サイト推薦から決定までの動き（2002年）

性評価（VA）報告書」を1998年に公表しています。
その翌年の1999年には、ユッカマウンテン処分場開
発の「環境影響評価書案（DEIS）」が公表され、そ
のための公聴会も開催されました。
2001年に、大統領へのサイト推薦に必要な情報を
含んだ「ユッカマウンテン科学・工学報告書」、「予
備的サイト適合性評価報告書」が公表され、DOEは
パブリックコメント期間中にサイト周辺地域を中心とし
た約20カ所でサイト推薦に関する公聴会を開催して
います。一方で、サイト推薦のためのDOEによる規
則「サイト推薦一般指針及びユッカマウンテン・サイト
適合性指針（10 CFR Part 960 及び10 CFR Part 
963）」は、2001年11月に策定されました。
最終的なサイト推薦・決定は、右の図のような流れ

で行われ、大統領の推薦に対するネバダ州の不承認
通知が行われましたが、立地承認決議案が連邦議
会で可決され、大統領の署名を得て法律となったこと
により、ユッカマウンテン・サイトの法的決定手続は終
了しました。エネルギー長官によるネバダ州知事への
サイト推薦決定の通知に始まるこれら一連の手続は、
全て1982年放射性廃棄物政策法に定められている
ものです。
なお、ネバダ州等からはこのユッカマウンテンのサイ

ト指定が憲法違反であるなどの訴えが起こされまし
たが、連邦控訴裁判所は2004年 7月にこれを退け
ています。ただし、DOEが当初2004年末までに行う
としていたNRCへの許認可申請書提出のスケジュー
ルは、許認可関連書類の登録の遅れ、2004年 7月
の連邦控訴裁判所による環境放射線防護基準の一
部無効判決、予算制約などの要因から遅れが生じま
した。
2005年10月にDOEは、輸送・貯蔵・処分（TAD）

キャニスタの採用により処分場の地上施設を簡素化
する設計変更の方針を示し、2006年 7月にはNRC
への申請書提出を2008年6月、処分場操業開始を
2017年とするスケジュールを示しました。その後、申
請書の提出は予定通り行われたものの、予算削減の
影響による遅れを反映して処分場操業開始を2020
年3月とするスケジュールが2009年1月に示されてい
ます。

また、2004年4月に告示された鉄道敷設等の環境
影響評価に加え、処分場施設の設計変更等に伴う
補足環境影響評価が実施されており、2008年6月に
は最終補足環境影響評価書が公表されています。
なお、ユッカマウンテン計画に対するネバダ州の反
対は根強く、政治情勢も影響してオバマ前政権のユッ
カマウンテン計画中止の方針に繋がりましたが、ユッ
カマウンテンが立地するネバダ州のナイ郡は、ユッカマ
ウンテン計画を支持し、復活に向けた取り組みを見せ
ています。
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2. 処分地の選定手続（ブルーリボン委員会の勧告を受けた処分計画）

オバマ前政権によるユッカマウンテン計画の中止の方針を受け、バックエンド政策の検討を行っ
たブルーリボン委員会がまとめた最終報告書では、同意に基づくサイト選定プロセスが重要との考
え方が示されました。この勧告を受けて、エネルギー省（DOE）及び連邦議会において、同意に
基づくサイト選定プロセスについて法制化に向けた具体的な検討が行われました。

◎ ブルーリボン委員会が最終報告書で勧告した処
分地選定の進め方
ブルーリボン委員会が2012年1月26日に公表した
最終報告書においては、米国及び海外における数十
年に及ぶ放射性廃棄物施設の立地を考察し、今後、
放射性廃棄物管理・処分施設の立地及び開発への
新たなアプローチを採用する必要があるとの結論が
示されています。
今後の放射性廃棄物管理・処分施設の立地プロ

セスは、それらが以下の条件を満たす場合に成功の
可能性が最も高くなるとの考えが示されています。
① 同意に基づいている。：影響を受ける自治体が、
施設の立地決定を受入れるかどうかについて決
定する機会を得て、地元の大きな主導権を維持
できる。
② 透明性がある。：すべてのステークホルダーが重
要な決定を理解し、そのプロセスに意義深い方
法で関わる機会を得る。

③ 段階的である。：重要な決定が前もって確定され
るのではなく、その過程で再考され、必要に応じ
て修正される。
④ 適応性がある。：プロセスそのものに柔軟性があ
り、新たな情報や新たな技術的、社会的、政治
的展開に反応する決定を生み出す。

⑤ 基準及び科学に基づいている。：すべての施設
が、安全及び環境の保護に関する厳格かつ客
観的で、一貫性をもって適用される基準を満たし
ているという確信を公衆が持てる。
⑥ 実施主体と受入れ先の州、地方自治体等との間
のパートナーシップ契約または法的に強制力のあ
る協定によって規律される。

◎エネルギー省（DOE）や連邦議会での検討
ブルーリボン委員会が最終報告書で勧告した同意
に基づく立地プロセスは、DOEや連邦議会における
検討でも、その方針が受け継がれています。連邦議
会上院に上程された「2015年放射性廃棄物管理
法」の法案では、以下のような流れでのサイト選定の
進め方が規定されています。この手続は、一部を簡
略化した形で、中間貯蔵施設のサイト選定についても
適用されます。

なお、同法案では、複数のサイト候補から選定を行
う場合、例えば中間貯蔵施設と処分場など、複数の
施設の立地を希望するサイトが優先されることになっ
ています。

「2015年放射性廃棄物管理法」の法案における
サイト選定の流れ

※赤文字部分は処分場の場合のみ必要とされる手続
（2015年放射性廃棄物管理法の法案より作成）

放射性廃棄物管理機関による立地指針の策定

候補サイトの特定（公募、申し入れ）

サイト特性調査
（開始前に公聴会を開催。州や自治体等と協力協定を締結）

最終的なサイト適合性の決定（決定前に公聴会を開催）

州・地元自治体との同意協定の締結

原子力規制委員会（NRC）への建設認可に係る
許認可申請書の提出
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3. 地域振興方策

立地地域への財政支援として、1982年放射性廃棄物政策法においては、立地を受け入れたネ
バダ州と関係10郡に対し、使用目的に制限がない補助金の交付や、国が行う処分場開発活動に対
する課税相当額を補填する制度が創設されています。

◎制度的な支援
1982年放射性廃棄物政策法では、立地地域への
直接的な財政支援として、第116条（c）と第170条
に基づく2つの制度が設けられています。

州等の参加を支える財政支援（第116条（c））

1982年放射性廃棄物政策法の第116条（c）に基
づく特別の財政措置には、補助金の交付と課税相当
額（PETT）の補填という2種類があります。課税相当
額とは、処分場開発活動は連邦政府が行うために州
の売上税等の課税対象とはならないことから、仮に課
税が認められるとした場合の税収相当額を放射性廃
棄物基金（NWF）から州に補填するという制度です。
これらの財政措置の金額は毎年の予算の中で定
められ、放射性廃棄物基金が財源となります。
また、補助金は、地元のネバダ州と関係する10郡
が、以下のような独自の評価や活動を実施できるよう
に交付されるものです。
○ 処分場による経済的・社会的な影響、公衆の健
康・安全、環境への影響の評価
○ サイト特性調査活動の監視・評価
○ 地元住民への情報提供活動
○ DOEへの情報要求、見解や提案の表明など

処分場の受け入れに対する給付（第170条）

ユッカマウンテン・サイトへの処分場立地をネバダ
州が受け入れた場合、州や自治体等は、その見返り
として使用目的に制限のない特別の資金給付を受け
ることができます。この資金給付は、DOEと州が契約
を結ぶことにより決定されますが、その交渉では関係
する自治体等とも協議を行うこととされ、金額の3分の
1以上は州から自治体等に分配されることが決められ
ています。なお、この契約を結んだ後は、州は大統領
が連邦議会に対してサイト推薦を行う際に反対するこ
とができなくなります。

1982年放射性廃棄物政策法で定められた給付金
額は以下の通りであり、契約を締結してから処分場が
閉鎖されるまで毎年、さらに処分場が操業を開始する
ときには一時金が支払われます。これらの給付は、放
射性廃棄物基金（NWF）から行われます。

その他、1982年放射性廃棄物政策法では、連邦
政府の研究プロジェクトの立地について処分場立地
州から提案がある場合には特別の考慮をすることも
定められています。

◎ブルーリボン委員会の勧告
ブルーリボン委員会の最終報告書に示された勧告
では、同意に基づく処分地選定の進め方が必要とさ
れていますが、この仕組みの中でも、国家的問題の解
決を支援する州や自治体等には便益が提供される必
要があるとしています。
具体的には、支払金額は上に示した現在のネバダ
州向けの金額を大幅に上回る水準が必要で、実施
主体が州や自治体と取決めを出来るようにすること、
他の連邦プロジェクトの立地が優先して行われるよう
に法律を拡張・改正すること、影響を受けた住民など
は妥当な実費の補償を受けるべきことなどが勧告され
ています。
ブルーリボン委員会の勧告を受けて検討されてい

る連邦議会上院の法案では、実施主体と立地州・自
治体等の間で締結される協力協定や立地の同意協
定の中で、金銭的補償やインセンティブ、経済開発の
援助について決定するものとされています。

契約締結 使用済燃料引取開始 処分場閉鎖
（サイト特性調査、建設中） （処分場の操業中）

一時金：2,000万ドル（約22.6 億円）

1,000万ドル
（約11.3 億円）／年

2,000万ドル
（約22.6 億円）／年

1982年放射性廃棄物政策法で定められた
ネバダ州への給付金額

（1982年放射性廃棄物政策法より作成）



202

情報提供・コミュニケーション>>>

1. 公衆との対話

1982年放射性廃棄物政策法では、エネルギー長官がユッカマウンテンを処分場サイトとして推
薦するに当たり、地域の住民に対して、検討状況について情報を提供し、サイト推薦に対する意見
を求めるため、サイトの近辺で公聴会を開催することを定めています。その他、環境影響評価の
手続でも、住民やさまざまな関係者に情報を提供し、意見を求めることが必要とされています。
また、地元ネバダ州には、サイト推薦に不承認の意思を表明することが認められていますが、連邦議
会はそれを覆すことが可能とされており、2002年7月に連邦議会の立地承認決議が行われました。

◎情報提供と住民のコメント募集
ネバダ州ユッカマウンテンを処分場サイトとして推薦

し、処分場建設の許認可を行うためには、2つの枠
組みで情報の提供とコメントの募集が行われることと
なっています。
1つは環境影響評価の手続で、計画段階やドラフト
環境影響評価書の公表後に公聴会やパブリックコメン
トの募集が必要とされています。ユッカマウンテンの環
境影響評価でも、計画段階で15回の公聴会が1995
年に行われたのを始め多くの公聴会が開催され、2002
年のサイト推薦までに1万件以上のコメントが寄せら
れ、エネルギー省（DOE）の回答が示されています。
もう1つは1982年放射性廃棄物政策法で定めら
れた処分場に特別な手続です。特に、エネルギー長
官による大統領へのサイト推薦に際しては、同法第
114条等により、ユッカマウンテン・サイト周辺の住民
に対し、情報の提供とコメント募集のため、事前にサイ
ト周辺で公聴会を行うことが求められています。

［情報提供］
DOEは、サイト推薦のための情報提供として、公

聴会などに先立って、科学的根拠を示した「ユッカマ
ウンテン科学・工学報告書」とドラフト環境影響評価
書の補足書、「予備的サイト適合性評価報告書」な
どを公表しています。

［住民のコメント募集］
DOEは、2001年5月から12月にかけて、ユッカマウン

テン・サイト周辺での公聴会と、ユッカマウンテンのサ
イト推薦に関するパブリックコメントの募集を行いまし
た。公聴会はネバダ州17郡とカリフォルニア州1郡で
開催されました。

パブリックコメントは約4,600件が寄せられ、その
結果を検討した上で、上の「情報提供」の項で示し
た各報告書が改定されています。また、寄せられた
コメントの要約とそれに対するDOEの回答をまとめた
「サイト推薦コメント要約文書」も発表しています。

◎地元の意思表明と許認可手続への参加
1982年放射性廃棄物政策法では、州や地元自治
体等が処分場開発に係る意思決定手続に参加でき
る仕組みも定められています。
まずサイト推薦の手続では、エネルギー長官が大
統領に処分場のサイト推薦を行う決定をした場合に
は、事前にネバダ州知事と州議会に通知を行うこと
が必要とされています｡ そして、州知事または州議会
は、大統領から連邦議会へのサイト推薦について、
60日以内に不承認通知を連邦議会に提出することが
できることも決められています。しかし、この州の不承
認通知は、連邦議会が覆すことが可能となっていま
す。ユッカマウンテンのサイト推薦では、前述の通り、
この手続に従って連邦議会が立地承認決議を行い、
地元ネバダ州の不承認は覆されています。
また、米国では原子力施設の許認可手続では裁
判に似た形で審理が行われますが、州と関連する自
治体などは、この審理に当事者として参加することが
認められています。ユッカマウンテンの審理手続では、
ネバダ州及び同州の7つの郡の他、カリフォルニア州
なども当事者として参加が認められ、特にネバダ州
は、200件以上の論点を提出して、争う姿勢を示して
いました。
なお、前述の通り、このような手続への参加が行え

るよう、州や関連する自治体等には放射性廃棄物基
金（NWF）から補助金が支給されます。

V. 情報提供・コミュニケーション
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米国

米
国

2. 意識把握と情報提供

実施主体のエネルギー省（DOE）は、インターネットやインフォメーション・センターなどによっ
て地元住民だけでなく国民全体の理解促進のためにユッカマウンテン・プロジェクトの情報提供活
動を行っていましたが、オバマ前政権によるユッカマウンテン計画中止の方針に伴い、こうした情
報提供活動は廃止されています。

◎広報・情報提供活動
実施主体のエネルギー省（DOE）は、1982年放

射性廃棄物政策法で必要とされる地元住民や公衆
に対する情報提供活動の他に、地元住民や国民全
体の理解促進のための情報提供活動も行っていまし
た。その主な方法としては、小冊子やインターネットに
よるものと、インフォメーション・センターによるものがあ
ります。

［小冊子やインターネットでの情報提供］
DOEの民間放射性廃棄物管理局（OCRWM）

は、許認可申請書等の正式文書や専門的な分析報
告書など膨大な情報の公開に加え、一般市民にも理
解しやすいように工夫されたパンフレットなども作成し、
ウェブサイトでも提供していました。
2002年1月には、ユッカマウンテンのサイト推薦関

連の情報提供として、『何故、ユッカマウンテンか？』
及び『ユッカマウンテン・プロジェクトのQ&A』などの
小冊子がウェブサイトでも公開されたほか、『科学、社
会、そしてアメリカの放射性廃棄物』というオンライン
教育カリキュラムも1992年から改定を重ねて公開され
ていました。
2008年 6月の建設認可に係る許認可申請書の
提出後には、『ユッカマウンテン安全性説明書』及び
『ユッカマウンテンにおける国の処分場』という小冊
子が作成され、ウェブサイトでも公開されていました
が、オバマ前政権によるユッカマウンテン計画中止の
方針に従ってウェブサイトは廃止されています。

［インフォメーション・センター］
ユッカマウンテンの最寄りの町であるパーランプに

は、DOEのOCRWMのインフォメーション・センター
が設置されていました。同センターでは、展示、ビデ
オ・ディスプレイ、対話型コンピュータ・プログラム、そ

の他教育プログラムが整備され、また、バーチャルリア
リティにより処分場の内部に入る擬似体験ができるよ
うになっていました。
ただし、その後の予算削減の影響やオバマ前政
権によるユッカマウンテン計画中止方針により、現在も
インフォメーション・センターは閉鎖されています。

拡張・移転されたパーランプのインフォメーション・センター
（DOEより提供）

DOEウェブサイトで入手できる資料の例





韓国、中国、ロシアにおける地層処分
韓国 中国 ロシア
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韓国における地層処分>>>

韓国における高レベル放射性廃棄物処分の概要

放射性廃棄物を安全かつ効率的に管理することを目的とする放射性廃棄物管理法が2009年1月
に施行され、同法に基づいて韓国原子力環境公団（KORAD）が放射性廃棄物管理を実施してい
ます。
2016年7月に「高レベル放射性廃棄物管理基本計画」が策定され、許認可用の地下研究所、中
間貯蔵施設、最終処分施設を同一のサイトにおいて段階的に建設する方針が示されました。

◎使用済燃料の発生と貯蔵（処分前管理）
運転中の発電用原子炉は2018年1月現在で計24
基あり、その内訳は加圧水型原子炉（PWR）が20基、
加圧重水型原子炉（PHWR、カナダ型重水炉）が4
基です。
韓国の原子力発電事業者は、韓国電力公社

（KEPCO）の子会社である韓国水力原子力発電
株式会社（KHNP）だけです。このためKHNPは、
高レベル放射性廃棄物（使用済燃料）の国内におけ
る唯一の発生者であり、また低中レベル放射性廃棄
物の大部分（90％）の発生者でもあります。

◎実施体制
2009年に施行された放射性廃棄物管理法に基づ

き、国内の全ての放射性廃棄物の管理事業（主に最
終処分に関連する業務）の実施を担う唯一の管理公
団として韓国放射性廃棄物管理公団（KRMC）が
設立されました。2013年6月に名称が「韓国原子力

環境公団」（KORAD）に変更されました。KORAD
は、「月城（ウォルソン）低中レベル放射性廃棄物処分
センター」において、2015年7月より低中レベル放射
性廃棄物の処分を開始しました。
原子力・放射性廃棄物行政に関係する省庁につ

いて、韓国産業通商資源部（MOTIE）は、原子力
エネルギー開発、放射性廃棄物の管理、処理・処分
の長期計画等の政策の立案などを担当しています。
韓国科学技術情報通信部（MSIT）は、原子力に
関する研究開発計画を担当しています。なお韓国の
「部」は、わが国の「省」に相当します。
KORADが実施する放射性廃棄物の管理に要す

る費用は、放射性廃棄物基金として確保することに
なっています。放射性廃棄物の発生者は、廃棄物を
KORADに引き渡す際に、低中レベル放射性廃棄物
の管理費用及び使用済燃料の負担金等をKORAD
に納付します。放射性廃棄物基金の運用管理は
KORADが行っています。

大統領 首相

原子力振興委員会

韓国原子力安全技術院
（KINS）

韓国核不拡散核物質管理院
（KINAC）

韓国原子力環境公団
（KORAD）

韓国水力原子力発電株式会社
（KHNP）

実施主体実施主体

韓国産業通商資源部
（MOTIE）

韓国環境部
（MOE）

韓国科学技術情報通信部
（MSIT）

原子力安全委員会
（NSSC）

監督規制

規制支援機関

韓国における放射性廃棄物処分の実施体制
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○ 許認可申請用地下研究所とは、別途建設する
地下研究所での、処分施設のサイト選定、設計、
建設、操業等のための研究実施

○ 安全性と経済性を両立した管理技術の確保
○ 管理施設の操業に関する情報公開と、地域住
民との持続的コミュニケーション

◎使用済燃料管理サイトの選定について
基本計画では、使用済燃料の中間貯蔵施設と処
分施設の両方を立地するサイトの選定手続きを以下
のステップで進めるとしており、全体で12年間の所要
期間を見込んでいます。
（1）不適合な地域の除外
（2）サイトの公募
（3）基本調査
（4）住民の意思の確認
（5）詳細調査

「使用済燃料公論化委員会」（以下「公論化委員会」）の概要
公論化委員会は、放射性廃棄物管理法に基づき、「公論

化」と呼ばれる社会的コンセンサスを得るための議論を
実施するため、政府から独立した民間の諮問機関として
設置されました。公論化委員会は、2013年11月の発足
後、使用済燃料の管理方針に関して市民や関係機関から
幅広く意見収集を行いました。そして、意見の集約結果
を2015年6月末に韓国産業通商資源部（MOTIE）長官
に「使用済燃料の管理に関する勧告」として提出するこ
とで役割を終え、解散しました。

韓国

◎処分方針（使用済燃料の管理方針）
韓国では、2016年7月に「高レベル放射性廃棄物

管理基本計画」（以下「基本計画」）が策定され、高
レベル放射性廃棄物（使用済燃料）管理について
基本方針が示されました。
この基本計画は、2015年 6月末に「使用済燃料
公論化委員会」から提出された勧告を踏まえ、韓国
産業通商資源部（MOTIE）により案が策定され、公
聴会等を経て、原子力振興委員会にて承認されたも
のです。
基本計画では、高レベル放射性廃棄物の管理に

ついて、国民の安全の最優先や現世代による管理責
任の負担、廃棄物発生者による管理費用の負担等
の原則を示した上で、以下の方針を示しています。
○ 許認可用の地下研究所、中間貯蔵施設、最終
処分施設の同一のサイトへの段階的建設
・  科学的サイト調査と民主的方式によるサイト選
定

・  サイト選定後の中間貯蔵施設の建設と許認
可用地下研究所の建設・実証研究の同時進
行

・  許認可用地下研究所における実証研究を10
年以上実施後、最終処分施設へと拡張

・  中間貯蔵施設の操業までの、原子力発電所
サイト内での使用済燃料管理

○ 国内での処分サイト選定と併行した、国際協力に
よる国際共同貯蔵・処分施設の確保への取組

使用済燃料の処分施設等に関する所要期間の見込み（基本計画より作表）
基本計画では、各工程の所要期間の見込みを示しているが、処分場の操業開始年は明示していない。

研究用地下研究所の
サイト選定・建設・操業

国際共同貯蔵・処分の
可能性の検討

（国内での処分施設サイト
選定と併行）

処分施設サイトの選定

許認可用地下研究所建設・操業 処分施設建設

中間貯蔵施設
建設・操業

施設等 所要期間の見込み

最終処分
・

中間貯蔵

国際共同貯蔵
・
処分

研究用
地下研究所

7年

12年 14年 10年

10年
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規制

研究開発（CNNCの下部組織）

監督

国務院

中国環境保護部
（MEP）

国家核安全局
（NNSA）

科学技術部中国工業情報化部

国家原子能機構
（CAEA）

中国核工業集団公司
（CNNC）

中国原子能科学研究院
（CIAE）

北京地質研究院
（BRIUG）

中国放射線防護研究院
（CIRP）

中国核電工程有限公司
（CNPE）

中国における地層処分>>>

中国における高レベル放射性廃棄物処分の概要

中国では、放射性廃棄物全般についての管理の枠組みを定めるものとして、2018年1月に施行
された原子力安全法があります。この法律において、高レベル放射性廃棄物を集中的に地層処分
することが規定されています。
2006年2月に「高レベル放射性廃棄物地層処分に関する研究開発計画ガイド」が公表され、今
世紀半ばまでに処分場を建設することが明記されました。今後、各種の法制度が整備されるとと
もに、サイト選定、地下研究所の建設・試験、地層処分の安全性評価等が行われる予定です。

◎使用済燃料の発生と貯蔵（処分前管理）
中国では原子力発電を国家における重要なエネル

ギー戦略の一環として位置付けており、原子力発電
所の建設を推進することで、経済発展に伴うエネル
ギー需要の増加に対応し、環境保全を図り、工業技
術等のレベル向上を図ろうとしています。2017年末
時点で運転中の原子炉がある原子力発電所が14カ
所あり、合計37基－加圧水型原子炉（PWR）が35
基、カナダ型重水炉が2基－から使用済燃料が発生
しています。また新たに20基が建設中です。
使用済燃料は各発電所の原子炉建屋内の燃料

プールなどで貯蔵されています。

◎実施体制
中国における高レベル放射性廃棄物処分の実施
主体は、国営企業体である「中国核工業集団公司」
（CNNC）です。CNNCは地層処分の研究開発だ
けでなく、ウラン探鉱、核燃料施設の操業、原子力発
電等の事業も行っています。CNNCの下部組織とし

て、研究開発や技術支援を担う機関が複数存在して
います。
原子力施設の安全監視や高レベル放射性廃棄物

の管理等の原子力安全全般に関わる規制機関とし
て、中国環境保護部（MEP）の下部組織である国
家核安全局（NNSA）があります。また原子力エネル
ギー開発、放射性廃棄物の管理、処理・処分の長
期計画等の政策の立案、研究開発資金の確保等の
実務管理・監督を国務院に代わって行う国の機関と
して、国家原子能機構（CAEA）があります。
放射性廃棄物の処分費用は廃棄物発生者である
事業者が負担することになっています。この費用の拠
出方法については、CAEAやその他機関が2010年
7月に策定した「原子力発電所の使用済燃料の処理
処分基金の徴収、使用及び管理に関する暫定手続
き」で定められています。営業運転の開始以降5年
以上が経過した加圧水型原子炉の売電量に応じて、
1kWh当たり0.026人民元（約0.4円）（1人民元＝
15円で換算）が徴収されます。

中国における放射性廃棄物処分の実施体制
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中国

◎処分方針（使用済燃料の管理方針）
中国では、核燃料を十分に活用するため、軽水炉

（PWRなど）から発生する使用済燃料は再処理し、
発生する高レベル放射性廃液をガラス固化した後に
処分する方針です。ただし、天然ウランを燃料として
用いる加圧水型重水炉（PHWR）の使用済燃料は
再処理せず、直接処分します。これらの廃棄物は、
高レベル放射性廃棄物に区分されています。
中国における放射性廃棄物の全般的な管理方針

は、2003年10月施行の「中華人民共和国汚染防止
法」で規定されていましたが、2018年1月施行の「原
子力安全法」でもほぼ同様の内容が条文に盛り込ま
れました。この法律では、高レベル放射性廃棄物は
集中的に地層処分を行うとしています。
2012年 10月に国務院により承認された「原子力

安全及び放射線防護・汚染管理　第12次5カ年計
画・2020年長期目標」においても、高レベル放射性
廃棄物処理処分場の概念設計を完了させること、地
下研究所を建設することなどが掲げられています。

◎処分事業の経緯
中国では、1985年に旧核工業部科技核電局（現
CNNC）が「高レベル放射性廃棄物地層処分研究
発展計画」（DGD計画）を策定しました。この計画
では、花崗岩を母岩とする地層処分場を2040年頃
に建設する予定としていました。
DGD計画に基づき、1986年2月からサイトの1次

選定が始まり、5つの候補地域が選出されました。そ
の後、各地域からボーリング調査を含むサイト調査の
対象区域が複数選定され、うち西北地域にある甘粛
省北山（ペイシャン）及びその周辺での調査に注力し
ています。2012年に西北地域の西側に位置する新
疆ウイグル地域が追加され、現在では候補地域数が
6つに増えています。
2006年2月に、国防科学技術工業委員会（2008
年に新設の中国工業情報化部に業務移管）、科学
技術部及び国家環境保護総局（2008年に中国環境
保護部（MEP）に改組）が共同で作成した「高レベ
ル放射性廃棄物地層処分に関する研究開発計画ガ
イド」が公表されました。
このガイドによれば、中国における高レベル放射性
廃棄物の地層処分は、右に示す3つの段階で進めら
れることになっています。

「高レベル放射性廃棄物地層処分に関する研究開発計画
ガイド」（2006年）の活動計画
1） 2006年～2020年

国による関連法規制及び技術基準の制定に向けて、
技術面でのサポートを行うとともに、地下研究所の
設計及び処分場の概念設計、核種移行メカニズム等
の研究及び安全評価研究を行う。また北山サイト以
外の候補地も含めた上で処分場サイトを選定し、様々
な地質調査を行い、必要なデータを取得する。

2） 2021年～2040年
地下研究所の建設、地下研究所での試験・研究を

通じて、既存の施工技術、研究成果を検証するととも
に、原位置での各種データを取得し、プロトタイプ処
分場のフィージビリティ評価と建設の安全審査に向
けた評価を実施する。

3） 2041年～今世紀半ば
処分サイトの最終確認を行うとともに、プロトタ

イプ処分場での実廃棄体を用いた試験によって処分
場の総合的な機能を検証し、処分場の建設申請と安
全評価及び環境影響評価を実施する。また処分場の
操業管理、閉鎖及びモニタリング計画について検討
し、処分場操業の申請と安全審査に向けた評価を実
施する。

中国における高レベル放射性廃棄物処分場の候補地域
（中国核工業集団公司資料より作成）

西北地域（北山）

新疆ウイグル地域 内モンゴル地域

西南地域
華東地域

広東北部地域
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ロシアにおける地層処分>>>

ロシアにおける高レベル放射性廃棄物処分の概要

ロシアでは原子力発電所から発生する一部の使用済燃料を再処理しています。2011年に放射性
廃棄物管理法が制定され、今後地層処分を前提とした放射性廃棄物管理のための統一的な国家制
度が整備される予定です。放射性廃棄物処分場として花崗岩地帯の候補地域が提案されています。

◎使用済燃料の発生と貯蔵
ロシアでは2016年末時点で原子力発電所が10カ
所あり、合計35基の原子炉が稼働しています。この
なかには、ナトリウムを冷却材として用いる高速増殖炉
も2基含まれます。
ロシアの核燃料サイクル政策は、核物質は可能な
限り再利用することであり、原則的に使用済燃料を再
処理する方針です。そのため、ロシアでは使用済燃
料を放射性廃棄物に分類していません。
原子力発電所から発生した使用済燃料は、一部

（VVER-400型とBN-600型の原子炉から発生した
もの）が再処理されていますが、それ以外は発電所
内または集中貯蔵施設で貯蔵されています。ロシア
で貯蔵されている使用済燃料の量は、原子力発電
所内や再処理プラント、集中貯蔵施設で保管されて

いるものを含めて、2010年末で約22,000トン（重金
属換算）です。また、2011年の使用済燃料の再処
理量は発生量の16％に留まっています。

◎使用済燃料の再処理
生産合同マヤーク（P.A. Mayak）が操業する
RT-1と呼ばれる再処理工場がチェリャビンスク州オ
ジョルスク市にあり、1971年から使用済燃料を引き受
けています。RT-1の再処理能力は年間400トン（重
金属換算）です。この施設で扱える使用済燃料の
種類の制約などから、実際の再処理量は2012年頃
に年間約100トン程度に留まっていましたが、施設を
更新して扱える使用済燃料の種類を増やした結果、
2015年には年間約230トン程度に増加しています。
RT-1では、フィンランドや旧東ドイツなどから返送され

日本

中国

モンゴル

カザフスタン

ウクライナ

ベラルーシ

フィンランド

スウェーデン

ロシア

原子力発電所（商業用、運転中）

再処理施設

集中中間貯蔵施設

処分場予定地・特性調査施設

モスクワ

鉱業化学コンビナート
（MCC）

エニセイスキー
（地下研究所の建設予定地）

マヤーク再処理施設
（RT-1）

ロシアの原子力施設の所在地
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ロシア

た使用済燃料を受け入れて再処理していましたが、
外国からの受け入れは1990年代にほとんど打ち切ら
れています。
RT-1で回収されたウランは、RBMK型の核燃料と

して使用しています。一方で分離されたプルトニウム
はMOX 燃料として利用する計画ですが、現在は貯
蔵しています。再処理に伴って発生する高レベル放
射性液体廃棄物はガラス固化した後、マヤークのサイ
ト内で貯蔵しています。
また、クラスノヤルスク地方ジェレズノゴルスクの鉱
業化学コンビナート（MCC）では、再処理工場RT-2
が計画されています。1984年からRT-2の建設を開
始しましたが、資金不足により建設が一時中断され
ていました。一方で、MCCでは複数の再処理技術
を試験実証するための試験実証センター（PDC）を
2015年に建設しており、現在は年間10トン程度のホッ
ト試験を開始しており、2019年頃には年間250トン規
模での操業が予定されています。その後、PDCの施
設を拡張する形で、2025年頃には年間700トンの使
用済燃料を再処理することが可能なRT-2施設が操
業を開始する見込みです。RT-2が操業を開始した
後は、2030年頃にRT-1施設を廃止措置することが
予定されています。

◎使用済燃料の集中貯蔵
鉱業化学コンビナート（MCC）では、使用済燃料
貯蔵プール（貯蔵容量6,000トン）が1985年に完成
し、現在はVVER-1000型の原子炉から発生する使
用済燃料が集中的に中間貯蔵されています。集中貯
蔵施設の貯蔵容量は現在8,400トンまで拡張されて
います。
MCCの集中貯蔵施設では、ロシア以外にもウクラ

イナやブルガリアからのVVER-1000型原子炉由来
の使用済燃料を引き受けて貯蔵しています。
また、MCCでは乾式の集中貯蔵施設を2004年よ

り建設しており、2012年からは最初のフェーズとして
RBMK-1000型の原子炉から発生する使用済燃料
の受入れと貯蔵を開始しています。この施設では将
来的にはVVER-1000型原子炉由来の使用済燃料
も含めて37,000トンの使用済燃料を貯蔵する計画と
なっています。

ロシアにおける使用済燃料管理の状況

高レベル
ガラス固化体

※1：集中貯蔵は、鉱業化学コンビナート（MCC）で湿式貯蔵
※2：集中貯蔵は、鉱業化学コンビナート（MCC）で乾式貯蔵
※3：生産合同マヤークにて一部再処理

プルトニウムウラン

再利用 貯蔵 貯蔵

VVER-440型原子炉
BN-600型原子炉

VVER-1000型原子炉

RBMK-1000型原子炉

EGP-6型原子炉

再処理（一部は貯蔵）
（生産合同マヤーク）

貯蔵
（発電所と集中施設）※1
（一部再処理）※3

貯蔵
（発電所と集中施設）※2

貯蔵
（発電所）

ロシアの原子炉の型式
○VVER： ロシア型加圧水型原子炉
○RBMK： 黒鉛減速沸騰水型原子炉
○EGP： 黒鉛減速沸騰水圧力管型原子炉
○BN： 高速増殖炉
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ロシアにおける地層処分>>>

◎放射性廃棄物の管理
ロシアで発生する放射性廃棄物は、採鉱・燃料加
工・原子力発電所の運転・使用済燃料の再処理と
いった核燃料サイクルのプロセスに伴い発生する廃
棄物、医療・産業・研究活動に伴う廃棄物、原子力
施設の廃止措置や汚染された地域の環境修復に伴
い発生する廃棄物があります。2013年末時点でロシ
アに蓄積された低レベル・中レベル・高レベル放射性
廃棄物の総量は、液体状のものが約4億9千万立方
メートル、固体状のものが約9千万立法メートルと見
積もれられています。これらの放射性廃棄物はロシア
連邦の44の地域において、120の企業の830カ所の
一時貯蔵施設、及び3カ所の液体廃棄物注入施設
において貯蔵されています。
また、各原子力発電所や、マヤーク等の施設にお
いて様 な々種類の放射性廃棄物は再溶融、ガラス固
化、焼却、セメント固化等の処理が行われています。

◎放射性廃棄物関連の法整備状況
ロシアにおける原子力分野の活動及び原子力
利用の分野の許可活動を規制する安全規制機
関として、ロシア連邦環境・技術・原子力監督局
（Rostekhnadzor）が2004年に設置されています。
放射性廃棄物管理に関する活動には同局の許認可
が必要です。
ロスアトム社の放射性廃棄物管理計画をサポートす

るための法整備が進められており、2011年7月に「放
射性廃棄物管理法」が制定されました。この法律に
おいて、高レベル放射性固体廃棄物と長寿命中レベ
ル放射性固体廃棄物は地層処分し、低レベル放射性
固体廃棄物と短寿命の中レベル放射性固体廃棄物
は浅地中処分することが定められました。また、同法

で規定された安全で経済的な放射性廃棄物管理を
実施する国家事業者として、2012年3月に国営企業
ノオラオ（NO RAO）が設立されました。国営企業ノ
オラオの役割は以下のように定められています。
放射性廃棄物管理法では廃棄物発生者が処分の

ための費用を特別基金に積立をすることについても
定めています。
なお、放射性廃棄物管理法の適用範囲外としてい

る使用済燃料の管理については、ロスアトム社が使
用済燃料管理に関係する法整備を別途計画してい
ます。

◎処分方針と実施体制
制定された「放射性廃棄物管理法」に基づき、放
射性廃棄物の処分計画は、国内の原子力関連企業
を束ねる国営原子力企業ロスアトム社が主導して検
討しています。ロスアトム社の前身はロシア連邦原子
力庁ロスアトムであり、2007年に改組されて同じ名称
の国営企業に変わりました。
放射性廃棄物の発生者は放射性廃棄物を中間貯
蔵し、国家事業者が受入可能な状態に廃棄物を処
理することとしています。国家事業者は発生者から廃
棄物を受け入れて処分を実施します。放射性廃棄物
管理法では発生者が中間貯蔵する廃棄物の量や貯
蔵期間について制限することを定めています。
高レベル放射性のガラス固化体の処分についてノ

オラオ社は、クラスノヤルスクの鉱業化学コンビナート
（MCC）に近いエニセイスキー（Yeniseysky）と呼
ばれる場所に地下研究所を建設し、最終処分場を立
地する計画です。このサイトには、ニジュネカンスキー
花崗岩塊と呼ばれる岩盤が存在することが知られて
います。ノオラオ社は2018年に地下研究所の建設を
開始し、そこでの地下特性調査や人工バリア等に関
する現場での処分技術開発、設備・装置・掘削工
法の設計や試験を行うことによって、2029年までにこ
の場所に高レベル放射性廃棄物を処分するかどうか
を決定することとしています。
なお、低中レベル放射性廃棄物については、ウラ
ル山脈の東麓にあるスヴェルドロフスク州ノヴォウラリ
スク市に建設された、ロシアで初となる浅地中処分場
（PPZRO）において、低中レベル放射性固体廃棄
物の処分が2016年12月に開始されています。

放射性廃棄物管理法によって定められた
国家事業者の役割
○ 処分のために引き受けた放射性廃棄物の防護と安全性
確保

○ 放射性廃棄物処分施設の操業と廃止措置
○ 放射性廃棄物処分施設の設計と建設
○ 放射性廃棄物の発生量の分析と予測、及び放射性廃棄
物管理インフラの開発

○ 放射性物質と放射性廃棄物の財務と管理に関する国家
システムのための技術と情報支援

○ ロシア連邦法に基づくその他の活動



資料編
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フィンランド

フランス

ドイツ

スイス

英国

カナダ

米国

2017年12月現在
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資料編>>>

スウェーデン資料

スウェーデンの地方自治体制度

国の機関

県（21）
（County）

自治体（290）
（Municipality）

国王

議　　会 政　　府

県域執行機関
（県域別に21設置）

・地域計画の作成
・自治体の監督
・行政機関間の協力関係の促進

中央行政
執行機関

（法律別に設置）

県議会 執行委員会

・主に保健医療
行政

執行事務所

自治体議会 執行委員会

執行事務所

省

※県と自治体の括弧内の数字は個数
・  スウェーデンの県は国の地方行政区（21に分かれている）であり、それぞれに国の出先機関である「県域執行機関」が設置されています。県域執行機関の
長官はわが国の県知事に相当しますが、政府によって任命されます。

・  スウェーデンにおける県と自治体は異なる行政実務を行っており、上下関係にはありません。
・  地方自治における“県”の役割は大部分が広域医療であり、その他に県域内の開発・交通などの特定業務だけを行っています。それ以外の行政は自治体が
行います。例外的にバルト海の島にあたるゴトランド県には、県議会が設置されておらず、自治体の行政機関が業務を代行しています（県議会の数は20
となります）。

・ 自治体及び県の行政は、それぞれの議会議員から構成される執行委員会によって監督されます。実質的に、執行委員会の会長が自治体の首長に相当します。

※国の中央行政執行機関と県域執行機関について
・  中央行政執行機関と県域執行機関は総称。個別の機関はいずれも何らかの省に属しますが、執行機関の活動内容と権限は法令で定められます。執行機関の
日常業務に対して省が直接指示することはありません（禁止されています）。

（Level of Local Democracy in Sweden. Swedish Association of Local Authorities and Regions及びスウェーデン政府ウェブサイトより作成）
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スウェーデン

放射性廃棄物

◎放射性廃棄物の区分

区　分 種　類

高レベル放射性廃棄物 使用済燃料

中レベル放射性廃棄物 主に原子力発電に伴い発生する運転廃棄物
及び廃炉廃棄物のうち、放射性物質濃度の
高いもの

低レベル放射性廃棄物 主に原子力発電に伴い発生する運転廃棄物
及び廃炉廃棄物のうち放射性物質濃度の低
いもの

◎高レベル放射性廃棄物の中間貯蔵

設　備 所有者／運転者 受入廃棄物 廃棄物発生源

CLAB 所有・運転：スウェーデン
核燃料・廃棄物管理会社
（SKB社）

使用済燃料 原子力発電所

容　量 貯蔵量 操業状況

8,000トン
（ウラン換算）

6,266トン
（2016年末）

1985年より
操業開始

（放射性廃棄物等安全条約に基づくスウェーデン国別報告書（第6回）
及びActivities 2012より作成）

（放射性廃棄物等安全条約に基づくスウェーデン国別報告書（第6回）より作成）

◎低中レベル放射性廃棄物の処分

設　備 所有者／運転者 廃棄物発生源 処分施設概要
（方式、深度） 容　量 処分量 操業状況 閉鎖後のモニ

タリング期間

SFR-1 所有・運転：スウェーデン
核燃料・廃棄物管理会社
（SKB社）

原子力発電所
研究活動
その他

浅地中サイロ
及びトンネル
深度：60m

63,000m3 3万7,931m3

（2015年末）
1988年より
操業開始

必要なしとさ
れている

（放射性廃棄物等安全条約に基づくスウェーデン国別報告書（第6回）より作成）

◎CLAB（集中中間貯蔵施設）

（SKB社提供資料より引用）

（SKB社提供資料より引用）

◎SFR（低中レベル放射性廃棄物の処分場）
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フィンランド資料

大統領

議　　会

省　　庁

地域行政機関
（AVI）
［6］

経済開発・交通・
環境整備センター
（ELY）
［15］

地域協議会
［18］

（Regional councils）

オーランド
自治領
（Åland）

地域の公共サービス

政　　府

国
National level

地域
Regional level

地方
Local level

自治体議会
（Municipal Council）

参事会
（Municipal Board）

委員会
（Committees）

・特定の業務を実施

・自治体の運営
・自治体の利益の保護
・議会が決定するための草案作成

・地方法の公布
・執行機関、自治体職員への指示や規制
・予算の承認
・自治体の総合計画の承認

自治体（311）
（Municipalities）

国の機関

※括弧内の数字は個数
（「フィンランドの地方自治」財団法人自治体国際化協会、「Find out about フィンランド」オタヴァ出版社、

諸外国の国土政策・地域政策に係る動向分析及び支援方策等に関する調査国別報告書〔フィンランド〕国土交通省国土政策局、
及びフィンランド地方自治体協会ウェブサイトを参考にして作成）

フィンランドの地方自治体制度
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フィンランド

◎放射性廃棄物の区分

区　分 種　類

高レベル放射性廃棄物 使用済燃料

中レベル放射性廃棄物 主に原子力発電の運転により発生する運転廃棄物及び廃炉廃棄物

低レベル放射性廃棄物 主に原子力発電の運転により発生する運転廃棄物及び廃炉廃棄物

◎高レベル放射性廃棄物の中間貯蔵

設　備 所有者／運転者 受入廃棄物 廃棄物発生源

オルキルオト原子力発電所貯蔵施設（KPA貯蔵施設） テオリスーデン・ヴォイマ社（TVO社） 使用済燃料 原子力発電所

ロヴィーサ原子力発電所の中間貯蔵施設 フォルツム・パワー・アンド・ヒート社（FPH社） 使用済燃料 原子力発電所

（ポシヴァ社報告書より作成）

◎低中レベル放射性廃棄物の処分

設　備 所有者／運転者 廃棄物発生源 処分施設概要
（方式、深度） 容　量 処分量 操業状況 閉鎖後のモニ

タリング期間

オルキルオト
処分場

テオリスーデン・
ヴォイマ社
（TVO社）

原子力発電所 浅地層
サイロ：深度
60～100m

約8,432m3 6,234m3

（2016年末）
1992年より
操業開始

未決定

ロヴィーサ
処分場

フォルツム・
パワー・アンド・
ヒート社（FPH社）

原子力発電所 浅地層
坑道：
深度110m

約5,400m3 2,067m3

（2016年末）
1998年より
操業開始

未決定

（ポシヴァ社報告書、放射性廃棄物等安全条約に基づくフィンランド国別報告書（第5回）より作成）

◎オルキルオト処分場

ホール

ホール

輸送トンネル

輸送
トンネル

中レベル廃炉廃棄物

低レベル廃炉廃棄物

低レベル運転廃棄物

中レベル運転廃棄物

建設トンネル

立坑

◎ロヴィーサ処分場

廃炉廃棄物

メンテナンス
廃棄物

固化された廃棄物

アクセス
トンネル

管理及び
補助的施設

立坑

（フォルツム・パワー・アンド・ヒート社（FPH社）より引用）

（テオリスーデン・ヴォイマ社（TVO社）報告書より引用）

放射性廃棄物
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フランス資料

フランスの地方自治体制度

国の機関

コミューン
［約37,000］
（Commune）

議会 内閣

上院 国民議会
首相

大臣

省庁

大統領

コミューン長

コミューン議会

地方自治体

州内の経済開発、
国土計画・整備、
職業訓練・研究、教育（高校等）など

州議会議長（執行機関）

州議会 常務委員会

社会福祉、保健、
都市計画、環境、観光、
教育（中学等）など

県議会議長（執行機関）

県議会 常務委員会

県［101］
（Département）

県地方長官
（préfet de département）

州地方長官
（préfet de région）

注）
・州及び県の「知事（prefet）」は政府
の出先機関であるが、1982年の地
方制度改革により、自治体たる州及
び県の執行機関としての役割を解か
れ、地方自治体に対する監督権限も
縮小されている。従って、それ以前の
状況と区別するために、ここでは「知
事」の代わりに「地方長官」という呼
称を用いる。
・州地方長官、県地方長官並びにコ
ミューン長は、地方において国益を
代表する職務を担う。
・州、県、コミューンの議会議長は、直
接選挙により選出される議会議員に
よる互選で選出される。

州［13］
（Région）

州における政府の代表として、国の活
動の調停、仲裁、合法性、一貫性の保
持の任務を負う

県における政府の代表として、国家利
益、法の遵守、公的秩序の維持に関す
る任務を負う

※カッコ内の数字は自治体の数
（「フランス地方文献15年」財団法人自治体国際化協会及びフランス国立統計経済研究所（Insee）資料より作成）
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フランス

放射性廃棄物

◎放射性廃棄物の区分

区　分 種　類

高レベル放射性廃棄物 ガラス固化体

長寿命中レベル放射性廃棄物 再処理によって発生する廃棄物（ハル・エンドピース、廃液処理による沈澱物）、再処理工場及び
研究所における補修管理廃棄物

短寿命低中レベル放射性廃棄物 主に原子力発電所、核燃料サイクル関連工場などで発生する運転廃棄物

長寿命低レベル放射性廃棄物 ラジウム含有率の高い廃棄物及びGCRの廃炉による黒鉛廃棄物

極低レベル放射性廃棄物 ウラン鉱滓、廃炉廃棄物

◎高レベル放射性廃棄物の中間貯蔵

設　備 所有者／運転者 受入廃棄物 廃棄物発生源

ラ・アーグ再処理工場内貯蔵施設 AREVA社（旧COGEMA社） ガラス固化体 再処理工場

（Nuclear Safety In France in 2005, ASN Annual Reportより作成）

◎低中レベル放射性廃棄物の処分

設　備 所有者／運転者 廃棄物発生源 処分施設概要
（方式、深度） 容　量 処分量 操業状況 閉鎖後のモニ

タリング期間

ラ・マンシュ
処分場

放射性廃棄物
管理機関
（ANDRA）

原子力発電所、
核燃料サイクル、
研究、
放射性同位体

浅地中の
コンクリート
ピット

約52.7万m3 約52.7万m3

（1969～94年）
1969年操業
開始
1994年操業
終了

300年

オーブ処分場 放射性廃棄物
管理機関
（ANDRA）

原子力発電所、
核燃料サイクル、
研究、
放射性同位体

浅地中の
コンクリート
ピット

約100万m3 31.6万m3

（2016年末時点）
1992年操業
開始

300年

モルヴィリエ
処分場

放射性廃棄物
管理機関
（ANDRA）

原子力発電所、
核燃料サイクル、
研究、
放射性同位体

浅地中の
トレンチ

約65万m3 約32.8万m3

（2016年末時点）
2003年操業
開始

30年

（ANDRA資料、放射性廃棄物等安全条約フランス国別報告書（第6回）、Nuclear Safety In France in 2005, ASN Annual Report、オーブ県条例より作成）

◎ラ・マンシュ処分場 ◎オーブ処分場

（写真提供：ANDRA） （写真提供：ANDRA/4 vents）

（Nuclear Safety In France in 2005, ASN Annual Reportより作成）
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ドイツ資料

ドイツの地方自治体制度

国（連邦）

大統領

連邦議会

連邦参議院

裁判所

省　　庁

政府（内閣）

州（16※）

首相

州議会 裁判所

省　　庁

政府（内閣）

自治体 （Gemeinden）
（郡、市町村、郡独立市等）

自治体議会
（郡議会、市町村議会、郡独立市議会）

首長／議長／議会
（代表者は州によって異なる）

地方自治体の詳細は、州毎の憲法・地方自治法等で規定
　　　　　→自治体の組織は州によって異なる。

・任意的自治事務（社会福祉等施設設置、公営交通、公営企業経営等）
・義務的自治事務（上下水道、廃棄物処理、都市計画、小中学校建設、
　　　　　　　　　消防、保険等）
・指示による義務的自治事務（建築確認、営業監督、住民登録等）
・委託事務（戸籍登録、国勢調査、保健所、選挙、社会福祉関係等）

自
治
体
の
事
務

自
治
体
の
組
織

議員を任命

州（1

首相

州議会 政府（内

議員を任命

※カッコ内の数字は個数
（「ドイツ地方行政の概要」財団法人自治体国際化協会及び「ドイツ法入門」村上淳一他より作成）
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ドイツ

放射性廃棄物

◎放射性廃棄物の区分

区　分 種　類

発熱性放射性廃棄物（高レベル放射性廃棄物等） 廃棄物の発熱による処分空洞壁面の温度上昇が3度以上のもの。ガラス固化体、使用済
燃料、及び中レベル放射性廃棄物の一部（ハル・エンドピースなど）

非発熱性放射性廃棄物（低中レベル放射性廃棄物） 廃棄物の発熱による処分空洞壁面の温度上昇が3度未満のもの

◎発熱性放射性廃棄物（高レベル放射性廃棄物等）の中間貯蔵

設　備 所有者／運転者 受入廃棄物 廃棄物発生源

ゴアレーベン 連邦中間貯蔵機関（BGZ） 使用済燃料*
ガラス固化体*

原子力発電所

アーハウス 連邦中間貯蔵機関（BGZ） 使用済燃料* 原子力発電所

ノルト ノルト・エネルギー社 使用済燃料* 原子力発電所（旧東ドイツ）

サイト内貯蔵施設（各原子力発電所） 各発電所所有者等 使用済燃料 原子力発電所

* 現在は受入されていない
（放射性廃棄物等安全条約に基づくドイツ国別報告書（第6回）及び連邦放射線防護庁〈BfS〉ウェブサイト等より作成）

◎非発熱性放射性廃棄物（低中レベル放射性廃棄物）の処分

設　備 所有者／運転者 廃棄物発生源 処分施設概要
（方式、深度） 容　量 処分量 操業状況 閉鎖後のモニ

タリング期間

モルスレーベン
処分場
（ERAM）

連邦放射性廃棄物
機関（BGE）

原子力発電所、
研究所、RI

旧岩塩鉱山：
深度約500m

約5万
4,000m3

約3万7,131m3

（～1998年）
1978年より
操業開始
1998年の受入
を最後に2001
年閉鎖決定

未定

コンラッド
処分場

連邦放射性廃棄物
機関（BGE）

原子力発電所、
研究所、RI

旧鉄鉱山：
深度約800
～1,300m

約30万
3,000m3

未操業 2022年に
操業準備完了
予定

未定

（Low-level waste repositories: an analysis of cost, OECD/NEA及び放射性廃棄物等安全条約に基づくドイツ国別報告書（第6回）等より作成）

◎コンラッド処分場 ◎モルスレ－ベン処分場

（BfSウェブサイトより引用） （DBE社ウェブサイトより引用）

マリー鉱区
坑道の区分

1/6 2/7 3 4 5

バーテンスレーベン鉱区
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スイス資料

スイスの地方自治体制度

国の機関

大統領

上　　院
（全州議会）

連邦評議会

省　　庁

州議会 州民集会

二機関制

参　　事

知　　事

州（26）
（Canton）

市町村（2,287）
（Commune）

下　　院
（国民議会）

部及び課
・地域開発
・環境保護
・水質保全
・食料品取引管轄機関
・登録管理機関
・軍事組織管轄機関

三機関制

市町村議会市町村民集会

※カッコ内の数字は個数
（「スイスの連邦制度と地方自治のあらまし」及び「スイスの地方自治」財団法人 自治体国際化協会及びスイス連邦統計局資料より作成）
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スイス

放射性廃棄物

◎放射性廃棄物の区分

区　分 種　類

高レベル放射性廃棄物 ガラス固化体及び使用済燃料

α廃棄物 α線放射体の含有量がコンディショニングされた廃棄物1g当たり20,000Bqを超える廃棄物
（本文中の「TRU廃棄物」に該当するものです）

低中レベル放射性廃棄物 高レベル放射性廃棄物及びα廃棄物以外の放射性廃棄物

◎高レベル放射性廃棄物の中間貯蔵

設　備 所有者／運転者 受入廃棄物 廃棄物発生源

ヴュレンリンゲン放射性廃棄物
集中中間貯蔵施設（ZZL）

ヴュレンリンゲン中間貯蔵会社
（ZWILAG社）

使用済燃料
ガラス固化体

国外の再処理施設、原子力発電所など

ベツナウ中間貯蔵施設
（ZWIBEZ）

AXPO社 使用済燃料
ガラス固化体

国外の再処理施設、原子力発電所など

（NAGRAウェブサイト、放射性廃棄物安全条約に基づくスイス国別報告書（第6回）より作成）

◎α廃棄物・低中レベル放射性廃棄物の中間貯蔵

廃棄物の種類 管理状況

再処理過程から発生するα廃棄物 ヴュレンリンゲン放射性廃棄物集中中間貯蔵施設（ZZL）で貯蔵

原子力発電所の運転廃棄物 ヴュレンリンゲン放射性廃棄物集中中間貯蔵施設（ZZL）、ベツナウ
中間貯蔵施設（ZWIBEZ）、各原子力発電所サイト内で貯蔵

医療、産業、研究施設で発生するα廃棄物及び低中レベル放射性廃棄物 パウル・シェラー研究所（PSI）で貯蔵

（放射性廃棄物安全条約に基づくスイス国別報告書（第6回）より作成）

◎ヴュレンリンゲン放射性廃棄物集中中間貯蔵施設（ZZL）

（NAGRAウェブサイトより引用）

（原子力令より作成）
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英国資料

英国の地方自治体制度

イングランド

スコットランド

ロンドン

スコットランド議会

大都市圏

大ロンドン市（GLA）

ロンドン区
［32］

ロンドン市
自治体

非大都市圏

大都市圏
ディストリクト
［36］

州
（カウンティ）
［27］

単一自治体
［29］ 島嶼議会

市
（ディストリクト）

［201］

単一自治体
［56］

パリッシュ［約10,000］パリッシュ

コミュニティ
［1,200以上］

ウェールズ

ウェールズ議会

単一自治体
［22］

コミュニティ
［735］

北アイルランド

北アイルランド議会

ディストリクト
［26］

※カッコ内の数字は自治体の数
（「英国の地方自治（改訂版）－2011年改訂版－」財団法人自治体国際化協会などから作成）
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英国

放射性廃棄物

◎放射性廃棄物の区分

区　分 種　類

高レベル放射性廃棄物 かなりの発熱を伴う廃棄物で処分施設の設計時に、この要因を考慮する必要のある廃棄物

中レベル放射性廃棄物 放射能濃度が低レベル以上で処分施設の設計時に、その発熱量を考慮する必要のない廃棄物。主に使用済燃料
の再処理によって発生する廃棄物

低レベル放射性廃棄物 一般廃棄物との共同処分が適切でない放射性物質を含み、α放射能濃度が4GBq/t、β -γ放射能濃度が
12GBq/tを超えない廃棄物

極低レベル放射性廃棄物 放射能濃度が非常に低く一般廃棄物との共同処分ができる廃棄物。（病院や原子力産業以外で発生する廃棄物
なども含む）または総放射能濃度が4MBq/tを超えず、特定の埋設施設で処分可能な廃棄物

◎高レベル放射性廃棄物の中間貯蔵（廃液貯蔵含む）

設　備 所有者／運転者 受入廃棄物 廃棄物発生源

セラフィールド 原子力廃止措置機関（NDA）／セラフィールド社 使用済燃料
高レベル放射性廃液
ガラス固化体

原子力発電所
再処理施設

ドーンレイ 原子力廃止措置機関（NDA）／ドーンレイサイト復旧会社
（DSRL）

使用済燃料
高レベル放射性廃液

原子力発電所
再処理施設

サイト内貯蔵施設（各原子力発電所） 各発電所所有者 使用済燃料 原子力発電所

（放射性廃棄物等安全条約に基づく英国国別報告書（第5回）、NDA Strategy Draft for Consultationより作成）

◎低レベル放射性廃棄物の処分

設　備 所有者／運転者 廃棄物発生源 処分施設概要
（方式、深度） 容　量 処分量 操業状況 閉鎖後のモニ

タリング期間

低レベル放射
性廃棄物処分
場（LLWR）

原子力廃止措置機
関（NDA）／
低レベル放射性廃
棄物処分場会社

原子力発電所、
核燃料サイク
ル施設、研究所
など

浅地中のトレンチ
またはボールトに
埋設

約210万m3

（トレンチ1～7、
ボールト8～14
の容量）

約100万m3 1959年よ
り操業開始

少なくとも
100年間

ドーンレイ低
レベル放射性
廃棄物処分場

原子力廃止措置機
関（NDA）／
ドーンレイサイト
復旧会社

原子力発電所、
核燃料サイク
ル施設、研究所
など

浅地中のピット／
ボールトに廃棄物
パッケージを処分

約3.3万m3／
約17.5万m3

約3.3万m3／
－

1957年／
2015年

－／
300年まで

◎低レベル放射性廃棄物処分場（ドリッグ村近郊）
◎ セラフィールド再処理施設、ガラス固化施設
及び貯蔵施設

（LLWR社ウェブサイトより引用） （セラフィールド社ウェブサイトより引用）

（放射性廃棄物等安全条約に基づく英国国別報告書（第5回）、白書「放射性廃棄物の安全な管理」（Cm. 7386）, Defra, 2008より作成）

◎中レベル放射性廃棄物の貯蔵

（放射性廃棄物等安全条約に基づく英国国別報告書（第5回）、NDA、LLWR社及びDSRLウェブサイトより作成）

原子力発電所・再処理施設等の発生場所で貯蔵されており、高レベル放射性廃棄物との併置処分が検討されている。
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カナダ資料

カナダの地方自治体制度

国の機関

議員は首相の助言に
基づき総督が任命

連邦内閣の助言に
基づき任命

州（10）及び準州（3）

自治体※（4,000以上）

リージョン カウンティ

二層自治体地域 単層自治体地域

連邦議会

上層
自治体

上層自治体の役割：
幹線道路、福祉、土地利用計画、警察等。交通・上下水道は
上下層の分担が地域により異なる。

村市 タウン タウンシップ下層
自治体

下層自治体の役割：
地方道路、消防、文化・レクリエーション、公園、建築検査等

市 タウン

村 タウンシップ

議員は
基づ

連邦内閣の助言に
基づき任命

州（10）及び

連邦議会

は首相の助言に
づき総督が任命

首相・内閣上院（任命制）

省庁・行政機関下院

裁判所

総督

州総督

州首相・内閣州議会（一院制）

省庁・行政機関

州裁判所

※制度は州によって異なる。上記はオンタリオ州の場合
（財団法人自治体国際化協会「カナダの地方団体の概要」、内閣府「IT革命の中での諸外国の中長期財政計画に関する調査報告書」、Maple Leaf Web ウェブサイト等より作成）



227

資
料
編

放射性廃棄物

カナダ

◎放射性廃棄物の区分

区　分 種　類

高レベル放射性廃棄物 使用済燃料

低中レベル放射性廃棄物* 歴史的廃棄物**

燃料製造、原子力発電、放射性同位体製造及び使用、原子力研究に伴い発生する放射性廃棄物

ウラン鉱山及び鉱滓

◎高レベル放射性廃棄物の中間貯蔵

設　備 所有者／運転者 受入廃棄物 廃棄物発生源

サイト内貯蔵施設 各発電所所有者等 使用済燃料 原子力発電所等

（放射性廃棄物等安全条約に基づくカナダ国別報告書（第5回）より作成）

◎低中レベル放射性廃棄物の貯蔵

◎低中レベル放射性廃棄物の地層処分場の建設計画

廃棄物の種類 管理状況

歴史的廃棄物 オンタリオ州、ポートホープ等の貯蔵施設で貯蔵

燃料製造、原子力発電、放射性同位体製造及び使用、原子力研究に伴
い発生する放射性廃棄物

原子力発電所サイト内及びAECLチョークリバー研究所の施設で貯蔵

（放射性廃棄物等安全条約に基づくカナダ国別報告書（第5回）より作成）

カナダには、低レベル放射性廃棄物処分場がないため、管理状況を記述。

オンタリオ・パワー・ジェネレーション（OPG）
社は現在、ブルース原子力発電所（オンタリオ州）
のサイト内に、低・中レベル放射性廃棄物の地層
処分場を建設する計画を進めている。現在この建
設プロジェクトは許認可申請の前段階として、環
境影響を審査する段階に入っている。2015年
には環境影響の審査結果が出され、サイト準備許
可及び建設許可の発給が見込まれている。

*  取扱いと中間貯蔵時の遮へいの必要性の有無により、低レベル廃棄物と中レベル廃棄物に区分されています。
**  歴史的廃棄物は、過去の活動で発生した廃棄物で、発生者不明などにより十分な管理ができないため、現在は低レベル放射性廃棄物管理室によ
り管理されています。

（放射性廃棄物等安全条約に基づくカナダ国別報告書（第5回）より作成）

（OPG社資料より引用）
（http://www.opg.com/power/nuclear/waste/dgr/）
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米国資料

米国の地方自治体制度

連邦

連邦議会

（上院・下院）

大統領

連邦政府

州議会

州（50）
（State）

州内地方団体

自治体
（Municipality）

準自治体
（Quasi-municipality）

特別区（Special District）
学校区（School District）

市の役割：
教育、保健衛生、警察、司法、
消防、福祉、道路、都市計画、
上下水道の管理、交通等

郡の役割：
課税、徴税、警察、検屍、検察、
裁判、刑務所、保健、医療、扶助、
生活保護、道路、農業関係、
小中学校、図書館等

準自治体は、州等により設置
された歴史的経緯を持つ

特別区の役割：
公立学校の教育行政や社会教育、港湾
施設、上下水道、交通等（既存自治体
の区域を超えて広域での対応が可能）

市 （City）
町 （Town）
村 （Village）

バラ－（Borough）

タウン（Town）
タウンシップ（Township）

知事

州政府

郡［3,031］
（County）

※括弧内の数字は各州、自治体の数
（財団法人自治体国際化協会ウェブサイト及びGovernment Organization, U.S. Census Bureauより作成）
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米国

放射性廃棄物

◎放射性廃棄物の区分
区　分 種　類

高レベル放射性
廃棄物（商業用）

主に原子力発電により発生する使用済燃料

高レベル放射性
廃棄物（DOE）

主に軍事用原子炉により発生する使用済燃料、ガ
ラス固化体、高レベル放射性廃液

超ウラン（TRU）
廃棄物

核兵器研究・製造、使用済燃料の再処理等の活動
によって発生する廃棄物のうち、半減期が20年
を超えるα放射体の超ウラン元素が廃棄物1g当
たり3,700Bq（100nCi/g）以上含まれるもの

低レベル放射性
廃棄物（商業用）

主に原子力発電所の運転によって発生する運転廃
棄物及び廃炉廃棄物（長寿命及び短寿命核種の濃
度に応じて、クラスA、クラスB、クラスC、クラ
スCを超える（GTCC）の4区分に分類される）

低レベル放射性
廃棄物（DOE）

政府所有の廃棄物及び政府所有サイトで発生また
は所持している廃棄物で、高レベル放射性廃棄物、
超ウラン廃棄物、11e.（2）副生成物廃棄物以外
のもの

11e.（2）
副生成物廃棄物*

ウラン鉱滓等

◎高レベル放射性廃棄物の中間貯蔵（廃液貯蔵含む）
設　備 所有者／運転者 受入廃棄物 廃棄物発生源

サイト内貯蔵施設（各原子力発電所） 各電力会社 使用済燃料 原子力発電所

ハンフォード・サイト
（ワシントン州）

エネルギー省
（DOE）

使用済燃料
高レベル放射性廃液

国防関連

アイダホ国立研究所（INL）及び
アイダホ・サイト（アイダホ州）

エネルギー省
（DOE）

使用済燃料
高レベル放射性廃液等

国防関連

アルゴンヌ国立研究所
（アイダホ州、イリノイ州）

エネルギー省
（DOE）

使用済燃料 国防関連

サンディア国立研究所
（SNL）（ニューメキシコ州）

エネルギー省
（DOE）

使用済燃料 国防関連

ウエストバレー実証プロジェクト
（ニューヨーク州）

エネルギー省
（DOE）

ガラス固化体 原子力発電所

サバンナリバー・
サイト（SRS）
（サウスカロライナ州）

エネルギー省
（DOE）

使用済燃料
ガラス固化体
高レベル放射性廃液

国防関連

オークリッジ保留地
（テネシー州）

エネルギー省
（DOE）

使用済燃料 国防関連

モリス （イリノイ州） ゼネラル・エレク
トリック社

使用済燃料 原子力発電所

（放射性廃棄物等安全条約に基づく米国国別報告書（第6回）より作成）

◎低レベル放射性廃棄物・TRU廃棄物の処分

設　備 所有者
運転者 廃棄物発生源 処分施設概要

（方式、深度） 容　量 処分量 操業状況 閉鎖後のモニ
タリング期間

バーンウェル
処分場
（サウスカロライ
ナ州）

エナジー
ソリュー
ションズ社

民間の原子力利用（発電、工業、研
究、医療）、エネルギー省（DOE）を
除く連邦政府、州政府

クラスA、クラスB、
クラスCの低レベル
放射性廃棄物を浅地
中のトレンチに埋設

約88万m3 約79.9万m3
（2016年12月時点）

1971年操業開始
2008年7月以降は、協定
州のみから受入れ

100年以下

リッチランド
処分場
（ワシントン州）

U.S.
エコロジー
社

民間の原子力利用（発電、工業、研
究、医療）、エネルギー省（DOE）を
除く連邦政府、州政府

クラスA、クラスB、
クラスCの低レベル
放射性廃棄物を浅地
中のトレンチに埋設

約170万m3 約40万m3
（2016年12月時点）

1965年操業開始 100年以下

クライブ処分場
（ユタ州）

エナジー
ソリュー
ションズ社

核兵器開発による汚染を含むエネル
ギー省（DOE）及び民間の環境修復
によって発生する廃棄物など。
低レベル放射性廃棄物の他に「11e.
（2）副生成物廃棄物」なども処分

天然の土壌・粘土を
用いた浅地中埋設
（クラスAのみ。ク
ラスB、Cについて
は許可取得を断念）

約882万m3 約509万m3
（2016年12月時点）

1988年操業開始 100年以下

WCSテキサス
処分場

WCS社 民間の原子力利用（発電、工業、研
究、医療）、連邦政府（11e.（2）副
生成物廃棄物を含む）、州政府

クラスA、クラスB、
クラスCの低レベル
放射性廃棄物を浅地
中のトレンチに埋設

民間用：
約53万m3
連邦用：
382万m3

約3万m3
（2016年12月時点）

2012年操業開始 100年以下

DOEの各研究所
等の処分施設

エネルギー
省（DOE）

DOE関連施設 処分施設毎に設計は
異なる

不明 約2,000万m3
（2016年9月末時点）

操業中 100年以下

廃棄物隔離
パイロット
プラント（WIPP）

エネルギー
省（DOE）

DOE関連施設
（超ウラン（TRU）廃棄物）

深度約655mの岩
塩層中のトンネルに
処分

約17.6万m3 9.1万m3
（2015年12月時点）

1999年操業開始
放射線事象等により2014
年2月に操業停止したが、
2017年1月4日に操業
再開

100年以上

（放射性廃棄物等安全条約に基づく米国国別報告書（第6回）、Country Waste Profi le Report for United States of America Reporting year :2008,
IAEA/WMDB/4 2002, Low-Level Radioactive Waste - Disposal Availability Adequate in the Short Term, but Oversight Needed to Identify Any Future Shortfalls,

GAO-04-0604, 原子力規制委員会（NRC）ウェブサイト、WIPPウェブサイト、WCS社ウェブサイトより作成）

◎バーンウェル処分場 ◎廃棄物隔離パイロットプラント（WIPP）

（GTS Duratek社パンフレットより引用） （DOE WIPPウェブサイトより作成）

排気立坑
廃棄物搬入立坑建設工事用立坑

岩塩貯蔵所

空気取入立坑

* 副生成物廃棄物は原子力法第11条e（2）において定義されている
（放射性廃棄物等安全条約に基づく米国国別報告書（第6回）より作成）
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諸外国における高レベル放射性廃棄物処分事業
に関連する地域振興策

国　

名

処分場建設予定地・調査地などの名称：
①地理的特性
②社会環境特性
③近郊での原子力関連施設の有無

地域振興策（地域のベネフィット）

法的枠組（交付金や優遇税制等） 実施主体や廃棄物発生者等の取組

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

●エストハンマル自治体
〔処分場建設予定地のフォルスマルクが
ある〕
①沿岸部：71%が森林
② 漁業／造船、鉄／鉄鋼、農業から、原
子力発電事業等へ。
③ 原子力発電所、低中レベル放射性廃棄
物処分場
●オスカーシャム自治体
〔サイト調査実施地のラクセマルがある〕
①沿岸部：75%が森林
② 造船、農林業から、工業とエネルギー
産業へ。
③ 原子力発電所、使用済燃料集中中間貯
蔵施設

○ 自治体が行う情報提供活動に要する費用支出：自治体当たり
年間500万クローネ（7,000万円）

○ エストハンマル自治体、オスカーシャム
自治体（いずれもサイト調査地の所在自
治体）、SKB社、原子力発電事業者4社
の計7者間で、2自治体の開発に関する
協力協定をSKB社が処分場の建設予定
地を決める前に締結
○ 2025 年までに総額 20 億クローネ
（240億円）の付加価値事業を実施。処
分場が立地される自治体に25%、立地
されない自治体に75%を配分する内容

○ 2009年6月にSKB社が処分場の建設
予定地をフォルスマルクに決定したこ
とを受けて、配分比率がオスカーシャム
75％、エストハンマル25％になった

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド

●エウラヨキ自治体
〔最終処分地であるオルキルオトがある〕
①沿岸部（島）
② 農業、林業、加工業、サービス産業が
主要産業、自治体の人口は約6,000
人
③ 原子力発電所、低中レベル放射性廃棄
物処分場

○ 固定資産税：通常施設の税率0.5～1.0%に対して、原子
力施設の場合に上限3.1%とする優遇措置。（立地自治体に
対する上記以外の恩恵を法的には認めていない）

○ ポシヴァ社の移転
○ ポシヴァ社による旧高齢者用住居施設の
賃借・改装（事務所として利用、会議室
などを一般にも開放）
○ 新しい高齢者用住居施設建設のための自
治体への貸付

フ
ラ
ン
ス

サイト未定（ムーズ県／オート=マルヌ
県境のビュール地下研究所近傍より選
定される予定）
①内陸部の段丘地
②農畜産業中心の非人口密集地域
③無し

○ 地域振興策実施のために、施設設置県に公益事業共同体
（GIP）を設置：地域主導の柔軟な制度。農業・観光事業活性
化等の地域振興に以下の資金を活用
－ 2000年～2006年：年間約915万ユーロ（約12.2億円）
－ 2007年～2009年：年間2,000万ユーロ（26.6億円）
－ 2010年以降：年間3,000万ユーロ（39.9億円）

○ 廃棄物発生者（EDF、AREVA、CEA）に
よる取組：地元雇用創出のためのプロ
ジェクトの実施（省エネ設備の戸別設置
支援、次世代バイオマス燃料生産のため
の木材ガス化の開発・生産施設設置等）

※ ビュール地域を将来のエネルギー基幹都市とし
て位置付けた取組み

ド
イ
ツ

●ニーダーザクセン州
〔ゴアレーベンで地下探査を実施※〕
①内陸のエルベ川沿岸
② 非人口密集地域。隣接に放射性廃棄物
関連施設。
③ 中間貯蔵施設（使用済燃料、ガラス固
化体、他）

※2013年にゴアレーベンは白紙化

（地域振興を目的とする法的枠組みはない） ○ 連邦とニーダーザクセン州との協定に基
づき、連邦から当該州へ補助金支給
－1979年の協定：
1979年～1988年にかけて合計3
億2,000万マルク（約218億円）

－1990年の協定：
1990、91年に合計6,000万マルク
（約41億円）

ス
イ
ス

（サイト未定） ○ 地域振興目的の法的枠組みはないが、サイト選定手続などを
定めた特別計画「地層処分場」は、サイトの確定前に交付金
について検討することを規定

（現段階では未定）

英  

国

（サイト未定） ○ 地域振興目的の法的枠組みはないが、政府白書において、地
域社会、政府及び開発事業者などの協議により検討していく
ことを明記
－ サイト選定プロセスの初期段階に関与する地域社会への投
資額：年間最大100万ポンド（1億4,900万円）
－ 地下侵入を伴うボーリング調査を行う地域社会への投資
額：年間最大250万ポンド（3億7,300万円）

◯ 開発事業者はサイト選定プロセスの進捗
に応じて、資金の投資方法を地域社会と
協議する予定

米  

国

●ネバダ州
〔ユッカマウンテン計画は中止の方針〕
① ラスベガス北西約160kmの砂漠地
帯
② ネバダ核実験場に隣接する連邦政府
所有地
③ 核実験場、エネルギー省（DOE）の低
レベル放射性廃棄物処分場

○ 地域が行う情報提供活動等に対する補助金の交付：2000
年までに約2億ドル（約226億円）の支給
○ 事業及び不動産に対する課税相当額の地元への支払：2000
年までに約5,500万ドル（約62億円）の地元への支払
○ 立地を受入れた州との契約に基づいて、州に年間1,000～
2,000万ドル（11.3億～22.6億円）の使途制限のない資
金を提供

（左記以外に地域振興策はない）

日  

本

（サイト未定） ○ 電源三法交付金制度：文献調査に応募した市町村及びその周
辺地域に対し、年間10億円（期間内交付金総限度額20億円）
概要調査地区に対し年間20億円（期間内交付金限度額70
億円）
○ 精密調査以降については今後検討

○ 最終処分施設建設までに原子力発電環境
整備機構（NUMO）の本拠地移転
○ 地域からのNUMO職員の雇用及び事業
への地域産業の活用

（2017年12月時点）

※ 為替レートは、2017年12月時点の日銀の基準外国為替相場及び裁定外国為替相場を使用しています。（1米ドル=113円、1ユーロ=133円、1英ポンド=149円、1スウェーデン・
クローネ=14円）
なお、1999年以前のユーロ導入以前については1ユーロ=1.95583マルク（ドイツ）で換算しています。
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日本における地層処分の概要

日本の処分方針

処分の実施体制

原子力発電所から発生する使用済燃料を再処理した後に残った廃液を固化したガラス固化体が
処分対象の高レベル放射性廃棄物となります。高レベル放射性廃棄物の処分については、平成
12年度に法整備と実施主体である原子力発電環境整備機構（NUMO）の設立が行われ、地下
300m以深に地層処分することが基本方針とされています。
平成27年5月に基本方針が改定され、公募に基づくサイト選定に加えて、国が地域の科学的特
性を提示した上で申し入れを行うプロセスが追加されました。平成29年7月に国は科学的特性マッ
プを公表しました。

平成12年の「特定放射性廃棄物の最終処分に
関する法律」において、原子力発電から発生する使
用済燃料を再処理した後に残る高レベル放射性廃棄
物はガラス固化体とし、300m以上深い地層において
処分することが定められました。平成19年の法改正
により、一部のTRU廃棄物が地層処分の対象に加
えられました。地層処分では、地下深くの安定した地
層（天然バリア）に、複数の人工障壁（人工バリア）
を組み合わせた「多重バリアシステム」により、最終

日本における地層処分の実施主体は、原子力発電
環境整備機構（以下「NUMO」）です。NUMOは
平成12年に、「特定放射性廃棄物の最終処分に関
する法律」に基づいて設立が認可された法人です。
監督に関わる主な行政機関は経済産業省です。

的にはモニタリングなどの人為的な管理を終了しても
安全を確保できるようにしています。
平成27年5月に最終処分に関する基本方針の改
定が行われ、現世代の責任を将来世代に先送りしな
いよう、地層処分に向けた対策を確実に進めるととも
に、可逆性・回収可能性を担保し、将来世代が最良
の処分方法を選択できるような形で技術開発を進める
としています。

経済産業大臣は法律に基づいて最終処分に関する
基本方針を定め、また5年毎に最終処分計画を定め
ます。こうした方針及び計画を定めるに当たっては、
原子力委員会と原子力規制委員会の意見を聴き、閣
議決定を経ることが必要とされています。

拠出金額の決定

指定・監督

 実施計画の策定

設
立
認
可
・
監
督

実
施
計
画
の
承
認

不
測
の
事
態
へ
の

対
応

解
散
の
歯
止
め

経済産業大臣

○基本方針の策定
　（平成27年5月改定）
　●現世代の責任と将来世代の選択可能性
　●全国的な国民理解、地域理解の醸成
　●国が前面に立った取組
　●事業に貢献する地域に対する支援
　●推進体制の改善等
○最終処分計画の策定
　（平成20年3月改定）
　●最終処分の実施時期、処分量
　●（今後、概要調査地区などが選定されたときはその所在地）
　　ほか

拠出金の納付

積立金の外部管理積立金の取戻し
（経済産業大臣の承認要）

資金の流れ

原子力発電環境整備機構
処分地の選定／最終処分の実施／拠出金の徴収　ほか

処分実施主体

原子力環境整備促進・資金管理センター
資金の管理・運用　ほか

資金管理主体

電力会社　ほか

発電用原子炉設置者

資

処分事業の基本スキーム

※2017年12月末時点の法制度に基づく状況を整理しています。
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サイト選定の進め方

NUMOは平成14年12月から高レベル放射性廃
棄物の最終処分施設の設置可能性を調査する区域
の公募を開始していますが、その最初となる文献調
査にも着手できていない状況です。立地選定が進ん
でいない背景には、①地層処分の安全性に対し十分
な信頼が得られていない、②地元の発意が前提であ
るため、地元の負う説明責任が重いなどの問題があ
りました。
平成27年5月改定の最終処分に関する基本方針

では、国が前面に立った取組の必要性から、国が科
学的により適性が高い地域（科学的有望地）を提示
し、文献調査の実施を市町村に申入れを行う新たな
プロセスが追加されました。地域の科学的特性の提
示は、地層処分に対する各地域の適性を客観的に示
しつつ、最終処分問題を国民全体が認識・理解す
るためのきっかけとするものです。国は平成29年7月
に地下環境等の特性を示す次ページの「科学的特
性マップ」を提示しました。
最終処分に関する基本方針には、最終処分事業

の実現に貢献する地域に対する敬意や感謝の念、社
会としての利益還元の必要性が広く共有されることが
重要であるとの認識が示されており、全国的な国民理
解、地域理解の醸成、事業に貢献する地域に対する
支援に向けた活動を行うことが盛り込まれています。

●文献調査●
文献資料などにより

地震などの自然現象による地層の著しい
変動の記録がないことなどを調査

●概要調査●
ボーリングなどにより最終処分施設を
設置しようとする地層が長期間にわたって

安定しているかどうかなどを調査

●精密調査●
測定・試験施設を地下に設けて
地層の性質が最終処分施設の設置に
適しているかどうかなどを調査

安全規制、最終処分施設の建設

最終処分の開始
（平成40年代後半を目途）

①「概要調査地区」の選定

②「精密調査地区」の選定
（平成20年代中頃を目途）

③「最終処分施設建設地」の選定
（平成40年前後を目途）

法
律
に
基
づ
く
処
分
地
選
定
調
査

申し入れ

説明会の開催など

地域の科学的特性の提示

公募

経済産業大臣 NUMO 関係都道府県知事及び市町村長 地域住民など

送付

公告・縦覧

送付

文献調査

説明会の開催

意見概要及び原環機構の見解の作成

概要調査地区の選定
●地域住民などの意見に配意して選定

実施計画の変更申請

概要調査地区の選定完了

報告書の作成

意見書

意見

最終処分計画の改定

実施計画の変更承認

●関係都道府県知事及び
市町村長の意見を聴き、
これを十分に尊重しな
ければならない

●閣議決定　など

処分地の選定プロセス

地域住民などの意見反映のしくみ（概要調査地区の選定段階）
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日本における地層処分>>>
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（出典：経済産業省資源エネルギー庁ホームページをA0サイズからA4サイズに縮小）
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日本における地層処分>>>

日本資料

処分に関わる法令の体系図

※ただし、地層処分事業は適用対象事業に指定されていない

特定放射性廃棄物
最終処分に関する法律

特定放射性廃棄物の
最終処分に関する
法律施行令

・特定放射性廃棄物の最終処
分に関する基本方針を定め
た件
・特定放射性廃棄物の最終処
分に関する計画を定めた件

他

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に
関する法律

核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に
関する施行令

・第一種廃棄物埋設事業に関
する規則
・設計及び工事の方法の記述
基準に関する規則

他

特定放射性廃棄物
最終処分に関する法律

特定放射性廃棄物の
最終処分に関する
法律施行令

単位数量当たりの
最終処分業務に必要な
金額を定める省令

環境影響評価法

原子力損害の賠償に
関する法律

事業規制

安全規制

資金確保

環　　境

原子力
損害賠償
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放射性廃棄物

◎放射性廃棄物の区分

廃棄物の種類 廃棄物の形態 廃棄物の概要

高レベル放射性廃棄物 ガラス固化体

再処理の過程において使用済燃料から分離されるストロンチウム90、セシ
ウム137に代表される核分裂生成物と、アメリシウム241、ネプツニウム
237に代表されるアクチニドを含む放射能レベルの高い廃液をガラス固化し
たもの

低
レ
ベ
ル
放
射
性
廃
棄
物

発
電
所
廃
棄
物

炉心等廃棄物 制御棒、炉内構造物

原子力発電所で発生する放射性廃棄物低レベル放射性廃棄物 廃液、フィルタ、廃機材、
消耗品等

極低レベル放射性廃棄物 コンクリート廃材、
金属廃材等

長半減期低発熱放射性廃棄物
（TRU廃棄物）

燃料体の部品等、廃液、
フィルタ

再処理施設やMOX燃料加工施設の操業・解体に伴って発生する低レベル放
射性廃棄物

ウラン廃棄物 消耗品、スラッジ、
廃機材 ウラン濃縮工場、ウラン燃料成形加工工場で発生する放射性廃棄物

研究施設等廃棄物

廃液、金属廃材、コンク
リート廃材、プラスチッ
ク廃材、フィルタ、使い
捨ての注射器等

医療機関及び研究施設等から発生する放射性廃棄物

放射性物質として扱う必要のない
もの（クリアランス相当の廃棄物）

コンクリート廃材、
金属廃材等

原子力施設の運転、解体に伴い発生する廃棄物で、放射能濃度が放射線による
障害の防止のための措置を必要としないもの

（使用済燃料管理及び放射性廃棄物管理の安全に関する条約日本国第4回国別報告書、平成23年10月より作成）

◎ 高レベル放射性廃棄物貯蔵管理センター
（青森県六ヶ所村）

○ フランス及び英国から返還されるガラス固化体を最終処分するまでの間、
冷却のために貯蔵する施設です。
○1995年（平成7年）より操業開始

（日本原燃㈱より提供）

○ 原子力発電所から発生した低レベル放射性廃棄物を処分しています。
○1992年（平成4年）より操業開始

（日本原燃㈱より提供）

◎ 低レベル放射性廃棄物埋設センター
（青森県六ヶ所村）
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あ
アクセス坑道
人間、機械、空気などが出入りする、地表と地下施

設とを結ぶ通路。立坑、斜坑、スパイラル坑道などが
ある。（→立坑、斜坑、スパイラル坑道）

安全評価
高レベル放射性廃棄物の地層処分システムが安全

上受け入れられるものか否かを判断するため、人間と
その生活環境への影響を解析した結果を基に、適切
な安全基準と比較、評価すること1）。

オーバーパック
ガラス固化体を包み込み、ガラス固化体に地下水
が接触することを防止し、地圧などの外力からガラス
固化体を保護する容器。人工バリアの構成要素の一
つ。候補材料は炭素鋼などの金属である1）。

か
核種
特定の原子番号と質量数により特定される元素の

種類のこと。例えば、ウラン元素には、核種としてU－
235（原子番号92、質量数235）やU－238（原子番号
92、質量数238）などが含まれている2）。

核種分離技術
高レベル放射性廃棄物や使用済燃料に含まれる

核種を、それぞれの核種の物理的あるいは化学的
特徴を利用して、核変換の方法や利用目的に応じ
ていくつかのグループ、元素あるいは核種に分離
する技術2）。

核変換技術
分離した後、中性子やγ線等の放射線を照射するこ

とにより、長寿命の放射性核種を短寿命または非放射
性核種に変換する技術2）。

ガラス固化
再処理の過程において使用済燃料から分離される
高レベル放射性廃液を、ガラス繊維と一緒に高温で
加熱することにより水分を蒸発させるとともに非晶質に
固結（ガラス化）し、物理的・化学的に安定な形態に
するプロセス。廃液はステンレス製の堅牢な容器（キャ
ニスタ）に閉じ込められた状態でガラス固化され、人
工バリアの構成要素のひとつであるガラス固化体とな
る。ガラス固化体は放射性物質を安定な形態に保持
し、地下水に対する耐浸出性に優れることが特徴1）。

緩衝材
オーバーパックと地層の間に充填し、地下水の浸入

と放射性物質の溶出・移行を抑制するもの。さらに地
層の変位を物理的に緩衝するクッションの働きや、地
下水の水質を化学的に緩衝して変化を抑える働きをも
つ。人工バリアの構成要素の一つ。候補材料はベン
トナイトなどの粘土である1）。

環境影響評価
高レベル放射性廃棄物の処分場の開発によって、
大気、水域、地圏、生物圏（生態系）などの自然環境
及び地域経済・社会、土地利用、景観、歴史的遺産
などの社会環境に対し、どのような影響があるかを予
測・解析した結果をもとに、適切な環境指標及びその
基準値と比較、評価することを環境影響評価（略して
環境評価、あるいは環境アセスメント）と言う。
また許認可手続などで正式に行われる環境影響評
価の結果を示した報告書のことを米国などでは環境
影響評価書（EIS）、フィンランドなどでは環境影響評

用　　語　　解　　説
ここでは、本冊子で用いられている用語についての解説をします。ほとんどのものは「高レベル放射性廃棄物
の地層処分研究開発等の今後の進め方について」（平成9年4月15日　原子力委員会原子力バックエンド対策専
門部会）等の国の報告書 1）、2）、3）、4）より引用し、難しい用語については補足していますが、その中にない用語につ
いては本冊子で独自の解説を行っています。なお、地層処分の技術的な用語については、「高レベル放射性廃棄
物の処分について考えてみませんか」（経済産業省資源エネルギー庁）等の関連冊子に詳しく載っていますので、
そちらも参照して下さい。
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価報告書（EIA）と言う。
さらに米国では、本格的に環境影響評価を実施す
る前に、十分な証拠揃えと解析を行ってから正式な環
境影響評価書（EIS）を作成するかどうかを決めるた
め、予備的に環境アセスメントを行うことがあるが、こ
れを環境アセスメント書（EA）と言う。

キャスク
もともとは、放射性物質を密封し、内容物の漏出を
阻止し、放射線を容器外で規定値以下に保持し、核
的臨界を防止し、容器外側での温度を規定以下に保
持するとともに、規定で定められた耐火条件、落下衝
突条件、浸漬条件においても内容物を保護するように、
輸送物を収納した輸送用の容器を言う。フラスコと呼
ぶ場合もある。現在は、キャスクを貯蔵用に用いる国
が増えている。また、ドイツのように、処分用の容器に
用いる国もある。

キャニスタ
高レベル放射性廃棄物のガラス固化体を収納する

容器を言う。使用済燃料を直接処分する国では、使
用済燃料を収納する容器をいうことが多く、その場合
の容器はわが国のオーバーパックの機能を有している
場合が多い。米国では廃棄物パッケージという。（→
オーバーパック）

拠出金
放射性廃棄物、特に高レベル放射性廃棄物の処分
事業などに要する費用を賄うために、法令によって設
置された放射性廃棄物基金に、費用負担責任のある
放射性廃棄物発生者が払い込む資金を拠出金と言う。
拠出金は、国によってさまざまな呼び方がある。米

国などは料金、スウェーデンなどは納付金、フィンラン
ドなどは積立金、スイスなどは分担金と言う。

結晶質岩系
地層処分の観点から分類された岩石のひとつで、

マグマが冷えて固まってできた岩石（火成岩）や、既
存の岩石が熱・圧力によって構造が変化してできた岩
石（変成岩）を指す。性能評価の観点から最も重要な
特徴は、地下水の流動に対して亀裂状媒体（割れ目
の中を選択的に地下水が移動する）として扱われるこ
と。例：花崗岩体1）。

建設・操業・閉鎖
建設は、高レベル放射性廃棄物定置のための地下
施設（地下坑道群）と地上施設を構築することを指す。
操業は高レベル放射性廃棄物の受け入れ、廃棄物や
緩衝材の搬送・定置、さらにその後に行われる処分
坑道、主要坑道の埋め戻し作業を指す。閉鎖は、連
絡坑道、アクセス坑道及びボーリング孔を埋め戻し、さ
らに地上施設の解体・撤去を指す。

高レベル放射性廃棄物
再処理の過程において使用済燃料から分離される

ストロンチウム-90、セシウム-137に代表される核分裂
生成物とアメリシウム-241、ネプツニウム-237に代表さ
れるアクチニド（原子番号89番以上の元素。放射性
元素である）を含む高レベル放射性廃液、またはそれ
をガラス固化したもの。発熱量と放射能は時間ととも
に減衰する。ガラス固化体の発生量は、100万kWの
原子力発電所の1年間の運転に対して現状の技術で
はおおよそ30本程度である1）。（→ガラス固化）
なお、使用済燃料を再処理せずに廃棄物として直
接処分する国の場合は、使用済燃料自体が高レベル
放射性廃棄物となる。（→使用済燃料）

個人線量
体内に摂取された放射性物質あるいは体外から個
人が受ける放射線量を個人線量といい、個人に対す
る放射線影響の程度を表す尺度となる。通常は、実
効線量（単位：Sv（シーベルト））で表す1）。

さ
再処理
原子炉で使用した燃料の中には、燃え残りのウラン

や新しくできたプルトニウム等燃料として再び利用でき
るものと、ウラン等が分裂してできた核分裂生成物が含
まれている。これらを化学的プロセスにより、再び燃料と
して利用できるウラン、プルトニウムと高レベル放射性
廃棄物に分離する作業をいう2）。（→高レベル放射性
廃棄物）

サイト選定
地層処分を行う場所（サイト）を選定すること。また、

そのプロセス。わが国では、法令に基づき、概要調査
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地区の選定、精密調査地区の選定、最終処分施設建
設地の選定の3段階の選定プロセスを経て行われる
ことになっているが、国によって段階の区分や呼び方
は異なっている。

サイト特性調査
処分予定地において、処分施設の設計や処分シス

テムの性能評価に必要な情報を取得するために実施
する調査。地表からのボーリング調査や物理探査、地
下施設を用いた調査などにより、地表から地下深部ま
での地層及び地下水の性質（例えば、地質構造、岩
盤物性、地下水の水質や流動特性など）を体系的に
調べる1）。いずれの国においても、サイト特性調査の
手順は、文献等既存の情報に基づく調査、地表からの
ボーリング等調査、地下施設を用いた調査の順番に行
われるが、区分や呼び方は国によって異なっている。

シナリオ
放射性廃棄物が人間環境に及ぼす影響を評価する

観点から、地層処分システムの処分直後の状態を基に、
長期間のうちにその状態を変化させる可能性のある
一連の現象を想定し、これらを組み合わせて地層処分
システムの長期挙動を描いたもの。シナリオを作成す
る目的は、地層処分システムの長期挙動を時系列的に
記述することにより、地層処分システムの性能を解析
するための道筋を規定し、その解析に必要なモデルの
開発やデータ収集の枠組みを与えることである1）。

斜坑
人間、機械、空気などが出入りする、地表と地下施

設とを斜めに結ぶ通路。（→アクセス坑道）

使用済燃料
原子炉燃料として使用され、規定の燃焼度に達し

た後に原子炉から取り出された燃料をいう2）。

処分坑道
処分場において高レベル放射性廃棄物を運搬、埋

設するための地下深部の水平坑道1）。

人工バリア
多重バリアシステムの構成要素のひとつで、ガラス

固化体、オーバーパック及び緩衝材から成る部分。高

レベル放射性廃棄物が人間の生活環境に影響を及ぼ
さないようにする障壁として、人工的に形成したもの1）。

スパイラル坑道
人間、機械、空気などが出入りする、地表と地下施
設とを螺旋状に結ぶ通路。（→アクセス坑道）

制度的管理
処分を適切に実施するため、法令に従って当局ある

いは指定機関が行う管理のこと。能動的な管理（人間
による処分場の管理・保守、環境放射能のモニタリン
グなど）及び受動的な管理（フェンスやマーカーの設置、
記録の保管、土地使用の制限など）に分けられる1）。

性能評価
地層処分システム全体、あるいはその要素である

個別システムが有する機能について解析した結果を
適切な基準と比較し、その性能について判断を行うこ
と。解析の対象が地層処分全体で、比較の基準が安
全性に関わるものである場合には、性能評価は安全
評価と同義である1）。

た
堆積岩系
地層処分の観点から分類された岩石のひとつで、
海底や河床などに運ばれた堆積物や火山の噴出物な
どが固まってできた岩石を指す。性能評価の観点か
ら最も重要な特徴は、地下水の流動に対して多孔質
媒体（岩石の粒子の間の空隙中をほぼ均一に地下水
が移動する）として扱われること。例：泥岩層1）。

多重バリアシステム
高レベル放射性廃棄物を、長期間にわたり生物圏

から隔離し、放射性物質の移動を抑えることにより、処
分された放射性廃棄物による影響が、将来にわたって
人間とその環境に及ばないようにするための多層の
防護系から成るシステム。工学技術により設けられる
人工バリアと、天然の地層である天然バリアにより構
成される1）。（→人工バリア、天然バリア）

立坑
人間、機械、空気などが出入りする、地表と地下施
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設とを垂直に結ぶ通路1）。（→アクセス坑道）

地下研究所・地下特性調査施設
地下深部の地質環境データの取得やさまざまな試

験を行うことを目的とした施設。本冊子では、純粋に
学術的研究等を目的として処分予定地以外の地下に
設けられたものを地下研究所、処分予定地の地下に
設けられたものを地下特性調査施設と呼んで区分し
ている。ただし、フランスの場合は法令に基づき地下
研究所と呼んでいるが、同法令によれば処分場となる
可能性があるとされており、実態としては地下特性調
査施設に近い位置づけのものである。なお、地下研
究所・地下特性調査施設の名称は国によって異なって
おり、例えばわが国の地下研究所は深地層の研究施
設と呼んでおり、深地層の研究施設は、学術的研究
の場であるとともに、国民の地層処分に関する研究開
発の理解を深める場としての意義を有し、その計画は、
処分施設の計画と明確に区分して進めることが必要
である、としている3）。

地下水シナリオ
処分場に埋設された高レベル放射性廃棄物に地下

水が到達し、廃棄物中の放射性物質が地下水によっ
て運ばれることにより、影響が生物圏へ及ぶことを想
定するシナリオ1）。

地球化学特性
地質環境の化学的な性質をいう。岩石の鉱物・化学

組成や、地下水の化学組成、pH、酸化還元電位など1）。

地質環境
地層処分の観点からみて重要な、地層を構成する

岩石やそこに含まれる地下水などの要素から成る地
下の環境1）。（→地質環境条件）

地質環境条件
地層処分システムの性能にとって重要な、地質環境

の現在の性質（地質環境の特性）と長期的な将来に
わたる安定性（地質環境の長期安定性）とを一括して
地質環境条件と呼ぶ。また、地質環境条件に関する
調査研究によって取得、収集されたデータや知見など
を総称して「地質環境についての情報」と呼ぶ1）。

地層処分
高レベル放射性廃棄物などの最終処分として、ガ

ラス固化体などを地下数百メートルより深い地層ある
いは岩体中に隔離する方法をいう。処分後のいかな
る時点においても人間とその生活環境が高レベル放
射性廃棄物中の放射性物質による影響を受けないよ
うにすることを目的とする。なお、英語の"geological 
disposal"に対して用いられている「地層処分」という
用語の「地層」には、地質学上の堆積岩を指す「地層」
と、地質学上は「地層」とみなされない「岩体」が含
まれている。単独で用いる「地層」という用語につい
ても同様である1）。

地層処分システム
適切な地質環境の下に多重バリアシステムを構築

することによって、処分された高レベル放射性廃棄物
による影響が将来にわたって人間とその生活圏に及
ばないようにするための仕組み1）。（→多重バリアシ
ステム）

定置技術
ガラス固化体を内包したオーバーパックを処分場の
所定の位置に収納するための技術1）。

TRU廃棄物
再処理施設やウラン－プルトニウム混合酸化物

（MOX）燃料加工施設の操業・解体に伴って発生
する低レベル放射性廃棄物。TRU廃棄物のうち、ハ
ル・エンドピースの圧縮体は発熱量が比較的大きく、
発生時点で約60W／本（25年後で約4.5W／本）程
度。一方、高レベル放射性廃棄物（ガラス固化体）
の発熱量は固化直後で約2,300W／本（50年後で約
350W／本）程度である。また、TRU廃棄物にはハル・
エンドピース以外に、ベータ線核種であるヨウ素-129
の濃度が比較的高い廃銀吸着材、硝酸塩を含む濃縮
廃液等を固化したもの、不燃性廃棄物等がある。（→
再処理、高レベル放射性廃棄物、ガラス固化、核種）

天然バリア
処分された廃棄物と人間の生活環境との間にある
地層などを指し、天然のものではあるが、廃棄物が人
間の生活環境に影響を及ぼさないようにする障壁とし
ての役割も期待される1）。
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な
ナチュラルアナログ
廃棄物埋設後の放射性核種の挙動や人工バリアの

腐食・変質など、地層処分システムにおいて想定され
る現象と類似した、自然界で過去に起こった長期的変
化に関する現象。火山から噴出した火山ガラス、古代
の遺跡などから発掘される銅鐸、地下に埋設された
古い鋳鉄管などは、人工バリアの候補材であるガラス
や金属に類似しているため、これらの地下での長期
的な変化を調べることにより、人工バリアで生じ得る現
象を確認したり、評価方法の妥当性をチェックすること
ができる。また、天然の放射性核種を含むウラン鉱床
などは、天然バリアを含めた地層処分システム全体の
ナチュラルアナログの研究の場として利用できる1）。

は
廃棄物パッケージ
（→キャニスタ）

破砕帯
断層活動に伴う断裂・圧砕などの作用によって、岩

石が角れき状や粘土状に破砕された部分。断層が動
いた面を中心にほぼ一定の幅をもった帯を形成する1）。

引当金
電力会社による資金確保方策の一方式で、原子力

発電など、今やっている活動によって、放射性廃棄物の
処分費用など、将来に費用が発生することが確実な場
合に、その費用を見込んで計上することを引当と言い、
そのように計上された金額を引当金と言う。

分離変換技術
（→核種分離技術、核変換技術）

併置処分
高レベル放射性廃棄物（ガラス固化体）とTRU廃

棄物等を同一のサイト内に処分する処分方法。（→
高レベル放射性廃棄物、ガラス固化、TRU廃棄物）

ベントナイト
（→緩衝材）

放射線量
放射線が人体影響の原因となると考えたときの原因
量を放射線量あるいは線量と呼ぶ。使用目的に応じ
何種類かの線量が定義されているが、最も基本的な
ものは吸収線量（単位：Gy（グレイ））であり、単位質
量に吸収されるエネルギーで表される。人体への影
響を評価する場合には、吸収線量に放射線の種類や
臓器の感受性の違いなどによる補正を行って求める
実効線量（単位：Sv（シーベルト））が用いられる1）。

ボーリング
（→ボーリングデータ）

ボーリングデータ
地下の地質状況などを調べるために、地中深く、直

径数cm～20cm程度の円筒状の孔を掘ることをボー
リングという。ボーリング孔を掘る際に採取した岩石試
料を用いた室内試験やボーリング孔を利用した各種
計測によって、地下の岩石や地下水に関する様々な
情報を取得することができるが、このようにして得られ
た情報を総称してボーリングデータという1）。

ら
リスク
放射線被ばくによる有害な影響の生じる確率。ある
線量の被ばくを受ける確率と、その被ばくによる健康
への重大な影響を引き起こす確率との積で表される1）。

用語解説の出典
1）  高レベル放射性廃棄物の地層処分研究開発等の
今後の進め方について（平成9年 4月 15日　原
子力委員会原子力バックエンド対策専門部会）

2）  長寿命核種の分離変換技術に関する研究開発の
現状と今後の進め方（平成 12年 3月 31日　原
子力委員会原子力バックエンド対策専門部会）

3）  原子力の研究、開発及び利用に関する長期計画
（平成12年 11月 24日　原子力委員会）
4）  長半減期低発熱放射性廃棄物の地層処分の基本
的考え方－高レベル放射性廃棄物との併置処分
等の技術的成立性－（平成 18年 4月 18日　原
子力委員会長半減期低発熱放射性廃棄物処分技
術検討会）



諸外国における高レベル放射性廃棄物の処分について

改訂新版　第15版　平成30年2月1日発行（内容は平成29年12月現在）  ⓒ
発行　経済産業省　資源エネルギー庁
制作　公益財団法人　原子力環境整備促進・資金管理センター



高レベル放射性廃棄物について、もっとくわしく知りたい方のために

以下のウェブサイトでは、
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経済産業省資源エネルギー庁
電力・ガス事業部 放射性廃棄物対策課

〒100-8931 東京都千代田区霞が関1-3-1 TEL：03-3501-1511（代表）
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○原子力委員会 ･･････････････････････････････････････････････  http://www.aec.go.jp/

○原子力規制委員会 ･･･････････････････････････････････････････  http://www.nsr.go.jp/

○独立行政法人日本原子力研究開発機構 ････････････････････････  http://www.jaea.go.jp/

○原子力発電環境整備機構（NUMO） ･････････････････････････  http://www.numo.or.jp/

○公益財団法人原子力環境整備促進・資金管理センター ･････････  http://www.rwmc.or.jp/

○一般社団法人日本原子力産業協会 ･･････････････････････････････ http://www.jaif.or.jp/

○一般財団法人日本原子力文化財団 ････････････････････････････ http://www.jaero.or.jp/

○一般財団法人電力中央研究所 ･････････････････････････････ http://criepi.denken.or.jp/

○電気事業連合会 ････････････････････････････････････････････  http://www.fepc.or.jp/

○日本原燃株式会社 ･･･････････････････････････････････････････  http://www.jnfl.co.jp/

○使用済燃料再処理機構（NuRO） ･････････････････････････････  http://www.nuro.or.jp/

○原子力関係資料閲覧室（原子力規制庁）
〒106-8450　東京都港区六本木1丁目9番9号　六本木ファーストビル5階
利用時間などはホームページでご確認ください
➡ http://www.nsr.go.jp/procedure/disclosure/etsuran.html

古紙配合率70％再生紙を使用しています
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